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要旨

災害は，人々の生命を奪い，インフラを破壊し，生態系に損害を与え，開発を
損なうものであり，気候変動によってその頻度が増加する可能性もある。そ
のため，災害リスク軽減（DRR）と気候変動適応（CCA）に関する最新の知
見が必要とされている。その中でも，災害リスクを軽減し，気候変動に適応
するための生態系を活用したアプローチについての理解を深めることが重要
である。本書では，災害リスク軽減と気候変動適応における生態系（管理）
の重要性について説明し，生態系を活用した災害リスク軽減及び気候変動適
応（Eco-DRR/EbA）を計画・実施するための指針を示している。
災害リスク軽減は，曝露，脆弱性，ハザードを低減することで，リスク要因

を減らすことを目的としている。各リスク要因を増大させるものは様々に
あるが，その中の多くが劣悪な環境管理に直接または間接的に関連している。
このことについては，仙台防災枠組（SFDRR），気候変動枠組条約（UNFCCC），
生物多様性条約（CBD）など，国際的な政策分野で重要な国際条約や枠組など
で，多くの言及およびマンデートの提示がなされており，生態系の機能を改善，
維持，管理することで，レジリエンスを向上させる必要性が認められている。
生態系は，すべてのリスク要因に対応できる重要なサービスを提供してい

る。たとえば，マングローブ林が波を減衰させたり，森林が雪崩を防いだり
することで，ハザードへの曝露を減少させる。適切に管理された生態系はハ
ザードを軽減することができる一方，劣化した生態系は，地滑りや砂漠化な
どのハザードを引き起こす傾向がある。さらに，生態系はコミュニティに食
料，水，生計を提供することで，脆弱性を軽減することもできる。

Eco-DRRとは，災害リスクを軽減するために生態系を持続的に管理・保
全・修復し，持続可能で強靭な開発を実現することである（Estrella and 

Saalismaa 2013）。一方，EbAとは，人々が気候変動の悪影響に適応すること
を支援するために，総合適応戦略の一環として生物多様性と生態系サービス
を利用することである（CBD 2009）。この2つのアプローチは，DRRとCCA

という異なる分野で別々に発展してきたためにいくつかの違いがあるが，実
際には多くの点で重なり合っている。
本書の読者が，Eco-DRR/EbAおよびその基本原則について，重要な示唆
を得ることを期待する。Eco-DRR/EbAには，「複数の利益をもたらす」「後
悔しない戦略を提供する」などの特徴がある。さらに，DRR/CCAに対する
生態系を活用したアプローチは，グレーインフラよりも時間の経過とともに
費用対効果が高まることが多い。ただし，場合によってはグレーインフラと
グリーンインフラの組み合わせの方が最適であることもある。最後に，ジェ
ンダーに配慮したEco-DRR/ EbAは，変革的レジリエンス，つまり災害リ
スクを持続的に軽減するレジリエンスの基本となる。本書では，Eco-DRR/

EbAの主流化にはまだ知識のギャップや様々な課題があると結論づけてい
る。とくに，DRR/CCAのための生態系への投資を，地域固有のプロジェク
トから他地域へと一般化可能なガイドラインへとスケールアップする方法
などは，まさにEco-DRR/EbAの今後の主な課題であろう。例えば，ある地
域で浸食を減らすために役立つ植生が，別の地域では機能しないことがある。
本書はこれらのギャップや課題のいくつかを克服するための答えを提供する
ことを目的としている。本書をもとに，新しい研究に取り組み，開発計画に
Eco-DRR/EbAを組み込む方法を見つけ，この新しい分野の発展に向け成長
しつつある実践のためのコミュニティに参加をしてほしい。

参考文献

CBD (2009). Connecting 
Biodiversity and Climate Change 
Mitigation and Adaptation: Report 
of the Second Ad Hoc Technical 
Expert Group on Biodiversity 
and Climate Change. Technical 
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Convention of Biological Diversity: 
Montreal. https://www.cbd.int/
doc/publications/cbd-ts-41-en.pdf 
Accessed: 24 July 2019.

Estrella, M. and Saalismaa, 
N. (2013). Ecosystem-based 
disaster risk reduction (Eco-
DRR): An overview. In The 
role of ecosystems in disaster 
risk reduction. Renaud. F.G., 
Sudmeier-Rieux, K., Estrella, M. 
(eds.). UNU Press, Tokyo, 25-54. 
http://collections.unu.edu/view/
UNU:1995 Accessed: 24 July 
2019.
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01ソースブックの背景と内容

重要インフラ
• 防御インフラ

• グリーンインフラ

グローバル目標 C
経済損失／世界のGDP

指標 C5
災害による重要インフラの損傷
または破壊に起因する直接的な

経済的損失

グローバル目標 D
重要インフラへのダメージ

基本的サービスの混乱

指標 D4
災害による破壊または破損した
その他の重要インフラユニット

および施設の数

グリーンインフラ及び生態系に
関連する指標

メタデータにおける指標評価に用い
られる関連する各計測方法の定義を
支援

仙台防災枠組（SFDRR）

技術指針 

図 1.1
SFDRR におけるグリーンインフラと生態系に関する指標
出典：Sebesvari et al.2019.　作図：L. Monk

1.1　はじめに

災害は，人々の命を奪い，インフラを破壊し，生態系に損害を与え，開発を阻
害する。そして，気候変動は，世界の多くの地域で既存の災害リスクを悪化
させると予想されている。実務家，政策立案者，研究者は，災害リスク軽減
（DRR）と気候変動適応（CCA）の最新動向について，認識を深める必要が
ある。現在では，災害リスクを軽減し，気候変動に適応するための生態系を
活用したアプローチについて理解が深まっている。こうした解決策は，災害
の影響に対するレジリエンスを高めるために，保護のための緩衝機能や，食
料や水を提供したりするものとして，より一般的になりつつある。災害リ
スク軽減と気候変動適応のための生態系を活用したアプローチ（Eco-DRR/

EbA）は，IPCC（2012）では「後悔しない（no-regret）」戦略とされており，
炭素貯蔵・吸収，生物多様性の保全，貧困削減など，災害の有無にかかわら
ず複数の社会・経済的利益をもたらす。
国連気候変動枠組条約（UNFCCC）の締約国会議（COP）が開催された

2007年以降，DRRとCCAのための「自然を活用した解決策」（NbS）と呼ば
れる取組の推進が，国際的に注目を集めている。国際自然保護連合（IUCN）
やザ・ネイチャー・コンサーバンシー（TNC）などの自然保護団体は，一部
加盟国の支援を受けて，2008年のCOP14に提出した資料の中で，生態系を
活用した適応（EbA）という概念を，UNFCCCの下での将来の適応枠組みの
重要な要素として提示した（Vignola et al. 2009）。

DRRの分野では，EbAが推進される以前から生態系の重要性が認識され，
議論されてきた。このことは，兵庫行動枠組2005-2015（HFA）の中で，と
くにHFA優先順位4の「根本的なリスク要因を削減する」という項目に見て
とれる。「環境と災害リスク軽減のためのパートナーシップ」（PEDRR）は，
2008年以来，こうした認識の進展に貢献し，世界の災害および開発計画にお
いてEco-DRRの主流化を提唱してきた。

環境と災害リスク軽減のための
パートナーシップ
PEDRRは，国連機関，NGO，専
門機関のグローバル連合。Eco-

DRR/EbAの実施を拡大し，確
実なものにすること，および，
仙台防災枠組に沿って，世界，
国，地方レベルでの開発計画に
Eco-DRR/EbAを主流化するこ
とを目的とする。
詳細： www.pedrr.org
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アドボカシー活動の甲斐もあり，ポスト2015アジェンダである仙台防災枠
組では，災害リスク軽減とレジリエンスの構築のための持続可能な生態系管
理の役割がより明確に認識されるようになった。さらに，仙台枠組モニター
（SFM）には，7つのターゲットに対する進捗状況を監視するための38の指
標が含まれており，グリーンインフラについても2つの指標で報告すること
になっている（図 1.1）。ただし，これまでグリーンインフラについて報告し
た政府はない。

SFDRRでは生態系を活用したアプローチ，SFMではグリーンインフラな
ど，文書によってNbSを表す用語が異なっていることや，CCAの議論では
EbA，DRRの議論ではEco-DRRなど，枠組みによって異なる用語が使われて
いることが，混乱や不明瞭さが生じ，政府による取組や報告の妨げになるこ
ともある。そのため，明確な用語とコミュニケーションを確保することが重
要である。

環境管理の重要性は以前から指摘されており，また環境管理は持続可能な
開発の柱の一つでもあるが，災害や気候変動等の問題への対応としては技術
的・構造物的な解決策がいまなお主流である。その一因は，NbSを実施する
ための証拠や理解，ガイダンスが不足していることである。ただし，政策の
進展やアドボカシー，プロジェクトへの資金提供の増加により，自然の解決
策や生態系を活用したアプローチの実施は増加している。

多くの開発途上国や新興工業国では，人口増加や経済成長に伴い，生態系
への圧力が増大し災害に対する保護機能が低下しているため，この点は特に
重要である。マングローブ，沿岸砂丘システム，山林など，ランドスケープ
や生態系の劣化は世界各地で見られており，適切な対策が講じられなければ，
今後も続くばかりか，さらに加速する可能性もある。

定義
EbA：人々が気候変動の悪影響
に適応することを支援するため
に，総合適応戦略の一環として
生物多様性と生態系サービスを
利用すること（CBD 2009）。

Eco-DRR：災害リスクを軽減
するために，生態系を持続的
に管理・保全・修復し，持続可
能で強靭な開発を目指すこと
（Estrella and Saalismaa 2013）。

EbM：気候変動の緩和を目的に，
生態系の炭素貯蔵・吸収サービ
スを利用すること

用語
ランドスケープの生態系や自然の要素の活用を指す用
語は複数存在する：
自然の解決策（NS）または自然を活用した解決策
（NbS）は，IUCNによって「社会課題に順応性高く
効果的に対処し，人間の幸福と生物多様性に恩恵を
もたらす，自然あるいは改変された生態系の保全，管
理，回復のための行動」と定義されている（Cohen- 

Shacham et al.2016）。これは，災害リスク軽減や気候
変動適応のために行われるものを含む，すべての自然
管理アプローチを包括する用語である。
グリーン・ブルー（または自然）インフラ（GIまたは
NI）は，護岸や堤防などの「グレー（ハード）インフラ」
と呼ばれるものの対立概念として使われることが多い。

「水の浄化，空気の質，レクリエーションのための空
間，気候変動の緩和と適応，多くのコミュニティに利
益をもたらす降雨の管理など，幅広い生態系サービス
を提供するために設計・管理された，環境的特徴を伴
う戦略的に計画された自然と半自然のネットワーク」
（UNISDR, 2017: 96）
自然の緩衝材：グリーンインフラと類似。
生態系を活用したアプローチ：生態系を活用した適
応（EbA），生態系を活用した災害リスク軽減（Eco-

DRR），生態系を活用した緩和（EbM）など。
グリーン・ブルースペース：これらの用語は都市の気
候変動適応によく使われ，都市の冷却と水の管理のた
めに，屋上緑化，公園，緑の回廊などの「グリーン」の
領域と，池や水辺などの「ブルー」の領域を提供する
ことを示している。
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図 1.2
ハイチ（左側）とドミニカ共和国（右側）の国境　© UNEP

図 1.2は，ハイチ（道路の左側）とドミニカ共和国（道路の右側）の植生被
覆レベルの違いを示す印象的な図である。ハイチでは，深刻な環境悪化が主
なリスク要因の一つとなっており，ハザードイベントに対する脆弱性とリス
クの増大につながっている。例えば，2004年の熱帯性暴風雨「ジャンヌ」は，
ハイチ，特にゴナイブ市で多数の土砂崩れを引き起こし，1,600人以上の死
者を出した。一方，隣国のドミニカ共和国では，同じ暴風雨による被害は非
常に少なく，18人の死傷者が報告されたのみだった（NOAA, 2014）。

2004年のスリランカの事例は，自然による沿岸保護に関するものである。
この例では，インド洋津波の影響を人間の活動が悪化させたことが指摘され
る。図 1.3は，2004年のインド洋大津波で大きな被害を受けたスリランカ南
部のヤーラ国立公園である。上の写真では，砂丘に守られたエコツーリズ
ム・リゾートの緑色の屋根がわずかに見える。ここでは，波の高さはわずか
5cmで，死傷者も出なかったという。下の写真は，エコツーリズム・リゾー
トからほど近い海岸沿いにあるヤラ・サファリ・リゾートで，海へのより良
い眺望を得るために砂丘が取り払われていた。ここでは，波の高さが7メー
トルに達し，27人の死者が出た。これは，砂丘のような生態系がいかに沿岸
災害から人々やインフラを守ることができるかを示す好例である。また，津
波のようなハザードは，人々が危険な場所に住んでいたり，環境を悪化させ
たりすることで，災害になり得ることを示している。
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ほとんどの災害，あるいは少なくともその深刻な影響の一部は回避可能であ
る。災害の影響は，劣化した環境条件によって引き起こされたり，悪化した
りすることが多い。Eco-DRR/EbAは，自然ハザードや海面上昇などの気候
変動の影響を防止，軽減，緩和するために，生態系（山林，湿地，マングロー
ブなど）をシステム的に活用するアプローチである。Eco-DRR/EbAでは，
生態系がDRRサービスを提供するだけでなく，供給，調整，文化的などその
他の生態系サービスをも提供し，災害や気候変動に対する地域のレジリエン
ス向上に貢献していることを考慮している。すなわち，Eco-DRR/EbAアプ
ローチへの投資は，DRRやCCAへのレジリエンスを高めるだけでなく，特
に生活，人間の福祉，生態系の健全性を支えるなど，複数の利益をもたらす
のである。ただし，人工的な構造物に限界があるように，沿岸砂丘やマング
ローブなどの生態系が提供できる，熱帯サイクロンや津波などのハザードイ
ベントからの保護にも限界がある。こうした保護機能は，生態系の健全性と
ハザードの大きさに依存している。生態系の保護機能に関する科学的証拠は
蓄積され続けており，本書もそれらに依拠している。

図 1.3
スリランカのヤーラ国立公園と，それ
に隣接するエコツーリズム・リゾート

© B. McAdoo

スリランカのヤラ・サファリ・リゾート
© B. McAdoo
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本書は，災害管理者や実務者，CCA専門家，開発計画者，プロジェクト実施者，
政策立案者，およびDRR，CCA，開発，自然資源管理の各分野で活躍する学
生や専門家（環境工学，地域・都市・環境計画，地理学，生態学，景観生態学，
農業科学などの諸分野を含む）など，増大する災害・気候リスクに対処する
ための新たな解決策を知りたいと考えるすべての人を対象としている。

1.2 本書の構成

本書は，DRR と CCA の概念を読者に理解してもらい，DRR と CCA にお
ける生態系（管理）の重要性を説明し，Eco-DRR/EbA を計画・実施するた
めのガイダンスとツールを提供することを目的としている。ただし，本書は
一般的な原則と問題の概要を示すことしかできない。なぜなら，各地域の
状況はユニークであるため本格的な調査が必要であるし，また，各地域で利
用可能なリソースは異なるからである。本書および章末掲載の資料が，Eco-
DRR/EbA の主流化に役立ち，この新たな分野の参照点となることを願って
いる。
第2章から第5章では，災害とリスク軽減，気候変動と適応，DRRとCCA

における生態系（管理）の役割について紹介している。第2章では，災害の
概要，DRRとは何か，気候変動が災害リスクにどのような影響を与えるのか
を説明している。また，本章ではDRRにおけるジェンダー問題を導入するが，
これは後続の章でさらに詳しく説明する。DRRやCCAを計画する際に，ジェ
ンダーに配慮することは非常に重要である。これは，公平性や平等性を求め
る政策上の要請だけでなく，より周縁化された集団に存在する脆弱性に対処
するためでもあり，また，女性やその他のマイノリティが提供できる長期的
なレジリエンスへの貢献のためでもある。第3章は，DRRとCCAとの相違
点や統合の動向，Eco-DRR/EbAに関連する主な国際合意およびアクターを
議論する。第4章では，生態系とDRRの関連性を紹介し，第5章では，Eco-

DRRとEbAの相違点と共通点を明らかにし，両者の統合を論じている。
第6章から第8章では，DRRと適応のための生態系を活用したアプローチ，
システム思考，レジリエンスの諸原則を論じている。第6章では，基本的な
パラダイムの理解に役立つEco-DRR/EbAの基本原則を示し，実践上の課題
についても簡単に述べる。第7章では，システム思考について説明し，それ
がEco-DRR/EbAの対策を立てる上でどのように重要なのかを示す。第8章
では，CCAやDRRにおける国際的政策合意やプロジェクト開発目的に頻繁
に見られる概念である「レジリエンス」とは何かについて考察する。この章
では，短期的な対処から長期的な変革まで，レジリエンスを考えるいくつか
の方法を紹介する。
第9章では，DRRをより具体的に考えるために，災害のフェーズを「救援」

「復旧」「復興」「予防」の4つに分類している。この章では，災害の各フェー
ズに生態系やジェンダーへの配慮を盛り込むためのアイデアを紹介している。
第10章から第15章では，Eco-DRR/EbAのためのさまざまなツールについ

て解説する。具体的には，リスク評価，計画，ジェンダーやコミュニティベー
スのツール，管理ツール，生態工学的手法，そして経済学的分析ツールにつ
いて詳しく説明している。
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第10章では，リスク評価を紹介し，生態系を組み込んだプロジェクトの例を
解説する。第11章では，参加型農村評価，地理情報システムを用いた空間計
画，環境影響評価などの計画ツールの概要を紹介している。リスク評価と計
画は，DRRとCCAの実施に不可欠な要素である。第12章では，DRRのジェ
ンダー面について掘り下げ，DRRにジェンダーをうまく組み込むことがいか
にレジリエンスに向上に貢献するかを強調する。Eco-DRR/EbAの計画と実
施にコミュニティ全体を参加させることは，持続可能性のために重要であり，
またそうすることで，コミュニティ内の対立に対処し，より良い未来のため
に協力する方法を発見することができる。第13章では，主な管理手段を説
明している。すなわち，統合水資源管理（IWRM），統合沿岸域管理（ICZM），
持続可能な土地管理，統合防火管理（IFM），保護地域管理（PAM）である。
第14章では，生態工学と総称されるグリーンインフラやグリーンとグレー
のハイブリッドアプローチの利用について，実例や可能性，限界に触れつつ
説明している。第15章では，ファイナンスの重要性と，費用便益分析や生
態系評価など，意思決定に利用できるツールを紹介している。また，生態系
サービスへの支払いという概念も簡単に紹介する。この概念は，もともと気
候変動の緩和・排出削減スキームで使用されてきたものだが，DRR/CCAに
関連する他の生態系サービスにとっても重要である。
最後の3つの章は，以上のすべてを統合することを目的とする。第16章で

は，Eco-DRR/EbAを主流化するための重要なエントリーポイントについて
述べる。この章では，Eco-DRR/EbAにおける資金調達の重要性を改めて強
調し，国内的および国際的な政策のエントリーポイントの例をいくつか示す。
第17章では，Eco-DRRの一般的な運用枠組みを示す。そして，レジリエン
スを目指すプロジェクト計画を作成する際に考慮すべき5つのポイント/論
点の構成を示す。最後に第18章では，Eco-DRR/EbAの今後の可能性と課題
についてまとめている。

本書で用いる用語
本 書 で は， 国 連 防 災 機 関
（UNDRR）［旧：国連国際防災
戦略事務局］（UNISDR）（2017

年）が示した用語を使用する。
UNDRRは，防災政策・実務を
推進する主たる国連機関であ
る。ただし，これらの用語の多
くには，複数の定義があること
に留意する必要がある。例えば，
気候変動に関する政府間パネル
（IPCC）の定義は，DRRコミュ
ニティで使用されている定義と
は大幅に異なるため，混乱が生
じている。だが，両者の間で用
語の統合に向けた試みが進めら
れている：
http://www.preventionweb.net/
english/professional/terminology
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第 2 章
災害，リスク軽減，気候変動への
イントロダクション

主要な問い
災害とは何か，ハザードイベントはどのように災害
になるのか？
気候変動は災害にどのような影響を与えるか？
災害リスク軽減とは？
災害リスクを軽減のためにとることができる主な
行動は何か？
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図 2.1 
災害の類型
EM-DAT 2015

2.1 ハザードと災害

ある災害が災害に関する公式データベース「EM-DAT」に登録されるため
には，以下の4つの基準のうち少なくとも1つを満たす必要がある。
● 10人以上が死亡したという報告
● 100人以上の被災者が出たという報告
● 緊急事態の宣言
● 国際的な支援の要請
つまり，地滑り，熱帯サイクロン，洪水，雪崩などの自然ハザードは，コミュ
ニティや社会が自らのリソースを使ってそれらに対処する能力を超えた場合
に，災害となる。たとえ深刻なハザードであっても，（直接的または間接的
に）誰も影響を受けなければ災害とはならない。例えば，人里離れた無人の
地域で発生した雪崩は，災害とは見なされない。このように，災害になるか
どうかは，事象の規模だけでなく，社会がどのように対処しているかにも大
きく左右される。例えば，同規模の洪水でも，より大規模な洪水を頻繁に経
験しているバングラデシュなどでは洪水と見なされず，一方大規模な洪水を
あまり経験しないスウェーデンなどでは災害と見なされるということがあり
うる。災害は様々な方法で分類することができるが，もっとも基本的な区別
は，技術的ハザードに起因する人為的な災害 1（化学事故，石油流出，産業汚
染）と，自然ハザードに関連する災害との区別である。
自然ハザードはいくつかの方法で分類されるが，通常，地球物理学的ハ

ザードと生物学的ハザードの2つに大別される（Burton et al. 1993）。図
2.1はEM-DAT（2015）で用いられている分類を示している。土砂災害に
は，地震によるものと，最も一般的な降雨によるものとがある。洪水と山
火事は，地質学的，水文学的，気象学的な現象の組み合わせに起因している。
UNISDR（2009）は，生物学的ハザードを「生命の損失，負傷，病気，その他
の健康への影響，財産の損傷，生活やサービスの喪失，社会的・経済的混乱，
環境破壊を引き起こす可能性のある，病原性微生物，毒素，生理活性物質へ
の曝露を含む，有機物に起因する，または，生物学的媒介物によってもたら
される，プロセスないし現象」と定義する。UNISDRによる2015年の世界
防災白書では，自然ハザードは「物理的ハザード」と呼ばれているが，この
用語はまだ公式に自然ハザードに取って代わるものではない。本書では，地
球物理学的ハザード，水文気象学的ハザード，気候学的ハザードを取り上
げているが，これらは最も一般的なハザードであり，生態系の管理や回復に
よってある程度まで軽減することができる。

自然ハザード

地球物理学的ハザード
地震
火山噴火
津波
土砂崩れ

水文気象学的ハザード
雪崩
洪水
高潮

サイクロン
干ばつ
熱波 

暴風 

山火事

定義 : 災害
広範な人的，物的，経済的，環
境的な損失及び影響をもたら
す，コミュニティや社会の機能
の深刻な崩壊で，影響を受けた
コミュニティや社会が自らのリ
ソースを用いて対処する能力を
超えてしまうもの
UNISDR 2009

1. 場合によっては，「環境災害」という言葉が，人為的な災害や技術的な災害を意味するものとして用いられる。

地球物理学的

地震

質量の移動
（乾燥）

火山活動

洪水

地滑り

波動

暴風雨

極端な気温

霧

旱魃

氷河湖決壊

山火事

動物事故

疫病

虫害

衝突

宇宙の天気

水文気象学的 気象学的 気候学的 生物学的 地球外
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もう一つの重要な区別は，突発的災害と緩慢に進行する災害との区別であり，
あるいは別の見方からすれば，集中的ハザードと分散的ハザードの区別であ
る（UNISDR 2011）。UNDRR（旧UNISDR）は，死者数と住宅破壊に着目し，
集中的災害と分散的災害の間のしきい値を定義している。具体的には，以下
のようなしきい値である。死者数：30人未満（分散的），30人以上（集中的），
住宅破壊： 600棟未満（分散的），600棟以上（集中的）（UNISDR 2015）。
地震，津波，突発的な地滑りは集中的ハザードの例であり，干ばつや緩や

かに動く地滑りは分散的ハザードの例である（ただし，非常に突発的で激し
い干ばつは集中的なものと考えられる）。分散的ハザードは，コミュニティ
の脆弱性やレジリエンスにも影響を与え，気候変動の影響により一部の地域
では増加する可能性がある（IPCC 2012）。

災害の傾向と統計
過去20年の間に，災害はより頻発するようになった（図 2.2）。影響を受けた
人の数こそ減少してはいるが，死亡率は同じ期間に増加しており，人口増加
も影響して，2004年から2017年の間に年間平均99,700人以上の死者数に達
している。
これは，2004年のアジア津波，2008年のサイクロン「ナルギス」，2010年
のハイチ地震など，この時期に発生した大規模な災害で多くの人命が失われ
たことを反映している（図 2.3）。
各国は，災害管理の改善により集中的災害による死亡率の削減にかなりの

成果を上げているが（早期警告システム，準備プログラム，避難計画），一方
で分散的災害のリスクは増大しており，これは貧困と貧弱なガバナンスと
いう根本的なリスク要因に各国が十分に対処していないことを示している

1980-2015年の災害数
Munich Re NatCatSERVICE 2017

地球物理学的 気象学的
水文学的 気候学的 全体の数
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図 2.2
1980-2015 年の災害数

Munich Re NatCatSERVICE 2017
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（UNISDR 2015）。図 2.4は，グローバルなプロセスと根本的なリスク要因が，
リスクと貧困のネクサスにどのように影響するかを示している。人々の脆弱
性に影響を与える根本的なリスク要因を減らせば，災害の規模を小さくする
ことができる。

この事実は，UNDRRの統計にも反映されており，1990年以降に国際的に
報告された災害で記録された死者数のほぼ90％が低・中所得国で発生して
いる（UNISDR/UNDRR 2015, 2019）。EM-DATによると，2004年から2013
年の間に，災害１回あたりの平均で，高所得国（105人）の3倍以上（332人）
の人が低所得国で亡くなっている。全体の56％の災害が高所得国と上位中
所得国で発生しているが，死者数は全体の32％に過ぎず，それに対し下位中

10－11

ソマリア

過去 20 年間（1996-2015）における
死者数の最も多かった 20 の災害

高所得
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人口や経済資産の
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ないが重度のハザードに 
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災害による損失
死亡率，住宅・地域インフラへ
の被害，罹患率，家畜・農作物

への被害

日常のリスク
食料不安，犯罪，病気，汚染，事
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図 2.3
災害による死者は，少数の集中的災
害によるものが多い
UNISDR 2015

図 2.4
リスクと貧困のネクサス
UNISDR 2015　再作画：L. Monk

多次元的貧困
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所得国と低所得国では44％の災害が発生し，死者数は全体の68％を占めてい
る（EM-DAT 2015）（図 2.5）。

道路や病院などの重要なインフラが整備されることで，これらの災害の被害
を受けている人々が，ハザードを回避したり，被害から早期に回復したりで
きるようになる。経済発展が進めば，気象現象のより正確な監視や携帯電話
へのアクセスの大幅な増加を通じた早期警報システムの進歩などにより，災
害への準備や対応の改善につながるはずである。

図 2.6は，アジアが最も多くの災害が発生している大陸であり続けている
ことを示している。EM-DATによると，2018年には，災害の53％がアジアで
発生し，災害の影響を受けた人の85％がアジアにいる。

世界で最も多くの人々に影響を与えている自然ハザード起因の災害は気象

図 2.5
所得層別の総死者数と災害１件の
平均死者数の比較 (1994-2013)

EM-DAT 2015　再作画：L.Monk

図 2.6
大陸別にみた世界の災害状況 2000-2018
EM-Dat 2019
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災害であり，干ばつ，洪水，暴風雨が災害の主な原因となっている（図 2.7）。
UNDRR（UNISDR 2015）によると，災害による絶対的な経済損失は増加

しているが，相対的に見ると，災害による経済損失の世界的な増加は統計的
に有意ではない。ただ，絶対的な経済損失は高所得国に集中しているものの，
相対的に見れば，低所得国の方がはるかに大きな被害を受けている。1994年
から2013年の間に，高所得国が災害によって推定1兆6,600億米ドルの損失
を記録したのに対し，低所得国は710億米ドルしか記録していない。これを
GDPに換算すると，高所得国では0.3％，低所得国では5.1％の損失に相当す
る（図 2.8）。低所得国では経済損失の過少報告も特に多く，これらの統計は
低所得国における災害の不均衡に大きい影響を表している。
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災害の種類別発生割合（2000-2018
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EM-DAT 2019

図 2.8
1994-2013 年の経済損失額の絶対値
と，その GDP に占める割合
EM-DAT 2015の様子
再作画：L.Monk

FloodFlood全種類

災
害

種
類

別
被

災
者

数（
千

人
）

地震 洪水 暴風雨 干ばつ 感染症



20

災害のジェンダー的影響については，Neumayer and Plümper（2007）が
調査している。この研究は，1981年から2002年の間に自然ハザードによっ
て引き起こされた4,605件の災害に関するデータを分析した。災害時の死亡
率を調べることで，災害時とその直後には平均寿命の男女差（一般に男性よ
りも女性の方が長い）が減少することを示した。また，災害が強ければ強い
ほど，女性の平均寿命への影響が大きくなることも明らかになった。このこ
とから，「日常の社会経済的パターンに組み込まれた社会的に構築された女
性のジェンダー特有の脆弱性が，男性に比べて相対的に高い女性の災害死亡
率につながっている」と主張している (Neumayer and Plümper 2007:551)。
社会構造における既存の差別に起因するジェンダー特有の脆弱性に関するこ
の主張は，「男性に比べて女性に及ぼす災害の悪影響は，女性の社会経済的
地位が上昇すると消える」（Neumayer and Plümper 2007:562）という発見
によっても補強されている。ただし，入手可能なデータでは，災害のジェン
ダー化された影響について一般的な結論を出すことまではできていない。
その後の調査では，複数の災害において，死傷者や被災者の数で女性が男

性を上回ることが多いことがわかっている。インドネシアでは，2004年の
津波の後にオックスファムが調査したアチェ・ベサール地区の4つの村で，
676人の生存者のうち女性は189人しかいなかった。男性生存者が女性生存
者をほぼ3対1の割合で上回った。北アチェ地区の4つの村では，366人の死
者のうち284人が女性であり，死者の77％が女性であった。最も被害の大き
かったクアラ・カンコイ村では，男性1人に対して女性が4人，つまり死者

災害とジェンダー
自然ハザードはその対象の差別をしないが，人間は差別を生み出しうる。自
然ハザードが人々に影響を与える災害になった場合，同じコミュニティの中
でも人によって異なる影響を受ける可能性がある。階級，人種，ジェンダー，
カースト，民族，宗教など様々な不平等の軸が，災害が個人やコミュニティ
に与える影響を左右する（図 2.9）。このことは，災害の影響がジェンダー化
されていることを示唆している。災害の最中や災害後も，社会的不平等が，
影響の負担や援助，さらには災害後に発生する暴力の観点から露呈すること
がある。

図 2.9
2007 年ハイチの洪水

© UNEP
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の80％が女性だった（Oxfam 2005）。
2011年の東日本大震災では，主として岩手，宮城，福島の3県が被災した。

最も被害が大きかったのは福島県で，女性8,363名，男性7,360名が亡くなっ
た（さらに63名の性別不明者）。女性の死者数は男性の死者数を約1,000人
上回り，その大半は70歳以上であった（Government of Japan 2014）。とは
いえ，これらの統計ではコミュニティ内のもともとの男女比は必ずしも明ら
かではない。
フィールドワークに基づいた観察や，実務者や専門家の証言は，脆弱性と

災害影響のジェンダー差という分析を裏付けている。例えば，ドレスコード
によって女性の迅速な行動が制限されていること，少女や女性が泳ぎや木登
りを教えられていないことが洪水からの生存可能性に与える影響，早期警報
への不十分なアクセスが，女性が被災地を離れる可能性に与える影響，女性
は家事や介護に従事しておりすぐに被災地を離れることができないこと，な
どが挙げられる。

Pincha（2008）は，2004年のインド洋津波で被災したインドのタミル・
ナードゥ州での活動を踏まえて，ジェンダー規範の影響について述べている。
彼女によれば，
「タミル・ナードゥ州の津波では，裸を見せることへの羞恥心という強く
内面化された価値観によって，波の勢いでサリーが脱げてしまった女性たち
は安全な場所に逃げることができなかった。女性たちは，服を脱いで海から
上がるよりも，溺れることを選んだ。この事件以来，彼女たちの多くは，サ
リーを捨てたり上げたりして逃げなければならない場合のために，最低限の
衣服となる肌着を使い始めた。」(Pincha 2008:24)

ジェンダーに基づく社会的期待が，男性により多く影響を与える状況もあ
る。一般的な社会関係におけるジェンダーの役割は，特定の状況下でより多
くの男性が命を落とすことにもつながる。例えば，1998年に中央アメリカ
を襲ったハリケーン「ミッチ」では，女性よりも男性の方が多く犠牲になっ
たと推定されている（Bradshaw and UNECLAC 2004）。最近では，南イン
ドのケララ州で起きた2018年の洪水で，洪水や地滑りで亡くなった433人
の命のうち，268人が男性，98人が女性，67人が子どもだったと報告されて
いる（Government of Kerala 2018）。
災害の復旧・復興には，ジェンダーの側面も重要な役割を果たす。2015年

にネパールで発生したゴルカ地震の後に実施された災害後ニーズ調査（第15

章も参照）では，インフラ，社会，生産部門への災害の影響が，貧困世帯の生
計維持能力に大きな負担をかけ，児童労働，早婚，性やジェンダーに基づく
暴力などのネガティブな対処戦略を助長していることが明らかになった。例
えば，遠隔地の集落では，女性や少女が水や薪を集めるのに3時間もかかる
ようになった。このような基本的な家事を女性が担当することを期待する社
会的規範は，女子教育に長期的な悪影響を及ぼす可能性がある（Government 

of Nepal 2015）。これらの災害の経験から，ジェンダー化された社会生活は
一般的に女性の脆弱性を高め，一方で勇敢にリスクを取ることへの社会的期
待は男性の命を奪う可能性があることがわかる。
男性と女性以外のジェンダー・マイノリティは，とくに社会的に疎外さ

れている場合，災害時や災害後にさらに脆弱となりうる（Gorman-Murray 

et al. 2014）。様々な国で行われた研究では，差別や支援へのアクセスが，
LGBTI（レズビアン，ゲイ，トランスジェンダー，インターセックス）コミュ
ニティやその他のジェンダー・マイノリティへの災害の影響を大きくするこ
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とが明らかになっており，フィリピンのバクラはその一例である（Gorman--

Murray et al. 2014; Gaillard et al. 2016）。
障害があること，宗教的マイノリティであること，人種/カースト/階級/

宗教などの抑圧されたグループに属することなど，その他の不利な条件も災
害のジェンダー的影響を悪化させうる。UN Department of Economic and 

Social Affairs （2019）は，「障害を持つ個人は，災害，緊急事態，紛争の状況
において，避難，対応（シェルター，キャンプ，食料配給を含む），復興へのア
クセスが困難なことで，不均衡な影響を受けている」 とする。Enarson and 

Fordham（2000（200:50））は，アメリカとイギリスの洪水復興を調査し，「洪
水は経済的，人種・民族的，ジェンダー的な不平等を反映し，悪化させた」
と述べている。

災害リスクの主な要因としての曝露
災害とジェンダーに続き，本節では災害リスクの要因としての曝露の重要性
を探る。本書の主な主張の一つは，災害は主に沿岸，河川，急斜面などに住
む人々の曝露に起因しており，そのほとんどは実際には予防可能であるとい
うことである（UNISDR 2011）。そのため，各種の災害がどのようにして予
防可能なのか，また，予防可能な災害の発生を減らすためにどのような行動
を取るべきかを知ることが重要である。図 2.10は，ネパール東部のある都市
の都市成長を示している。この都市では，5年間（2004年～ 2009年）の間に
200世帯以上が川のほとりに定住し，そのほとんどが掘っ立て小屋であった。
そして，2013年に河川からの大洪水が発生し，都市のこの地域に大きな被害
をもたらした（赤枠）。
この例が示すのは，ネパールだけでなく世界中で，災害リスクの主な要因

が曝露であるということである。

図 2.11 は，1980 年から 2010 年にかけて，さまざまなカテゴリーの国の
人口のハザードへの曝露を比較したものである。この図では，低所得国，下
位中所得国，上位中所得国，OECD加盟国を区別している。低所得国の人々
は，1980年から2010年にかけてほぼ線形的に，基準年である1970年から
みると250％も増加しており，最もハザードに曝されていることが明らかに

POTENTIAL FLOOD AREA

N N

図 2.10
Sabine Plog 氏による地図
左：�2004 年のネパール，ダラン，

Seuti Khola 川
右：�2009 年のネパール，ダラン，

Seuti Khola 川
© Sudmeier-Rieux 2009
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なっている。対照的に，OECD諸国の人々は，増加傾向が平坦化しており，
ハザードへの曝露人口そのものも少ないことがわかる。
曝露と脆弱性に起因する災害リスクが最も高いのは，熱帯・亜熱帯地域で

ある（図 2.12）。

図 2.11:
1980 年から 2010 年までの間
に，ハザードイベントに対する
人口の曝露が増加している
出典：UNISDR 2011

図 2.12
世界リスク指標 2018
クレジット: 2019 Münchener Rückversicherungs-Gesellschaft, NatCatSERVICE
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気候変動と災害リスク
極端現象に関する特別報告書（SREX）（IPCC 2012）では，気候変動と極端な
気象現象や災害の発生との関連性について，詳細な見解が示されている。こ
の報告書では，科学者の間での合意や証拠の度合いを確信度として示してい
る（表 2.1）。

1950年以降に収集された観測データから，いくつかの極端な災害事象に
変化が見られることがわかっている。観測された極端現象の変化に対する
確信度は，データの質と量，およびこれらのデータを分析する研究成果の利
用可能性に依存しており，これらは地域および極端現象ごとに異なる。地域
または地球規模での特定の極端現象に関して，観測された変化の確信度を
「低い」とすることは，極端現象の変化の可能性を示唆するものでも排除す
るものでもない。極端な事象は稀であり，頻度が低いため，その頻度や強度
の変化を評価するために利用できるデータはきわめて限られている（IPCC 

2012）。極端現象に関する気候変動の影響は，ハザードの種類や地理的な場
所によって異なる。

気候変動 
「気候システムの温暖化には疑
う余地がなく，また1950年代
以降，観測された変化の多くは
数十年から数千年間にわたり前
例のないものである。大気と海
洋は温暖化し，雪氷の量は減少
し，海面水位は上昇し，温室効
果ガス濃度は増加している」。
IPCC 2013, SPM-3

（訳注：気象庁による翻訳を参照し
た。）

現象 確信度

モデルは21世紀末までに気温の極値がかなり上昇する
ことを予測している

日々の気温について，極端 に高い気温の頻度と程度が増
大し，極端に低い気温については頻度と程度が減少する
状況が 21 世紀において生じることはほぼ確実である。
継続的な高温あるいは熱波の期間，頻度及び／又は強度
がほとん どの陸域で増加する可能性が非常に高い。

激しい降水の頻度あるいは総降雨量に占める大雨の割合 世界の多くの地域で増加する可能性が高い。これは高緯
度地域と熱帯地域及び冬季における北半球中緯度地域に
おいて顕著である。

熱帯低気圧の平均最大風速と世界全体での発生頻度 平均最大風速は増加する可能性が高いが，その風速増加
はすべての海域で生じるわけではない。発生頻度は，減少
するか実質的に変化しない可能性が高い。

温帯低気圧の平均発生数 各半球で平均した発生数が減少するという予測について
は確信度が中程度である。

降水量の減少および／または蒸発散量の増加による，21
世紀中の干ばつの強まり

季節や地区によっては強まるという予測についての確信
度は中程度である。

洪水の発生 変化の確信度は低い（証拠が限定的であることおよび地
域的変化の原因が複雑であることのため）

沿岸部における高い潮位 平均海面水位の上昇が上昇傾向に寄与する可能性が非常
に高い。

斜面の不安定，山体崩壊，及び氷河湖の決壊による洪水な
どの高山における現象

熱波の変化，氷河の後退及び／又は永久凍土層の融解が
影響を及ぼすとの予測については，確信度が高い。

自然の気候変動性の大規模なパターン（モンスーン，エル
ニーニョ南方振動）の変化

変化に関する予測については，確信度が低い。

表 2.1
気候変動の影響を受けるハザードと，それぞれの信頼度
(IPCC 2012より改変)（訳注：環境省による翻訳を参照した。）
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IPCC第5次評価報告書（AR5）2013-2014は，気候変動に関する科学的知見
の現状をまとめたものである。本報告書は，各作業部会（WG）報告書と統
合報告書（SYR）で構成されている。AR5は次のように分かれている。
● 第1作業部会：自然科学的根拠
● 第2作業部会：影響，適応及び脆弱性　
● 第3作業部会：気候変動の緩和
第1作業部会報告書では，気候変動が自然圏（大気，水圏，雪氷圏，岩石圏，

生物圏）に及ぼすさまざまな影響を詳細に取り上げ，気候モデルの検討や，
観測された変化が人間活動によるものかどうかについての議論を行っている。
第2作業部会報告書では，気候変動によってリスクと潜在的な便益のパ

ターンがどのように変化しているかを評価している。「気候変動に関連する
影響とリスクを，適応と緩和を通じてどのように低減し，管理できるかを検
討している。適応に関連するニーズ，選択肢，機会，制約，レジリエンス，限
界，その他の側面を評価する」（IPCC 2014: 3）。
第2作業部会の主な結論は以下のとおりである。

● ここ数十年，気候変動は，全ての大陸と海洋にわたり，自然及び人間シス
テムに影響を与えている。

● 多くの地域において，降水量又は雪氷の融解の変化が水文システムを変化
させ，量と質の面で水資源に影響を与えている（確信度が中程度）。

● 陸域，淡水及び海洋の多くの生物種は，進行中の気候変動に対応して，そ
の生息域，季節的活動，移動パターン，生息数及び生物種の相互作用を変
移させている（確信度が高い）。

● 広範囲にわたる地域や作物を網羅している多くの研究に基づくと，作物収
量に対する気候変動の負の影響は，正の影響に比べてより一般的にみられ
る（確信度が高い）。

● 現在のところ，気候変動による人間の健康障害により世界規模で生じてい
る負担は，他のストレス要因の影響に比べて相対的に小さく，十分に定量
化されていない。

● 気候以外の要因や，不均等な開発過程によってしばしばもたらされる多元
的不平等から，脆弱性や曝露 に違いが生じる（確信度が非常に高い）。こ
れらの違いが気候変動による異なるリスクを形成する。

● 熱波，干ばつ，洪水，低気圧，火災といった最近の気候関連の極端現象の影
響は，一部の生態系及び多くの人間システムが，現在の気候の変動性に対
して深刻な脆弱性を持ち，曝露されていることを明らかにしている（確信
度が非常に高い）。

● 気候関連のハザードは，特に貧困の中で生活する人々にとってしばしば生
計に負の結果をもたらしつつ， 他のストレス要因を悪化させる（確信度が
高い）。

● 暴力的紛争は，気候変動に対する脆弱性を増大させる（証拠が中程度，見
解一致度が高い）。
 (IPCC 2014)（訳注：環境省による翻訳を参照した。）
現在，IPCC第6次評価報告書の作成が進められており，2021年に発行され

る予定である。
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2.2 災害リスク軽減

災害リスク（災害が発生することのリスク）とは，特定のコミュニティや社
会において将来の特定の期間に発生しうる災害による，人命，資産，生活な
どにおける潜在的な損失のことである。災害リスクという語は，金融リスク
などの他の種類のリスクと区別するために用いられる。リスクとは，将来の
損失の可能性を意味する。
リスクは3つの要素（ハザード，脆弱性，曝露）で表現されることが多く，

これらは方程式として表されることもある。

リスク＝ハザード×脆弱性×曝露
これら3つの要素は，それぞれの要素ごとに災害リスクを軽減する行動や
政策が必要となるため，相互に区別することが重要である。このリスクの式
（およびその数多くのバリエーション）は，政治的な目的やリスク測定など
（例えば，居住に適さない危険な地域を決定するためのリスクマップの作成），
異なる目的に応じて使い分けられている。
脆弱性は，物理的，社会的，経済的，環境的など，いくつかの要素で構成さ

れている。脆弱性の解釈には様々な方法があるため，脆弱性はリスクの中で
も最も評価が難しい要素と考えられている。例えば，地質学者は地滑りによ
るインフラの損失の度合いとして脆弱性を測定するかもしれないし，経済学
者は一人当たりのGDPや世帯収入を，社会科学者は識字率や社会的地位を
用いて脆弱性を測定するかもしれない。
リスクの各要素に影響しリスクを高める要因には様々なものがあるが，そ

の多くは劣悪な環境管理に直接または間接的に関連している（図 2.13）。実
際，環境問題，ガバナンス，社会的要因，意識や準備の欠如は，ハザードを生
み出し，曝露と脆弱性を増大させる要因となる。
したがって，災害リスクを軽減するためには，これらの要因に対処するこ

とが重要である。先述のとおり，災害リスクを軽減するためには，曝露に対
する取り組みが最も直接的な可能性を秘めている。ハザードと脆弱性の軽減
に取り組むことは，長期的プロセスであり，社会における複数のセクターや
組織にまたがるため，より困難なものとなる。

定義：災害リスク
「特定のコミュニティや社会に
おいて将来の特定の期間に発生
しうる，人命，資産，生活など
における潜在的な災害による損
失」
UNISDR 2009

定義 
リスクの構成要素

ハザード
「生命の損失，負傷などの健康
への影響，財産への損害，生活
やサービスの喪失，社会的・経
済的混乱，環境破壊などを引き
起こす可能性のある危険な現象，
物質，人間の活動，条件」

曝露
「人，物，システム，その他の要
素がハザードゾーンに存在し，
それによって潜在的な損失の対
象となること」

脆弱性
「ハザードの影響を受けやすく
するコミュニティ，システム，
資産の特徴や状況」
UNISDR 2009

図 2.13
リスクの構成要素ごとの災害リスク
増大につながる要因の例

出典：著者

曝露
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居住地
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避難計画や
早期警報システム

の欠如

脆弱性

貧困，環境悪化，
危険な生活

環境
───
貧弱な

ガバナンスと
ハザードイベント
への備えのなさ

───
社会的不平等，
社会的疎外，
低い対処能力

ハザード

生態系の劣化によ
る保護の低下

───
気候変動による特
定のハザードや地
域に対する影響
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女性と災害リスク軽減
先述のとおり，女性は災害による影響の受け方が異なる場合がある。女性の
脆弱性が軽減されれば，災害リスク軽減に大きな影響を与えることができる。
そのためには，以下のような取り組みが必要である。
● ハザード―地域によっては，天然資源の管理者としての女性の役割を，環
境悪化やハザードの可能性を減らすために活用できる。UN WOMEN

（2016）によると，女性は「変化の担い手，リーダー，革新者である。適応
や能力強化に関連するものを含め，気候変動への対応策を考案する際，女
性は受動的な受け手ではなく，解決策を見極める上で積極的な役割を果た
すべきである」。(UN WOMEN 2016:3)

● 曝露―女性は，そのジェンダー特有の役割と責任により，特定の自然ハ
ザードに対して男性よりも曝露される可能性がある（ただし，ときにはそ
の逆もあり得る）。女性は，災害管理サイクルの各段階において，男性とは
異なる形で関与し，また影響を受ける可能性がある（図 2.14） 。具体的に
は，災害前のリスクと脆弱性の評価から，リスク軽減，災害への備え，さら
には，災害後の救援，早期復旧・移行，復興，開発，継続的なリスク軽減等
の各段階である。女性は，自分や家族の被害を軽減するために，避難手順
や早期警報システムについて常に情報を与えられている必要がある。また，
エンパワーメントされた女性は，サイクルの各段階で様々な影響力を持つ
ことができる。同様の趣旨で，UNDRRは，ジェンダーの視点をどのよう
にDRRに組み込むことができるかについての2008年の報告書で次によう
に述べている（UNISDR 2008）。「女性が準備と対応の取り組みに積極的
に参加するよう支援された場合，家庭やコミュニティにおける女性の役割
が大いに活用される。家庭やコミュニティ，ないし自然資源の管理者とし
て責任をもつ女性は，変化する環境に適応するための戦略を開発すること
に向いている」（UNISDR 2008: v）。

● 脆弱性―前述の通り，ジェンダーは貧困やその他の不平等に関係しており，
一般に男性よりも女性の方が脆弱であると考えられている。これには様々
な要因があり，社会文化的規範，経済的要因，政策立案者や実務者のジェ
ンダー面での偏った視点などがある。脆弱性と災害の影響を受ける可能性
との間には明らかな関連性があるため，災害リスク軽減対策はジェンダー
への配慮を具体的に示すことが必要である。すなわち，ジェンダーに基づ
く不平等に対し，階級，性的指向，民族，マイノリティ，障害，転居，婚姻
状況などの諸要素との関連性も念頭に置きつつ対処することが必要である。
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災害リスク軽減対策
災害リスク軽減にはいくつかの段階があり（図 2.14），行動は通常，2つの主
要な対策のカテゴリーに分けられる。
1） 構造物対策：ハザードの影響を軽減または回避するための物理的な構造
物によるもの。

2） 非構造物対策：防災・準備のための知識，政策，法律，国民の意識向上，
訓練，教育などによるもの。
これらの対策は，災害管理サイクルの異なる段階で実施される。これらの

対策に関わる関係者は，政府機関から地域コミュニティまで多岐にわたる。

災害管理サイクルは，4つのカテゴリーで構成されている（より詳細な議
論は第9章を参照）。まず，第1段階として，一般に災害が発生したらすぐに
始まるのが緊急対応であり，人命救助を中心とした迅速な救援が必要となる。
第2段階では，復旧と復興が行われる回復のプロセスが始まる。第3段階の
災害リスクの緩和は，脆弱性を減らし，能力を高めることを意味する。最後
に，次の災害が発生したときに災害の影響を軽減するための，計画を立てる
準備が重要である。これらの段階については，後の章で，脆弱性の低減によ
る予防に重点を置いて再考する。

緩和 準備

緊急対
応回

復

　
　

復
興

　
　

             　　     復旧    　         
     　

　緊急
　

　

　
能力開発    　　

　　              影響前

災害
災害管理
サイクル

例 
非構造物 
構造物 
ハイブリッドな対策

非構造物対策
防災訓練，早期警戒・モニタリ
ング，捜索・救助隊の訓練，防
災用品の備蓄……
曝露を減らすための土地利用計
画／ゾーニング，緊急時の対応
に関するガイドラインの作成
……

構造物・ハイブリッドな対策
浸水を避けるため，防潮堤や堤
防，ダム建設，住宅基礎を高く
する……
湿地や斜面の森林を回復する生
態工学……

図 2.14
災害管理サイクル

再作図：L.Monk
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2.3 おわりに

災害は多くの人々に影響を与えるが，ハザードイベントとその影響，つまり
災害リスクの分布は世界的に不平等である。災害には様々な種類があるが，
その中には他の災害よりも壊滅的なものがある。それは，突発的で広範囲に
影響を与えるもの（地震，嵐，津波など）や，長期間にわたって多くの重要な
システムに影響を与えるため，対処が困難なもの（干ばつなど）がある。
曝露と脆弱性は，理解すべき2つの重要な要素である。洪水を起こしやす
い河川の近くなど，曝露が高くなりうる地域に人々が定住しないようにする
ことで，災害リスクを簡単に軽減することができる。曝露を減らすには，防
潮堤や早期警報システム，避難計画など，一時的に曝露を減らすことができ
る対策が必要である。脆弱性は，貧困，環境悪化，ガバナンス，準備などの根
本的なリスク要因と結びついており，脆弱性を軽減するためには多面的な介
入が必要である。持続可能な開発目標（貧困の削減，対処能力の向上など）
は，脆弱性に取り組むための重要な指標である（UNISDR 2015a）。
災害リスク軽減とは，災害発生後，あるいは災害発生前のさまざまな段階

で，リスクを軽減し，準備を強化することである。これには，構造物対策お
よび非構造物対策を含め，幅広い対策が含まれる。災害リスク管理の各段階
と実施される対策の種類については，次の章で説明する。
気候変動は，災害リスクを増大させる，災害リスク軽減対策を進める上で

考慮しなければならない追加要素である。気候変動は，ハザードの頻度を増
加させるだけでなく，実施した対策の持続可能性に影響を与える可能性もあ
る。例えば，温度条件が変化し，現在の建築資材やグリーンインフラが異な
る温度に対応できない場合，災害リスク軽減対策が損なわれる可能性がある。
災害リスク軽減と気候変動適応は，国際的にも国内的にも重要な政策の中

で実施されている。次の章では，災害リスク軽減と気候変動適応の政策状況
について説明する。
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データベース 

EM-DAT website: www.emdat.be

DesInventar database website: www.desinventar.net

NatCatService – Munich Re: www.munichre.com/en/
reinsurance/business/non-life/georisks/natcatservice/
default.aspx

災害 / 気候データ

NOAA, USA uses space technology for hurricane and 
tropical storm predictions: www.noaa.gov

PREVIEW Global data on disasters and risk:  
www.preview.grid.UNEP.ch

USGS, USA monitors earthquake activity around the work 
and other geological phenomenon: www.usgs.gov

World Meteorological Organisation: www.wmo.int

IPCC: www.ipcc.ch
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第 3 章
災害リスク軽減，気候変動適応
と主要な国際的アクター

主要な問い
CCAとDRRの関連性は？
主要な国際的アクターは誰か，またCCAとDRR 関
する主要な政策合意は何か？

© UNEP
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3.1 災害リスク軽減，気候変動適応，国際政策

第2章で見たように，災害の発生数や被災者数は増加しており，その主な要
因は，災害の多い地域に住む人々の増加である。さらに，気候変動が災害の
発生を加速させている。災害リスク軽減（DRR）と気候変動適応（CCA）と
は，目標や対策は似ているが，異なる政策分野で実施されている。国際的に
は，DRRはUNDRRの管轄，CCAはUNFCCCの管轄となっている。

DRRとCCAという2つの分野は，政策や制度の違いを主な背景に，別々
のものとされている。しかし，両分野におけるCCAとDRRに関する国際協
定等は，それぞれの任務は別のものであるにも拘らず，互いに言及している。
CCAとDRRの間にはいくつかの共通点があるため（相違点もあるが），これ
らの分野の統合が求められるとともに，その兆候が見られている。
本章では，CCAを定義し，CCAとDRRの類似点と相違点を見た上で，CCA

とDRRに関連する国際的な合意やアクターの概要を説明する。

気候変動への適応
CCAとは，「現実のまたは予想される気候およびその影響に対する調整の過
程である。人間システムにおいて，適応は危害を和らげまたは回避し，もし
くは有益な機会を活かそうとする」（IPCC 2014:118）。CCAは，IPCC第4次
評価報告書（AR4）で示された，曝露，感受性，適応能力をその構成要素とす
る脆弱性の概念に基づいている。この概念整理は，DRR分野における災害リ
スクの概念整理とは異なっていた。SREXの見解を取り入れた IPCC第5次評
価報告書（AR5）（IPCC 2012）では，リスクの概念整理にDRRの方程式を用
いるようになったが，脆弱性の要素の中に感受性と適応能力が含まれている
ことには注意が必要である（図 3.1）。これらの違いから，DRRとCCAそれぞ
れにおけるリスク評価の方法も，大きく異なるときがある。評価については，
後の章で説明する。

曝露

潜在的な
影響

脆弱性

環境

社会

感受性

適応能力

気候シグナル
ハザード

直接的な物理的影響

リスク

環境

社会

感受性
脆弱性

能力 
（対処・適応）

曝露

図 3.1
気候変動の脆弱性（AR4）と気候変動
のリスク（AR5）の構成要素の比較
出典：Adaptationcommunity.net.
再作画：L. Monk
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DRRとCCAには，用語およびリスクや脆弱性を生み出す要因の理解以外に
も，共通点や相違点がある。

DRRとCCAの共通点と相違点
1. 焦点となるハザードの種類。CCAは一般的に気象災害に焦点を当ててい
るが，DRRは様々な種類の災害を網羅している。

2. 時間軸。CCAは一般的に長期的アプローチ（将来の予測）をとり，不確実
性の概念を取り入れているのに対し，DRRは一般的に短・中期的に災害を
防ぐことに重点を置いている。

3. 対象となる活動の範囲。DRRは，早期警戒から対応，復旧・復興まで，よ
り広い範囲のリスク管理を網羅している。CCAは通常，予防と軽減，時に
は準備もカバーしているが，緊急事態，災害対応，復旧，復興についてはあ
まり言及しない。CCAは，将来の出来事をモデル化して予測し，災害防止
に役立つデータを提供するという点では，確実に進歩している。

4. 関係するアクターと制度の種類。この2つの分野は大幅に重なり合ってい
るが，異なるアクター，制度，条約等が展開している。この点については，
後述する。

5. 脆弱性の定義。DRRとCCAでは，これまで全く異なる用語が用いられて
きており，とりわけ違いのある用語の一つが「脆弱性」だった。しかし，
現在はDRRの用語法に収斂しつつある。

表 3.1は，主な違いと統合の兆しの概要を示している。Mitchell and van 

Aalst（2008）によれば，DRRは人道的支援と災害後の経験に由来し，CCAは
科学的理論に由来する。著者らは，多くの相違点と統合の兆しを列挙してい
る。

IPCC第５次評価報告書第２作業部会報告書「影響，適応，脆弱性」（2014

年）では，適応の経験，適応の選択，将来のリスク，適応の機会が強調されて
いる。この報告書では，沿岸域と水の管理，環境保護と土地利用計画，統合
水資源管理，アグロフォレストリー，自然地域のコミュニティ管理，保護地
域管理，沿岸地域のマングローブ再植林など，すでにCCAの一部となってい
る多くの生態系を活用したアプローチが強調されている。
将来の気候変動に適応するための推奨事項は以下の通り。
● 気候変動に対する脆弱性と曝露を，脆弱なグループの保護，経済の多様化
の支援，情報提供，政策・法的枠組み，資金援助などを通じて軽減する。

● 他の目的のためにコベネフィットのある行動を支援し，官民金融パート
ナーシップ，融資，環境サービスへの支払い，資源価格の改善，課税と補助
金，規範と規制，リスク共有と移転のメカニズムなどのインセンティブを
提供する。
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● 気候変動緩和と適応の間のコベネフィットと相乗効果を支援する：
i） エネルギー効率の向上と，よりクリーンなエネルギー源の確保により
健康被害や気候変動をもたらす大気汚染物質の排出量を削減。

ii） 都市の緑化と水のリサイクルにより，都市部のエネルギーと水の消費
量を削減。

iii） 持続可能な農林業。
iv） 炭素貯蔵やその他の生態系サービスのための生態系の保護。

相違点
統合の兆候

DRR CCA

地質学的，水文気象学的，気候学
的，生物学的，および技術的/産業
的なすべてのタイプのハザードに
関連している。

気候関連のハザードに対応するだ
けでなく，気候変動の緩慢な影響

（海面上昇，気温上昇，融雪，生物多
様性の喪失など）にも目を向ける。

どちらも気候関連ハザードの増加，気候の
極端現象に焦点を当てている(洪水，暴風
雨，地滑り，干ばつなど）。DRRは海面上昇
などの緩やかな気候変動の影響にも対応
し始めている。

時間軸：短期～中期
最も関心があるのは現在，つまり
既存のリスクに対処すること。

時間軸：長期
未来への関心が高い。
不確実性や新たなリスクへの対
応。

DRRはますます未来予測志向になってい
る。すでに起きている気候変動がCCAに
とってのエントリーポイントとなる。

起源と文化
災害発生後の人道支援

起源と文化
科学的な理論

特になし

アクター：�伝統的には人道， 
市民保護セクター

アクター：� 伝統的には科学者及び
環境保護コミュニティ

DRRとCCAの 両 方 と も，ま す ま す 学 際
的になり，セクターを超えた多分野のス
テークホルダーが関与している。
(例：工学，水，農業，健康，環境，など)

一般的には，災害への備え（早期警
戒，危機管理計画など），予防，軽減
から，災害対応，復旧などの災害後
の活動まで，より広範囲に及ぶ。

一般的には，予防，軽減，準備，適応
能力の構築に限定された活動であ
り，通常，災害後の活動は含まれな
い。

�DRRとCCAは，災害への備えや予防・軽減
の分野でとくに重なりあっており，気候
変動の主流化，災害後の復旧・復興への関
心が益々高まっている。

幅広い開発・確立されたツール ツールの種類が少なく，開発中 CCAのためのツールがより多く必要であ
り，DRRから学ばなければならないとい
う認識が高まっている。

多くの場合，低～中程度の政治的
関心

新しいアジェンダ，高い政治的関心 気候関連の災害事象が，気候変動との関
連を前提に分析・議論される傾向が強ま
る。

表 3.1
災害リスク軽減 (DRR) と気候変動適応 (CCA) の比較
Doswald and Estrella 2015. Mitchell and van Aalst 2008をもとに改変
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上記のCCA対策の提案は，DRR対策と非常によく似ている（前章参照）。で
は，主な違いは何か？　先述のように，CCAは，長期的な影響，または緩慢
に進行する変化を念頭に，人間のシステムが長期的に，地球規模で，かなり
の不確実性を伴う新しい状況に適応することを必要とする。DRRの影響は
突発性のものが多いが，極端現象のみならず小規模な累積的事象に起因する
場合もあり，後者は生活に壊滅的な影響を与えるにもかかわらず過小評価さ
れがちである。災害の影響は，完全に回復するまでに何年もかかる可能性が
あるものの，気候変動の影響と比較すると短期的なものと考えられがちであ
る。また，ハザードイベントに対処し回復する能力が社会ごとに異なるため，
災害は地域固有のものとも考えられている。しかし，実際のところ，地域レ
ベルでの取り組みを見ると，CCAとDRRとの間にほとんど違いはない。政
府やNGOは残念ながらCCAとDRRに関するマンデートや活動を分けてい
るが，コミュニティは区別していないことが多い。図 3.2は，CCAとDRRの
主な違いと共通点をまとめたものである。

次の章では，生態系を活用した管理アプローチ（IWRM，ICZMなど）が
CCAとDRRの両方に対応し，CCAとDRRの事実上の架け橋として機能して
いることを，より詳しく探る；Doswald et al. 2017.

3.2  災害リスク軽減と気候変動適応に関連する主な
国際的アクターと協定

主な課題の一つは，DRRとCCAのそれぞれを推進するアクターが，異なる国
際条約等に基づき別個のマンデートを持つ機関に存在し，DRRとCCAに関
連する異なる用語を使用していることである。幸いなことに，用語を合理化
し，機関間の調整を改善するための大きな努力がなされている（表 3.2）。
本節では，DRRとCCAを扱う最も重要な国際機関や条約等を挙げている。
また，CCAとDRRの要素を盛り込んだ環境条約やイニシアティブを挙げ，そ
れらで生態系（管理）の重要性が強調されていることを指摘する。CCAと
DRRにおける環境と生態系を活用したアプローチの主流化に向けては，まだ
長い道のりがあるが，近年確実な前進が見られる。

CCA DRR

災害リスク軽減気候変動適応

目標
脆弱性低減
持続可能な開発
貧困削減

対策
生態系の活用
人工的
社会的
制度的

共通

短期間

あらゆる種類の
災害に対応

既存のリスクと
突発的なリスクへの対応

長期間

あらゆる種類の
気候変動影響に関連
（農業，水などについて）

緩慢に進行するリスクと
将来のリスクにも焦点

図 3.2
CCA と DRR の比較（時間軸，災害の
種類，焦点，目標，対策の観点から）

クレジット: W.Lange and S.Sandholz
デザイン：S.Plog
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仙台防災枠組2015-2030（SFDRR）
兵庫行動枠組（HFA）は，2005年から2015年の間における災害リスク削減
のための重要な国際合意だった。2005年に兵庫県神戸市で開催された国連
防災世界会議において，168カ国の政府によって採択された。「国際防災の
10年」に先立ち，HFAの実施および更新のため，1999年に国連総会におい
て国連防災機関（UNDRR）が設立された。様々な国連機関，世界銀行，多く
の国際NGOや政府間グループがDRRに関わり，各国におけるDRR戦略の実
施を支援している。
現在，2015年から2030年までの主要な合意事項として，仙台防災枠組

（SFDRR）がある。SFDRRは，HFAの後継として，HFAで達成できなかっ
た目標を達成することを目的としている。SFDRRは，3月15日から18日に
かけて日本の仙台で開催された第3回国連防災会議において，187の国連加
盟国によって採択された。

CCA DRR

組織と制度 国連気候変動枠組条約
（UNFCCC）

国連防災機関
（UNDRR）

気候変動に関する政府間パネル
(IPCC)

環境・災害リスク軽減のための
パートナーシップ（PEDRR）

リオ条約のその他の2条約：
生物多様性条約（CBD）と国連砂漠化防止条

約（UNCCD）

国際赤十字・赤新月社連盟
(IFRC)

学術研究機関 国際，国内，地域の市民社会組織

環境・エネルギー当局 防災当局
（Eco-DRRの場合は環境当局も）

自然保護の非政府組織
(NGOs)

Eco-DRRのための自然保護NGOs

国際会議 締約国会議
(COP)

防災世界会議

戦略 UNFCCCへの国別報告書 国際防災戦略
（ISDR）

後発開発途上国のための
国家適応行動計画（NAPAs）

仙台防災枠組2015-2030
（SFDRR）

国家適応計画(NAP)と国が決定する貢献
(NDC)

仙台枠組モニター

資金調達 特別気候変動基金 防衛・緊急対応

後発発展途上国基金
（LDCF）

国際的な人道支援

適応基金 多国間銀行

緑の気候基金 二国間援助

多国間・二国間融資 多国間・二国間融資

表 3.2
CCA と DRR の主なアクター，条約等，戦略，資金調達
出典：Doswald and Estrella 2015

仙台枠組の優先行動

優先行動 1：
災害リスクの理解

優先行動 2：
災害リスクを管理する災害リス
クガバナンスの強化

優先行動 3：
災害リスク軽減とレジリエンス
への投資

優先行動 4：
効果的な災害対応への備えの向
上と，復旧・復興過程における
「より良い復興」
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これは，3年間にわたるステークホルダーとの協議と政府間交渉の成果であ
る。UNDRRは，この新しい枠組みの実施，フォローアップ，レビューをサ
ポートする主要機関である。この枠組みは2030年までのもので，自発的か
つ非拘束的であり，国家が災害リスクの軽減において主要な責任を負うこと
を認識している。この枠組みでは，環境と災害リスク軽減の関連性が明確に
されており，災害リスク軽減のための政策，行動，活動に生態系を活用した
アプローチが含まれている。SFDRRが環境に焦点を当てているのは，「環境
と災害リスク軽減に関するパートナーシップ（PEDRR）」の提唱によるとこ
ろも大きい。

SFDRRは，地域レベルおよび国レベルのリスクを軽減し，災害に起因する
経済的，物理的，社会的，文化的，環境的な損失を削減することを目的として
いる。SFDRRは，枠組みの指針となる7つのグローバル目標と4つの優先行
動を示している。
● 優先行動1：災害リスクの理解
● 優先行動2：災害リスクを管理する災害リスクガバナンスの強化
● 優先行動3：災害リスクの軽減とレジリエンスへの投資
● 優先行動4：効果的な災害対応への備えの向上と，復旧・復興過程におけ
る「より良い復興」

SFDRRでは，劣悪な土地管理，天然資源の非持続的な利用，生態系の劣化を，
対処すべき根本的なリスク要因として挙げている。さらに，リスク評価（優
先行動1），リスクガバナンスと計画（優先行動2），レジリエンスへの投資
（優先行動3）に生態系を含めることが言及されている。このように，環境は，
SFDRRの7つのグローバル目標を達成するための基盤となる。

SFDRRは，気候変動と適応について言及している。しかし，「この枠組み
で言及される気候変動の問題は，条約締約国の権限としてUNFCCCの管轄
下にある」と述べて，その抑制的な関与も示している。
仙台枠組モニター（SFM）は，政府間専門家ワーキンググループによって
推奨された7つの目標に対する38の指標で構成されており，SFDRRの7つの
目標と，持続可能な開発目標（SDGs）の1，11，13に反映されている関連要
素の実施状況を追跡している。

PEDRR とは？
環境と災害リスク軽減のため
のパートナーシップ（PEDRR）
は，2008年に正式に設立され
た国連機関，NGO，専門機関で
構成される世界的なアライアン
ス。災害リスク軽減に係る国
際戦略のグローバル分野別プ
ラットフォーム（ISDR）とし
て，PEDRRは生態系を活用した
災害リスク軽減の実施促進と規

模拡大，およびそれらがグローバ
ル，国，地域レベルの開発計画に
おいて，SFDRRに沿って主流化
されることを目指す。技術的，科
学的な専門知識を提供し，生態系
を活用した災害リスク軽減のベス
ト・プラクティスの適用が拡大す
ることを支援する。PEDRRは，「災
害リスク軽減（DRR）と気候変動
適応（CCA）のための改善された

生態系管理の結果としてのレジリ
エントなコミュニティ」というビ
ジョンを掲げている。その目的は，
専門的知見を収集し，科学および
実務家の経験に基づいて，DRRと
CCAのための生態系管理に向け
た政策変更を提唱し，ベストプラ
クティスを提示することにある。
参照：http://pedrr.org/
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7つのグローバル目標は以下のとおり。
ａ ) 災害による世界の 10 万人当たりの死者数について，2020 年から 2030 

年の 間の平均値を 2005 年から 2015 年までの平均値に比して低くす
ることを目指し， 2030 年までに世界の災害による死者数を大幅に削減
する。

ｂ ) 災害による世界の10 万人当たりの被災者数について，2020 年から 

2030 年の間の平均値を 2005 年から2015 年までの平均値に比して低く
することを目指し，2030 年までに世界の災害による被災者数を大幅に
削減する。

ｃ ) 災害による直接経済損失を，2030 年までに国内総生産（GDP）との比
較で削減する。

ｄ ) 強靭性を高めることなどにより，医療・教育施設を含めた重要インフラ
への損害や基本サービスの途絶を，2030 年までに大幅に削減する。

ｅ ) 2020年までに，国家・地方の災害リスク軽減戦略を有する国家数を大
幅に増やす。

ｆ ) 2030年までに，本枠組の実施のため，開発途上国の施策を補完する適切
で持 続可能な支援を行い，開発途上国への国際協力を大幅に強化する。

ｇ ) 2030年までに，マルチハザードに対応した早期警戒システムと災害リ
スク情 報・評価の入手可能性とアクセスを大幅に向上させる。

　　（訳注：内閣府による仮訳を参照した）
各目標には，その目標に向けた進捗状況をモニタリングするための3～ 8個
の指標がある。国レベルでは，SFDRRの4つの優先行動の進捗状況を測定す
るためのカスタム指標を作成することができる。これらの指標は，各国の優
先事項に基づいており，各国のDRR報告に反映される。
生態系とグリーンインフラは，SFMの指標D-4とC-5で考慮することがで

きる（ボックス参照）。しかし，これらはあまり実用的ではなく，簡単なもの
でもない。SFMの中で各国のニーズに応じてカスタム目標やカスタム指標
を設定すれば，生態系の損失とEco-DRRの進捗の両方の状況を報告するた
めのより実用的な手掛かりが得られるかもしれない（Sebesvari et al. 2019）

国連気候変動枠組条約
1992年，各国政府は国連気候変動枠組条約（UNFCCC）を採択した。5年後
の1997年12月には，京都議定書が採択された。この議定書は，先進国に排
出量削減目標の設定とその達成を法的に義務付けるものである。京都議定書
の第1約束期間は2008年から2012年まで，第2約束期間は2013年に始まり，
2020年に終了する予定である。CCAにおける主要な国際アクターには，気
候変動の科学的評価を行う代表的な組織である IPCCがある。IPCCは1988

年に国連環境計画（UNEP）と世界気象機関（WMO）によって設立され，気
候変動とその潜在的な社会・経済・環境への影響に関する知識の現状につい
て，明確かつ最新の見解を提供している。適応については，2007年の報告書
（AR4）で初めて取り上げられた。AR5は，CCAに関する科学的根拠と政府
へのガイダンスを提供する重要なランドマークとなる報告書である。AR6は
2021年に発表予定である。

仙台枠組モニターとグリー
ンインフラ
SFDRRグローバル目標の達成
状況のモニタリングと報告のた
めの技術ガイダンス（UNISDR 

2017）では，グリーンインフラ
は，損傷や破壊を受けた可能性
のあるインフラのカテゴリーの
中で参照されている。

グリーンインフラは，そのため，
グローバル目標CとDに関連し
ている。目標C5の指標「災害
による重要インフラの損傷や破
壊に起因する直接的な経済的損
失」と，目標D4の指標「災害
に起因するその他の破壊または
破損した重要インフラユニット
および施設の数」について，脚
注で，「関連する場合にはグリー
ンインフラも含めるべきであ
る」とされている。

この報告オプションにもかかわ
らず，各国はこれまでの報告で
グリーンインフラを考慮してい
ない。このような状況を変える
ためには，グリーンインフラを
理解し，そのモニタリング方法
を指導し，情報共有や能力強化
のためのプラットフォームを提
供することが有効である。
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京都議定書の約束期間終了に伴い，2015年11月30日から12月12日までフ
ランス・パリで開催されたUNFCCC第21回締約国会議（COP21）でパリ協
定が起草された。協定は2015年12月12日に採択され，2016年4月22日（象
徴的には，アースデイでもある）にニューヨークで署名のために開かれた。
この協定は，世界の温室効果ガスの排出量を削減する必要性について，195

の国が合意したものである。パリ協定は，2016年11月4日に発効した。
パリ協定では，すべての締約国が，国が決定する貢献（NDC）を通じて最
善の努力を払い，今後数年間でその努力を強化することが求められている。
NDCは，温室効果ガスの排出量を削減し，気候変動の影響に適応するための
各国の取り組みを具体的に示したものである。これには，すべての締約国が
排出量目標とその実施について定期的に報告することが含まれる。
パリ協定の主な要素としては，地球温暖化を「2℃より十分低く保つ」と
いう目標と，気候変動の影響に対処する能力を強化するために，先進国が気
候資金を通じて途上国の気候変動への適応を支援すること，また，損失と損
害に焦点を当てることが挙げられる（UNFCCC 2015）。
パリ協定は，DRRと環境に影響を与えるが，DRRやSFDRRについては直
接言及していない。パリ協定の第8条では，締約国に「気候変動の悪影響（気
象についての極端な事象及び緩やかに進行する事象を含む。）に伴う損失及
び損害を回避し，及び最小限にし，並びにこれらに対処することの重要性を
認め，並びに損害及び損害の危険性を減少させる上での持続可能な開発の役
割を認識する」ことを求め，早期警報，準備，リスク評価・管理に関する指
針を与えるなど，損失・損害に対処するためのアプローチの実施を促進する
ためにワルシャワ国際メカニズムがある（UNFCCC 2015）。ワルシャワ国際
メカニズムは，2013年11月にワルシャワで開催された第19回COPで設立
された。

その他の関連協定およびイニシアティブ
● DRRやCCAに関連して，1996年に発効した国連砂漠化対処条約
（UNCCD）は，長期的な戦略によって，砂漠化や干ばつの影響，干ばつリ
スクを緩和することを目的としている。
UNCCD 2018-2030新戦略枠組は，広大な劣化した土地の生産性を回復
し，13億人以上の人々の生活を改善し，脆弱な人々への干ばつの影響を軽
減するために，土地劣化の中立性（LDN）を達成するための最も包括的な
世界的コミットメントである。

● 1993年に発効した生物多様性条約（CBD）は，3つの主要な目的を持って
いる：1）生物多様性の保全，2）生物多様性の構成要素の持続可能な利用，
3）遺伝資源の利用から生じる利益の公正かつ衡平な配分。
2010年，CBDの第10回COPにおいて，締約国は生物多様性と生態系
を気候変動への適応と災害リスクの軽減に結びつける決定を採択した
（Decision X/33, para 8）。メキシコのカンクンで開催されたCBDの
COP13では，決定X/33を支持し，決定XIII/4でCCAとDRRのための生態
系を活用したアプローチについて記述した。

2016 年の CBD 締約国会議
「締約国，その他の政府および
関連組織に対し，気候変動への
適応と緩和，および災害リスク
軽減のための生態系を活用した
アプローチを，セクターを超え
た戦略的計画に統合することを
奨励する。」
CBD, Decision XIII/4,  para 4
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● 湿地保護に関するラムサール条約は，ウルグアイのプンタ・デル・エステ
で開催された第12回締約国会議（2015年6月1日から9日）で，「湿地と災
害リスク軽減に関する決議」を採択した。この決議は，水資源と湿地の利
用と管理の方法が持続可能なDRRに大きな役割を果たすことと，明確に
関連している。また，高潮などの災害に対する自然の緩衝材としての健全
な湿地の役割を認識しており，湿地の保護，管理，回復が災害リスクに対
する重要な生態系を活用した解決策とされている。

● DRRとCCAは，国連欧州経済委員会（UNECE）の国境を越えた水流及び
国際湖沼の保護及び利用に関する条約との関連でも，言及されている。こ
の条約は，国境を越えた水の生態系を保護し，持続的に管理することで，
災害（干ばつなど）のリスクを減らし，CCAを促進することを目的とし
ており，DRRとCCAに関連している。この条約は1996年に発効したが，
2013年に発効した改正により，国境を越えた水分野の協力のための法的
拘束力のある枠組みとなった。

● 持続可能な開発目標（SDGs）は，世界のDRRとCCAの政策アジェンダに
おいて重要なイニシアティブである。SDGｓをその核とする「持続可能な
開発のための2030アジェンダ」の宣言において，リオ＋20会議は，DRR，
CCAと持続可能な開発との間に明確な関連性を持たせることを求めた。
SDGsは，上記の国際条約等の中でも最も影響力のあるものの一つであり，
上記の多くの条約等がリンクされているアンブレラ的な合意と考えること
ができる。SDGsは，2015年にミレニアム開発目標（MDGs）に取って代
わったもので，DRRとCCAの側面を含む17の国際的な持続可能な開発目
標を示している。特にDRRとCCAに関連するSDGsは以下のとおり。目
標1：貧困の撲滅，目標6：清潔な水と衛生，目標7：安価でクリーンなエ
ネルギー，目標9：産業，イノベーション，インフラ，目標11：持続可能な
都市とコミュニティ，目標13：気候変動対策，目標14：海域の保全，目標
15：陸域の保全。

● 最後に，国際自然保護連合（IUCN）は，DRRとCCAに関する情報を提供
し，さまざまなプロジェクトを実施している。2014年に開催された「世界
公園会議」では，DRRとCCAにおける保護地域の重要性について，多くの
ハイレベルなイベントが開催された。この会議の成果である「シドニー約
束」では，特に海洋における保護の規模を拡大し，世界の保護地域・保全
地域を統治・管理するすべての人々の関与を得ること，すべての人々が保
護地域を通じて自然の素晴らしさを体験できるようにすること，生物多様
性の損失を食い止め，気候変動を緩和するとともにそれに対応し，災害の
リスクと影響を軽減し，食料と水の安全保障を改善し，人間の健康と尊厳
を促進するための自然の解決策に投資すること，などに合意した。

RIO+20
「リオ＋20」とは，1992年の地
球サミットから20年後の2012

年6月にブラジルのリオデジャ
ネイロで開催された「国連持続
可能な開発会議」の略称である。
この会議の最大の成果は，「私
たちが望む未来」という文書で
ある。また，主な成果の一つは，
参加国が持続可能な開発目標を
策定するプロセスの開始に合意
したことであった。
www.un.org/futurewewant
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国際条約等におけるジェンダーとDRRおよびCCAとの関連性
「ジェンダーと開発」（GAD）アプローチは，「開発における女性」（WID）
と「女性と開発」（WAD）を発展させ，女性だけに焦点を当てるのではなく，
ジェンダーの社会的構築に焦点を当てたアプローチである。GADは権力の
分析を行っており，現在ではプログラムや政策の成功のための重要な要素と
して定着した「エンパワーメント」という用語を使用している。エンパワー
メントとは，「選択する能力を否定されてきた人々が，その能力を獲得する
プロセスを意味する。言い換えれば，エンパワーメントには変化のプロセス
が伴う」（Kabeer 1999: 2）。そのため，WIDやWADがそうであったように，
ジェンダー問題を経済的資源の再配分の問題であるとは考えていない。むし
ろ，ジェンダー問題には必然的に権力の再分配が伴うものであり，現在の政
策目標にもこの理解が反映されている（図 3.3）。GADでは，LGBTI（レズビ
アン，ゲイ，トランス，インターセックス）などのジェンダー・マイノリティ
もその政策領域内で考慮することができる。しかし，他の性的・ジェンダー
的マイノリティよりも女性に焦点が当てられていることから，そうした視点
は実際の政策や行動に反映されていない（Gaillard et al. 2016）。
開発におけるジェンダーの主流化に関するこの理解は，持続可能な開発の

ための2030アジェンダとSFDRRの両方に反映されている。SDG5は，ジェ
ンダーの平等を達成し，すべての女性と少女に力を与えることを目的として
いる。SFDRRでは，特に，ジェンダー，年齢，障害，文化的な視点を，災害リ
スク軽減に関するすべての政策と実践に統合し，女性と若者のリーダーシッ
プを促進することが求められている（United Nations 2015）。また，「災害
リスクを効果的に管理し，ジェンダーに配慮した災害リスク軽減政策，計画，
プログラムを設計，資金調達，実施するためには，女性の参加が不可欠である。
また，災害に備えて女性をエンパワーするとともに，災害後の状況で代替の
生計手段を確保するための能力を構築するために，適切な能力向上策を講じ
る必要がある」（United Nations 2015 :23）と具体的に指摘されている。

図 3.3
スーダンで開催された，環境と気候変
動対策における女性の役割に関する環
境フォーラム

© UNEP 2017
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UNCCD と CBD には，女性の権利とジェンダー平等に関するマンデートが
含まれている。UNFCCC は，排出削減のみに焦点を当てていたため，当初
は盛り込まれていなかったが，2001 年以降，複数の決定事項やプログラム
にジェンダーに関するマンデートが盛り込まれている（Aguilar et al. 2015）。
CCA の必要性と女性への影響から，ジェンダー問題が議題として取り上
げられるようになったのは，国連の報告書（United Nations 2009）にある
「女性は不平等な権利によって気候関連のリスクにさらされており，コミュ
ニティの適応と対処能力を成功させるには，女性のエンパワーメントと差
別的慣行の減少が不可欠である」という指摘がきっかけである。そのため，
UNFCCCでの適応に関する決定には，ジェンダーに強く配慮した表現が組み
込まれている。

DRRとCCAのジェンダー的側面は，原則として認識されつつあるが，政策
から適切な実践への移行はいまだ限られているのが現状と言える。

3.3 おわりに

災害の軽減は，さまざまな政策の観点から幅広い政治的コンセンサスを得て
おり，独立した国連機関が主導しており，緩和と適応を含む気候変動の分野
のように，法的枠組に規律されていない (Hannigan 2012)。一方，気候変動
対策は，UNFCCC をはじめとする多国間環境条約を通じて，財政的にも政治
的にも注目されている。DRRとCCAの融合は進んでいるが，その融合の意
義はすべての者に受け入れられているわけではない。特にDRRの研究者の
中には，適応とレジリエンスの言説は，貧困，悪いガバナンス，構造的不平等
に根ざしたリスクの根本原因に対処するのではなく，応急処置のようなもの
だと考える者もいる（Hannigan 2012）。Pelling（2011）によれば，従来の
CCAアプローチは保守的で，DRRの研究者が提唱する根本的なリスク要因
に対処するための変革をほとんど受け入れていないという。
気候変動コミュニティでは，緩和が依然として優先されているが，パリ協

定で適応の必要性がこれまでよりも認められたことから，国際開発協力にお
けるCCAの重要性が高まっている。社会変革（transformative change）に
関する議論は，緑の気候基金（GCF）など，さまざまなところからCCAに
入ってきている。GCFは，UNFCCCの資金メカニズムの一環として2010年
に設立された。GCFは，低排出で気候変動に対してレジリエントな開発に投
資するための気候資金の流れを加速し，気候変動に対するグローバルな対応
のパラダイムシフトを促進することを目的としている。

DRRとCCAとは，特に気象災害への取り組みに関して，相当の部分が重複
している。CCAはDRRよりも長期的かつ緩慢に発生する災害にも焦点を当
てており，両者の区別はCCAが将来予測を行う点において一層鮮明である。
とはいえ，気候変動の影響は現在すでに起きているため，CCAとDRRはより
密接に連携する可能性がある。しかし，Doswald and Estrella（2015）は，2

つの分野には大きな重複があるものの，しばしば「縦割りアプローチ」につ
ながる人為的な区分があり，予算や行動，生態系を活用したアプローチを不
必要に分断していると結論づけている。しかし，Eco-DRR/EbAは，2つをつ
なぐ自然の橋として機能することができる（Doswald et al. 2017）。このこ
とについて，次の章で詳しく説明する。



44

主要な国際条約等およびその関連機関
● 生物多様性条約（https://www.cbd.int/）
● 湿地に関するラムサール条約（http://www.ramsar.org/）
● 仙 台 防 災 枠 組（https://www.undrr.org/implementing-sendai-

framework/what-sendai-framework）
● 持続可能な開発目標（www.sustainabledevelopment.un.org）
● 国連候変動枠組条約（www.unfccc.int）とパリ協定（https://unfccc.

int/sites/ default/files/english_paris_agreement.pdf）
● 気候変動に関する政府間パネル（www.ipcc.ch）
● 国連砂漠化防止条約（http://www.unccd.int）
● 国連防災機関（www.undrr.org）
● 国 際 自 然 保 護 連 合（www.iucn.org） と 世 界 公 園 会 議 

（www.worldparkscongress.org）
● 国連欧州経済委員会（UNECE）国境を越えた水域及び国際湖沼の保護及
び利用に関する条約（www.unece.org/env/water.html）
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第 4 章
災害対応における
生態系と人間の連関

主要な問い
生態系と自然ハザード，災害との間にはどのよう
な相互の関連性があり，それはどのようにして生
まれるのか？
生態系とは何か，人間は生態系とどのように関
わっているのか？
生態系はどのように災害リスクを軽減するのか？

© UNEP
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4.1 生態系と自然ハザード，災害の相互関係

生態系は，人間が直接または間接的に依存する様々な財やサービスを提供し
ている（Christensen et al.1996）。ミレニアム生態系評価（2005）では，生態
系サービスの4つの主なカテゴリーを定義している。すなわち，人間の福利
を支える基盤サービス（例：栄養循環，受粉），供給サービス（例：食料，木
材），調整サービス（例：浸食防止，炭素貯蔵，気候調節），文化的サービス
（例：レクリエーション，精神性）である（図 4.1）。災害軽減は調整サービス
とみなされ，災害時の安全性を高めることで人間の福祉に直接貢献する。こ
のように，健全な生態系は緩衝材としての役割を果たし，供給サービス，調
整サービス，文化的サービスを人々が享受する上での基盤を提供する。周知
のように，過去数十年の間に，様々な地球環境問題につながる環境への悪影
響を軽減するために多くの努力がなされてきた。それにもかかわらず，地球
システムはますます危機的な状態に向かっている。

2009年，ストックホルム・レジリエンス・センターの Johan Rockström氏
とオーストラリア国立大学のWill Steffen氏を中心とする科学者グループは，
「人類が安全に活動できる空間」を定義するための新しい枠組，プラネタリー
バウンダリーを構想した（Rockström et al. 2009）。この概念は，気候変動，
海洋酸性化，成層圏オゾン層破壊，生物地球化学的循環（リンと窒素），世界
の淡水利用，土地利用の変化，生物多様性の喪失，大気エアロゾルの負荷，化
学汚染という9つの主要な地球システムのプロセスに基づいている。これら
のプロセスのそれぞれについて，プラネタリーバウンダリーと呼ばれるしき
い値が定義されている。

Rockström et al.（2009）によると，「これらのブラネタリーバウンダリー
を1つ以上踏み越えることは，大陸規模から惑星規模のスケールのシステム
において，非線形で急激な環境変化を引き起こすしきい値を超える危険性が
あり，有害であり，場合によってはそれに留まらず破滅的である可能性があ
る」（Rockström et al. 2009:1）。2009年には，9つのブラネタリーバウンダ
リーのうち，気候変動，生物多様性の損失，生物地球化学的循環（リンと窒
素）の一部である窒素循環の3つがすでに踏み越えられていた。
最近では，Steffen et al.（2015）が，2009年と同じ手順に基づいた新しい
研究を発表したが，2つのプロセスの名称を若干変更し，最近の多くの科学
論文を検討している。さらに，生物圏の完全性（旧生物多様性の喪失），生物
地球化学的フロー，土地システムの変化，および淡水の利用について，地域
レベルのバウンダリーが作成された。主な結果として，著者らは，2009年に
すでに越えられた3つのバウンダリーに加えて，土地システムの変化のバウ
ンダリーも越えられていると述べている。

ECOSYSTEM SERVICESECOSYSTEM SERVICES基盤サービス人間の福利

供給サービス

調整サービス

文化的サービス

自然界
人間
界 図 4.1

生態系サービスと人間の福利の関連性
クレジット: Nehren 2014, modified from MA 2005.
再作画：S. Plog
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この研究の筆頭著者によれば，このバウンダリーを踏み越えると，人間の福
利の観点から見て，地球の状態に致命的な影響を与える可能性があるという。
プラネタリーバウンダリーのコンセプトである9つの主要な地球システムプ
ロセスを詳しく見てみると，生態系の状態と密接な関係があることがわかる。
例えば，土地システムの変化による生態系の喪失や劣化が，生物多様性の保
全に影響を与え，炭素の貯蔵や吸収を減少させることは明らかである。
この他にも，生態系，自然ハザード，災害の間など，自明ではないものの多

くの相互関係がある。自然ハザードという言葉は，これらの種類のハザード
が，地震，嵐，洪水，干ばつなどの自然現象であることを示している。しかし，
自然といっても，人間がこれらのハザードの頻度や強度に何の影響も与えて
いないわけではない。例えば，SREX（IPCC 2012）では，気候変動が，熱波，
沿岸部の異常高水位，高山地帯の山体崩壊など，いくつかの種類のハザード
の頻度や強度に影響を与えるとしている。生態系の喪失や劣化が人為的な気
候変動に大きく影響することに鑑みれば，生態系の喪失や劣化と自然ハザー
ドの発生頻度や強度とには間接的な関係があることがわかる。人々がこれら
のハザードにさらされ，それらが人々の対処能力を超えた場合，ハザードは
災害となる。
しかし，生態系の喪失と劣化，自然ハザードと災害の間には直接的な関係

もある（図 4.2）。環境と災害は様々な形で相互に影響し合っている。災害は
環境に甚大な被害をもたらし，劣化した環境は災害の影響を悪化させる。気
候変動は，災害の影響を悪化させる可能性が高く，また，様々な形で環境に
影響を与える（例：季節の変化，種の生息適性の変化）。災害への対応の過
程で，緊急時の手順や環境上の危機管理計画の欠如により，さらなる環境へ
の影響がもたらされることも多い。健全な環境管理への投資，特に災害予防
と災害後の復旧段階での投資は，災害リスクを軽減し，その結果，よりレジ
リエントで持続可能な開発に貢献することができる。このように社会，環境，
生態系サービスが相互に関係しているため，環境管理という解決策が気候変
動への適応に応用されるケースが増えている。

適切な環境管理
災害リスク軽減，
気候変動適応，

レジエンスの強化

気候変動影響
災害の影響を悪化

させる可能性が高い

災害対応
追加的な環境影響の

可能性がある

災害

劣化した環境は災害の影響
を悪化させる

環境に大きな
被害を与えうる

環境

図 4.2
環境と災害の相互関係　

出典：S. Sandholz and U. Nehren,
CNDR-PEDRR 2013

再作画：L. Monk
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これらの相互作用は，沿岸砂丘とマングローブという2つの沿岸生態系で説
明することができる。建設資材を得るために沿岸砂丘から砂を取り去ったり，
集落や観光インフラを建設するために砂丘を破壊したりすると，高波（津波
を含む）や暴風雨に対する緩衝機能が低下する（図 4.3）。砂丘の背後に位置
する居住地やインフラは，これまで沿岸砂丘システムの緩衝機能により保護
されていたが，現在は風や波の影響にさらされている。つまり，災害リスク
を軽減し，気候変動に適応するためには，砂丘システムの保全および持続可
能な利用が必要だったのである。

マングローブは，サンゴ礁の魚やその他の海洋生物にとって重要な繁殖地で
ある。そして，マングローブには生物学的機能があるだけでなく，嵐や波を
緩和し，海岸浸食を防ぐ機能もある。マングローブを破壊すると，自然の沿
岸保護機能が低下し，サイクロンや高潮による海岸浸食のリスクが高まる。
これは，例えば，インドネシアのジャワ島で実際に起こったことである（図
4.4）。さらなる海岸浸食を防ぐため，一部の被災地では，研究者，NGO，地
元コミュニティの支援を受けて，マングローブの復元が行われている。

つまり，生態系の劣化は，直接・間接的に，自然ハザードが災害を引き起
こしやすくする。そして，2012年の世界リスク報告書によれば，「すべて
の暴風雨やその他の自然ハザードが災害になるわけではない」（Alliance 

Development Works 2012）。この生態系の機能は，DRRの意思決定におい
て考慮されていないことが多い重要なポイントである。したがって，災害
リスクを軽減するための適切な手段として，生態系の保全，持続可能な管理，
修復を考慮に入れる必要がある。

図 4.3
左：�チリの前砂丘 

風や波を防ぐ緩衝材の役割を果
たしている 
沿岸インフラ整備のために，この
砂丘の一部が取り除かれている
これにより，チリ中央部の海岸で
発生する嵐や波，さらには津波に
直接さらされることになる

右：チリ中央部の海岸砂丘の破壊
© U. Nehren

図 4.4
左：�インドネシア・ジャワ島中部の北

海岸に位置するスマラン市の近
くでは，マングローブが農業シス
テムや居住地に取って代わられ，
他の要因と相まって海岸浸食が
進行している

右：�この 10 年間で，マングローブが
復元され，さらなる海岸浸食を防
ぎ，沿岸地帯を守っている

© U. Nehren
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4.2 社会・生態システム

CBDでは，生態系を「植物，動物及び微生物の群集とこれらを取り巻く非生
物的な環境とが相互に作用して一の機能的な単位を成す動的な複合体」と
定義している（United Nations 1992）。生態系の定義は他にもあり，中には
人間を生態系の一部として明示的に含むものもある。社会・生態システム
（SES）という用語が，人間と自然が相互に結びつき複雑でダイナミックに相
互作用するシステムであることを指すためによく使われる（図 4.5）。SESは
次のように定義できる（Redman et al. 2004）。
● 生物物理学的要因と社会的要因が，レジリエントかつ持続的な方法でたえ
ず相互作用する首尾一貫したシステム

● いくつかの空間的，時間的，組織的なスケールで定義され，それらが階層
的に関連している可能性のあるシステム

● 生態系と社会システムの組み合わせによって流通と利用が調整されている
一連の重要な資源（自然，社会経済，文化）

● 絶え間なく適応していく動的で複雑なシステム

私たちが歴史の中で環境と関わってきたことで，環境は大きく変化し，そ
の結果，SESは以前とは異なる風景になっている。現在のSESを理解するた
めには，こうした変化に目を向けることが重要である。このようにSESを
システム的に理解することで，人間の行動を生態系の変化に結びつけるこ
ともできる。気象学者のPaul Crutzenと生態学者のEugene F. Stoermerが
「Anthropocene（人新世）」と呼ばれる新しい地質学的エポックを提唱し
たほど，人間の生態系への影響は大きくなっている（Crutzen and Stoermer 

2000）。

相互作用社会的側面 生態学的側面

外部ドライバー

気候，ガバナンス，管理，政策

インパクトとストレス因子
森林破壊，土地被覆の変化，火災，伐採

様々な劣化イベント，狩猟

生態系サービス
供給：農業生産，

木材および非木材森林製品の採取
調整：炭素隔離，水質，川の流れ

文化的：種の保存，エコツーリズム
と科学的発見

人間の行動
土地利用，移住，

人口動態

人間の結果
福利，健康，

開発

生物多様性の結果
種の世代交代，
多様性，豊富さ

生態系の機能
一次生産性や土壌の

状態の維持，
水や栄養塩の循環

人新世
「人新世」とは，人類の活動が
地球の生態系に重大な影響を与
えた時に始まったとされる，非
公式の地質学的時代区分
Crutzen and Stoermer 2000

図 4.5
社会・生態システム

2010年にCollinsらが発表した一般
的な社会・生態システム枠組みを
もとに再構成

再作画：L. Monk
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ロンドン地質学会の地質年代学委員会では，18世紀後半の産業革命の始ま
りを新しい時代の出発点とする提案がなされた。その時点以降，大気中の炭
素排出量は著しく増加し，動植物の絶滅率も上昇している。つまり，地球へ
の影響という点で，人間が地質学的インパクトを持つ要素となったのである。
人新世の正確な定義については現在も議論が続いており，1万2,000年前の
新石器時代の革命から1945年7月16日に米国ニューメキシコ州アラモゴー
ドで起きた最初の核爆発まで，その開始点については幅広い提案がある。
人間の進化過程を追いながら自然との相互作用を詳しく見てみると，それ

が劇的に変化してきたことがわかる（図 4.6）。アフリカのアウストラロピテ
クスの初期の祖先は，環境に依存し，自然条件に適応しなければならなかっ
たが，233万年前から144万年前に生きていたホモ・ハビリスの部族は，す
でに手斧やなたなどの道具を開発していた（Hartwig 2004）。さらに40万
年前には，ホモ・エレクトスが火を制御して使うようになった（Bowman et 

al. 2009）。これらの発明は，自然環境を征服，占領し，部分的に破壊するた
めの最初のステップと見ることができる。しかし，当時は人口密度が低く，
地理的な拡大も限られていたため，その影響はかなり限定的であったと考え
られる。これは，現代まで生き残った数少ない狩猟採集民の部族を見ても同
じことが言える。

エネル
ギー源

シェル
ター

工業製品のた
めの天然資源

飲み水

創造と娯楽の
源

観光・レクリ
エーション

居住地と
インフラ

精神的・宗教的
基盤

 呼吸

農業

産業

水の
利用

漁業

……

林業

 ハーブと
薬

食料
供給

適応

尊重

管理

征服・占拠

破壊

自然との相互作用

依存

人間による自然の利用生活基盤としての自然

図 4.6
人間と自然との相互作用。自然は人
間の生活の基盤であり，人間はいく
つかの方法で自然を利用しているこ
とがわかる
進化の過程で，人間と自然の関係は，
純粋に適応することから，自然を尊
重し管理することへと変化してきた
デザイン：Hoang and Nehren　
再作画：L.Monk



52

約12,000年前に始まった新石器革命（農業革命とも呼ばれる）により，人
類は定住し，農業や畜産のために土地を計画的に利用するようになった
（Barker 2009）。これにより，世界の多くの地域で土地被覆が根本的に変化
した。また，都市化と人口増加のきっかけにもなった。人間と自然の相互作
用の次の段階は，産業革命によって始まった。産業革命の特徴は，手工業か
ら機械工業，化学工業，鉄工業への移行が急速に進んだことであり，日常生
活のほぼすべての側面に影響を与えた。Lucas（2002）によると，産業革命
の影響で，歴史上初めて，一般大衆の生活水準が持続的に向上し始めたとい
う。しかし，産業革命は，地球規模での大規模な環境破壊を伴っていたため，
人間と自然の相互作用においても大きな転換点となった。
今日，少なくとも世界の人口の大部分が，人類史上最高の平均寿命と生活

水準を享受している（UNDP 2014）。その一方で，私たちは環境，社会，経済
に関する深刻な課題に直面している。これは，約50年前にローマクラブが
発表し，高く評価された報告書「成長の限界」ですでに述べられているとお
りである（Meadows et al.1972）。地球環境の課題に関するより最近の出版
物としては，特に「ミレニアム生態系評価」（MA 2005），「IPCC第5次評価報
告書」（IPCC 2014），「世界防災白書2019」（UNDRR 2019），「生物多様性と
生態系サービスに関する地球規模評価報告書」（IPBES 2019）などがある。
人類が直面するグローバルな課題は，国際的な開発課題，特に「持続可能

な開発目標（SDGs）」においても取り上げられている。これらの概念や国際
合意は，持続可能な開発という指針のもと，将来の世代を含めた人間の福利
を確保するために，自然を尊重し管理することを目的としている。

図 4.7
ハザードの発生を抑えるための生態
系の種類の例

山林や丘陵地の植生は，地滑り，落石，雪崩，土壌浸食のリ
スクを軽減することができる。さらに，森林は水を蓄え，
降雨後の流出を抑えることができる。その結果，洪水や干
ばつのリスクを軽減する。
写真：ブラジルの山林

（リオデジャネイロの大西洋岸森林） © U. Nehren

湿地や河川の生態系は，水を蓄えてゆっくりと放出する
ことで流出の速度と量を抑えるため，洪水対策の役割を
果たすものとして重要である。沿岸湿地の干潟，三角州，
河口は，高潮や高波の高さや速度を低減することができ
る。
写真：ニカラグアの湿地 © U. Nehren
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4.3 生態系による災害リスク軽減可能性

世界の多くの生態系がすでに大きく劣化していることから，私たちは地球の
生態系の状態を改善するために，生態系の保全，持続可能な管理，さらには
生態系の回復を試みている。そうすることで，生態系の劣化による脆弱性を
減らし，災害リスクを軽減することができる。さらに，生態系は人間の福利
に必要な重要なサービスを提供し，ある種の自然ハザードを軽減することも
できる。
実際，多くの場合，生態系を活用したアプローチは，災害リスクの方程式

の3つの要素（曝露，脆弱性，ハザード）すべてに対する影響を軽減するこ
とができる。健全な生態系は，例えば，グリーンベルトが自然の緩衝材とし
て機能している海岸線など，特定のケースで曝露を軽減すると考えられる。
生態系は，生活や人間の福祉を支える多くの生態系サービスを提供している
ため，脆弱性も軽減する。健全な生態系は，自然のバッファーとして機能す
ることで，ハザードの影響を軽減することもできる。その例を図 4.7に示す。
表 4.1は，さまざまな生態系のハザード軽減機能の概要を示している。しか
し，すべてのハザードが生態系によって効果的に緩和されるわけではないこ
と（例えば，地震），また，2004年のインド洋津波や2011年の東北地方太平
洋沖地震・津波の場合は，海岸林が限られた保護機能しか発揮できなかった
ように，ハザードの大きさが制限要因となる場合があることも，忘れてはな
らない。

サンゴ礁，塩性湿地，マングローブ，砂丘などの沿岸生態
系は，熱帯低気圧，高潮，洪水，その他の沿岸災害，そして
ある程度の津波に対する自然の緩衝材として機能する。
さらに，沿岸の湿地帯は，塩水の侵入を防ぎ，海面上昇に
適応する。
写真：インドネシアのサンゴ礁 © S. Sandholz

乾燥地の生態系は，樹木や草，低木が土壌を保護し，水分
を保持することで，干ばつや砂漠化のリスクを軽減する
ことができる。また，シェルターベルトやグリーンベルト
などの生きたフェンスは，風食や砂嵐を防ぐ役割を果た
す。
写真：ケニアの乾燥林 © U. Nehren
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生態系 ハザード軽減

山森，
山腹の植生

� ● 植生のカバーと根の構造が侵食を防ぎ，土
壌を結合して斜面を安定させることで地滑
りを防ぐ 1。

● 森林は岩石の落下を防ぎ，雪を安定させ，
雪崩のリスクを低減させる 2。

● 集水域の森林，特に原生林は，雨水の浸透を
促進することにより，洪水のピーク流量を遅
らせ，洪水のリスクを低減する。ただし，土
壌が完全に飽和している場合を除く 3。

● 流域の森林は水の涵養と浄化，干ばつの緩和，
飲料水の供給にとって重要である 4。

湿地，
氾濫原

● 湿地帯や氾濫原は，沿岸地域，内陸の河川
流域，氷河融解の影響を受ける山岳地域の
洪水を制御する 5。

● 泥炭地や湿潤草原などの湿地帯は，水を蓄
えてゆっくりと放出するため，大雨や春の
雪解け後の流出速度と量を抑えることがで
きる。

● 沿岸の湿地，干潟，三角州，河口は，高潮や高
波の高さや速さを軽減する 6。

● 湿地，湖，氾濫原は，雨季の降雨を干ばつ時
にゆっくりと放出する。

沿岸域
（マングローブ，

塩性湿地帯，
珊瑚礁，
バリアー島，
砂丘）

● 沿岸生態系は，ハリケーン，高潮，洪水など
による災害から沿岸を守るもので，特にサ
ンゴ礁，海草藻場，砂丘・海岸湿地・海岸
林の複合的保護が効果的である 7。

● サンゴ礁やマングローブ，塩性湿地などの
沿岸湿地は，（低）波エネルギーを吸収し，
波の高さを下げ，暴風雨や高潮による浸食
を軽減する 8。

● 沿岸湿地は，土砂と有機物を捕捉することに
より，塩水の侵入を防ぎ，海面上昇に（ゆっ
くりと）適応する 9。

● 砂丘（関連する植物群落を含む）やバリア島
などの非多孔性の自然バリアは，波エネル
ギーを散逸させ，大きさによっては波，潮流，
高潮，津波に対するバリアとして機能する 10。

乾燥地 � ● 乾燥地における自然植生の管理と回復は，
樹木，草，低木が土壌を保護し，水分を保持
することから，干ばつの影響を改善し，砂
漠化を抑制することに貢献する。

● シェルターベルトやグリーンベルトなどの
生きたフェンスは，風食や砂嵐を防ぐバリ
アとして機能する。

� ● 乾燥地での植生被覆の維持や，陰性作物の使
用，栄養価の高い植物や植物リターの使用な
どの農法は，干ばつへのレジリエンスを高め
る 11。

● 乾燥した土地では，適切な火入れを行い，物
理的な防火帯を作ることで，燃料の負荷を減
らし，不要な大規模火災のリスクを減らすこ
とができる。

1	 Dolidon et al. (2009), Peduzzi (2010), Norris et al. (2008)
2	 Bebi et al. (2009), Dorren et al. (2004).
3	 Krysanova et al. (2008).
4	 World Bank 2010.
5	 Campbell et al. (2009)
6	 Batker et al. (2010), Costanza et al. (2008), Ramsar (2010), Zhao (2005)
7	 Badola et al. (2005), Batker et al. (2010), Granek and Ruttenberg (2007).
8	 Mazda et al. (1997), Möller (2006), Vo-Luong and Massel (2008), Narayan et al. (2016).
9	 Campbell et al. (2009).
10	 Intergovernmental Oceanographic Commission (2009), UNEP-WCMC (2006).
11	 Campbell et al. (2009), Krysanova et al. (2008).

表 4.1
生態系のハザード軽減機能（Estrella and Saalismaa 2013より引用）
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4.4 おわりに

生態系と災害の間には間接的，直接的な相互関係がある。生態系の劣化が災
害リスクにつながることは知られており，社会・生態システムへの介入は災
害リスクにマイナスまたはプラスの影響を与える。生態系を活用したアプ
ローチは，災害や気候変動のリスクを軽減するための効果的なツールであり，
リスク方程式の3つの要素すべてを軽減する数少ないアプローチの1つであ
る。すなわち，ハザードの影響を緩衝・軽減し，生態系サービスを提供する
ことで脆弱性を軽減し，高曝露地域に自然のインフラを設置することで曝露
を軽減することができる。
しかし，人工的構造物に限界があるように，ハザードの大きさによっては

生態系が提供できる保護にも限界がある（Vosse 2008）。生態系が提供でき
る保護の大きさは地域によって異なるため，災害リスク管理者やエンジニア
に加えて生態学者の専門知識も活用して，自然に逆らうのではなく，可能な
限り自然とともに機能する保護システムを設計する必要がある。さらに，生
態系を活用した解決策には多くの土地が必要となるため，そのための土地が
十分にないという場合もあるだろう（Doswald and Osti 2011）。
これらの限界はあるものの，生態系に働きかけることで，災害リスクの軽

減や気候変動への適応を推進することが可能である。さらに，生態系が提供
するサービスに起因する多くの恩恵を受けることができる。そのため，DRR

とCCAの両方において，生態系を活用したアプローチが解決策として浮上
している。次の章では，Eco-DRRとEbAについて詳しく説明し，両者の相違
点と類似点についても考察する。
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第 5 章
生態系を活用した災害リスク軽
減と生態系を活用した適応

主要な問い
生態系を活用した災害リスク軽減（Eco-DRR）と
生態系を活用した適応（EbA）とは何か，それらの
共通点と相違点は何か？
Eco-DRRとEbAのさらなる統合のメリットは何
か？

 © Karen Sudmeier-Rieux/UNEP
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5.1 生態系を活用した災害リスク軽減

生態系を活用した災害リスク軽減（Eco-DRR）の考え方は比較的シンプルで
ある。生態系の持続的な管理である自然資源管理の手法と，早期警報システ
ムや緊急計画などのDRRの手法とを組み合わせることで，より効果的な防
災を実現し，人々やコミュニティへの災害の影響を軽減し，災害からの復旧
を支援するというものである。
湿地帯，森林，沿岸システムなど，適切に管理された生態系は，自然インフ

ラとして機能し，多くの災害に対する物理的な曝露を軽減するとともに，地
域の生活を維持し，食料，水，建築資材などの不可欠な天然資源を提供する
ことで，人々やコミュニティの社会経済的なレジリエンスを高める（Renaud 

et al. 2013, Renaud et al. 2016）。また，生態系の管理は，複数のステークホ
ルダーに対して，社会的，経済的，環境的なさまざまな利益をもたらし，それ
らがリスクの低減にフィードバックされる。

ケーススタディ
スイス
スイスでは，アルプスにおける落石，雪崩，浅い地滑りなどの頻発する災害
から重要なインフラを守る災害リスク軽減プログラムの中で，保護林が重
要な役割を果たしている（図 5.1）。スイス政府は，保護林の管理に年間1億
2,000万ドル以上を投じて，若木と老木のバランスを取り，様々な種類の木
を混生させることで，健全で強い森林を維持している。
個人が所有する森林であっても，政府の森林局が保護・管理している。私

有地の所有者が伐採による収入を失うことになる場合に，地方政府が金銭補
償をすることもある。地域の人々が保護林を好むのは，それがレクリエー
ションの場にもなるし，美観も良く，雪崩防止柵やロックネットよりも威嚇
的でないからである。
保護林計画は，50～ 100年の時間的スパンを持っており，森林を維持しよ
うとする国民の意思に支えられている。多くの科学的研究，森林管理ガイド
ライン，費用便益分析があり，保護林の費用は人工的構造物に比べて長期的
には5～ 10分の1であることが実証されている（Wehrli and Dorren 2013）。

定義：Eco-DRR
生態系を活用した災害リスク軽
減（Eco-DRR）とは，持続可能
でレジリエントな開発を行うこ
とを目的とし，災害リスクを低
減するために生態系を持続可能
な形で管理・保全・回復するこ
とである。
Estrella and Saalismaa 2013

図 5.1
スイスのダボスにある保護林
© UNEP
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アルプスにおける保護林を維持していない地域では，雪崩防止柵のような人
工的対策が行われている。しかし，ここ数年は，可能な限り人工的ではない
保護対策にシフトしてきている。それは，雪崩防止柵に比べて多くの付加価
値を得られる保護林が，人々により好まれているからである。しかし，場合
によってはその両者を併用することが有用であり，必要であることもある。

ブラジル
ブラジル史上最悪の気象災害の一つが，2011年1月にリオデジャネイロ州の
ノバフリブールゴ，テレソポリス，ペトロポリス，サン・ジョゼ・ド・ヴァー
レ・ド・リオ・プレットの各自治体で発生した。1月11日から12日にかけ
ての24時間続いた降雨の後，サントアントニオ川の水位が急激に上昇し，同
州周辺の多くの地域で洪水，地滑り，土砂崩れなどが発生した（図 5.2）。ブ
ラジル政府によると，900人以上の死者が報告され，物的損害は12億ドル以
上，345人以上が行方不明となり，最終的に35,000人以上が家を失った（SBF 

2011）。
地滑りの被害を受けた地域のほとんどは，農業用地や住宅地など，ある程

度人間が介入した川岸であった。自然の生態系に覆われた地域や，十分に保
護された原生植物のある地域で発生した地滑りは，生態系が撹乱された地域
で発生した地滑りに比べて規模が小さかった。自然の植生に覆われた地域で
発生した地滑りは，常に人間活動の影響を受けた地域の近くに位置していた
（SBF 2011）。
ブラジル環境省（MMA）やリオデジャネイロ州政府などの当局は，脆弱性
や災害リスクを軽減し，気候変動に適応するための基盤として，「レジリエン
トなランドスケープ」の概念を用いている。
地滑り，土石流，洪水のリスクを軽減するために，リオデジャネイロ州政

府，自治体，地域社会など多くの関係者によってさまざまな対策が講じられ
た。このような開発や対策の実施は，2011年の大災害以前から行われてい
たが，大災害後はさらに加速した。

図 5.2
2011 年に発生したブラジルの地滑り

© S. Sandholz
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リオデジャネイロ州政府は，地滑りや土石流の被害を受けた地域を修復し，
ハザードを軽減するために，主に構造物を用いた人工的な対策に投資してい
る。ただし，生態系を活用したアプローチも一定程度考慮されており，斜面
の安定化対策，河川公園や水辺の再植林，水を浸透させるための自然水路の
建設などが行われている。政府の報告書では，DRR対策を実施する上での障
壁が指摘されており，それらには制度的な調整，行政組織のあり方，さらに
は汚職と関連することも含まれる（Sandholz et al. 2018）。
スイスとブラジルの両事例，およびオランダ，グアテマラ/メキシコ，ブル

キナファソ/ニジェール，米国のその他の事例についての詳細は，Eco-DRR 

ケーススタディソースブックを参照（Nehren et al. 2014）

5.2 生態系を活用した適応

EbAは国際的な気候政策の中で「新しい」アプローチとして登場したもので，
「人々が気候変動の悪影響に適応することを支援するために，総合適応戦略
の一環として生物多様性と生態系サービスを利用すること」（CBD2009）と
定義される。EbAの概念は，上述のEco-DRRが扱う自然ハザードのリスク
軽減だけではなく，植樹時期の変更等，気候変動適応のための環境管理の取
組の経緯にも由来している。EbAは現在，IPCC第5次評価報告書に含まれて
いるほか，事例集の作成，研究，ガイドラインやツールの開発など，政策分野
での関心が高まっている（IPCC 2014）。多くの機関がEbAの基準やガイド
ラインを作成している（IUCN 2016, FEBA 2017）。

ケーススタディ
マリ
世界銀行が資金提供しているプロジェクト「マリにおける気候変動下での自
然資源管理」は，マリの対象コミューンにおいて，持続可能な土地・水管理
手法の採用を拡大することを目的としている。この目的は，生態系を活用し
た適応を実施するための能力強化，生物多様性の保全，貧困削減活動への支
援を実施することで達成される。これは，人々が気候変動に適応し，最終的
に彼らのレジリエンスを高めることができるよう，地域の保全，修復，持続
可能な管理を行う統合的なアプローチである（World Bank 2013）。

山岳EbAプログラム
ウガンダ，ペルー，ネパールで行われたUNEP/UNDP/IUCNによる山のEbA

プログラムは，EbAによって気候変動に対する脆弱性を減らし，レジリエン
スを高めることを目的としている（UNDP 2015）。気候変動に対する脆弱性
を評価するための方法論と，EbAのための意思決定ツールが開発され，生態
系に関し実際に適用された。各国のパイロットサイトでは，EbA の対策が実
施され，気候変動の影響に対する生態系のレジリエンス向上と地域の生活の
脆弱性の低減に貢献した（図 5.3）。

定義：

EbA
生態系を活用した適応（EbA）
とは，人々が気候変動の悪影響
に適応することを支援するため
に，総合適応戦略の一環として
生物多様性と生態系サービスを
利用すること。
CBD 2009
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最近の IPCCの報告（2012年，2014年）では，適応策の一環として生態系を
活用した対策の重要性が強調されており，緩和と適応のコベネフィットやシ
ナジー効果をもたらす要素の一つとして，生態系の保護が挙げられている。
実際に，IPCC（2014）では，世界各地で行われている生態系を活用した対策
を以下のように整理している。
●「適応計画の中には，沿岸管理及び水管理，環境保全及び土地計画，並びに
災害リスクマネジメントの中に統合されているものもある；

● 準国家レベルの開発計画，早期警戒情報システム，統合的水資源管理，ア
グロフォレストリー及びマングローブの沿岸林再生等おける気候に対する
適応行動を主流化する；

● 保護地域，環境保全協定及びコミュニティによる自然地域のマネ ジメン
トといった生態系を活用した適応が行われている。一部の地域では，農業
分野において，レジリエントな（強靱な）作物品種，気候予報，統合的水資
源管理が採用されている。」

（IPCC 2014: 8-9より抜粋）（訳注：環境省による翻訳を参照した。）

図 5.3
ペルーの Nor Yauyos-Cochas
ランドスケープ

保護地域
© UNDP
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5.3  生態系を活用した災害リスク軽減と生態系を活
用した適応の共通点と相違点

気候変動や気候災害への対処としての環境管理は以前から存在しており，多
くの証拠もあるが（Doswald et al. 2014），EbA，Eco-DRR，EbAとEco-DRR

のハイブリッドプロジェクトについてはその多くはまだ始まったばかりで
ある。そのため，いまだ情報は不足している。そのため，理論と実践の両面
を鑑みながら，実例ごとの共通点や相違点を検討していくことが有益である。
そうした理解は，プロジェクトの設計および統合に資する。

UNEP の論文（Doswald and Estrella 2015）では，生態系を活用した34

のプロジェクト，イニシアティブがレビュー・分析されている。この論文は，
EbAプロジェクト，Eco-DRRプロジェクト，Eco-DRR/EbAのハイブリッド
プロジェクトの三分類のもと，EbAとEco-DRRの各プロジェクトが実際に
どのように行われているかを理解し，それらの統合の契機を見つけることを
目的としている。この論文から，以下のようなEbAとEco-DRRの共通点と
相違点が導き出された。

生態系を活用した災害リスク軽減と 
生態系を活用した適応の目的
EbAとEco-DRRはどちらも，生態系の持続可能な管理，保全，回復という類
似した手段を用いて目標を達成することを目指している。しかし，EbAは
CBD（CBD 2009）との関係からか，Eco-DRRよりも生態系サービスや生物
多様性を重視している。一部のEbAプロジェクトでは，人々の適応を支援す
る方法としつつ，生物多様性と生態系サービスのレジリエンスを維持・向上
させることの方に主眼が置かれている。

Eco-DRRでは，（少なくとも目的としては）生物多様性の保全は焦点を当
てないのが普通である。そうではなく，環境管理や生態系サービスを通じて，
人々のレジリエンスを高めたり，災害によるリスクを軽減したりすることが
目的とされている。例えば，UNEPによるコンゴ民主共和国におけるEco-

DRRプロジェクトは，ルカヤ川集水域が提供する生態系サービスの恩恵（洪
水調節や水質汚染緩和など）を最大限に活かすことで，コミュニティの能力
を強化することを目的としている（UNEP 2016）。適切な段丘管理は，浸食
を軽減する一つの方法であり，統合水資源管理（IWRM）に貢献する（図 5.4）。

図 5.4
コンゴ民主共和国の段丘
© UNEP
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EbAとEco-DRRのハイブリッドプロジェクトでは，リスクの低減やレジリ
エンスの向上を目指して適応策を幅広く適用することが多い。例えば，エチ
オピアの「レジリエンスのためのパートナーシップ」プロジェクトでは，「現
在の災害に対するコミュニティの脆弱性を軽減するだけでなく，人々が将来
に備え，気候変動に適応するための方策を取り入れる」ことを目的とする。
一般に，EbAとEco-DRRの目的の違いは必ずしも明確ではない。その違
いは実際のところ，実施機関間の違いであることも多い。生物多様性保全団
体が関与している場合は，より生態系に焦点を当てている。これは，どちら
のアプローチが正しいとか間違っているということではない。なぜなら，い
ずれの場合でも，生物多様性や生態系を活用して，人々が適応したり，リス
クを軽減したりすることを最終的な目的としているからである。

図 5.5では，流域単位で水資源を管理する方法である流域管理を例に挙げ
ている。その主な目的は，水の量が多いときは洪水を防ぐことができ，少な
いときは将来的な干ばつの可能性を防ぐことができるように，水を管理する
ことである。これは，CCAとDRRの両方の目標を満たすものである。

政策・制度の背景
政策レベルでは，CCAとDRRに生態系管理を含めることの重要性が認識
されている。UNFCCCのパリ協定では，「社会経済システムおよび生態系
のレジリエンス構築」を含む適応策に取り組むよう締約国に呼びかけて
おり（UNFCCC 2015），SFDRRでは，環境悪化が災害リスクの主な要因で
あると認識されている。そのため，環境はSFDRRの7つのグローバル目標
（第3章参照）の成果を達成する上で重要な役割を果たしている。EbAと並
び，Eco-DRRも実践や政策の場に登場している。第3章では，Eco-DRRが言
及されている様々な政策について説明した。その中には，SFDRR（2015年），
UNFCCC下のパリ協定（2015年），SDGs，CBD（決議X/33など）が含まれる。

図 5.6は，2014年と2015年に合意された主要な国際的枠組みで，Eco-

DRR/EbAに関する優先事項や決定事項が含まれているものを示している。

例CCA DRR

災害リスク軽減気候変動適応

流域管理

将来の干ばつの
可能性を減らす 現在の洪水を減らす

図 5.5
洪水や干ばつの管理には，流域管理な
どの生態系を活用した管理手法が用い
られる

© W. Lange and S. Sandholz
再作画：S. Plog



65

05生態系を活用した災害リスク軽減と生態系を活用した適応

Eco-DRRとEbAのプロジェクトは，環境に重点を置いていることから，ほと
んどの場合，環境に関連する機関や環境保全NGOがその実施に参画してい
る。特殊な例として，Partnership for ResilienceによるEco-DRR/EbAプロ
ジェクトでは，国際赤十字・赤新月社連盟（IFRC），Cordaid，CAREなどの
人道的組織や災害管理組織が協力している。
また，Eco-DRRとEbAのプロジェクトは，一般的に，環境に係る省庁や農
業，水，都市開発などの主要な開発セクターのアクターと提携する。両者と
も，国や地方の開発政策，プログラム，計画にEco-DRRとEbAを主流とし
て取り入れることの重要性を認識している。そのためにも，Eco-DRR，EbA，
およびEco-DRR/EbAハイブリッドはすべて，省庁や，市民社会，大学，企業
や民間部門を含む様々なステークホルダーが結集し，協力することが重要な
のである。

EbAプロジェクトは特定の政策の一部としても行われる。例えば，ヨー
ロッパでは，EU水枠組み指令の下で行われているEbAプロジェクトがある。
また，EbAは土地管理や人口に関するガイドラインや政策の策定にも関連す
る（例：CIによる南アフリカでのEbAプロジェクトや，コロンビアでのGEF

資金によるプロジェクト）。CIによる南アフリカの EbA プロジェクトは例
外的で，地域の DRR 戦略に EbA を組み込むのみならず，国レベルの政策に
影響を与えることも試みている (Bourne 2013)。この例を除くと，EbAプロ
ジェクトが一般に国のDRR政策と連携しようとしているかどうかについて
は情報が不十分である。
一方，Eco-DRR プロジェクトは，DRR と環境政策の両方に働きかけ，影
響を与えることを目的としている。コンゴ民主共和国の UNEP Eco-DRR プ
ロジェクトでは，社会人道省と協力して，災害管理の枠組みや戦略に環境管
理の観点を含めることを目指した（図 5.7）。とはいえ，DRR において環境
省が果たす役割が限定的であることから，こうした方向での取組の実現には
多くの課題もある。

Eco-DRR/CCA

仙台防災枠組み（UNISDR）

持 続可能な開発
　

気候協定（UNFCCC）
災害リスク軽減

SDGs（国連） 環境・生物多様性保全成果、決議

と
目

標

　

気候変動適応

すべてのESすべてのES

適応のための
生態系の保全

愛知目標15
CBD COP12決定書

ラムサール決定書 XII/13
シドニー約束

供給・調整ES供給・調整ES

優先行動1-3

SDGs
2.4, 6.5, 6.6, 11.4, 11a,

14.2, 15.1, 15.3

図 5.6
主 な 国 際 的 枠 組 み 等 に お け る Eco-
DRR/EbA に関する主要な決定事項や
優先行動
緑の矢印は様々なレベルの生態系サー
ビス（ES）を示し，赤の矢印は Eco-DRR/ 
EbA に関連する各協定の主な条項を示
している 出典：Renaud et al:Renaud 
et al. 2016, Copyright permission 
granted.
出典：Renaud et al. 2016. 
再作画：L. Monk
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CCAとDRRが重なり合っているのと同じく，EbAとEco-DRRも，とりわけ
生態系を活用したアプローチに焦点を当てている点で重なり合っている。さ
らに，生態系を活用したアプローチを用いてCCAとDRRを統合した「ハイ
ブリッドプロジェクト」も存在する。しかし，CCAとDRRでは政策や制度
が大きく異なるため，EbAとEco-DRRは相互に連携せずに推進される傾向
がある。また，ハイブリッドプロジェクトは，参画する専門家次第で，EbA
またはEco-DRRのどちらかにより近づく傾向がある（図 5.8）。

プロジェクトで対象となるハザードや生態系の種類
干ばつ，洪水，暴風雨，地滑り，浸食，火災などは，EbAとEco-DRRの両方の
プロジェクトで扱われているハザードである。その他，Eco-DRRでは津波，
地震，砂嵐，雪崩などのハザードを扱い，EbAでは特に海面上昇や気温・降
雨パターンの広範な（潜在的な）変化を扱っている。また，Eco-DRRとEbA

のハイブリッドプロジェクトでは，氷河湖決壊洪水（GLOF）も扱われてい
る（図 5.9参照）。

共通する施策

EbA Eco-DRR

出発点
自然
資源

環境保全コミュニティ

災害
開発

人道コミュニティ

生態系の適応

保護区管理

生物多様性と
野生生物の回廊

森林管理
マングローブの再生

湿地の再生

早期警報システム
避難計画

準備
リスクマッピング

緊急時対応策

焦点：
生物多様性＋気候変動の
生態系への長期的影響

焦点：
生態系を活用した対策

＋従来のDRR対策

図 5.7
Eco-DRR を主流化するための国家メカ
ニズムの構築（コンゴ民主共和国，ルカ
ヤ）

© H. Partow/UNEP

図 5.8
EbA と Eco-DRR の出発点
対策が重なる部分が多い

© S.Sandholz, W.Lange 
redraw by S.Plog
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両アプローチが扱う影響の種類には，さらなる違いが見られる。Eco-DRRで
は主に生活，生命の損失，食料安全保障，水の安全保障，健康面での影響を
扱っているのに対し，EbAでは生活，食料，水の安全保障といったEco-DRR

で扱っている問題に加えて，生物多様性の喪失，生態系の変化（サンゴの白
化や生息適性域の変化など），病気や害虫の発生可能性の増加といった長期
的な影響も扱っている。
これらのプロジェクトは，乾燥地，海洋，山岳，森林，内陸水域，そして海

洋と都市の生態系を幅広くカバーしている。ただし，都市部のプロジェクト
では，災害リスク軽減（Eco-DRR）よりも適応（EbA2）を目的とした活動が
多い。ただし，これは現在政治的に気候変動がより重要視されていること
（Mercer 2010）に起因する傾向と思われる。

生態系を活用した適応プロジェクトおよび生態系を活用した
災害リスク軽減プロジェクトが実施する活動の種類

Eco-DRR と EbA はともに，リスク／脆弱性評価を行い，どのような対策
を講じるかを決定する。ただし，地域の気候モデルは詳細な計画を立てるの
に十分な精度ではないことが多く，気候の一般的な傾向を考慮するにとどま
る場合が多い。Eco-DRRでは，リスク評価において，過去と現在の災害に焦
点を当てる傾向がある。これらの点はEbAでもよく考慮されるが，分析の深
さという点で違いがでる。

EbAプロジェクトでは，保護地域管理（PAM）や生物多様性と野生生物の
回廊の強化などの，生態系の回復や気候条件の変化に対するコミュニティの
適応を支援する方法がよく取り上げられる。また，生物多様性保全や，気候
変動が生態系や人々に与える長期的な影響に焦点を当てることもある。一
方，Eco-DRRプロジェクトでは，早期警報，避難計画などのDRRの典型的な
側面と，生態系を活用した対策を組み合わせている。典型的な対策としては，
森林管理，マングローブの再生，湿地帯の再生，統合水資源管理（IWRM）な
どが挙げられる。IWRMは，自然の流域境界を考慮し，水と気候の問題に対
処するためのより包括的なアプローチである。
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図 5.9
EbA，Eco-DRR，Eco-DRR/EbA の
各プロジェクトが扱うハザードの種
類
出典：Doswald and Estrella 2015 
再作画：L. Monk

2. �なお，これらのプロジェクトでは，「生態系を活用した適応」という言葉は使われていない。 
ほとんどの場合，グリーンインフラや解決策との関連のなかで，CCAに言及している。
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5.4  生態系を活用した災害リスク軽減と生態系を 
活用した適応の統合の利点

ここまで見てきたように，生態系とそのサービスは，CCAとDRRの議論にお
いて，最重要とは言えないまでも，主要な役割を果たしている。実際，環境は，
社会が直面している多くの災害の背景であり，問題の一部であり，また解決
策でもある。環境条件は，災害に対する脆弱性やリスクを高めることも，ま
た低減することもある。
ミレニアム生態系評価（MA 2005）でも指摘されているように，生態系は
現在の人為的な圧力に対して脆弱であり，劣化していると言われている。生
態系サービスを提供する生態系の能力は，気候変動や災害の影響，CCAや
DRRの下で行われる持続可能性の乏しい対策によって，さらに損なわれる可
能性がある。
したがって，気候変動や自然ハザードに直面しても，社会にとって重要な

生態系サービスを確保するためには，生態系の戦略的管理が必要である。し
かし，生態系を活用した解決策だけでは，必ずしも効果的で実用的ではない
場合もあることには留意すべきである（図 5.10）。

CCAやDRRにおいて生態系を活用したアプローチを用いることの利点は，
災害の影響を軽減する能力の他に，地域コミュニティに社会的，経済的，文
化的な多様な利益をもたらしてくれることにある。
生態系を活用したアプローチ，特にCCA（つまり，EbA）に関しては，そ

のメリットを示すケーススタディや科学的な出版物が数多くある。さらに，
EbAという言葉が明確に使われていないにもかかわらず，多くのセクター
（沿岸保護，農林業，都市部など）でその利用が主流になっていることを示す
研究もある（Doswald and Osti 2011）。ただし，EbAとEco-DRRを例示す
るために使用されたケーススタディには重複しているものがあることには留
意されたい（ProAct Network 2008, Doswald and Osti 2011, Renaud et al. 

2016）。なお，これらのケーススタディのなかには，その後，Eco-DRRでは
なくEbAと「ラベル付け」されたものがあることの背景には，国際的議論の
場の関心の変遷が挙げられよう。
多くのケーススタディでは，気候関連のハザードや，海面上昇や沿岸域の

塩害などの気候変動の影響に対処するために，生態系に焦点が当てられてい
る。これは，生態系を活用したアプローチが，地震や火山噴火などの非気候
性の災害にはあまり適用されていないためであるが，研究では，植生回復や
森林管理が地震による落石や地滑りのリスクを軽減することができることも
示されている（例：スイスの保護林の場合につき，Peduzzi 2010を参照）

図 5.10
生態系，社会，気候変動適応策（CCA）と
災害リスク軽減策（DRR）の関係。この
図は，計画された適応戦略のさまざま
なシナリオ（技術的・構造物的（青），生
態系の活用（緑），その両方を含む統合
された枠組み（紫））が生態系と社会に
与える影響（被害および費用，便益）を
示している。緑の矢印はプラスの影響，
赤の矢印はマイナスの影響，黄色の矢
印はプラスとマイナスの両方の影響を
示している。それぞれの戦略が社会に
与える影響は，プラスとマイナスの両
面あり，この例ではマイナスは費用と
実現性に起因するものである。

出典：Doswald and Estrella 2015年
再作画：L. Monk
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アフガニスタンのバーミヤン州におけるUNEPによるEco-DRRプロジェク
ト（図 5.11），インドのオリッサ州におけるPfRによるEco-DRR/EbAプロジェ
クト，南アフリカにおけるCIによるEBAプロジェクトなどのように，州政府
や自治体など，準国家レベルや地域レベルで異なるアクターやセクターを巻
き込むことが重要である。

Eco-DRR/EbAにさまざまなステークホルダーを巻き込むための国のメカ
ニズムには，災害リスク軽減や気候変動適応に関する国家プラットフォーム
や委員会（存在し機能している場合に限る），人道支援機関，作業部会，地方
自治体や地域レベルの適応計画委員会などがある。課題は，これらの国のメ
カニズムやプラットフォームが，DRRやCCAの議題に生態系に係る考慮事
項を確実に組み込むことにある。

Eco-DRR，EbA，Eco-DRR/EbAプロジェクトでは，異なるセクターの様々
なステークホルダーをまとめるための明確な努力がなされているにもかかわ
らず，一般的には，プロジェクトがDRRとCCAのどちらを重視しているか
によって，政策レベルでは依然として分断されたまま作業を行う傾向が残っ
ている。しかし，より統合されたEco-DRR/EbA政策に向けたアドボカシー
活動に注力し，DRRコミュニティと気候変動コミュニティの間の政策上の隔
たりを克服することには，大きな可能性がある。DRRとCCAの間のギャッ
プを埋め生態系を活用したアプローチを推進する上で，政府の環境省庁や環
境・保全系の国内NGOの役割がより重要になる。さらに，DRRやCCAのた
めの国の調整・計画メカニズムも，Eco-DRR/EbAの統合的アプローチを促
進し，主流化するための重要なエントリーポイントとなる。
国レベルでの協力体制が重要である一方，地域レベルでは，非公式・公式

のグループやネットワークを形成して，共同作業を行ったり，知識を共有し
たりすることが，プロジェクトを長期的に存続させ，気候変動や災害に対す
る耐性を高めるためにも重要である。さらに，プロジェクトを成功させるた
めには，当初から地域コミュニティを参画させることも重要である（例：コ
ロンビアの国家統合適応プロジェクトから得られた教訓）。

図 5.11
アフガニスタン，バーミヤン州
© UNEP
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5.5 おわりに

ここまで，Eco-DRR と EbA の相違点や共通点を見てきた。全体的なアプ
ローチや実施方法，特に理論的なレベルでは重要な違いがあるが，実践例を
見ると，その違いは内容の違いというよりも，単なる用語の問題であること
が多い。実際，多くの場合，「リスク軽減」を「適応」に置き換えることがで
き，またその逆も可能である（常にではないが）。これは特にプロジェクト実
施のレベルで見られることであり，EbAとEco-DRRの活動はその意図や目
的も含め互いにほぼ区別できない。
しかし，EbAとEco-DRRでは政策や資金調達の方法が異なるため，一般
的には別々のコミュニティがこれらに取り組んでいる。そこで，Eco-DRR

とEbAのハイブリッドプロジェクトが，統合のための相互のニーズに鑑み
コミュニティが合流する中で生まれてきている。しかし，ハイブリッドプロ
ジェクトは，プロジェクトに参加している人や，データの利用可能性，求め
られる成果（一般的な気候変動よりも，気象関連の災害や極端現象がより重
視されるなど）によって，Eco-DRRまたはEbAのどちらかとして認識され
る傾向にある。
災害軽減は幅広い政治的コンセンサスを得ており，国際的に承認された

DRRのグローバルな枠組み（SFDRRなど）によって導かれているが，CCAの
場合のように法的フレームワーク（パリ協定など）によって規律されているわ
けではない（Hannigan 2012）。一方，CCAは，財政的にも政治的にも大きな
注目を集めている。DRRとCCAの融合は実際に起こっているが，それはすべ
ての人に受け入れられているわけではない。特にDRRの研究者の間では，適
応とレジリエンスは，貧困，貧弱なガバナンス，構造的不平等などの災害リス
クの根本原因に対処するための真の救済策ではなく，応急処置的な解決策に
近いと考えられている（Hannigan 2012）。Pelling（2011）によると，従来の
CCAのアプローチは保守的で，根本的な脆弱性を真に減らし，気候変動リス
クに対処するために必要な変革をほとんど受け入れていないという。同様に，
レジリエンスもまた，多くの学者や実務家によって応急処置的なアプローチ
であるとみなされてきた。しかしながら，レジリエンスの概念が広く受け入れ
られるにつれ，この概念はDRRとCCAの統合の契機となりつつある。

DRRとCCAのコミュニティの間のシナジーは，不適切な適応やリスクの
増加を避けるため，また対策の重複を避けるために最大限に活用されるべき
である。EbAはまだ発展途上であり，Eco-DRRの知見から学ぶことができる
可能性がある。たとえば，災害リスク軽減に焦点を当てるEco-DRRは，気候
変動影響の不確実性に直面するEbAの意思決定に資する可能性があるだろ
う。反対に，EbAは，気候や環境の変化に敏感な順応型管理を行うことから，
Eco-DRRプロジェクトの長期的な持続性確保に資する。政策，制度，資金調
達のトラックが別々であり続けるであろうことを考えると，統合はプロジェ
クトレベルでまず達成される可能性が高い。
プロジェクトレベルでの協働を推進することは，将来の良い教訓となり，

生態系を活用したアプローチによるCCAとDRRの統合を促進する。これに
より，CCAとDRRのための多元的ガバナンスツールの開発，複合災害と気候
変動の評価の統合，両戦略のためのコミュニティベースのアプローチが促進
される。両コミュニティにおける知識の隔たりは，学習と知識をサポートす
る専門的研究と，適切なモニタリングと評価のフレームワークによって，埋
められるべきである。
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第 6 章
生態系を活用した災害リスク軽
減と適応の諸原則

主要な問い
生態系を活用した災害リスク軽減と適応の中核と
なる要素とは何か？
生態系を活用した災害リスク軽減と適応の課題は
何か？

© Karen Sudmeier-Rieux/UNEP
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06生態系を活用した災害リスク軽減と適応の諸原則

6.1 生態系を活用した災害リスク軽減と適応

前章で見たように，DRRやCCAの戦略やプロジェクトにEco-DRRやEbA，
あるいはハイブリッドプロジェクトを統合することは非常に有益である。ま
た，構造物による対策，つまり堤防や防潮堤などのグレーな対策と，グリー
ンな対策（Eco-DRR/EbA）を組み合わせることも可能である。実際，生態系
を活用したアプローチがいつも十分に効果的とは限らないため，このような
グリーン・グレーのハイブリッドな対策は，通常，大変有用である。

EbAについては，IUCN，WWF，CI，UNEPなどの様々な組織で作成
された多くの文献があり，ハンドブック，ガイドライン等が存在する。
AdaptationCommunity.netは，EbAに関心のある人にとって有用なリソース
である。一方，Eco-DRRについてはそうした資料等がそれほど多くは存在し
ないため，以下の章では主にEco-DRRに焦点を当てる。ただし，以下の多く
はEbAやハイブリッドプロジェクトにも応用可能である。

6.2  生態系を活用した災害リスク軽減と 
適応の中核要素

以下の原則は，Eco-DRR/EbAの中核となる要素であり，DRRとCCAにおけ
る生態系の役割をよりよく理解するためのガイダンスである。
1. 生態系は，災害からの保護を含め，様々な機能やサービスを提供している。
2. Eco-DRR/EbAは，「後悔しない」戦略である。
3. グリーンインフラは，DRR/CCAにおいて，グレーインフラよりも長期的
に見て費用対効果が高いことが多い。

以上に加えて，
4. Eco-DRRとEbAは，持続可能な生活と開発に根ざしている。
5. 適切な環境管理は，気候変動や災害に伴うリスクに対処するために不可欠
である。

6. 環境的アプローチを災害リスク管理やCCAに統合するには，多様なセク
ターと学問分野の協働が必要であり，同時に地域のステークホルダーが意
思決定に参加する必要がある。

7. Eco-DRR/EbAには限界があり，他の戦略と組み合わせる必要がある場合
もある。

1.  生態系は，災害からの保護を含め，様々な機能や 
サービスを提供している。

Eco-DRR/EbAが工学的な構造物対策と異なる主な点の一つは，生態系が提
供する複数の便益である（図 6.1）。生態系は，防災・復興，災害軽減，CCA

といった主な便益に加えて，清潔な水，食料，繊維などの財を提供することで，
持続可能な生活に貢献している。このように，生態系はしばしば生活のため
の最も強力な基盤となるため，開発途上国の貧困削減にも効果がある。また，
生態系は，遺産を保護したり，地域のアイデンティティーを支えることもよ
くある（山，森，泉などに神秘的価値が与えられている場合など）（Sandholz 

2016）。水や土壌の保全に関するサービスは，災害の軽減と密接に関連して
いる。例えば，上流の流域で森林を再生すると，地滑りや洪水のリスクが軽
減される。
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侵食防止，土壌の肥沃度維持，水の浄化など，他にもいくつかのサービスが
ある。また，健全な生態系は地域の気候を安定させ，植生の種類によっては，
炭素を貯蔵・隔離することで気候変動の緩和にも貢献している（Lal 2004, 

Grenier et al. 2013）最後に，特定の生態系は高い生物多様性の価値を持ち，
ストレスが加わった際に耐性を発揮する（Thompson et al. 2009, Willis et 

al. 2010）。
生態系の物理的リスクの軽減能力は，生態系の健全性と構造，およびハ

ザードイベントの強度に依存する。生態系は，自然インフラ，防護壁，緩衝
材としての役割を果たすことで，一般的な自然ハザードである地滑り，洪
水，雪崩，高潮，山火事，干ばつへの物理的な曝露を低減することができる
（Renaud et al. 2013, 2016）（図 6.2，図 6.3）。

Eco-DRR
と

EbA

地域気候の
安定化

水と
土壌の
保全

生物多様性
保全

 炭素貯蔵と
貯留

持続可能な
生活への

貢献

遺産や
アイデン

ティティーの
保護

ハザード
軽減

主な
目的

潜在的な
コベネフィット

災害予防と
復旧

気候変動
適応

図 6.1
Eco-DRR/EbA の複数の便益

U.Nehren 2014, から改変
Estrella and Saalisamaa 2013

図 6.2
チリ中央部のバルパライソ地域の海岸砂丘は，効果的な
自然の海岸防護である
© U. Nehren

図 6.3
インドネシア，スマランのマングローブ林
© U. Nehren
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日本の海岸林に関するいくつかの研究によると，2011年の津波の際には，海
岸の植生が大きな残骸（船など）を受け止めることで，一定の保護効果が
あったことが判明した（Tanaka 2012）。その結果，日本政府は，重要なイン
フラを内陸に移すべく厳しい土地利用ガイドラインを設けて，海岸沿いに国
立公園システムを拡大している（Onishi and Ishiwatari 2012）。
また，チリでは津波の影響に対する海岸砂丘の保護的役割が認識されてお

り（Nehren et al. 2016），1960年に観測史上最大の地震（マグニチュード9.5）
と津波に見舞われたアラウカリア州のプエルト・サベドラでは，津波の影
響軽減のために砂丘の植生を回復させることが検討されている（Acevedo 

2013）。
ドイツ，オランダ，英国，スイスなどのヨーロッパのいくつかの国，およ

びドナウ川流域国の国境を越えた取り組みは，コンクリート製の河道等の人
工的インフラを撤去し，湿地帯や河川を復元して保水力を向上させることに
よって，「水のための空間を作る」ことで洪水を軽減することを目指している。
例えば，オランダは23億円を投じて氾濫原を再構築し，その結果，主要河
川沿いの400万人の洪水リスクを軽減した（Deltacommisie 2008）（図 6.4）。
これらの取り組みは，リスク軽減に加えて，特に生物多様性の保全，観光，レ
クリエー ションにおける湿地の価値を考慮した，統合的なランドスケープ・
生態系アプローチの例である。
もう一つの好例はマングローブで，熱帯サイクロンや高潮の影響を大幅に

軽減することができる（Das and Vincent 2009）。ただし，マングローブが
津波の影響をどの程度軽減できるかについてはまだ議論がある（Danielsen 

et al. 2005; Kerr and Baird 2007; Alongi 2008; Cochard 2008）。マングロー
ブは，漁業や観光活動の支援，重要な野生生物の生息域の提供，大量の炭素
の貯蔵，沿岸の水質改善など，他の様々なサービスも提供している（Saenger 

2002, Wicaksono et al. 2016, Nehren and Wicaksono 2018）。

図 6.4
オランダ，ライン川下流のレーネン
© M. van Staveren
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2. Eco-DRR/EbAは「後悔しない」戦略である
ここで「後悔しない（no-regrets）」とは，生態系アプローチへの投資がもた
らす複数の利益を念頭に置いている。IPCC SREX（IPCC 2012）でも，適応
力を高め，災害リスクを低減するための「後悔しない」行動として，生態系
管理への投資にも言及している。例えばグリーンベルトへの投資は，「後悔
しない」戦略である。グリーンベルトは，構造物対策が組み合わされている
か否かにかかわらず，ハザードからの保護に加えて，特に生活基盤，炭素隔離，
生物多様性など，他の多くの利益をもたらす可能性がある。

UNEPは，DRRに関する国連総会での演説の中で，リスク方程式の3つの
要素すべてに対応する数少ないアプローチの一つとして，生態系管理の役割
を強調した（左のボックスと図 6.5を参照）。
統合的水資源管理（IWRM），保護地域管理（PAM），統合的沿岸管理（ICZM），
統合的火災管理（IFM）など，生態系管理ですでに使用されているさまざま
なツール，手法，アプローチは，リスク軽減戦略にも盛り込むことが簡単に
できる（第13章参照）。また，リスク軽減は，空間計画や土地利用計画の一
部とすることもできる。リスク情報（時間的・空間的な災害の種類，コミュ
ニティの社会経済的な脆弱性，曝露されている要素など）を改良し，日常的
に活用することは，リスク情報・知見を統合的生態系管理の介入・設計に反
映させ，ひいてはDRRへの付加価値を高めることにもつながる。例えば，高
地の流域の修復は，地域のハザード，水循環，地形，社会経済的な森林製品の
需要，森林再生活動に最も適した在来種の木の種類などの情報・知見を活用
して行われるなら，洪水の軽減にも効果を発揮するものとなる。

3.  グリーンインフラは，DRR/CCAにおいて，グレーイン
フラよりも長期的に見て費用対効果が高いことが多い。

DRRとCCAにおいて，生態系を活用したアプローチを推進する鍵のひとつ
は，その潜在的な費用対効果である。しかし，費用対効果の推定には困難が
伴う。

Eco-DRR と EbA の 
メリット
生態系はハザードを防止・軽減
できる
　生態系は自然の緩衝材として
機能することで曝露を低減でき
る
　生態系は，災害前，災害中，
災害後の生活を支えることで，
脆弱性を軽減できる
……ただし，すべての解決策に
は限界がある……。

図 6.5
スリランカの波を緩和する砂丘
© B. McAdoo

緑地帯は斜面を安定させ，集落の曝露を減らすこと
ができる
© UNEP



77

06生態系を活用した災害リスク軽減と適応の諸原則

実際，自然によるアプローチと工学的なアプローチの費用対効果を比較した
例はごくわずかしかない。例えば，ニューヨーク市は，老朽化した下水道シ
ステムを改善して洪水を減らすためのインフラ投資について，グリーンイ
ンフラとグレーインフラを比較した。グリーンインフラ計画の費用は53億
米ドル，グレーインフラ刷新にかかる費用は68億米ドルと見積もられてい
た。また，グリーンインフラは時間の経過とともに効果が現れるのに対し，
グレーインフラは10～ 15年後に新たな投資が必要となることも留意された
（図 6.6）（NYC 2010）。
また，CI，SPREP，UNEP，UN Habitatがフィジーのラミ市を対象に実施し
た研究では，同市の適応策を評価するために費用便益分析を行った。この
調査では，マングローブの植林や河川の緩衝材の再植などのグリーンな対
策と，防潮堤の建設や排水路の増設などの工学的対策を比較した（Rao et al.  

2013）。この研究では，1米ドルあたり，工学的対策は9米ドル，生態系を活
用した対策は19.5米ドルの便益をもたらすと結論付けている。一方，（洪水）
被害の回避という点では，工学的な対策の方が生態系を活用した対策よりも
15～ 25％高い保護効果があることも明らかにしており，市の沿岸防衛・適
応戦略の一環として，グリーンとグレーのハイブリッドなインフラを利用す
ることを推奨している（Rao et al. 2013）

経年変化

グレーインフラストラクチャー コスト：68億ドル

グリーンインフラストラクチャー コスト：53億ドル
緑化された屋根・緑化された歩道・上流および都市部の湿地・池

下水道

健全な生態系は，災害の前，中，後の生活を支える
© UNEP

図 6.6
ニューヨーク市におけるグリーンイ
ンフラとグレーインフラの経年変化
による便益の比較 出典：ニューヨー
ク市 NYC 2010. より
S. Sandholzが修正。再作画：L.Monk
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4.  Eco-DRRとEbAは，持続可能な生活と開発に根差し
ている

DRRの本質は，災害が起こりやすい地域での持続可能な開発を促進するこ
とである。土地や生態系の劣化は，一部の人々に対するリスクやコスト，貧
困の増加をもたらすため，健全な土地や生態系の管理は，現在および将来の
世代の生活を維持するために不可欠である。そのため，Eco-DRR/ EbAアプ
ローチは，災害リスクを軽減するために，生態系の保全や回復，生態系イン
フラの導入を計画的に行うことに留まらない。むしろ，このアプローチは，
災害リスクを軽減し，持続可能な開発を支援することを目的とした，総合的
な土地管理に不可欠な要素なのである。

Eco-DRR戦略は，貧困削減や，持続可能な生活手段の開発を通じた天然資
源の非持続的利用への対応など，長期的な開発課題への対応と結びついてい
る必要がある。また，健全な環境の維持管理のためのコミットメントを獲
得・維持するためには，特に地域コミュニティに短期的にも目に見える便益
を与えることが重要である。

Nehren et al.（2016）は，チリ，ジャワ，インドネシア，ベトナムの沿岸砂
丘システムから得られる複数の生態系サービスを明らかにした。すなわち，
これらの砂丘システムは，暴風雨，高潮，津波などの沿岸災害に対する緩衝
材としての役割を果たす一方で，淡水の供給，観光・レクリエーション・レ
ジャーのためのエリアの提供，動植物，いくつかの文化的サービスを通じて，
地域の生活に直接貢献している。これらのサービスは，健全な生態系に依存
している。したがって，建設用に砂を採掘したり，居住地や観光施設のため
に砂丘を除去したりすることによる供給サービスの損失は，持続可能な開発
を妨げ，沿岸地域社会のレジリエンスを低下させ，災害リスクを増大させる
ことになる。

5.  適切な環境管理は，気候変動や災害に伴うリスクに対
応するために不可欠である。

気候変動が自然および人間のシステムに影響を及ぼし，特定のハザードを悪
化させることが予想されるという多くの証拠がある（IPCC 2012）。環境管
理と気候変動やハザードとの間には2つのタイプの関連性がある。
● ハザードイベントと気候変動が生態系に影響を与える
これらが，陸上，海洋，淡水の多くの種の地理的活動範囲を変化させつつ
あり，「人々の生活を支える陸域及び内水の生態系と生物多様性，生態系の
財・機能・サービスが失われるリスク」が高い（IPCC 2014: 12）。

● 生態系の健全性の低さがハザードイベントの規模や適応可能性に影響を与
える
良く管理された生物多様性の高い生態系は，気候関連のリスクに対するレ
ジリエンスが高く，人々が生活を持続させるために必要な資産をより多
く維持し，気候変動に対する脆弱性を軽減するのに役立つ (Elmqvist et al. 

2003)。

定義：生活 (livelihood)
生活は，生計の手段として必
要な能力，資産（物質的・社会
的資源を含む），活動からなる。
生活は，天然資源基盤を損なう
ことなく，ストレスやショック
に対処して回復し，現在および
将来にわたって能力と資産を維
持または向上させることができ
るとき，持続可能である。
Chambers and Conway 1991, 
UNISDR 2010
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このように，生態系を復元・保全することで，生態系のレジリエンスを高め，
人々に必要なサービスを提供するだけでなく，人々の気候変動への適応を助
けることができる。とくに土地利用によって分断されている生態系では，種
の再配置や新しい気候に適した種の植え付けなどを通じて，気候変動への適
応を助けるための生態系の管理が必要になることもある。

6.  環境的アプローチを災害リスク管理やCCAに統合する
には，多様なセクターと学問分野の協働が必要であり，
同時に地域のステークホルダーが意思決定に参加する
必要がある。

Eco-DRR/EbAを成功させるためには，多様なセクターが協力し，複数の学
問分野にまたがるアプローチとチームが必要となる。例えば，都市エンジニ
アや土地開発者と，生態学者や災害管理専門家が一緒に仕事をしたり，地域
の伝統的な知識を持った人が参加したりするなど，異なる技術や専門知識を
持った人が協働する必要がある。
分野横断的，複合的な協働を確立し，既存のプラットフォームを活用する

ことで，利用可能なデータの共有が促進され，Eco-DRR/EbAの取組の設計・
実施における科学的・技術的な厳密さを確保し，ステークホルダーの賛同を
得ながら，生態系を活用したアプローチを国，地域，地方の開発計画に統合
するために必要な政治的支援を得ることができる。
持続可能な生態系管理によるリスク低減を推進するためには，生活につい

ての地域のニーズやその優先順位を理解し，地域の伝統的な知識を活用し，
地域のステークホルダーを意思決定に関与させることが重要である。地域コ
ミュニティは，その地域の自然資源の直接の利用者であり，地域の生態系に
関する彼らの知識は，Eco-DRR/EbAの取組の計画に活用されるべきである。
生態系管理がもたらす生活およびリスク軽減の面での複合的なメリットを示
すことで，地域の人々の意識を高めることも，取組への支持を獲得・維持す
るために不可欠である。
地域のステークホルダー（地方自治体，インフォーマルなリーダー，女性

グループ，コミュニティベースの組織，住民など）の参加が限られていた
り，不足していたりすると，取組は失敗しがちである。そのため，防災委員
会，森林利用組合，農民組合など，Eco-DRR/EbAを推進するコミュニティの
アクターを特定することが重要である。また，長期的な計画と対策の実施に
は，地方レベルと上位機関（地域や国）との協力が不可欠となる。

7.  Eco-DRR/EbAには限界があり，他の戦略と組み合わ
せる必要がある場合もある。

生態系への投資は，リスク軽減のための唯一の解決策ではなく，他のリスク
管理手段と組み合わせて使用する必要がある。生態系を活用したアプローチ
を効果的に行うためには，地域の生態系の状況，社会文化的・経済的状況と
生活，既存のハザード，介入の技術的要件を十分に理解した上で行う必要が
ある。ハザードイベントの種類と強度，ないし生態系の健全性次第では，し
きい値が超えられ，ハザードの影響に対する十分な緩衝機能を提供できない
ケースも考えられる。
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例えば，マングローブは，高潮に対しては保護能力を発揮したとしても，津
波に対してはそれほどの保護能力はないかもしれない（Spalding et al. 

2014）。このため，生態系管理を主たるリスク低減戦略として推進してしま
うと，誤った安心感を与える可能性がある。一方で，構造物による工学的手
段の多くについてもそれは同様であり，河川の堤防や防潮堤のすぐ後ろに人
口が定住しても，予測不可能な異常現象から身を守るには十分ではないとい
う例が数多くある。さらに，生態系を活用したアプローチは，多くのスペー
スや土地を必要とするため，例えば都市のランドスケープの中では利用でき
ないか，または実用的ではないかもしれない。
重要な資産を守るためには，生態系を活用したアプローチと人工的インフ

ラ（堤防など）を組み合わせたハイブリッドなアプローチが有効な場合もあ
る。
また，早期警報システムや災害対策の強化は，人命や主要な資産を守るた

めに最も重要であり，生態系を活用した対策に焦点を当てているときも，忘
れてはならない。

8. 課題
最後に，Eco-DRR/EbAを実施する上で，いくつかの課題があることも認識
する必要がある。

8.1 ハザードイベントに対して生態系が提供する保護能力は地域によって異
なる場合がある。

生態系の保護能力を定量化することは困難であるが，その能力は，ハザード
イベントに抵抗するための生態系の健全性と地域のパラメータに依存する。
例えば，一般的に，急斜面の植生は，浸食や軽度の地滑りを減らすのに有益
である（Papathoma-Köhle and Glade 2013）。しかし，あまりにも古くて重
い木は地滑りを引き起こす可能性がある。
マングローブは，10年に1度の頻度で生じる規模の沿岸暴風雨の際に波の

エネルギーを吸収するのには役立つかもしれないが，その幅や健全性次第
では，100年に1度の規模の暴風雨には耐えられないかもしれない。そして，
気候変動の影響により，100年に1度の規模の暴風雨が，将来的には10年に
1度の頻度で発生するようになるかもしれない。グリーンベルトやその他の
自然インフラを使用する際には，人工的構造物と同等の保護を確保するため
に，現地の状況をより詳細に調査する必要がある。人工的な解決策はより簡
単に数値化できる場合が多い一方，生態系の保護能力については，この10年
間で定量化のための科学的研究が多く行われてはいるものの，さらなる研究
が必要とされている。

8.2 生態系の便益は，構造物対策の便益と定量比較することが難しい場合が
ある。

生態系の保護能力を測定して構造物対策の能力と比較することが難しいだ
けでなく，生態系の全体的な経済的価値の測定も難しい。そのため，DRRや
CCAに向けた投資の意思決定に用いられる古典的な費用便益分析を，生態系
に対して行うことは難しい。したがって，意思決定者への適切な情報提供の
ために，新たな経済評価や費用対効果の研究やツールが必要となる。
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8.3 Eco-DRR/EbAへの投資には，政治的意志，長期的戦略，セクター間協
力が必要である。

Eco-DRR/EbA戦略は，長期的に見た場合に限り効率性が高いということが
多いため，相当な政治的意思と長期的計画が必要となる。スイスでは，保護
林の管理に投資することが，今後50年間の管理計画を含む国家戦略となっ
ており，国民の大きな支持を得ているのもそのためである。しかし，このよ
うな長期的な計画や政治的意思は，必ずしも簡単に得られるものではない。
また，地域をまたぐ，さらには国境を越えた取り組みも必要である。例えば，
スイスのアルプス山脈のある村落を保護する森林が他の自治体に属している
という場合，交渉に基づいた長期的な協力が戦略の一部となるだろう。

6.3 おわりに

本章では，Eco-DRR/EbAの基本原則を説明した。生態系を基盤としたアプ
ローチは持続可能な開発の考え方に則している。だが，これらのアプローチ
を本格的に実施するためには，特に学際的，ランドスケープ的，多部門的な
アプローチを必要とすることが多く，パラダイムシフトが求められる。こう
したアプローチの必要性は益々認知されつつあるが，リスクに配慮した土地
利用管理，ICZM，IWRM，その他の生態系を活用したアプローチなど，長期
的な災害管理に投資するための知識や意欲はまだ不足している。これは，直
ちに効果を発揮する構造物による手法が好まれる傾向があるためである。そ
れらは確かに状況によっては最も適切なアプローチであるかもしれないが，
高コストであるし，生態系のように長期的な生活のための複数の利益をもた
らすこともないだろう。次の章では，Eco-DRR/EbAの計画と実施の指針と
なる詳細とツールを紹介する。EbAとその計画・実施については多くの文
献があるので，それらの資料も参照されたい。

追加的リソース
● A landscape approach for disaster risk reduction in 7 steps: 

https://www.wetlands.org/publications/landscape-approach- disaster-risk-
reduction-7-steps/

● Mangrove restoration: to plant or not to plant’ has been 

translated in 6 languages and there are more versions in 

development:
https://www.wetlands.org/publications/mangrove-restoration-to- plant-or-not-
to-plant/

● Adaptation community: https:
//www.adaptationcommunity.net/ecosystem-based- adaptation/international-
eba-community-of-practice/
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第 7 章
システム思考，災害リスク軽減
と気候変動適応のための自然
システムの利用の諸原則

主要な問い
システムとは何か，なぜシステム思考が重要なの
か？
ランドスケープシステムとは何か，それは生態系や
災害とどのように結びついているのか？

© Karen Sudmeier-Rieux/UNEP
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7.1 システム思考の原則

システム思考は，ギリシャの哲学者・科学者であるアリストテレス（紀元前
384～ 322年）に由来する。アリストテレスは，生物学，物理学，経済学など，
あらゆる種類のシステムが，その構成要素の総和だけでは説明できないこと
に気づいた。この観察に基づいて，彼はホーリズムの一般原理を定義し，古
典的な著作である『形而上学』（原題：τ μετ τ φυσικά）で発表した。「全体
は部分の総和に勝る。」アリストテレスをはじめとする哲学者や科学者たち
の初期の著作から，ひとつの学問分野が生まれた。システムの性質を研究す
るシステム科学である。今日，システム思考は，多くの科学分野だけでなく，
日常生活のほぼすべての分野で重要性を増している。例えば，都市システム，
交通システム，衛生システム，農業システム，コンピュータシステム，バー
チャルシステム，生態系などが挙げられるだろう。では，システムやシステ
ム思考の原理はどのように定義すればよいのだろうか。ここでも，微妙に異
なる多くの定義がある。
よく使われているのは，Churchman（1968）による「システムとは，相互
作用または相互依存している実体の集合である。これらは具体的なものでも
抽象的なものでもよく，統合された全体のことを指している」という説明で
ある。さらに，システムは，規定された境界内の要素とその相互関連プロセ
スや，物質，エネルギー，情報の交換によっても定義される。そして最後に，
システムに共通するのは，ミクロレベルでの要素の振る舞いがシステム全体
の特性に影響するということである。これは「創発」と呼ばれる。システム
思考とは，「システムとして捉えられた各要素が，全体の中でどのように影響
し合っているかを理解するプロセス」と定義できる。
熱力学では，3種類のシステムを区別している（図 7.1）。

1. 孤立系システムとは，境界層を超えた相互作用を持たないシステムのこと
である。このようなシステムは自然界には存在しないが，制御された実験
室での実験には使用される。

2. 閉鎖系システムとは，その境界を越えてエネルギーを伝達するが，物質は
伝達しないシステムのことである。

3. 最後に，開放系システムとは，その境界を越えて物質とエネルギーの両方
を周囲の環境に伝達するシステムのことである。

（a）独立系システム （b）閉鎖型システム （c）開放系システム

    E +
物質    E

図 7.1
異なる種類のシステム
デザイン: U.Nehren
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生態系は，生物群集が相互に作用し，また生態系の境界外の環境とも相互作
用するため，開放系システムである。生態系の中には階層があり，大きなシ
ステムの中に小さなシステムがあり，それらが複雑な機能的ネットワークで
つながっている。例えば，巨大な生態系とされるアマゾンの熱帯雨林がその
例である（図 7.2）。アマゾンの熱帯雨林の中には，気候，地形，地質などの要
因によって，河岸林や山地林など，さまざまな種類の小さな生態系が存在し
ている。
非常に小さなスケールでは，ブロメリアのような種でさえ，水生昆虫や両

生類，さらには爬虫類に自己完結的な微小ハビタットを提供しているため，
生態系と考えることができる。したがって，生態系は入れ子状のシステムで
もある（図 7.3）。つまり，アマゾンの熱帯雨林の中にある小さな森の生態系
のように，大きなシステムの境界線の中で，異なるサブシステムが相互に影
響し合っているのである。

なぜシステム思考が重要なのか？
本書の冒頭で，人間の福利を支え，長期的には人間の生存を保証するために
は，自然を持続的に管理する必要があることを指摘した。しかし，健全な生
態系管理を行うためには，自然と人間の複雑な相互作用を理解した上で，正
しい判断を下す必要がある。
したがって，システムの観点から考え，現実を説明し，動的なプロセスを

考察するためのモデルを開発することが重要である。1845年，著名な博物
学者・地理学者であるアレクサンダー・フォン・フンボルトは，地理学，植
物学，人類学，地質学，天文学など，当時の科学分野のさまざまな部門の知
識の統合を試みた5巻の著作『コスモス』（Humboldt 1862）を発表した。彼
の全体論的な研究は，「すべての自然の統一」を完全に説明することを目的
としており，観察と包括的な測定に基づいて優れた科学的成果を生み出した。
近代的な機器と技術を用いた彼の定量的な方法論は，「フンボルトの科学」
として知られるようになった。

図 7.2
生態系のヒエラルキー。左の写真は，
ブラジルのアマゾン中央部にある熱
帯低地雨林。このような熱帯低地雨
林の氾濫原には，中央の写真にある
リオ・ネグロのイガポーの森のよう
に，季節ごとに独特の特徴を持つ氾
濫河川林が見られる。右の写真のブ
ロメリアの水の溜まったロゼットが
マイクロ生態系で，このブロメリア
は熱帯雨林の樹木に着生する着生植
物と呼ばれる植物である。
© D. Sattler

図 7.3
入れ子になったシステム

デザイン: S. Plog
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ブラジルのリオデジャネイロ州では，残された熱帯雨林を保全するために
様々な取り組みが行われている。しかし一方で，都市のスプロール化やイン
フラの整備が進み，森林の分断が進んでいる。この現象は，多くの開発途上
国や新興国，特に経済成長している大都市圏の近くでよく発生する。
生態系サービスへの影響という点では，大規模な生物の回廊を確立するた

めに実施される森林保全と再植林は，調整サービス（斜面の安定化，浸食の
抑制，洪水の抑制，炭素の貯蔵と隔離など）を向上させるなど，多くの利点
がある。また，より大きな野生生物のための回廊やハビタットのネットワー
クを構築することで，生物多様性の保全が可能となる。リオデジャネイロ州
でこのような森林保全・再生策を実施できる地域は，畜産・農業生産システ
ムが展開している農村地域およびその付近である。ただし，首都圏に近い地
域（車で1～ 2時間程度）では，集中的な野菜生産システムが見られるため，
一部の地域では，生態系保全が食料生産と競合することになる。これは，課
題であると同時に，可能性でもある（Martinelli and Filoso 2009, Nehren et 

al. 2019）。

アレクサンダー・フォン・フンボルトやチャールズ・ダーウィンのような
博物学者は，その時代の自然科学のさまざまな分野について包括的な知識を
持っていた。それに対し，今日の科学者は，高度に専門化した分野で特殊な
問題に取り組むことが多くなっている。ただし，科学における全体論的なア
プローチは，決して過去のものではない。専門的な科学知識を包括的な科学
モデルに統合することは，自然資源管理に関する現代的課題の一つである。
フンボルトの時代とは異なり，今日では，学際的な研究チームが協力して知
識を共有し，コンピュータを使って，増え続けるデータをより複雑なモデル
に統合することができる。一方，研究者だけでなく，実務家もシステムの複
雑性という課題に直面している。以下，その一例を紹介する。
これまでの森林伐採と土地利用の変化の結果，今日，大西洋岸森林バイ

オームは，牧草地と農地が大半を占める高度に断片化されたランドスケープ
となっており（Nehren et al. 2013; 図 7.4），残存する森林は元の森林被覆の
わずか11.4～ 16.0%を占めるにすぎない（Ribeiro 2009）。大西洋岸森林バ
イオームでは，森林の消失と劣化が非常に激しいにもかかわらず，残された
森林のパッチワークは生物学的多様性と固有性が非常に高い（Galindo Leal 

and Gusmão-Câmara 2003）。このような生物学的豊かさと，人間による介
入の継続的な脅威を踏まえ，大西洋岸森林バイオームはいわゆる「生物多様
性ホットスポット」と考えられている（Myers et al. 2000）。

図 7.4
リオデジャネイロの大西洋岸森林で
は，山の熱帯雨林生態系がそのまま
残っている（左）
熱帯雨林が農業や牧畜システムに
広く取って代わられ，森林は小さな
パッチワークになっている（中央）
斜面での森林伐採により，土壌浸食
プロセスが加速している（右）
© U. Nehren
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実際，広い面積の農地や牧草地を再生林に置き換えることは，この地域が必
要とする食糧生産の供給サービスに影響を与える。その結果，次のようなシ
ナリオが考えられる。農家は集約的な農業生産による主な収入源を失い，十
分な代替収入の機会がなければ，その生活に悪影響が及ぶ。そして，一部の
家族は雇用を求めて近隣の都市に移住する。だが，都市では，生活空間を見
つけ新しい環境に順応しなければならない。それと同時に，彼らは農村の文
化的アイデンティティの一部を失うだろう。
このような状況は複雑である。システムの観点に戻ると，この例では，森

林生態系，農業システム，社会システム，経済システム，文化システムなど，
いくつかの相互作用するシステムがある。これらのシステムは相互に強く関
連して競合や協働をしている。それだけでなく，ここに明示されていない他
の多くのシステム（気象システムなど）とも関係している。すべての関係を
体系的に把握することはできないにしても，その複雑さを認識し，主な因果
関係の連鎖を明らかにしなければならない。
したがって，特定の状況で森林再生を行うことを考える際には，それが農

業システムや農村の生活に影響を与える可能性があり，さらにより大きなス
ケールでも影響を与える可能性もあることを認識して，慎重に森林再生ス
キームを計画し，地元のステークホルダーやコミュニティを巻き込み，農業
のニーズとのバランスを取り，適切な樹種を選択することが重要である。さ
らに，生物多様性と生態系のプロセスを考慮し，大規模なモノカルチャーに
よる森林再生は避けなければならない。それは，森林が病気にかかりやすく
なり，地域の生活に悪影響を及ぼす可能性があるからである。
さらに，生態系の保全と回復を，生活の維持や生計の理想的な改善，災害

リスクの軽減と組み合わせることができる可能性がある。森林再生や生態系
の回復などのアグロフォレストリー・システムは，保護サービスを提供しな
がら生活の機会を創出するのに適しているため，代替収入源となる可能性が
ある。さらに考慮すべきなのは，生態系サービスに対する支払い（PES）ス
キームである。これは，農家や土地所有者が自分の土地を持続的に管理する
ことで，流域生態系サービスの機能向上と気候変動の緩和に貢献するという
インセンティブ・システムとして機能するものである（Rodrigues Osuna et 

al. 2014）。全体として，自然システムとしての森林生態系を保全するだけで
なく，社会生態系全体を保全することに注意すべきである。自然システムと
人間システムの有機的な関係を無視すれば，状況を悪化させる可能性がある。
沿岸砂丘，マングローブ，藻場，サンゴ礁，湿地，保護林など，小さな生態

系要素であっても，農業，林業，都市，工業など，人間の影響を強く受けた地
域を含むランドスケープ全体の中で考慮し，管理する必要がある。
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7.2 ランドスケープシステム，生態系，災害

地理学や景観生態学では，環境を記述，分析，管理するための理論的枠組み
として，ランドスケープシステムの概念が用いられている。ランドスケー
プシステムは，自然のサブシステムから構成される。Leser (1997)によれば，
これらはいわゆる「地球環境因子」であり，気候，地形，岩石，水，そして「生
物環境因子」である植物相と動物相である。土壌は生物学的および非生物学
的化合物で構成されているため，土壌は中間的なカテゴリーに属する。人間
のシステムは，これらの自然のサブシステムと相互作用し，ランドスケープ
の形成に基本的な影響を与える（図 7.5）。

ランドスケープの諸要素にとって，時間スケールと空間スケールが重要であ
る。例えば災害リスクを軽減するために土地管理の意思決定を行う際には，
時間スケールと空間スケールを考慮する必要がある。空間スケールは，グ
ローバルスケール，マクロスケール，メゾスケール，ミクロスケールに分類
される。例えば，気候変動はグローバルスケール，ナイル川のような大きな
流域での越境洪水リスク管理はマクロスケールに属する。メゾスケールの例
としては，地区やコミュニティにおけるマングローブや海岸砂丘の管理があ
り，斜面の安定化はミクロスケールにあたる。ただし，これらのスケールは
明確に区分できるものではない。特定の生態系サービスの確保のための管
理を検討する際には，時間スケールについて考えることが非常に重要である。
新たに植林された森林が十分に成熟して，ランドスケープの保護やその他の
生態系サービスを提供できるようになるまでには，時間がかかるのである。

人間の
影響

空間スケール
グローバルスケール
マクロスケール
メソスケール
マイクロスケール

動物相

土壌

気候地形

岩

水

植物相

LANDSCAPELANDSCAPEランドスケープ

地
質
生
態
要
因

生物生態要因

時間スケール

図 7.5
ランドスケープシステムの概念モデル

（Leser 1997に基づき，Nehren 2008が修正
デザイン：S. Plog）
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7.3 おわりに

生態系アプローチとランドスケープアプローチは，どちらもEco-DRRと
EbAに非常に有効である。生態学者や生物学者は，システムの生物学的構成
要素に焦点を当てているため，生態系アプローチを使用する傾向がある。彼
らの概念モデルはこのような生態系の統合を中心にしているため，「農業生
態系」や「都市生態系」などという呼称を用い，生態系のパターンやプロセ
スに重点を置いている。これに対し，ランドスケープアプローチでは，シス
テム内の非生物的な構成要素や人間と自然の相互作用に重点を置いている。
したがって，ランドスケープアプローチは空間計画に非常に役立つ。さらに，
例えば，斜面の安定化対策を計画する際にも非常に役立つ。ここでは，森林
被覆のタイプに加えて，表層地質，土壌，水，地形的条件，影響を受ける居住
地やインフラを考慮しなければならない。
ランドスケープは開放系システムであり，明確に定義された境界線を持た

ないことを忘れてはならない。そのため，管理に関する決定を行う際には，
管理対象に応じて，異なる物理的単位が使用されることが多い。例えば，水
管理の問題では，流域や集水域が明確に定義できる地水学的単位が使用され
る。一方，保護目的で山林を管理するに際しては，森林被覆と標高を考慮し
てランドスケープの境界を定義することになる。天然資源管理に関連する政
治的決定は，主に行政単位に基づいて行われ，通常は国，連邦政府の州，県，
地区，コミュニティなどといった境界によって定義される。そのため，DRR

のために流域や緑の回廊を管理するには，行政上の境界を越えて協力する必
要がある。
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第 8 章
レジリエンスおよび変革の実現

主要な問い
なぜ，災害や適応に対するレジリエンスという言
葉が広まったのか？
レジリエンス，DRR，CCAの関連性とは？

© UNEP
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8.1 キーコンセプトとなる「レジリエンス」

レジリエンスは，持続可能な開発目標と仙台防災枠組（SFDRR）において重
要な用語あり，政府，市民社会，民間部門による，災害リスク軽減（DRR）対
策への投資促進に向けた議論におけるキーコンセプトとなっている。近年，
人道援助機関と開発援助機関は，それぞれの任務がさらに曖昧になっている
ことを認識している。人道援助機関は主に災害後の段階に焦点を当て，開
発援助機関は主に予防に焦点を当てるということで良いのだろうか？また，
DRRとCCAとを統合し，これらをより効果的に開発活動に主流化する方法
についても，活発な議論がなされている。レジリエンスの概念は，人道，気
候変動，DRR，持続可能な開発目標の間の一貫性を強化する可能性を提供す
る。さらに，レジリエンスは，ネガティブな印象を持つ脆弱性やリスク軽減
などよりも，地域の能力や適応可能性の向上に焦点を当てたポジティブな印
象が強いことからも，魅力的なコンセプトとなっている。
しかし，国際的な議論の中でレジリエンス概念の評判が高まっているに

もかかわらず，理論的な理解は限られており，複数の，しかも矛盾した定義
がなされている。例えば，IPCCとUNDRRでさえ異なる定義を用いている。
ポスト2015年の各政策文書をより詳細に見ていくと，レジリエンスの語が
度々使われているにもかかわらず，パリ協定やSDGsにはその定義がなく，
SFDRRだけが定義を示していることに驚かされる。また，運用面では，レジ
リエンス概念が複雑であるため，DRR政策に反映するために，指標および測
定方法を決定することが主な課題となっている。レジリエンスの強化は，多
くの国際的，国家的な開発政策の新たな目標となっているものの，レジリエ
ンスとは何か，どうすれば強化できるのか，いつレジリエンスが達成され
たと言えるのかなどを説明するガイダンスやベンチマークはほとんどない

（Sudmeier-Rieux, 2014）。本章では，DRRとCCAの分野におけるレジリエ
ンス概念と国際的な議論におけるその貢献を探り，レジリエンス，DRR，生
態系を活用したアプローチの間にどのような関連性があるのかを検討する。

19世紀に工学で生まれたこの用語は，まず生態学や児童心理学で普及し，
その後気候変動や防災の文献にも広まった。UNDRRでは2005年から「災害
リスクに対する国家と地域社会のレジリエンスを高める」として，そのマン
デートにこの用語を含めている。

UNDRRや IPCCの定義を見てもわかるように，レジリエンスを構成する要
素はかなり多い。「弾力」，「資源の豊富さ」，「吸収」，「機能，アイデンティティ，
構造の保持」，「適応，学習，変革」などである。これらの要素のうち，例えば
最後に挙げた2つの要素などは，一見すると矛盾しているようにも見える。
システム科学におけるレジリエンスとは，「システムが許容可能な劣化パ

ラメータの範囲内で重大な破壊に耐え，許容可能な時間とコストおよびリス
クの範囲内で回復する能力」である（Haimes 2009）。システム思考によれば，
レジリエンスのその他の特性として，衝撃に対するシステムの鈍感さの度合
いを意味する「頑健性」や，システムの特定の構成要素が，システム自体の
性能に悪影響を及ぼすことなく，損傷した構成要素の機能を引き受ける能力
を意味する「冗長性」がある（Haimes 2009）。

定義 : レジリエンス
「適応，学習及び変革のための
能力を維持しつつ，本質的な機
能，アイデンティティ及び構造
を維持する形で対応又は再編す
ることで，危険な事象又は傾向
もしくは混乱に対処する社会，
経済及び環境システムの能力」
IPCC 2014。Arctic Council 2013で
の定義に基づく。（訳注：環境省によ
る翻訳を参照した。）

「ハザードにさらされているシ
ステム，コミュニティ，社会が，
適時かつ効率的な方法で，その
影響に抵抗，吸収，適応し，ま
た自らを変革しその影響から回
復する能力であり，リスク管理
によって本質的な基本構造と機
能を維持・回復することを含
む。」
UNISDR 2017
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Tierney and Bruneau (2007) は，「R4枠組み」を用いて，レジリエンスを以
下のように説明している。
頑健性（Robustness）
システムおよびその他の分析単位が，著しい性能低下や損失なしに，災害の
影響に耐える能力
冗長性（Redundancy）
重大な機能低下や損失が発生した場合に，システムまたは他のユニットが代
替可能である程度
資源の豊富さ（Resourcefulness）
問題を診断し，優先順位をつけ，金銭的，情報的，技術的，人的資源を動員し
て解決策を講じる能力
迅速性（Rapidity）
損失を抑え，混乱を回避し，素早く機能を回復する能力
（Tierney and Bruneau 2007から改変）

図 8.1は，レジリエンスの三角形を示している（Tierney and Bruneau 2007）。
この図では，t0時点での攪乱と，それに続く一定の回復時間 (t)が描かれてい
る。一例として，地震で壊れた橋が挙げられる。この例では，レジリエンス
とは，橋を再建するための時間とコストであると言える。

経済学では，レジリエンスは，システムが潜在的な損失を回避することを可
能にするシステム固有の能力と適応反応のことを指す（Rose 2007）。最近で
は，レジリエンスの社会的側面も重視されている。
このように，レジリエンスの概念は，攪乱の最中およびその後の時間軸の

もと，さまざまな要素によって構成されると考えられる。

イ
ン

フ
ラ

の
質

%

時間

100

50

0
t0 t1

建築工学の分野では，建物の耐震性（seismic resilience）は，以下の要
素を持つシステムの一側面である。
1. 低い故障発生率
2. 人命の損失，損害，経済的・社会的な悪影響など，故障による影響の
軽減

3. 短時間での復旧可能性
(Bruneau and Reinhorn 2006, as quoted by Bahadur et al. 2010)

図 8.1
インフラの質と時間の関数としての
レジリエンスの三角形

Tierney and Bruneau 2007より改変
再描画：L.Monk
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8.2 レジリエンス，災害リスク，気候変動適応

「通常の状態に戻る」という狭い意味で定義された場合，レジリエンスは，長
期的な能力構築や潜在的な脆弱性の軽減ではなく，衝撃や逆境に対処するた
めの対処能力や回復戦略に近くなる。一般に，適応（adaptation）が状況に
ゆっくりと対応して変化していく長期的なプロセスであるのに対し，対処
（coping）はストレスや衝撃に対処するための短期的な戦略である。いずれ
も，災害の結果や影響を評価した上での決定や選択に基づき，システム（例
えば，生活）を調整することを求めている。
レジリエンスを単なる対処として捉えると，適応とは異なってくる面が多

い（類似する面もあるが）。そして，この理解では，望ましくない変化であっ
てもレジリエントであると捉えられてしまいかねない。例えば，衝撃やスト
レス要因に対処はしていても，結局は原状回復になっているという場合であ
る。適応には，学習と変化が必要であり，少なくともある程度の現状への介
入が必要である。
こうした望ましくない「レジリエンス」状態は，世界中で多くの例がある。

例えば，過酷な環境で生活し，日々の経済問題や健康問題だけでなく，洪水
などの大小の衝撃にさらされている集団がある。このような人々は，しばし
ば「立ち直り（bouncing back）」の能力は高い。例えば，第2章で紹介した
ネパールの例を考えてみると，人々は毎年洪水が起こる氾濫原に非常に簡素
な家を建ててしまっている（図 8.2，8.3）。
このような人々は，小規模な洪水が頻繁に発生しても，家を再建して回復

することに慣れているため，定義次第では高いレジリエンスを持っていると
考えられる。しかし，大規模で危険な洪水リスクや，伝染病リスクなど，様々
な高いリスクを抱えている。

POTENTIAL FLOOD AREA

N N

POTENTIAL FLOOD AREA

N N

図 8.3
Google マップから描画
上の写真：�2004 年のネパール・ダラ

ンのセウティ・コラ川
下の写真：�2009 年のネパール・ダラ

ンのセウティ・コラ川
クレジット：S. Plog

図 8.2
ネパールの脆い家
© K. Sudmeier-Rieux
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アフガニスタンのバーミヤン州の例を見てみよう（図 8.4）。人々は何世紀に
もわたってこの高山の谷間に住み，冬や春の鉄砲水に対処する戦略を身につ
けてきた。レジリエンスの最も一般的な定義である「立ち直る」ことに従え
ば，これらの人々は高いレジリエンスを持っていると言える。しかし，これ
らの人々は，山岳災害のリスクが高い地域に住み続け，経済的にも健康的に
も日々困難な状況に置かれている。そのため，「通常の状態」に戻る能力が
高いからといって，必ずしもリスクを下げることができているわけではない。
災害に対するレジリエンスという概念の限界は，自給自足レベルのコミュ

ニティは衝撃に対処する能力が非常に低く，機能しない状態に陥るしきい値
を容易に超えてしまうという点にある。こうした人々にとって，「通常の状
態」は必ずしも望ましい状態ではないため，緊急対策ではなく長期的な開発
に向けた介入を行う必要がある。したがって，通常の状態に回復する能力と
定義されるレジリエンスの向上を目指すだけでは，災害や気候変動の影響に
対する根本的なリスク要因や脆弱性を軽減することはできない（Sudmeier-

Rieux, 2014）。

立ち直りから前進へ：変革的レジリエンス
Manyena et al.（2011）は，「立ち直り（bouncing back）」という考え方が，
災害が変化を伴うことを考慮していないという認識のもと，別の概念，「災
害から前向きに立ち直る力（the ability to bounce forward following a 

disaster）」を提示している。これは，コミュニティやシステムの「ポジティ
ブな変革 (positive transformation) 」とも言える。レジリエンスの主流の定
義が，安定性や現状維持という保守的な概念を表しているとすれば，「変革可
能性（transformability）」は，根本的なリスク要因に対処し，防災や脆弱性の
軽減策を含む新たな開発経路を示すために，より適切な概念であると言える。
CCAの概念の影響を受けている IPCCのレジリエンスの定義は，「適応，学習，
変革」というプロセスを包摂することで，この「前進（bounce forward）」
の必要性を部分的に反映させることを目的としている。

図 8.4
アフガニスタンのバーミヤン
© UNEP
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概念的な「前向きな立ち直り」としてのレジリエンスは，元々の意味から離
れ，防災や災害後の対策を行うための枠組みとなることを期待されている。
この観点からレジリエンスを捉えることは，パラダイムシフトであり，脆弱
性の根本的な原因に対処し，災害後の回復能力を向上させるために必要なプ
ロセスを反映している。

図 8.5 は，時間軸に沿って，異なるタイプのレジリエンスを示している。
この時間軸の中では，様々な衝撃やストレスがあり，それに対する反応やレ
ジリエンスの種類も異なる。具体的には，回復（または受動的レジリエンス），
適応，変革と，違う用語で表現することができる。この図では，単純なボー
ルと曲線の図を使って，これらの違いを説明している。回復ではボールが元
に戻り，適応では曲線が外側に移動し，変革ではボールがより高い状態に移
動している。Chelleri et al.（2015）は，回復を工学的なレジリエンスの定義
に，適応と変革を社会・生態的なレジリエンスの定義に当てはめている。

この観点から，変革的レジリエンスという概念が，DRR，適応，貧困削減に
取り組むための共通のプラットフォームを提供し，現在主流となっているハ
ザード対処型の技術主導のDRRからの脱却を促がすと主張されている。変
革的レジリエンスは，DRRへのより体系的なアプローチの導入および複雑
なシステムへの理解をもたらす可能性があり，また，生態系を活用したアプ
ローチなど，DRRやCCAにおいて長期的に重要でありながら軽視されてき
た側面に対して，よりしっかりとしたエントリーポイントを提供することに
なる。

社会－生態システム
(Folke et al., 2010)

(Walker and Salt, 2006)

レジリエンスの
種類

行動
反応

システム
レジーム

しきい値 新レジーム

時間スケール

衝撃

（工学的）
レジリエンス・頑健性

(社会－生態）レジリエンス

回復 適応

ス ト レ ス ス ト レ ス

変革

レジリエンス 頑健性 変革社会技術的システム
(Smith and Stirling, 2010)

図 8.5
考え方の違いや様々な段階に応じた
レジリエンスの種類
© Chelleri et al. 2015.再作画L. Monk
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8.3 おわりに

「通常の状態に戻る」という伝統的な定義でのレジリエンス（または受動的
レジリエンス）は，災害管理サイクルの一段階としての，危機後のより効率
的な回復プロセスを表現するには有用な概念かもしれないが，長期的には，
必ずしも，集団の日常的なリスク，幸福度，持続可能性を変化させたり，脆弱
性を軽減したりするものではない。言い換えれば，人々が脆弱でリスクにさ
らされていたとしても，レジリエンスを備えているとも言えてしまう場合も
ある。変革をもたらすレジリエンスという概念に目を向けることは，気候変
動や災害リスクの課題に対処するために必要なパラダイムシフトに向かう一
助となる。レジリエンスがどのように理解されているか（受動的か変革的か）
に注意する必要はあるものの，レジリエンスの概念はDRRとCCAの間の有
用な架け橋となりうるものである。さらに，レジリエンスは生態系を活用し
たアプローチにとっても重要な概念である。なぜなら，生態系システムと社
会・生態システムは，いずれも回復，適応，変革というスケールで機能して
いるからである。このような複雑なプロセスを理解することは難しいが，シ
ステムレベルの対応に向けて必要なことである。
主な課題の一つは，DRRとCCAのためのレジリエンスの概念の具体的な

活用の方法である。どの定義を選択するかにかかわらず，レジリエンスの
評価と測定は依然として困難である。レジリエンスを成果ではなく能力と
捉えれば多少は簡単になるかもしれないが（FSIN Resilience Measurement 

Technical Working Group 2014），それでも，さまざまなレベルの複数の指
標が必要になるだろう。これらの問題は，第17章でさらに検討する。
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第 9 章
災害前後における生態系管理
の貢献

主要な問い
生態系管理はどのようにして異なる災害フェーズ
に貢献できるのか？
災害前から災害後まで，どのようにしてジェンダー
への配慮ができるのか？
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9.1 生態系管理と災害管理のフェーズ

まず，ハザードイベントが災害後の緊急対応，復旧・復興段階のきっかけと
なるという，災害管理の支配的な考え方（図 9.1）に疑問を投げかけることか
ら始めたい。この考え方だと，災害管理のフェーズは，復旧・復興段階後に，
災害軽減と災害対応準備の活動などからなる災害前のフェーズに戻ることに
なる。

このような取り組み方では，災害後の対応や，早期警報システムや緊急時の
備えなどの災害前の準備活動に重点が置かれ，ほとんどの予算がこれらに使
われる。こうした災害管理が一般的に行われてきた。しかし，過去10年間，
この考え方は，NGO，開発機関，UNDRRのような国連機関から異議を唱え
られてきた。彼らは，長期的な計画と，災害の影響を軽減するために根本的
なリスク要因を減らすための投資を通じて，災害予防へのパラダイムシフト
を提唱している（図 9.2）。ここでは，古いパラダイムのようにリスクを管理
するだけではなく，貧困削減，リスクに配慮した土地利用計画，持続可能な
開発への投資を通じて災害リスクを軽減することに重点が置かれている。
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2009より改変
再作画：S. Plog
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生態系を活用した活動は，災害発生直後の初期段階から，復旧，復興，そし
て予防の段階まで，DRRスパイラルのすべての段階で実施することができる。
表 9.1は，DRRスパイラルの4つの主要段階と，主要な生態系管理要素を示
している。
本章では，DRRスパイラルの各段階を概観し，より包括的なDRR活動の
ポートフォリオの一部として，古典的なDRR活動に加えて，生態系を活用し
た活動を導入するための選択肢を探る。
また，世界の経験やデータから，女性は，水，薪，飼料，薬草，林産物，自然

に優しい農業などの生活の手段を環境から見出すことに貢献できるため，環
境保護において重要な役割を果たすことがわかっている。そのため，ここで
はジェンダーの視点も盛り込まれる。女性は天然資源を保護・保全・回復す
るための豊富な知識を持っていることから，しばしば「自然環境保全の受託
者」と呼ばれている。ゆえにここでは，DRRにとって貴重な女性の活動の例
を紹介する。また，災害リスク軽減のサイクルの中で女性がどのような役割
を果たしているのかも検討する。この検討，Eco-DRRの各段階に女性を包摂
するための将来の戦略に役立つだろう。

9.2 生態系管理と災害後の復旧

フェーズ 1. 救援
災害発生時とその直後に行われる救援フェーズの主な目的は，人命救助であ
る（図 9.3）。主な関係者は，通常，隣人や地域住民，そして時に，地元の消防
団，捜索救助チーム，国軍などである。
救援は，緊急時対応計画，頻繁な救助・救急訓練，確立された避難計画が

ある場合に最も効果的となる。人命救助に主眼が置かれているため，水源の
汚染や廃棄物の水路への投棄を避けるという基本的な配慮以外に，環境に配
慮する余裕はないかもしれないが，環境危機管理計画が，救援訓練の一環と
して行われることもある。建設資材，薪，食料の確保などのために，生態系
サービスを利用することができる。また，緑のオープンスペースを一時的な
シェルター（キャンプ）に利用することができる。
石油の流出や地下水の汚染など，災害時に有害物質が放出されることは

「環境緊急事態」と呼ばれる。このような緊急事態への対処は，Eco-DRR/

EbAの範疇を超えており，適切な技術で対処しなければならない。
女性は，緊急時に助けを必要とする人ではなく，助け手になることができ

る。この変化は，女性エンパワーメントの長期的な活動や，女性を含む災害
対応訓練によってもたらされるだろう。こうすることで，トップダウンのア
プローチのもと，女性が情報を持たず災害に適切に対応するための意思決
定ができないという状態よりも，効率的な救援が可能となるだろう。パプ
アニューギニアで行われたMercer et al.（2008）の調査では，参加型のアプ
ローチの必要性が強調されている。この調査では，洪水対策として河川敷か
ら高台への移転を求められたシンガス村の人々の対応について検討している。
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ハザード発生後
の時間軸 目的 主な活動 生態系管理の要素

フェーズ１. 救援

数時間から数日間 人命救助 捜索と救護，緊急事態対応 環境的に影響を受けやすい地域や動植物生
息域への有害物質の投棄の回避，生態系か
らの供給サービス（食料，木材，シェルターな
ど）の利用の可能性

フェーズ２. 早期復旧，移行

数日から数ヶ月間 生活の安定 一時的な避難所，基本的な
サービスの提供
例：水，食料

迅速な環境評価，回復のための物資の持続可
能な調達，廃棄物管理 

フェーズ３. 復興

数ヶ月から数年間 生活の再構築 住宅の再建・提供とインフ
ラ，雇用創出

環境に配慮した復興，持続可能な物資調達，
廃棄物管理の改善，生態系の回復，グリーン
インフラ，DRRのための生態系管理の改善

フェーズ 4. 予防　A）リスクと脆弱性の評価

継続的に更新 リスクの分析と
評価

ハザードと曝露のマッピ
ング　脆弱性評価
リスクマッピング

生態系マッピングとリスク/ハザードマッ
ピングの組み合わせ

フェーズ 4. 予防　B）開発計画とリスク軽減

一定間隔で連続し
たプロセス

ハザード，脆弱性，
曝露の低減

評価に基づいた，リスクに
配慮した土地利用計画

生態系と土地の管理計画，計画とゾーニング
に含まれる生態系の保全と回復

フェーズ 4. 予防　C）準備

継続的に更新 将来の災害に対す
る準備を整える

早期警報システム，避難計
画の作成と維持

環境危機対策プログラムに生態系を含める

表 9.1
DRR スパイラルの 4 つの主要フェーズ
クレジット：著者

図 9.3
2010 年 1 月 12 日に発生したハイチ地
震で倒壊したスーパー
© UNEP
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村人たちはこの移転に直接の異議を唱えなかったものの，自らの生活が川
の生態系に依存しているため，トップダウンで出された指示に従うつもり
もなかった。対照的に，参加型アプローチであれば，ハザードの影響を受け
た人々が，緊急戦略の策定を含めたすべての段階に関与することができる
（Mercer et al. 2008）。

フェーズ 2．早期復旧
早期復旧段階の主な目的は，生計の確保，「普通の生活」への復帰，行方不
明者や持ち物の発見，瓦礫の撤去と仮設避難所の設置，食料と水の確保であ
る（図 9.4）。この段階は，災害が発生してから数日から数週間，数ヶ月間行
われる。主な関係者は，通常，隣人，地域住民，市民保護，人道的機関，NGO 

である。この段階は，災害復旧計画がある場合に最も効果的である。

初期の復旧段階における大きな課題は以下のとおりである。
● 仮設住宅の立地
● 人間の排泄物による飲料水の汚染 
● 廃棄物管理と衛生問題
初期の復旧段階では，すでに環境への配慮が可能であり，また，そうするべ
きである。それは，長期的に見て生命や生活に損害を与える可能性のある行
動を避けることを意味している。
仮設住宅の不適切な立地や衛生設備の不足は，容易に水質汚染を引き起こ

し，長期的な環境問題や人間・社会問題につながる可能性がある。動物の通
り道の近くに仮設住宅があると，人と動物の危険な衝突につながることもあ
る。
その他の環境面での推奨事項は以下のとおりである。

● 汚染源を水源に近づけない
● 洪水・汚染の原因となる水路へのゴミの投棄を避ける
● 疾病予防には水と衛生環境の管理が重要である

図 9.4
2010 年ハイチ地震後の貴重品探索

© UNEP Haiti
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女性のリーダーシップが発揮されるのは，災害後にコミュニティが復旧に向
けて試行錯誤するときである。Enarson and Morrow (1998)は，1992年に
ハリケーン「アンドリュー」に襲われたマイアミで，女性による再建（Women 

will Rebuild）連合が結成され，「災害時の女性のニーズを可視化し，救援資
金の分配に影響を与え，復旧に対する統制を含む男性支配の権力構造に挑戦
する」ことに成功したと記録する（Enarson and Morrow 1998: 178）。2015

年のネパール地震後の例でも，女性団体がいかに復旧プロセスに貢献したか
が示されており，災害復旧の取り組みが，ジェンダー関係に挑戦し，リセッ
トするための時間にもなることが改めて確認されている。ネパールでは，制
約的な社会規範により，独身/寡婦の女性が災害後の復旧活動に参加するこ
とが制限されていた。夫の死後13日間の喪に服す期間は，女性が誰かに触
れたり，何かを食べたりすることが制限されており，そのため女性のニーズ
を満たすことができなかった（Mawby and Applebaum 2018: 17）。多くの
場合，ネパール人男性は，仕事で国外にいたり，内戦に参加していたり，紛
争で死亡したりして，コミュニティを不在にしていた。そのため，女性が復
旧の責任を負わなければならなかった。このような状況のなか，ネパールの
女性市民社会組織（CSO）が活躍した。「女性CSOの活動は，ネパールのコ
ミュニティのニーズに徹底的に対応した，強固な復旧を実現するのに役立っ
た。そして，女性の将来の不安定さを軽減し，地位を向上させ，社会への参
画を可能にすることで，多層的な不安定さへの着実な対応をもたらした」。
（Mawby and Applebaum 2018:19）。
実際，UNDP et al.（2010）が指摘しているように，復旧努力や長期的な
開発戦略において，ジェンダー不平等に対処し，またそれを継続することで，
将来同様の脆弱性をもたらさないようにすることが重要である。そのために
は，「復旧関係者を巻き込み，国の政策の見直しから災害後の評価まで，すべ
ての災害復旧計画活動にジェンダーの視点を組み込む包括的なアプローチ」
が必要である（UNDP et al. 2010: 10）。

フェーズ３．復興
この段階は通常，災害発生から数ヶ月から数年間行われ，生活を以前の通り
か，さらに良い状態へと戻し，家屋，インフラ，ビジネスを再建することを目
指す。主な関係者は，隣人や地域住民，政府，人道支援機関，開発機関，民間
企業などである。この段階は，「より良い復興」や，環境に配慮した復興を示
す復興計画やガイドラインがある場合に，より効果的に実行される（図 9.5）。

図 9.5
2016 年のハリケーン「マシュー」後の
ハイチ
© UNEP
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復興期の課題
● 適切な立地や計画のもとでの住宅再建 
● 持続可能性のない建設資材の調達の回避
● 適切なインフラ計画（例：水の供給，道路へのアクセス） 
● 廃棄物と瓦礫の管理
● 持続可能な方法での清掃
● 将来のリスクを軽減するため，復興計画に生態系を含める
より良く，より環境に優しい復興は多くの場合に可能であるため，環境への
配慮をこの段階で慎重に行う必要がある。生態系の回復や，DRRのためのグ
リーンインフラの構築の可能性についても考慮する必要がある。ハザード
が発生しやすい不適切なエリアにあった居住地を移転する必要がある場合
も多い。また，例えば，海岸の砂丘から砂を掘り出したり，急斜面の森林を
伐採したりするなど，持続可能性のない方法で建築資材を調達することは避
けなければならない。それは自然の提供する保護機能を低下させ，その結果，
人々の将来の災害に対する脆弱性を高める可能性がある。
また，環境に悪影響を与えるおそれのある建築資材の生産プロセスも，回

避または改善する必要がある。廃棄物と瓦礫の管理を持続可能な方法で行
うことや，清掃プロセスが長期的な損害を引き起こさないようにすることも
大切である。例えば，スリランカでは，2004年の南アジア津波の後，海岸の
清掃が外来種の拡散を招き，災害そのものよりも大きな被害をもたらした
（Sudmeier-Rieux et al. 2013）
災害後の取り組みは，「男性世帯主に資源を分配すること，男性にばかり

職業を提供すること，女性の小規模な事業を無視すること，支援や意思決定
を男性リーダーにのみ求めること」など，さまざまに社会的・ジェンダー的
不平等を助長する可能性がある（Drolet et al. 2015:438）ほとんどの災害後
ニーズ調査では，復旧・復興におけるジェンダーに関する項目が含まれてお
り，ジェンダーは，調査のその他の項目にも影響を与える横断的なトピック
であると考えられている（Hinzpeter and Sandholz 2018）。
復興期における女性と男性の貢献度は，社会的背景によって異なってくる。

女性は，水や食料の供給に関連する仕事や，家庭内でのケアの仕事をより多
く行うかもしれない。一方，男性の仕事とされていた復興作業や農作業にも
積極的に参加することもある。例えば，パキスタンでは，災害前には多くの
女性が家庭外での社会的交流を厳格に規律する法律を守っていたが，災害後
の復興作業では，女性も男性と一緒に家庭外での労働に参加するようになっ
た（Drolet et al. 2015）。また，「疎外された集団に属し貧しい生活をしてい
ると，多くの場合，災害時に頼るべき資源を蓄積することができない。災害
リスクからの保護を含め，基本的なサービスや収入へのアクセス等の社会保
障を得ることは，普遍的人権であり，それらは経済的安定性，健康増進，福
祉の向上を通じてレジリエンスの構築に貢献する」（Drolet et al. 2015:445）。
したがって，災害後の復興計画においては，女性やすべての被災者，グルー
プが意思決定に関与することが重要である。長期的な課題は，持続可能な生
活を築くことにある。国連の調査による，パッタン（Pattan）というNGOに
よる介入の例を以下に示す。
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9.3 生態系管理と災害予防

救援，復旧，復興の段階は，災害後の管理サイクルの中に基本的に含まれて
いる。一方，災害前の段階における予防的取り組みは，災害管理の中で継続
的に行われるべきものだが，残念ながら重視されておらず，多くの場合，災
害が起きて始めて政府やNGOが予防に取り組み始めるということになりが
ちである。

フェーズ４. 予防
予防は多面的で，いくつかの要素を含み，構造物対策と非構造物対策の両方
を含む。この節では，予防における以下の要素について考える。
準備
早期警報，緊急避難訓練
リスクと脆弱性の評価
予防のためのリスクの分析と評価
開発と長期的なリスク軽減
脆弱性と曝露を減らし，レジリエンスを高めるための手順と生態系管理の計画

パキス
開発と災害支援に長い歴史を持つパキスタン
のNGOであるパッタンは，1992年に洪水の
被害を受けた40の村で活動を開始した。パッ
タンのスタッフは，警報システムが不十分で
あること，地域組織が存在しないこと，洪水
対応にコミュニティが参加していないこと，
災害が女性と男性で異なる影響を与えること
を認識していないことなど，洪水緩和・準備
プログラムの弱点を指摘した。パッタンは，
開発政策やプロジェクトに防災戦略を組み込
み，災害対応プログラムにジェンダーの視点
を取り入れることで，コミュニティの洪水対
応の改善を試みた。まず，災害への準備，対
応，復旧をテーマにしたプロジェクトへのコ
ミュニティの参加を促すフォーラムを開催し
た。しかし，ほとんどの村で性別による隔離
が行われていたため，女性はフォーラムに参
加することができなかった。そこで女性たち
は，パッタンに，女性のためのフォーラムも
開催するよう求めた。このフォーラムは，す
ぐに，災害支援プロジェクトにおける女性の
参加のための主要な手段となった。男性ス
タッフはコミュニティの女性と交流すること
ができないため，パッタンは女性スタッフを
採用し，女性が問題なく参加できるよう配慮
した。

フォーラムでは，女性のニーズが確実に評価
され，対処されるよう，女性スタッフに訓練
を行った。また，フォーラムでは，スタッフ
にジェンダー研修を実施し，すべてのプログ
ラムのジェンダーへの影響を分析した。さら
に，女性が食料の配布を担当し，また配布の
際には女性の名前で世帯を登録することで，
女性が世帯主の世帯や一夫多妻制下の女性が
確実に支援を受けられるようにした。また，
パッタンは住宅再建にも女性を参加させた。
従来，家は男性が所有するものだった。しか
し，パッタンは，プロジェクトの資金で建て
た家を妻と夫の両方の名前で登録するように
コミュニティを説得した。また，建設を始め
る前に離婚や別居をした場合，家に残る方が
元の配偶者に家の価値の半分を支払うという
契約を交わすようにした。女性たちへのイン
タビューによると，家を持つことで，家族や
コミュニティでの女性の地位が飛躍的に向上
し，意思決定プロセスへの参加も増えたとい
う。

Swoebel (2000) Unsung Heroines: Women and 
Natural Disasters Gender Matters, Information 
Bulletin No.8, US Agency for International 
Development.

パキスタンにおけるジェンダーに配慮した復興活動
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ジェンダーは，災害管理計画を立てる際には重要視されないことが多いが，
女性を脆弱にしている条件を認識し，災害予防と準備戦略においてジェン
ダーを特に考慮する必要がある。Myers (1994: 15-16)は，ジェンダーをど
のようにして災害予防と準備の構成要素に組み込むことができるかを詳しく
説明している（表 9.2参照）。

災害準備活動 各活動に特有のジェンダーに関する検討事項

啓発・広報活動 災害への備えを目的とした教育キャンペーンで，女性
を対象に含め，適切に扱う
非公式の教育者としての女性の能力の活用する
女性の家事労働の負担を考慮した研修制度を設計する

脆弱性の評価 リスクの高いコミュニティにおける女性の脆弱性を考
える

ハザードマップ 女性のニーズとそれらへの対処戦略に基づいた指標を
考慮する
草の根レベルで女性の声を聞く

ベースライン
情報の提供

脆弱層を最低でも男女別に集計する

早期警戒
システムの確立

適切なメディアを使用し，特に女性や子供など，あらゆ
る層の人々に警報が届くようにする
女性が早期警戒の訓練に参加できるようにする

防災訓練の実施 女性が防災訓練に参加できるようにする
女性の家事時間を考慮して訓練を行う
社会の文化的規範を踏まえたシミュレーションをする

食料や資材の
備蓄

女性のニーズを考慮した資材備蓄を行う
医療物資に産婦人科用の医薬品・機器を含める
現地の調理習慣に対応した補助食品を確保する

緊急対応チーム
の訓練

緊急対応中に女性が取り残され，さらに弱い立場に追
い込まれることがないようにする
災害救助の過程で女性被災者を勇気づける
救済策が女性のキャリアに負担をかけ，後に予期せぬ
問題を引き起こすことのないように注意する
トラウマによって必然的にもたらされるジェンダー間
の動揺や対立を予測する

コミュニティ
ベースの DRR ア
プローチの開発

早期の段階で女性に意見を求める
女性が被害者であり，災害計画者や対応者が男性のみ
であると想定しないように計画を作成する
女性の強みを活かした計画を作成する

表 9.2
災害準備活動の様々な段階で取り組むべきジェンダー問題
Myers 1994から引用
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災害への備えは，DRRにおいて最初に優先される要素の一つである。それは，
災害発生時に，避難によって一時的に人々の曝露を減らすため，命を救う非
常に効果的な方法であることが多い。準備には，高度に洗練された早期警報
システムを利用することもあれば，ローカルな知見やハザードイベントの経
験を用いることもある（図 9.7,9.8）。

3.5

3.4

3.3

3.2

3.1

3.0

2.9

2.8

2.7

ガバナンスと
制度の整備

リスクの特定と
早期警報

知識と教育 根本的なリスク 準備と対応

2007–2009

2009–2011

HFA優先分野

進捗状況の平均点

時間

災害後のモニタリングとマッピング

迅速なマッピング

周知

早期警戒リスク情報

洪水センサー網

リスク評価（健康，洪水，干ばつ）

ハザード

準備
災害への備えは，HFA と SFDRR の目的の一つであり，各国の報告によれば，
2007 年から 2011 年の間に最も進展した分野の一つである（図 9.6）。

しかし，災害への備えは，潜在的な災害への対応を目的としているもので，
必ずしもリスクの根本的な原因を解決するものではないため，より開発志向
の解決策が必要となる。例えば，洪水早期警報システムは，早期の避難を促
すことで沿岸地域の防災力を高めるが，長期的に災害リスクを効果的に軽減
するためには，洪水の発生しにくい地域への移転が必要であるかもしれない。
ただし，移転は社会的・文化的に非常に難しい問題であり，地域社会が容易
に受け入れられるとは限らない。

図 9.6
HFA 進捗レポート，2007-2011 年
出典：UNISDR 2011 
再作画：L.モンク

図 9.7
インドネシアの津波早期警戒システムの一例
ドイツ航空宇宙センターより
クレジット: DLR, Szarzynski
 再作画：S.Plog

図 9.8
アメリカ領サモアに設置された津波
警報システム
© B. McAdoo
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リスクと脆弱性の評価
災害の危険にさらされている地域では，リスクを軽減する土地利用や都市計
画の基礎となるリスクマップ，ないしハザードマップが存在することが理想
である（Zimmermann et al. 2005）。このような地図は，自治体や住宅所有
者に，将来の建設のためにどの地域を避けるべきかというガイダンスを提供
する。国によってはリスクマップやハザードマップの作成が義務づけられ
ており，土地利用や都市計画の重要な基礎となっている。この点については，
第10章と第11章でさらに詳しく説明する。
地図によって，建設禁止区域を設定したり，保険会社に情報を提供したり

することで，高リスク地域の住宅所有者が保険に入りにくくする（ことで高
リスク地域での居住を避けるように促す）ことができる。しかし，多くの場
合，リスクマップ，ハザードマップは，災害が発生してから作成されている。
生態系サービスと災害リスクの関連性への認識の高まりから，生態系サー

ビスを組み込んだリスク/ハザードマップが数少ないながらも増えてきてい
る。例えば，西アフリカの11カ国の海岸全体を対象に，生態系サービスと沿
岸リスクを示した地図が作られている。

開発と長期的なリスク軽減
貧困，環境悪化，ガバナンスの問題などの脆弱性の要因への対処は，持続可
能な開発目標でもあり，DRRやCCAの観点も含めてよく検討された対処で
あるならば，その実施により，長期的に災害リスクを低減できる可能性があ
る。生態系を活用したアプローチはとりわけ重要である。なぜなら，適切に
管理・保全された生態系は，災害からの保護を強化したり，災害を回避・軽
減したりするサービスを提供するとともに，CCAにも役立つその他のサービ
スの提供もするからである。

この章の追加的リソース
SPHERE Projectは，人道的対応における最低限の基準を提供し，環境への配慮も含まれている。
www.sphereproject.org

UNEPによる「環境を人道的行動と早期復興に統合するためのトレーニングツールキット」
http://postconflict.UNEP.ch/humanitarianaction/training.html

WWFによる「復旧を緑化する人道的支援のためのトレーニングツールキット」
www.green-recovery.org

環境緊急事態に関しては以下を参照。
http://www.unocha.org/what-we-do/coordination-tools/environmental-emergencies
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9.4 おわりに

災害リスク軽減は，救援，復旧，復興，予防の4つのフェーズからなるスパイ
ラルとして捉えることができる。生態系とジェンダーへの配慮は，DRRスパ
イラルの各フェーズで考慮する必要がある。救援と復旧という最初の2つの
フェーズでは，重要な生態系とそのサービスを保全し，さらなる被害を最小
限に抑えることが重要である。人命救助に比べて環境への配慮が後回しに
なりがちなこの段階では，環境危機管理計画と迅速な環境評価の手順を確実
に実施することが重要である。復興期は，「より良い復興」を実施する機会
であり，生態系へのアプローチはこれに含まれる。最後に，予防の段階では，
Eco-DRR/EbAを取り入れるための作業の大半が行われることとなる。次の
章では，Eco-DRR/EbAの実施のためのツールについて詳しく説明する。
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第 10 章
リスク評価への生態系の
取り込み

主要な問い
脆弱性評価，ハザード評価，リスク評価とは何か，
なぜそれが必要なのか？
脆弱性とリスクを評価するための最も一般的なア
プローチは何か，また，どのようにしてそれらの評
価に生態系を統合することができるか？
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10.1 脆弱性，ハザード，リスクの評価

まず，「リスク」の概念を簡単におさらいする。リスクとは，潜在的な被害を
意味し，ハザード，脆弱性，曝露の3つの要素で構成されている。これは，最
もよく使われている国連防災機関（UNDRR）の定義である。潜在的な被害
がない場合（つまり，ハザードイベントが人口やインフラ，その他の価値あ
る資源のない遠隔地で発生した場合）は，たとえハザードがあったとしても
リスクはない。

リスク＝ハザード×曝露×脆弱性
リスク評価を行う際の基本的な考え方は，ハザードイベントによる損害や人
的被害の可能性を低減することである。そのため，統合的なリスク管理計画
を策定するための最初のステップとして，リスク，すなわち長期的に人々が
被る損失の可能性を評価することになる。次のステップは，これらのリスク
を伝え，リスクを軽減するための適切な対策を講じることである。私たちは，
単純な手書きの地図であれ，データに依存する地理情報システム（GIS）の
地図であれ，地図を通してリスクを伝えることがよくある。しかし，文化に
よって，オーラルヒストリー，歌，大道芸など，現在や将来のリスクを伝える
方法は他にもある（図 10.1）。
一部の国では，リスク評価が義務化されており，土地利用計画の重要な一

部となっている。例えば，フランスでは「リスク防止計画」が法律で定めら
れており，建設を許可する地域を指定することでリスク管理を行っている。
この法律を施行するのは，地域の政府代表であるプレフェであるが，その
制定にあたっては，通常は市民がゾーニングについて助言したり，異議を唱
えたりする市民参加のプロセスを経る。しかし，一旦策定されれば，プレ
フェは法律を施行しなければならず，例えば，赤色の高リスクゾーンでは建
設許可を与えることができない（Pigeon 2017）。リスクマップはこの一連の
プロセスにおいて重要な役割を果たす。
スイスでは，19世紀以降の連邦法が，地方自治体による住民保護活動の基
盤となっていた。1991年と1994年に制定された新しい法律により，地方自
治体（カントン）は，土地利用計画や緊急事態管理の一環として，また，構
造物対策・非構造物対策の費用や便益を決定するために，ハザード評価を
行うことが義務付けられた（Zimmermann et al. 2005）。スイスでは，これ
らの法律を実施するために，「ハザードマップ」と「危険度マップ（danger 

maps）」という2つの拘束力ある手段があり，これらは，何らかの自然ハザー
ドの影響を受けるほとんどの自治体で用いられている。ハザードマップは，
単にハザードを種類ごとに図示したものである。一方，リスクマップは，災
害の種類や発生場所だけでなく，ハザードの様々な再現期間（0～30年，30

～100年，100～300年）で設定されたハザードの強度と確率を赤，黄，青で
表しているのが特徴であり，最もよく使用されている。これらの色分けは，
災害リスクを表現するためのスイス特有の方法である。他の国では，赤，オ
レンジ，黄色を使って高，中，低のハザードゾーン（ないしリスク）を表現し
ていることが多い。また，スイスの場合には，ハザードのカテゴリーごとに
再現期間が設定されていることにも留意すべきである。ハザードマップの
作成には1km2あたり約500米ドル（2005年の値）のコストがかかり，1つの
自治体で危険度マップを作成するのには約1年かかる（Zimmermann et al. 

2005）

定義：災害リスク
人命，健康状態，生活，資産，サー
ビスなど，特定のコミュニティ
や社会が，ある特定の未来の期
間に被る可能性のある災害によ
る損失
　コメント：災害リスクの定義
は，災害は継続的に存在するリ
スクの状態の結果であるという
概念を反映している。災害リス
クは，しばしば定量化が困難な
様々な種類の潜在的損失からな
る。
　とはいえ，一般的なハザード，
人口や社会経済的発展のパター
ンに関する知識があれば，少な
くとも大まかには，災害リスク
を評価し，マッピングすること
ができる。
UNISDR 2017

図 10.1
津波早期警戒コミュニケーションの
一例
© B. McAdoo
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このような地図情報を踏まえ，リスクを低減するための最も費用対効果の高
い手段を決定するのは，社会，すなわち意思決定者や市民社会の役割である。
リスクをゼロにすることは物理的に不可能であるし，状況によってはリスク
を大幅に減らすことが非常に高価で経済的にも不可能な場合がある。多くの
場合，意思決定者は，特定の対策の経済的コストを考慮しつつ可能な限りリ
スクを低減することを検討しなければならず，一定レベルのリスクを受け入
れることを決定することになる。社会がどの程度までリスクを低減すること
ができるかを決定するために，意思決定者は，いわゆるALARP（合理的に実
行可能な限りリスクを低減する）原則を用いることができる（図 10.2）。例
えば，学校，病院，老人ホームなどが安全に作られるようにするためには多
くのコストをかけても良いと考える場合があるだろう。

10.2  脆弱性とリスクを評価するための 
共通のアプローチ

目的，スコープ，予算，時間，データの入手可能性などに応じて，リスク評
価を策定する方法は数多くある。すなわち，調査規模，データの入手可能性，
分析の目的，評価が参加型で行われるか専門家主導で行われるかなどの様々
な要素に応じて，評価手法が用意されている（Van Westen et al. 2006）。こ
れらは，定性的，半定量的，定量的な方法に分類される。
ここでは，脆弱性評価，ハザード評価，リスク評価の違いを理解するための
基礎知識と，生態系のデータをどのように統合するかについて，簡単な概要
を紹介する。

ALARP
AS LOW AS REASONABLY PRACTICABLE

合理的に
実行可能な限り
リスクを
低減

合理的に実行可能な場合、
コストが重要でない場合、
または法律で義務付けられている場合には、
リスクの見直しと削減を継続する。

社
会

不
安

の
増

大

リ
ス

ク
の

増
大

許容不可能

許容可能

耐えうる

無視できる

リスク水準
（LoR:Level of Risk）の

記述

活動に伴う利益に関わらず、
LoRが許容できないと
判断される場合。

結果および/または
可能性が懸念されるLoR。

LoRは一般的に十分に低く、
重要性がなく、
適切に管理されていると
考えられる。

LoRは懸念以下。

リスク管理に関する関連条件

例外的な理由や特別な事情がある場合を除き、
コストにかかわらず、
リスクを軽減するための対策が不可欠である。

残存リスクは、
合理的に実行可能な限り低いレベル（ALARP）
でなければならない。
提案されたリスクコントロールは、
コントロールの実施によって得られる
利益（リスクの低減など）に対して、
犠牲（金銭、時間、問題、コストなど）が
著しく不相応でない場合に実施されるべきである。

図 10.2
コスト増に比例してリスクが減少する
ALARP 原則
デザイン：�L. Rharade, UNEP.Talbot and 

Jakeman (2015)より改変
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リスクが一般に脆弱性，曝露，ハザードの関数として考えられることについ
ては相応の合意があるが，リスクを計算するための方法は標準化されておら
ず，評価の目的に応じてリスク計算の方法は異なる。多くの場合，まずはリス
クの関数の各部分，とくに脆弱性とハザードに焦点を当てて評価し，最後に
リスクを評価する。リスク評価は，さまざまなレベルで考えることができる。

脆弱性評価
脆弱性は，リスクの要素の中で，おそらく最も評価が難しいものである。ま
ず，自然科学者や物理学者は，社会科学者とは全く異なる方法で脆弱性を評
価する。彼らは，あるハザードに対する家屋やランドスケープの物理的なダ
メージを脆弱性と考える。彼らは，脆弱性を建物へのダメージの度合いとし
て定量的に計算することもある。
一方，社会科学者やNGOの専門家は，通常，社会的な脆弱性と能力の評価

を組み合わせ，いわゆる「脆弱性と能力の評価（VCA）」を行う。収集される
データは，多くの場合，豊富だが質的なものであり，リスク評価に必要な量
的データに変換することは必ずしも容易ではないが，不可能というわけでは
ない。具体的には，所得，教育レベル，世帯の状況などの社会経済的なデー
タを指標として使用することが多い。
多くの脆弱性は，ある生態系における希少な天然資源をめぐる競争や紛

争などを含め，生態系の劣化に関連する状況から生じる。そのため，生態系
サービスへのアクセスの悪さや生態系の劣化に起因する脆弱性の側面を考慮
することで，地域住民の脆弱性に対する理解を深めることができる。

ハザード評価
ハザード評価は通常，より標準化されており，解釈に左右されることは少な
い。通常，ハザードに関するデータには，イベントが発生する確率（再現期
間）とハザードの強度の2種類がある。これらのデータとしては，調査対象
地域に存在する限りで，過去の記録や気候予測などを用いる。複数のハザー
ドが存在する場合には，発生しうるすべてのハザードをより包括的に把握で
きるマルチハザードマップを作成することが有効である。このために使用
するデータは，高品質のGISデータか，デジタル情報が存在しない場合には，
図面や3Dマップを使ってローカルな知見から情報を引き出すこともできる
（図 10.3）。

図 10.3
コンゴ民主共和国における参加型 3D
マッピング
© UNEP
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リスク評価
リスク評価には膨大なデータ収集と専門知識が必要なため，多くのNGOや
地方自治体では脆弱性やハザードの評価に重点が置かれていることが多い。
しかし，完全なリスク評価を行うためには，最終的には曝露に関するデータ
が必要となる。曝露に関するデータは，衛星画像や家計調査，その他の人口
統計から収集することができる。
リスク評価は通常，リスクマップの形で行われる（図 10.4）。

よく整備されたリスクマップでは，ハザードの予想再現期間の観点も踏まえ，
高，中，低のリスクを持つ地域を示している。スケールは，近隣，地区，ある
いは全世界と，目的に応じて様々である。そのため，リスクマップの作成に
は膨大なデータと専門知識が必要となる。

また，リスクはリスクカーブで表すこともできる。例えば，確率と損失
から算出した年単位のリスクの総和を示す，頻度（Frequency）と死者数

（Number of Fatalities）によるF-Nカーブがある。これは，社会的リスクの
基準や施設の安全レベルを表現するのに用いることができる。図 10.5 は，
危険施設のために作成された香港政府リスクガイドライン（HKGRG）のも
のであるが，F-N カーブを用いた自然ハザード評価の良い例といえる。
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リスクレベル
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許容不可能
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ALARP範囲

図 10.4
スリランカ，ガレ市の津波リスクマップ

© Hettiarachchi/UNDP 2011

図 10.5
香港政府の危険施設のリスクガイドラ
インにおける F-N カーブの例

UNEP，HKGRGより改変
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「個人リスクとは，潜在的な危険に起因する個人の1年間の死亡確率の予測
増加量である。個人リスクのガイドラインでは，個人リスクの最大値は年間
10万分の1，すなわち年間1×10-5を超えてはならないとされている。社会
的リスクは，人口全体に対するリスクを表している。図10.5は，施設での事
故による人口のN人以上の死亡の頻度（F）をプロットしている。HKGRG

では2つのF-Nカーブを使用しており，社会的リスクを「許容可能」また
は「許容不可能」で示している。中間領域は，社会的リスク許容範囲のボー
ダーラインであることを示し，「合理的に実行可能な限りリスクを低減する」
（ALARP）まで，リスクを低減する必要があることを示している。これは，
リスクを低減できるすべての実用的かつ費用対効果の高い手段が考慮される
べきことを意味する」3。
コミュニティリスク評価を行う上では，リスクと資源の参加型マッピング

から，社会的・制度的ネットワーク分析まで，さまざまなツールがある。特
に開発分野では，CAREやUNEPなどの国際機関が，より良い環境管理を通
じてCCAとDRRの両面に対応できるよう，参加型評価に関する様々なハン
ドブックを作成している（以下の囲み記事を参照）。

コミュニティリスク評価および脆弱性評価のためのツールの例
CRiSTAL- コミュニティベースのリスクスクリーニングツール – 適応
と生活は，プロジェクト計画者や管理者が，適応やリスク軽減をコミュ
ニティレベルのプロジェクトに組み込むことを支援するために開発され
たツール。IISD，SEI，IUCNが開発した。

（https://www.iisd.org/cristaltool/）

気候脆弱性・能力分析ハンドブックは，CAREが開発したツールで，5カ
テゴリーの生活資源それぞれに対するハザードの影響を評価し，コミュ
ニティベースの適応のための枠組みを提供している。

（http://www.careclimatechange.org/index.php?option=com_contentandview=articleand
id=25andItemid=30）

気候変動適応のための脆弱性と影響の評価 -VIAモジュール（UNEP）は，
気候変動が生態系や人間の福利に与える影響を評価する。

（http://www.UNEP.org/ieacp/climate/）

CEDRA - 気候変動・環境劣化リスクと適応の評価
（Tearfund）は，気候変動や環境劣化によって引き起こされるリスク
を分析し，環境変化によるコミュニティへの影響を理解しようとする
NGOを支援する。

（http://tilz. tearfund.org/en/themes/environment_and_climate/cedra/）

3. 出典:http://www.epd.gov.hk/eia/register/report/eiareport/eia_1252006/html/eiareport/Part2/Section13/Sec2_13.htm
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気候変動による脆弱性の評価
CCAのために行われる評価は，一般に，脆弱性と影響の評価（VIA）である。
VIAでは，上述のステップと同様の手順を踏むが，さらに将来の気候変動シ
ナリオに焦点を当て，気候変動に対する脆弱性と気候変動による影響をそれ
ぞれ評価する。将来の脆弱性を予測するためには，地球規模や地域規模の
様々な気候モデルや，将来の変化に関する様々なシナリオが存在する（IPCC 

2013）。これらの分析は，地図やマトリックスの形で提示されることが多い。
しかし，評価の規模によっては，全球モデルや地域モデルは，粒度が粗すぎ
るために使用できない場合がある。また，ステークホルダーとともに将来の
シナリオを作成し，それを用いて将来のリスクを導き出すという方法もある
（EbAのためのVIAの手順については，WWF 2013を参照）。

10.3 リスク評価・マッピングへの生態系の統合

リスク評価プロセスの各ステップは，生態系の状態や分布を考慮しながら行
うことができる。生態系に関するデータの層を一つ増やすことで，リスク
の構成要素と生態系の特性との接点に関する追加情報を提供し，脆弱性，ハ
ザード，リスク評価を改善することができる。評価のレベルに応じて，生態
系がどの程度ハザードからの防御を提供しているかというコミュニティか
らの定性的なデータを利用することや，天然資源や動植物生息域の調査を通
じて得られる生態系サービスのデータを含めることなどができる。また，主
要な動植物生息域の位置だけでなく，その健全性や劣化度合い，それらがハ
ザードに対する保護や緩衝機能に影響を与えているかどうかについての情報
も盛り込むことができる。これらの情報を統合するためには，生物学者や生
態系の専門家による協力が必要になるだろう。
自然資本プロジェクトによる InVEST（第11章参照）など，自然資本や生

図 10.6
ジャマイカ，ネグリルの動植物生息
域
© UNEP 2010

図 10.7
波と潮流のモデル化。ネグリル海岸での波の高さ（a）と潮流（b）の数値モデル
を示す。条件は沖合の波高 (Hrms)=2.8m，Tp=8.7s。北西から波が押し寄せ
ている。浅瀬のサンゴ礁の付近では，波の高さが減少し，沿岸の潮流のパター
ンが変化していることがわかる。© UNEP 2010.
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態系サービスと災害との関係をモデル化するために使用できる様々なオープ
ンソースモデルがある。

リスクと脆弱性の評価手法開発プロジェクト（RiVAMP）
RiVAMP（UNEP 2010）は，災害リスクと脆弱性の分析において生態系と気
候変動要因を考慮するための評価ツールとして考案された。2009年に実施
されたこのプロジェクトは，国や地方自治体の意思決定者が，リスク軽減や
気候変動適応における生態系の役割を認識し，開発の選択肢を効果的に評価
できるようなることを支援するために実施された。このプロジェクトでは，
科学的な評価として，リモートセンシングによる生態系の機能の確認，暴風
雨への曝露のモデル化と統計分析，ステークホルダーとの協議による生態系
劣化の主な要因の特定と環境と災害の関連性に関する認識の評価を行った。
特に，熱帯サイクロンやそれに関連する災害（高潮，地滑り，洪水），深刻化
する海面上昇等に曝されている脆弱な小島嶼開発国（SIDS）や，その他の沿
岸地域を対象としている。RiVAMPの手法は，ジャマイカでパイロット調査
が行われた。主要な生態系の位置（図10.6），波と潮流，サンゴが波高を下げ
る仕組みのモデル化（図10.7）などを活用して，さまざまな再現期間の暴風

図 10.8
10 年の再現期間の暴風雨に対する人口と資産の曝露（上）と 50 年の再現期間の暴風雨（下）
a) は人口，b) は資産の再現期間における曝露
© UNEP 2010.
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雨に対する人口や資産の曝露状況をマッピングしている（図 10.8）。
UNEPがジャマイカのネグリルで実施したRiVAMPプロジェクトでも，生

態系サービス（この場合はサンゴ礁と海草）と海岸浸食との関係を評価する
手法を開発した（図 10.9）。このハザードマップでは，1968-2006年と2006-

2008年の2つの期間における海岸浸食を比較し，沿岸の生態系サービスの劣
化が，ジャマイカで最も有名なビーチの一つであるネグリルの海岸浸食の進
行につながったことを示している。
このプロジェクトでは，コミュニティと協議をしつつマッピングを行い，

ネグリルのコミュニティの脆弱性を高める原因となった環境変化を記録した。
これにより，自然のインフラを守ることの重要性について，地域の関係者の
意識を高めることができた。

生態系を活用した災害リスク軽減のためのUNEPによる 
機会マッピング
このイニシアチブでは，世界規模のデータセットを開発し，生態系と人口の
ハザードへの曝露を地球規模の地図上で視覚的に比較することで，生態系の
管理（回復または保全）によって最も多くの人々を守ることができる機会の
ある地域を見つけることを目指している（図 10.10）。
様々な種類の生態系の，様々な自然ハザードへの物理的曝露に関するデー

タセットを，10×10kmの解像度のグリッド上にグローバルに集約している。
各生態系タイプに覆われた面積が測定され，各グリッドセルの人口の曝露が
計算される。
そして，特定のハザードへの曝露を，特定のタイプの生態系被覆と組み合

わせる。各生態系タイプは，特定の種類のハザードの曝露低減にのみ効果
があるため（例えば，サンゴはサイクロンによる高潮や津波を低減できる
が，地滑りには効果がない），生態系の被覆率とハザードの曝露のクロスマッ

図 10.9
生態系サービスと併せて表示した時間
経過による海岸線の浸食

© UNEP 2010
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ピングは，いくつかの生態系とハザードの組み合わせに絞って実施している
（表 10.1）。
生態系とハザードの組み合わせは，それぞれ6つのカテゴリーに分けられ，
それらは，特定のハザードへの曝露を軽減するための生態系の種類と，推奨
されるEco-DRR行動を表している（図 10.11）。
この6つのカテゴリーの色分けを使用することで，ユーザーは簡単に，地
図上で以下を特定できる
● 与えられたハザードに対する曝露レベル
● 与えられた生態系被覆のレベル
● 実施すべき優先行動
地図上のカテゴリーを比較することで，ユーザーは生態系を活用した解決

策を適用して曝露を低減できるエリアと，必要な行動（生態系の保護または
回復）を特定することができる。

2種類のプロダクトが用意されている。
● 国を超えた比較が可能なグローバルプロダクト。Eco-DRRの機会カテゴ
リーは，世界各国と比較した相対的なものであり，解像度は粗い。

　（10×10kmグリッド）。
● 特定の国を対象とした分析が可能な「国別」プロダクト。Eco-DRRの機会
カテゴリーは，同じ国の他のグリッドセルと相対的に関係するのみであり，

図 10.11
Eco-DRR の機会のカテゴリー
© UNEP 2019
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図 10.10
インプット（生態系の被覆率，ハ
ザードへの曝露）とアウトプット

（グローバルおよび国レベルでの
リスク軽減の機会）の例
© UNEP 2019

表 10.1
選択されたハザードと
生態系の組み合わせ

（✓＝有効。✗ = 非有効 )
出典：UNEP/GRID-
Geneva, 2016
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データが取得可能であれば，解像度が高い。

10.4 おわりに

OECD (2012)によれば，リスク計算のためのデータの調和と標準化の取り
組みを推進するために，ベストプラクティス，方法論，基準を開発し，共有す
る必要がある。災害リスクに関する統合研究（IRDR），国際災害データベー
ス（EM-DAT），DesInventar，UNEPのPREVIEW，世界地震モデル（GEM）
など，調和を図るための取り組みはいくつかある（下記の「データソース」
を参照）。しかし，少数の例外を除いて，生態系の劣化や生態系サービスに関
するデータをリスク評価の一部として取り入れる試みはほとんど行われてい
ない。RiVAMPプロジェクト，UNU World Risk Report（2013），PREVIEW 

グローバルリスクデータプラットフォームなどが，例外として挙げられる。
また，リスク軽減のためにグレーインフラの代替として（適切な場合に）グ
リーンインフラの導入を考慮したリスク評価の例もほとんどない。このよう
に，この分野は，まだ初期段階にあり，新しい研究とイノベーションが期待
される分野なのである。

この章の追加リソース
機会マッピング
http://EcoDRRmapping.grid.UNEP.ch.

沿岸修復とスーパーストーム「サンディ」
http://cdnapi.kaltura.com/index.php/extwidget/preview/partner_ 
id/1012331/uiconf_id/24075381/entry_id/0_s8hef17v/embed/ dynamic

RiVampに関する情報 

https://www.unenvironment.org/resources/report/risk-and- vulnerability-
assessment-methodology-development-project- rivamp-linking
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第 11 章
生態系を活用した災害リスク軽
減と適応のための計画ツール

主要な問い
Eco-DRR/EbAを実現するための計画ツールには
どのようなものがあるか？
空 間データ，GIS，リモートセンシングはEco-
DRR/EbAにどのように利用できるのか？
環境影響評価とは何か，そしてそれはどのように
Eco-DRR/EbAに貢献できるのか？
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11.1 災害リスクを軽減する空間計画

まず，計画ツール，管理ツール，公的プロセスを区別することが重要である
（図 11.1）。計画は土地を特定の目的に割り当てるための未来志向のアプロー
チであり，管理は一定の生態系の状態を達成または維持するためのアプロー
チである。また，環境影響評価などの公的プロセスも考慮する必要がある。
第13章では，管理ツールについてさらに詳しく説明する。

計画には，非空間的な要素と空間的な要素の両方が含まれる。非空間的な要
素としては，必要な資源の列挙，計画がカバーする期間，戦略や行動，関係者
などが挙げられる。災害は特定のエリアを襲うため，災害によるリスクを軽
減する計画を立てる際には，空間的な要素が非常に重要である。したがって，
空間計画を立てることは，ローカル，地域，グローバルのいずれの水準でも，
農業，工業用地，人間の居住地，保護地域など，さまざまな目的のための土地
利用を規定，規制，決定するのに役立つ。計画の実施は，世界中で人口が増
加していることから，ますます困難になっている。
大規模な空間計画は，都市部や農村部のより詳細な計画を策定したり，農

業やインフラ開発のセクター計画を策定したりする際の基礎となる。空間
計画は，活動や投資の場所を左右することから，災害による損失を防止また
は軽減し，環境リスクを管理する上で，大きな役割を果たしている。さらに，
EbAを含むCCAにおいても，対策をとるエリアを決定する上で，空間計画の
重要性が増している。

図 11.1
災害リスク軽減に適した計画・管理
手法
© S. Sandholz
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空間計画の目標
● 土地利用を整理し，その後の都市計画や農村／半農村における土地利用計
画の策定の基礎となる（後に詳細な計画へと発展する）。

● 持続可能な開発（社会，環境，経済）を促進する。
● 情報や知識へのアクセスを向上する。
● 自然資源と文化遺産の保護を強化する。
● 複数の要求や競合する利害の間でバランスを取る。
● ハザードイベントの影響を低減するために，以下を行う： ハザードが発
生しやすい地域での開発の制限，リスクレベルに応じた住宅・土地計画，
ゾーニングと規制，ハザード軽減のためのインフラの設計。

ケーススタディ
オランダの「川のための空間 (Room for the River)」プログラムは，洪水リ
スクを軽減すると同時に，川の近くに住む人々の生活の質を向上させること
を目的としている。これは，空間計画すなわち様々な目的に応じた空間の割
り当てに基づいている（図 11.2）。主な目標は，流域に余裕を持たせること
によって，オランダの河川エリアの安全性を高め， 全体的な環境の質を向上
させることである。空間計画に関わる問題の多くは，土地に対する評価がセ
クターごとに異なり，その評価がしばしば対立することに起因する。土地利
用計画は政治的に行われ，往々にして，短期的な利益が持続可能性や将来的
な安全性よりも優先される。このような対立は，土地の不足によっても深刻
化する。例えばオランダでは，限られた土地資源を賢く配分しながら，将来
の開発や気候変動適応を可能にしなければならない。このことから，洪水リ
スクを軽減するために，川岸の地域は建設可能地域とは見なされなくなった。
「川のための空間」プログラムは，空間計画は常に妥協の産物であること
を示している。川岸や保水地が人間の使用に適していない場合，土地資源を
他の目的に割り当てて開発する必要がある。トレードオフを回避し，持続可
能な解決策を見出すためには，意思決定プロセスにコミュニティを参加させ
ることが重要である。

図 11.2
オランダの河川改修

© M. van Staveren
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11.2  生態系を活用した災害リスク軽減と 
適応のための参加型農村評価

参加型農村評価（PRA）は，参加型行動学習（PLA）とも呼ばれ，地元の人々
の知識や意見を取り入れ，活用することを目的としており，開発プロジェク
トにおいて重要な計画ツールとなっている（Chambers 1994）。また，計画
立案によく使われる高度なマッピングやモデリングのような技術に依存しな
いため，より利用しやすい。さらに，PRAは可能な限り包摂的であることが
必要であるため，文字を必要としないコミュニケーションや情報収集の方法
を用いることが多い。参加型マッピングのように，シンボル，図面，口頭で
のコミュニケーションが用いられる（図 11.3）。

PRAで使用される主なツールには次のようなものがある。
● フォーカスグループ，（半構造化）インタビュー，コンサルテーション
● コミュニティマッピング，マトリックスのスコア化，順位付け，時間軸，季
節カレンダー

● 参加型マップ，トランセクトウォーク，ダイアグラム

11.3  生態系を活用した災害リスク軽減と適応のため
の地理情報システムとリモートセンシング

空間データとは，地理的に参照されるあらゆるデータを指す（do Carmo 

Dias Bueno 2011）。これは，データが地球上のある場所と結びついている
ことを意味する。GISとは，地理的情報システムの略称で，複数の層の空間
データを入力，検索，処理，分析，出力するための情報システムまたはコン
ピュータシステムのことである。GISは，ハードウェア，ソフトウェア，デー
タ，ブレインウェア（＝ユーザー）で構成されている。GISでは，異なる空
間的情報層を重ね合わせることができる。GISの空間分析機能の重要な用途
の一つは，土地利用計画の意思決定を支援することにある。GISは，リスク
低減や適応に関する意思決定のための素晴らしいツールになり得る。入力
データは，地図，フィールドデータ，衛星画像など多岐にわたる。

図 11.3
ソロモン諸島でのココナッツの葉を
使った参加型リスクマッピング
© J.C. Gaillard
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GISソフトウェアの最も一般的な出力は，地図，統計，表，チャート，または
データベースである（図 11.4）。
例えば，ハイチ南部の小さな自治体では，Eco-DRR/EbAの支援にGISが活

用されている（図 11.5，図 11.6）。ハイチ南部は，高潮や洪水の原因となる暴
風雨に頻繁に見舞われている。これまで述べてきたように，サンゴ礁，砂丘，
藻場，マングローブなどの沿岸生態系は，暴風雨とそれに続く洪水の影響を
軽減することができる。しかし，ハイチの他の多くの地域と同様，この自治
体でも生態系の劣化によってリスクが高まっている。2013年以降，UNEPは
コミュニティや自治体と協力して，沿岸の動植物生息域を保護し，災害リス
クを低減するための活動を行っている。人口の大部分が沿岸の生態系に直接
依存して生活しているため，生態系の保護は人々の脆弱性を減らすことにも
つながる。

人口
ゾーニング

標高
土地被覆

リスク

図 11.5
漁業が重要な収入源であるハイチ南部のポートサルート
© UNEP

図 11.4
空間計画とリスク評価のための地理的
情報

デザイン：S. Plog

図 11.6
ハイチ南部のポートサルートの地図
© UNEP
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Eco-DRR/EbAプロジェクトでGISを活用するにあたっては，まず，地域を理
解すべく人口統計，標高，水深，海岸線の種類などの地理物理学的なベース
ラインデータを収集した（図 11.7，11.8）。これらに加えて，地元のコミュニ
ティから提供された，暴風雨や生態系の変化に関する歴史的な記録に関する
情報も収集した。

その後，リモートセンシングを用いて生態系をマッピングした。リモートセ
ンシングは，生態系や土地利用のモニタリングに利用できる。例えば，衛星
画像は，森林や湿地の時間的な変化を捉えられる。また，ハリケーンの追跡
や洪水のモデル化など，ハザードや曝露の評価にも利用できる。リモートセ
ンシングは，都市の成長が環境に与える影響を軽減したり，ハザードが発生
しやすい地域への都市スプロールを防止したりするなど，土地利用計画に利
用できる情報を提供することができる（NOAA 2015）。

図 11.7
ポートサルートの海岸線を長年にわたって衛星画像で撮
影した結果，砂浜が侵食されていることがわかった
© UNEP 2016

図 11.8
河川氾濫（水路から 25m 以内）および海岸氾濫（海岸
線から 50m 以内）にさらされる建物の位置
© UNEP 2016
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ポートサルートの高解像度衛星画像を用いて，沿岸生態系の地図を作成した。
現地調査では，地図を検証し，地理的位置情報システム（GPS）機器を用い
て沿岸の動植物生息域の劣化や健全性に関する情報を追加した。その結果，
生態系の種類とその位置を示す地図が完成した（図 11.9）。
この情報をもとに，自然資本プロジェクトが開発したオープンソースの

GISモデル「InVEST（生態系サービスとトレードオフの統合的評価）」によ
る評価が行われた。InVESTは，複数のシナリオを提供しながら，人間の生活
を維持するための財やサービスをマッピングし，測定し，評価する一連のモ
デリングツールである。

InVEST沿岸脆弱性モデルを用いて，海岸線のどの地域が洪水や高潮にさ
らされやすいかを特定し，また，動植物生息域の保全や回復によってハザー
ドへの曝露を軽減できる場所も特定した（図 11.10）。このモデルは，動植物
生息域の保護的役割を曝露評価に含めている点が特徴的である。モデルに
よる評価は，動植物生息域の劣化のシナリオを変えて複数回実行した。図
11.10によると，現在の状況では，自治体の一部の地域だけが暴風雨に強く
さらされている。しかし，将来的にすべての動植物生息域が破壊されたとし
たら，自治体のほとんどが沿岸ハザードに強くさらされることになる。海草，
サンゴ礁，マングローブ，沿岸植物の保全と回復を行うことで，収入増をも
たらしながら，自治体の損害を軽減することができる。

InVESTモデルの出力は，土地利用計画の策定や環境保全に関する意思決
定に活用される。2013年には，ポートサルートがハイチ初の海洋保護地域
のひとつに指定され，空間分析の結果をもとに保護地域の管理計画が策定さ
れている。

図 11.9
リモートセンシングと海洋および陸域
のフィールド調査に基づくポートサ
ルートの動植物生息域マップ

© UNEP

定義：リモートセンシング 
「リモートセンシングとは，航
空機や人工衛星などから，離れ
た場所にある物体や地域の情報
を取得する科学である」。
NOAA 2015

リモートセンシングの詳細につ
いては，追加資料を参照：
http://www.nrcan.gc.ca/ 
earth-sciences/geomatics/ 
satellite-imagery-air-photos/ 
satellite-imagery- products/ 
educational-resources/9309)

自然資本プロジェクト 
「自然資本プロジェクトは，経
済と自然保護の調和を図るこ
とを目的としている。スタン
フォード大学，ネイチャー・コ
ンサーバンシー，WWF，ミネ
ソタ大学による革新的なパート
ナーシップで，社会に対する自
然の恩恵を評価している。私た
ちは，自然資本を意思決定に容
易に取り入れることができる
ツールを開発し，世界各地でこ
れらのツールを適用し，このア
プローチを通じて意思決定を変
えるためにリーダーを巻き込ん
でいる。」 
https://naturalcapitalproject. 
stanford.edu/
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他のモデルと同様，InVESTにも限界がある。例えば，使用されている用語は
2014年以前の IPCCの用語に基づいているため，UNDRRの用語とは異なっ
ている。しかし，生態系サービスを考慮した曝露（InVESTではこれを脆弱性
と呼んでいる）の様々なシナリオを作成するためのオープンソースモデルと
しては，現在最も先進的なモデルの一つである。

空間的多基準評価（SMCE）
資源が限られていて，同時に達成できない複数の目的が存在する場合，意思
決定が問題となる。このような状況では，GISやモデルから得られる予想結
果について判断するために，空間意思決定支援システムや空間計画支援シス
テムを利用する。このシステムは，個人がトレードオフを分析することや，
グループがどこで妥協できるかを理解することを支援し，複数の目的に向
かって徐々に改善をしていくための経路を示す (Boerboom et al. 2009)。
例えば，ある架空の島の政府が，リスクを減らすために対策を提案してい

るとしよう。最初のステップは，ステークホルダーが決定した基準に基づ
いて，どの対策が最適なのかを判断することである。その基準とは，経済的，
社会的，生態学的な適合性や，ハザード軽減の効果などである。海岸線に
沿ったマングローブの再生や，山の急な斜面に保護林を設置するなど，リス
ク軽減のための最適な選択肢を見つけるために，データのレイヤーをGISで
重ね合わせることができる。

a. 生態系なし b. 現在の
　生態系の状態

c. 回復した
　生態系

沿岸の曝露
最も高い
中間
最も低い
マーケット

図 11.10
動植物生息域がある場合とない場合の
曝露シナリオ
© UNEP
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11.4 環境影響評価

環境影響評価（EIA）とは，道路やダム，工業用地などのプロジェクト案が環
境に与える影響を特定し，評価するための公的かつ体系的なプロセスである。
EIAは，各プロジェクトの企画，実施，拡張，修正，さらには廃止にも関わる。
EIAの必要性は，プロジェクトの規模，場所，潜在的な環境影響の性質や大き
さによって異なる。例えば，世界銀行は3つのカテゴリーを設けている。
a. プロジェクトサイトを超える重大な有害環境影響を及ぼす可能性がある
ため，完全または包括的なEIAが必要

b. サイト固有の潜在的な有害環境影響があり，限定的なEIAが必要
c. EIAは不要
（World Bank Operational Policy 4.01, Environmental Assessment, 

January 1999）.
環境影響評価では，保護すべき財やサービスを評価対象とするが，これは

図 11.12にあるように，生態系サービスと類似している。

図 11.13
EIA のステップ

クレジット：S.SandholzとM.Khalifa
デザイン：S. Plog

図 11.12 
EIA で保護される財やサービス

クレジット：S.SandholzとM.Khalifa
デザイン：S. Plog

EIAは10のステップで構成されている（図 11.13）。ダムを建設する計画を考
えてみよう。最初のステップは，EIAが必要かどうかのスクリーニングであ
る。これは，国ごとに異なり，プロジェクトの規模，地域によっても異なる。
EIAが必要な場合，ステップ2として，ダム建設がもたらす影響を特定する
ためのスコーピングが行われる。続いて，代替案の検討が行われる。ステッ
プ4は，ダムがもたらす影響の分析である。
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プロジェクト，プログラム，政
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ロセス
Glossary of Environment Statistics, 
Studies in Methods, Series F, No.67, 
United Nations, New York, 1997.
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次に，現場での負の影響を最小化するための対策，あるいは代替的または追
加的な何らかの対策，例えば，ダムサイト内ではない河川の再整備プロジェ
クト（図 11.14）などを検討する。ステップ6では，軽減することのできない
影響を許容できるかどうかを分析する。そして，ダムプロジェクトの承認
または却下のために，環境影響評価報告書が作成される。さらに，最後のス
テップとして，プロジェクトの影響と軽減策の効果を確認するためのモニタ
リングプロセスを確立する。
プロジェクトの計画においてEIAを必須とするケースは，増加している。
例えば，ヨーロッパのほとんどの国では必須となっている。EIAは，特にリ
スク評価が組み込まれている場合，Eco-DRR/EbAにも役立つ。
このように，EIAはより良い意思決定のための有用なツールであり，世界
中で使用されている。しかし，それには限界もある。例えば，国際的な二国
間援助のためのEIAの一貫性に関する問題は，OECDの開発援助委員会の審
議会で取り上げられた（OECD 2016）。そして，二国間援助機関の職員と開
発途上国のカウンターパートの両方を支援するために，この点に関する実践
的なガイドが作成された。これは，異なる機関が使用している様々なEIA手
続きを要約し，一貫性を確保するための2つの重要な手段を提供している。
● 開発援助プロジェクトのEIAのためのTORの枠組み。
● EIAを管理するための包括的なチェックリスト。（OECD 2016）

EIAは，主に２パターンの法規定に基づき，統合的計画プロセスの一環と
なっている。すなわち，EIAの要件と手続きを盛り込んだ一般的な環境法ま
たは資源管理法か，包括的規定，枠組み規定，促進法等の形をとるEIA固有
の法律である。しかし，すべての国に適した単一のEIAのモデルはない。例
えば，独立したEIA当局を設立している国もあれば，EIAプロセスが環境省
や計画当局によって管理されている国もある。カナダは，EIAプロセスをプ
ロジェクトにのみ適用することで区別し，政策や計画には戦略的環境影響評
価（SEA）を適用している。SEAの詳細については後述する。

EIAとEco-DRR/EbAとの関係は？
EIAにDRRやCCAを組み込むことで，EIAは災害リスクや気候変動を開発と
統合するための強力なツールとなる可能性がある。また，EIAは，災害の再
発を防ぎ，持続可能性を促進するために，災害後の活動でも適切に実施され
るべきである。
初期のEIAでは，プロジェクトが自然環境や生物環境に与える影響（大気

や水質への影響など）に主眼が置かれていた。その後，プロジェクトの社会
的，健康的，生態学的な影響も考慮するようになった。この背景には，EIAプ
ロセスへの一般市民の参加の影響もあり，また，法律，ガイダンス，実務にお
ける環境EIAの定義の進歩も反映されている。新たな定義には，特に人間の
健康と安全，あるいは土地，天然資源，原材料の利用に対する影響の評価が
含まれている（Bhatt and Khanal 2009）。
環境とDRRを統合した国家政策は，途上国よりも先進国で顕著に見られ
る。だが，フィリピンでは興味深い例もある。2011年，フィリピンの環境資
源省は，EIAのプロセスにDRRとCCA戦略を統合するためのガイドライン
を作成した（下記の囲み記事参照）。
フィリピンの例に示されているように，災害リスク分析をEIAプロセスに
組み込むことができる。EIAプロセスは，プロジェクトの潜在的な影響に関
するリスクマップやシナリオ構築のためのデータを提供することができるた

図 11.14
ドイツの河川の再整備
© Zumbroich Consulting
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め，EIAから得られる情報は早期警報の改善に役立つ。ゆえに，開発計画プ
ロセスにおけるEIAは，ハザードの状況や脆弱性のパターンを評価するため
にも使用することができる。EIA報告書には，環境モニタリング計画も含ま
れており，そのモニタリングの変数には，潜在的なリスクの早期シグナルを
含めることができる。災害の予防や軽減の段階で適用されるEIAは，例えば，
軽減方法の選択（Gupta and Yunus 2004），技術投資，開発地域の選択な
どの指針を提供することによって，DRRの計画策定に役立つ。
災害後の状況では，迅速な環境影響評価（REA）を実施することで，救

援，復旧，復興の計画段階で持続可能性への配慮を確実に行うことができる
（Gupta et al. 2002）。ただし，REAはEIAに代わるものではなく，EIAが適切
に実施されるまでの緊急時のギャップを埋めるものである。EIA法制の主要
な国際的進展については，下記も参照のこと。

戦略的環境影響評価
EIAには，数少ない法的拘束力のある環境文書であるという利点があるが，
その一つの限界は，EIAが，累積的な影響の結果として大規模な環境・社会
的影響となる場合を評価できないことである。そこで，この限界を克服する
ために開発されたのが，戦略的環境影響評価（SEA）である。これは「環境
配慮を政策，計画，プログラムに統合し，経済的・社会的配慮との相互関係
を評価することを目的とした，戦略的意思決定のための分析的・参加型アプ
ローチ」と定義することができる（OECD-DAC 2006）。
世界銀行は，エネルギー，農村開発その他のセクターにおける政策を見直

し，環境問題への視点をマクロレベルで統合することで，国別援助戦略にお
ける環境枠組みを確立した。

フィリピンにおけるEIA DRR/CCAガイドライン
フィリピン環境資源省が2011年に採択した「フィリ
ピン環境影響評価システム（PEISS）における災害リ
スク軽減（DRR）および気候変動適応（CCA）に関す
る環境影響評価（EIA）技術ガイドライン」は，プロ
ジェクトレベルでのCCAおよびDRRの推進と，PEISS

の下でのEIA要件の合理化を目的としている。具体的
には，
● PEISSで要求されている，特定の産業タイプに合わ
せてカスタマイズされたEIAレポート作成のために，
拡張された基準を提供する；

● プロジェクト提案者がEIAプロセスを通じて計画段
階でDRRとCCAの要素を統合するためのガイダン
スを提供し，国際的なベストプラクティスを取り入
れることで，プロジェクトのレビューと実施を促進
する。

 
また，このガイドラインは，EIA実務者やステークホ
ルダーに以下を提供するために策定された。
● EIA報告書の作成に役立つ，災害や気候変動のリス
クの内実の理解

● EIAにおいて災害リスクや気候変動をどのように考
慮する必要があるかについての，プロジェクトごと
の方針

● 災害リスクと気候変動影響の評価のための情報源，
および，EIAプロセスにDRRとCCAの要素を組み
込むためのガイダンス

Thummarukudy and Kanwar 2014
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それは，プログラムや地域レベルで，SEAの利用を拡大することを意図して
いる。実際，世界銀行の幅広い環境政策は，プロジェクトの悪影響を最小限
に抑えるための「害を及ぼさない（do no harm）」アプローチから，長期的
な持続可能性を促進する戦略の一環としてのSEAの活用へと移行している
（UNEP 2002）。これに伴い，現在では，政策，計画，プログラムのSEAにつ
いて正式な規定を設けている先進国や経済移行国が増えてきている。また，
多くの開発途上国も，SEAの要素を含む計画システムを持っている。SEAの
ための法的，政策的，制度的な取り決めは，EIAのものよりも多様である。

SEAとEIAには多くの共通点があり，共通の基盤がある。SEAは，EIAで
カバーされていないレベルや種類の意思決定への対応を念頭に開発された。
そのため，SEAは，特に計画やプログラムのレベルにおいて，EIAの取り決め，
手順，方法論を導入し，適用し，実施してきている。また，他のプロセスモデ
ルも適用されており，特に政策レベルでは，統合的評価や環境「テスト」が，
スクリーニングや報告などのEIAで行われる基本的なステップを包含してい
る。

SEAはEco-DRR/EbAとどのように関係するか？
EIAと異なり，SEAは，戦略的意思決定の初期段階において，環境への配慮を
政策，計画，プログラムに統合するという，より広い範囲に焦点を当ててい
る。SEAは特定のセクターや地域に適用されることもあり，理想的には個々
のプロジェクトの特定や設計に先立って行われる。例えば，スリランカでは，
政府がUNDPおよびUNEPと協力して，統合戦略環境評価（ISEA）プロセ
スを実施し，北部州の紛争後の再建のための持続可能な開発枠組みを，主要
な災害（高潮，洪水，強風，海面上昇，津波）を考慮しつつ定義した（PEDRR 

2011）。

　
環境と開発に関するリオ宣言では，国の意思決定の手
段としてEIAを活用することが求められている（原則
17）。また，その他の原則もEIAの実践に関連してい
る（予防的アプローチの適用に関する原則15など）。
気候変動枠組条約と生物多様性条約（1992年）は，実
施メカニズムとしてEIAを挙げている（それぞれ第4

条，第14条参照）。
　国際的な金融・援助機関が開発途上国での融資やプ
ロジェクトに適用するEIAの要件と手続きもある。
　EIAに関するEC指令（1997年）の改正により，
1999年までにすべてのEU加盟国がこれを遵守するこ
とが求められた。また，EU加盟過程にある一部の移
行国のEIA法にも反映されている。

　
特定の計画やプログラムのSEAに関するEC指令
（2001年）が，2004年までに各加盟国によって実施さ
れることになっている。
　越境的文脈におけるEIAに関するUNECE（エス
ポー）条約（1991年）は，EIAに特化した最初の国際
条約として1997年に発効した。
　ドーハ閣僚宣言では，国レベルで環境レビューを行
うことを希望する国を対象に，国家間で専門知識や経
験を共有することを奨励している（2001年11月）。
　環境に関する，情報へのアクセス，意思決定におけ
る市民参加，司法へのアクセスに関する条約UNECE

（オーフス）条約（1998年）は，プロジェクトや計画，
プログラムや政策のレベルでの意思決定を対象として
おり，その一環としてEIAやSEAも対象とされている
（それぞれ第6条，第7条参照）。
UNEP 2002

過去 10 年間における EIA の法律，政策，制度的取り決めの主要な国際的発展
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11.5 おわりに

空間ツールは，Eco-DRR/EbA にとって非常に有望である。ハイチの例は，
空間分析と意思決定を支援するためにGISとリモートセンシングを適用す
ることの無限の可能性の一つに過ぎない。他の多くのツールと同様に，空間
ツールは，データを収集して生態系の健全性を追跡することと，災害後の被
害を評価することに，それぞれ使用されてきた。この2つの使用方法を融合
させることへの関心が高まっているのが最近の動向であり，生態系サービ
スに関する空間データを，防災に利用したり，土地利用計画の改善に用いた
り，Eco-DRR/EbAに関する研究に利用したりすることなどが試みられてい
る。これらの可能性があるものの，世界の多くの地域では正確で高解像度の
空間データが不足しており，それがこのツールを使用する際の制約となって
いる。しかし，InVESTモデルのような特定のソフトウェアは，データの乏し
い国でも適用することができる。また，幸いなことに，ほとんどの国が空間
データのインフラに投資をしている。
本章で紹介したツールやアプローチそれ自体は新しいものではなく，何十

年もの間，天然資源管理の柱となってきたものである。革新的なのは，土地
利用計画やコミュニティベースの天然資源管理をリスク軽減対策と組み合わ
せることだが（次章参照），このようなアプローチはまだ主流にはなってい
ない。幸いにも，多くの国では，土地利用計画のアプローチにおいて，リス
ク評価やリスク・ゾーニングを義務付けている（オーストリアにおける洪水，
暴風雨，地震，雪崩のリスクゾーンの検討や，オランダにおける洪水のリス
クゾーンの検討などの例がある）。これらは有望な進展だが，人口増加によ
る圧力の増大，土地需要の増加，気候変動の影響によるリスクの増加により，
計画上の新たな課題も生じている。それと同時に，コミュニティの参加が重
要であると考えられるようになり，その実現はEIA法の主流となってきてい
る。コミュニティは，災害発生時の最初の対応者であることが多く，リスク
のある地域に関する深い知見を持っているため，災害リスクの軽減において
重要な役割を担っている。一方，トップダウンの災害リスク管理と対応のア
プローチでは，地域固有のニーズに対応できない可能性がある。

EIAとSEAは，こうした目的実現のために非常に有望であり，環境資源の
保全を目的とした数少ない法制化されたツールでもある。これまでのところ，
いくつかの例外を除いて，EIAにDRRを統合する努力はほとんどなされてい
ない。EIAやSEAにDRRを統合することには，Eco-DRR/EbAを制度化に向
けた大きな可能性がある。

本章の追加リソース
ブルーソリューションズは，私
たちの青い惑星の持続可能な管
理と公平なガバナンスのため
の知識と能力を集約し，共有し，
生み出すためのグローバルなプ
ラットフォームである。
http://bluesolutions.info/

海洋空間計画を円滑に進めるた
めのウェブサイト「海洋空間計
画コンシェルジュ」
http://geointerest. frih.org/msp/

ITCが開発した無料のSMCEソ
フトウェア
http://www.itc.nl/ilwis/ 
downloads/ilwis33.asp

NASA ARSETでは，応用リモー
トセンシングのトレーニングや
無料のウェビナーを提供してい
る。
http://arset.gsfc.nasa.gov/

GISソフトウェアおよびアプリ
ケーションについて： 
http://freegis.org/ 
http://www.esri.com/software /
arcgis/explorer
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第 12 章
ジェンダー，災害リスク軽減，生
態系を活用した災害リスク軽
減と適応のためのコミュニティ
ベースのツール

主要な問い
なぜDRRではジェンダーへの配慮が重要なのか？
Eco-DRR/EbAにおいて，ジェンダーへの配慮をど
のように実践に取り入れることができるか？
生態系の管理においてコミュニティはどのような
役割を果たしているのか，また，自然資源やリスク
の管理にコミュニティはどのように関わることが
できるのか？

© Oli Brown/UNEP
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12.1 災害リスク軽減とジェンダー

コミュニティベースのDRRの重要な要素の一つは，女性，特に恵まれない場
所に住む女性や，ジェンダー・マイノリティ・グループなど，危機的状況下
で疎外されている声を統合することである。ジェンダー問題とりわけ力関係
の問題は，ジェンダー対応の政策やプログラムを設計する際に十分に考慮さ
れていないことが多い。文化的な規範や制度的な障壁は，コミュニティベー
スのDRRに女性やその他のジェンダー・マイノリティを包摂することの妨
げになる。国連をはじめとする国際機関が採用しているジェンダー主流化ア
プローチでは，計画されたすべての政策やプログラムの設計，実施，モニタ
リング，評価，資源配分にジェンダーの視点を取り入れることが重要視され
ている。
第2章と第9章で見たように，女性の経験とニーズを考慮に入れ，DRR の
プロセスに女性を参加させるべきである。何より，人間の安全保障は基本的
人権であり，さらに女性のエンパワーメントはDRRプログラムの成功に大
きな違いをもたらす（UNISDR 2008）。実際，ジェンダーに配慮ないアプロー
チでは，社会全体を考慮していないことになるため，潜在的に脆弱性や曝露
を高めてしまう可能性がある。災害後の対応から災害前の準備まで，DRRプ
ロセスのすべての段階で女性を参加させることで，コミュニティの対応力と
リソースを向上させることができる（図 12.1）。

成功したDRRプログラムの例は数多くあり，それらは，a）地域の災害リス
ク管理能力を強化するための知識を，特に女性がどのように保持しているか，
b）女性がどのように環境保全の活動と起業家精神の育成を同時に行うこと
ができるか， c）伝統的なジェンダーの役割に挑戦しつつ，気候変動の悪影
響に立ち向かうための出発点として，女性のジェンダー特有の役割をどのよ
うに活用することができるか，を示している。

図 12.1
天然資源ガバナンスと管理に効果的に
参加するための女性の能力向上
© UNEP 2015

ジェンダーバランスのとれ
た DRR の利点
「ジェンダーバランスのとれた
災害リスク軽減は，脆弱性を軽
減し，コミュニティ全体の生活
を維持するための費用対効果の
高いWin-Winオプションであ
る。」
Margareta Wahlström, 
国連事務総長補（災害リスク軽減担当）
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ケーススタディ
ボリビアにおける脆弱性の低減（UNISDR 2008）
ボリビアで行われた「ボリビアの『ヤプチリ（種をまく人）』の土着知識によ
る脆弱性の軽減」という取り組みは，農業生産やリスク管理に関するより良
い意思決定のために，気候予測に係る伝統的な知識を支援・活用することを
目的としていた。次第に，農村地域の女性と男性の両方の能力を強化するこ
とに焦点が当てられるようになった。ヤプチリと呼ばれる技術提供者のグ
ループが地域で結成され，他の農家に市場価格でトレーニングサービスを提
供するようになった。このサービスは，他の技術者によるトレーニングサー
ビスと比べ，効率は20％程度低いものの，価格は10分の1である。このプロ
ジェクトは，2006年10月から2008年7月まで，2回の農業サイクルをカバー
した。第1サイクルでは，現地の動植物を観察して気候を予測することに重
点を置いた。これにより，リスクに対してより配慮のある作付計画の策定が
可能になった。この最初のサイクルでは，収穫量の損失が30～40％減少した。
続く第2サイクルでは，女性の市場参加へのエンパワーメントに重点を置い
た。その年は，霜，洪水，干ばつ，雹による収穫量の損失が，80～90％減少し
た。
この活動は，地元の専門家を介して土着の知識を集約し，普及させること

で，地域の災害リスク管理能力を強化した。これにより，この地域の厳しい
水文気象災害，特に霜，雨，雹などの災害に対する脆弱性や，気候変動によっ
て激化すると予測されている極端な暑さや乾燥に対する脆弱性が，ともに軽
減された。ヤプチリが気候変動に直面している地域への働きかけを強化す
ることは，これらの変化に対する地域のレジリエンスを高める上で重要なス
テップとなる。ヤプチリのシステムには，女性の伝統的なスキルや役割に基
づく専門知識が含まれていた。

　
バングラデシュ南部の海岸沿いの遠隔地の村には，国
の精緻な災害管理システムがまだ行き届いていない地
域がある。このような状況を踏まえ，「飢餓に抵抗す
る行動（ACF）」は，10の村でDRRのパイロット・プ
ロジェクトを実施し，それぞれの村に村落防災委員会
（VDMC）と女性委員会を設置した。このプロジェク
トの対象は4,000世帯以上で，そのほとんどが災害リ
スクにさらされている女性世帯や貧困層の女性の世帯
だった。プロジェクト終了直後の2013年5月に熱帯
性暴風雨「マーセン」が発生した際，女性たちは，説
明を受けた災害対策を実践した。
　彼女らは，国の災害管理システムの介入を受けずに，
命と生活を自ら守ることができた。
　準備実施の成功は女性のリーダーシップによるとこ
ろが大きい。実際，プロジェクトの対象となった世帯
の多くは，女性世帯主を含む，非常に貧しく災害リス
クに大きくさらされた女性たちであった。またこのプ
ロジェクトでは，その他のジェンダー的側面・問題で

ある，暴力，セクシャルハラスメント，復興支援への
アクセスの制限など，地域固有の脆弱性にも対処した。
女性委員会は，このような問題を提起し，解決するた
めの重要な触媒の役割を果たした。女性委員会は，一
般的な問題や女性特有の問題（健康，妊娠，月経衛生
管理など）について話し合う場を提供した。女性委員
会のメンバーの多くはこれまで村の会合に参加する機
会がなく，このパイロット・プロジェクトへの参加は，
選ばれた村の女性たちにとって初めての経験であった。
UNISDR（2015）Women's Leadership in Risk-Resilient 
Development からの引用。グッドプラクティスと教訓。

バングラデシュにおける災害対策の実施における女性のリーダーシップ
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それらは，農作物や種子の保管，市場へのアクセスなど，農業の成功と安定
した生計のために不可欠なものであった。このシステムのジェンダー要素は，
女性に割り当てられた農作業に改善の余地があることが特定されたところ
から生まれた。例えば，女性は伝統的に種子等の保管を担当しているが，コ
ミュニティのすべての女性が高い水準でこれを管理しているわけではなかっ
た。その点，ヤプチリの女性たちは，ジャガイモの各品種や穀物，薬など，多
くの種類の種子をそれらに適した方法で保管していた。さらに，どのような
条件でどこに種をまくべきかについても研究し，知見を有していた。彼女た
ちは，リスク管理戦略に役立つ知識を持っており，他の女性農民のリスク管
理の支援を行った。さらに，ほとんどの場合，ヤプチリの女性たちは，知識
を伝えるだけでなく，農家の女性の分析能力を高めることにも貢献していた。
また，彼女らは，順応型のリスク管理や，気候や気象災害に関連する生物指
標のモニタリングにおいても積極的な役割を果たした。

マリの持続可能な生活（UNISDR 2008）
マリのシンシベーレ（Sinsibere）プロジェクトでは，農村部の女性にとって，
木材の販売に代わる持続可能な収入源を開発することで，砂漠化の防止を目
指した。菜園やシアバターを使った石鹸などの製品づくりがその例である。
これらの代替収入源の成功には，参加した女性グループのために開発された
小規模ローンシステムが重要な役割を果たした。このシステムにより，村で
の女性の起業が可能になった。このプロジェクトは，市議会と地域住民が共
同で策定した「地域環境計画」に基づいており，当初からプロジェクト担当
者と地域コミュニティが協力して取り組んできた。女性たちが小規模ローン
や小口商売を管理できるように，識字率や計算能力の向上のためのコースも
設けられ，起業が促されている。

ブラジルの食料安全保障（UNISDR 2008）
ピンターダスは，ブラジルの北東部に位置し，人口の42％，1,880万人が貧
困層である最貧地域である。そのうち約半数は農村部に住み，所得や平均寿
命は全国平均を大きく下回っている。この地域は，降水がほとんどない半乾
燥気候で，気温が高く，地下水位の深度が深く，砂質の土壌で，長期間の干ば
つが続くという特徴がある。農村部における水不足は，衛生設備や農業に使
える水を制限してしまうため，村全体の経済発展に深刻な影響を与えている。
ピンターダスのソーラープロジェクトは，小規模農業のためのエネルギー

効率の高い灌漑技術を用いた，革新的なグッドプラクティスである。女性や
その他の家族メンバーも簡単に利用法を学ぶことができ，灌漑も家庭レベル
で利用することができる。
女性も男性も，小規模農業を改善するための新しい灌漑・水管理技術の扱

い方を学んだ。これはピンターダスの歴史の中でも画期的なことである。こ
のプロジェクトでは，参加型のプロセスを採用し，地元の女性協会と協力し
て草の根活動として行っており，ジェンダー分析は，受益者全員が効果的に
利用できる技術を選択する上で重要な要素となっている。この取り組みによ
り，気候変動の影響を受けて激甚化が予想されるこの地域の長期的な干ばつ
を前に，食料や水が不足するリスクを軽減できている。
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スーダンのEco-DRR（UNEP2016）
欧州委員会の資金援助を受け，2012年から2015年にかけてUNEPと
Practical Action Sudanが主導し，地元コミュニティや州政府と連携したプ
ロジェクトが行われた。北ダフールの乾燥地の持続的な管理を通じて，食糧
安全保障と災害への耐性を向上させ，コミュニティの緊張を緩和したことで，
2017年にLand for Life賞を受賞した。計画から研修，実施までのすべての
段階で，女性が参加した（図 12.2）
コミュニティ林や植林による自然資源の管理とエンドスケープの再生は，

コミュニティ林業や家庭におけるアグロフォレストリーを支援しつつラン
ドスケープを再生する重要な取り組みであり，女性が実施していた（図 12.3，
UNEP2016）。

変化の担い手としての女性：必要性と機会としての 
Eco-DRR/EbA

多くの女性が自然資源の管理に重要な役割を果たしていることを考える
と，Eco-DRR/EbA戦略は，女性グループ，計画者，政策立案者に対し，SDG5

（ジェンダー平等を達成し，すべての女性と少女に力を与える）と15（陸域
生態系の保護，回復，持続可能な利用を促進し，森林を持続的に管理し，砂漠
化と戦い，土地の劣化を止めて回復させ，生物多様性の損失を食い止める）
の目標に同時に取り組む機会を提供する。また，ジェンダーと開発（GAD）
フレームワークの示唆やSFDRRの期待される成果（DRRにおけるジェン
ダーの重要な役割にも言及しており，特に，DRRにはジェンダーを含めた社
会全体の関与とパートナーシップが必要であることを強調している）を目指
した努力とも統合することができる。女性の知識は，政策の議論や計画の過
程で認識されなかったり，重要でないと見なされたりすることが多いが，環
境の変化に対処し，災害に備えるための強力なツールとなり得る。ジェン
ダーに配慮したEco-DRR/EbA戦略を用いて災害に備えることによる長期的
な利益は，以下の通りである。
● 干ばつ，土地の劣化，海面上昇など緩慢に進行する気候関連の災害に対す
るジェンダーに起因する脆弱性の軽減

● 災害は，緩慢に進行するものか急激に発生するものかを問わず，人々や国
の発展に困難をもたらす。災害の影響を最小限に抑えることは，国民の福
祉のためにも，災害による経済的影響や社会的コストを削減するためにも，
重要である。

図 12.2
スーダンにおける Eco-DRR の計画 © UNEP 2017

図 12.3
スーダンでの再緑化 © UNEP 2017
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● 女性の福利を確保することは，家庭での子どもたちの福利を確保し，前向
きな社会的ダイナミクスを維持することにもつながる。

● 長期的には，Eco-DRR/EbAは，複雑に諸課題と関連するジェンダーの課
題に対処する機会であり，「誰も置き去りにしない」という持続可能な開
発目標に貢献する。

社会的規範が女性を災害に対しより脆弱にする可能性がある一方で，女性の
ユニークな立場と強みを活かしてEco-DRR/EbA戦略を計画することもでき
る。注意すべきなのは，Eco-DRR/EbA対策が，主に労働力や時間の面で女
性に新たな負担を強いることのないように計画することである。効果的な
Eco-DRR戦略には何ができるかについての一般的な推奨事項は，以下の通り
である。
1. よりやりがいのある生産活動やコミュニティでの役割を果たすためのス
キルを身につける。

2. 自然資源の管理，ガバナンス，意思決定において，女性がリーダーシップ
を発揮できるようにするためには，女子／女性に教育を施すことが有効で
ある。

3. 男子／男性に家事に関する役割を分担するよう教育することで，女性の負
担を減らし，コミュニティでの役割に時間を割くことができるようになる。

4. 脆弱性を減らすために，資源の所有権やアクセス権を変更する。
これらを実現するためには，力関係も徐々に変化させていく必要があり，

その過程で女性や男性のジェンダー的役割も変化していく可能性がある。あ
る社会が社会的，環境的，政治的，経済的変化に適応していく中で，ジェン
ダーの力関係も変化していく可能性がある。ジェンダー関係の変化は，社会
の中から起こることもあれば（女性がジェンダーに基づく不平等に異議を唱
える場合など），外部からの圧力によって起こることもある。社会的関係に
配慮しつつ，女性が行うケアやコミュニティでの役割を認識し，それに報い
ることで，女性の参加が促進され，最終的にはエンパワーメントにつながる。
このように，Eco-DRR/EbAは，SDGs の5と15，そして仙台防災枠組に沿っ
て，ジェンダーと開発の枠組みを通して社会的規範を再定義するユニークな
機会を提供することができる。

性的・ジェンダー的マイノリティと災害リスク軽減
様々な努力と成功例があるにもかかわらず，DRRとCCAに女性が参加する
にはまだ長い道のりがあるが，他の性的・ジェンダー的マイノリティのDRR

とCCAにおける主流化はさらに遅れている（McSherry et al. 2014）。これら
のマイノリティに属する人々は，そのニーズが考慮されておらず，明示的・
暗示的な様々な方法で差別されているため，災害に対して非常に脆弱であ
ることが研究で示されている（Gorman- Murray et al. 2014; Gaillard et al. 

2016）。
しかし同時に，これらのマイノリティの人々は災害時に大きなレジリエ

ンスを発揮し，社会の財産となることもある（Gorman-Murray et al. 2014, 

McSherry et al. 2014）。インドネシアで，ワリア（warias）とは，女性の特徴
やアイデンティティを取り入れた男性のことを指す。2010年のメラピ山の
噴火の際，多くのワリアは，性別が二元的に規定されていることや，敵意を
向けられることを恐れて，臨時避難所に滞在しないことを選択した（Balgos 

et al. 2012）しかし，ワリアのグループとして公式に設立されたジェンダー
権擁護団体（PLU）は，避難所で無料のヘアカットやメイクアップを提供し
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たり，ニューハーフコンテストを開催して避難者のための募金を集めるなど
して，危機に対応した（Balgos et al. 2012）

フィリピンで，バクラ（bakla）とは，女性のアイデンティティを持つ男性
のことで，しばしば女性の仕事をすることで知られる。災害時には，避難所
が男女別であることから，彼らは不快な経験をすることになり，その他の差
別や嫌がらせを受けることもあった。フィリピンのコミュニティ DRRプロ
ジェクトでは，バクラのニーズや避難時の潜在的な役割を知るために，バク
ラを参画させた。フォーカスグループでの議論や若者のバクラを含めた計画
により，ある村ではバクラに対する差別やハラスメントを減らすことができ
た（McSherry et al. 2014）。

ジェンダーバランスのとれたEco-DRRプロジェクト
ジェンダーに配慮した上で，Eco-DRRプロジェクトや生態系管理とDRRの
関連性を考慮した政策を行うために，チェックリストを作成した（章末の「追
加リソース」を参照）。このチェックリストを作成した背景には，次の2つ
の理由がある。それらは，a) ジェンダーに基づく格差に真剣に取り組むこと
を目的とした現在のグローバルな政策環境，b) 政策立案者がジェンダーに
対応した政策を立案できるような，十分に比較可能な国や地域レベルのデー
タセットの欠如，である。
ジェンダーに基づく格差に取り組み，ジェンダー平等を推進することは，

CEDAW一般勧告，持続可能な開発目標，仙台防災枠組，愛知ターゲット，国
連気候変動枠組条約など，国連のあらゆる分野の政策アプローチに反映され
ている。Eco-DRR対策が一般的な政策環境に沿ったものであることの確認は，
時宜を得たことである。
世界各地で発生した災害とその影響に関する文献は容易に入手できる。こ

れらは災害のジェンダー的な影響についての証言を提供しているが，国や時
間を超えて比較可能で，ジェンダーで分類された集計データは，質的にも量
的にも不足している。そのため，ジェンダーに対応したDRR政策やプログ
ラムを策定するためには，ジェンダーに関する文献調査から得られた信頼性
の高い指針が必要となる。このチェックリストは，この課題を達成すること
を目的としており，政策立案者，プロジェクト計画者，プロジェクト実施者
にとって有用なものである。ただし，このチェックリストは，プロジェクト
の指針として使用されるべきであり，ジェンダーに配慮したプロジェクトで
あるとラベル付けするための単なるチェックボックスではないことに留意さ
れたい。
このチェックリストで使用されているジェンダーマーカーは，UNEPによ
る「ジェンダーマーカー２ページ」シリーズを参考にしており，「新しいプロ
ジェクト文書にどの程度ジェンダーが組み込まれているか」4を評価してい
る。このチェックリストで使用されている4つの基準の説明は，同シリーズ
の第一巻にある。

12.2 コミュニティ，自然資源，リスク管理

ほとんどの計画プロセスでは，簡単な情報提供から複雑な共同意思決定ス
キームまでさまざまな形ではあるが，参加型プロセスが義務付けられている。
コミュニティは，持続可能な土地管理とDRRにおいて重要な役割を果たす。

4. �ジェンダーマーカーシリーズは以下から参照できる：  
https://drive.google.com/drive/ folders/0B-nbHeF2bGUMY2NFTE5KeVZ6YjQ
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彼らは自分たちの環境について専門的な知識を持っていることが多く，きれ
いな水や地元で手に入る資源に強く依存して生活している。そのため，計画
に彼らの知識を活かすことは有益であると同時に，計画や政策の中で彼らの
権利を明確に位置付けることで，彼らのレジリエンスを高めることができる。
災害発生時，コミュニティは孤立していることが多く，外部からの支援が届
くまでの間，命と生活を守るために自分たちのスキルや資源に頼らなければ
ならない。外部からの支援が到着するまでの間，コミュニティが放置される
ことがよくあるが，地域の生態系とその財を維持するための知識があれば，命
を繋ぐことができる。このような恩恵を持続させるための管理手法は，コミュ
ニティベースの自然資源・リスク管理（CBNRRM: Community-based Natural 

Resource and Risk Management）と呼ばれ，ある地域の自然資源の持続可能
な管理とリスク管理とを組み合わせたアプローチである。
それは，自然資源の「共同管理」（IUCN 2007）と，コミュニティベースの
災害リスク軽減（Abarquez and Murshed 2004）の概念とを組み合わせた
ものである（図 12.4）。
通常，コミュニティレベルでは，資源管理と災害・気候変動リスク管理は

相互に関連しており，また関連させて考えるべきものだが，制度レベルでは
隔たりが存在し続けている。自然資源管理とリスク管理を結びつけ，またそ
れらを結び付けるコミュニティの能力を高めることで，より強力なアプロー
チが可能になる。
しかし，コミュニティは極めて多様である。一般に「コミュニティ」とい

う言葉は，ある地域に共通の関心を持つ人々の集団（村の住民，宗教団体，地
元の市民社会組織など）を指すが，これらの人々は必ずしも同質的ではなく，
またときには紛争もある。したがって，CBNRRMでは，コミュニティ内およ
び外部の利害関係者との間で，対話と協力の仕組みを構築することが重要で
ある。コミュニティ自身の他に，全体的な管理スキームに関与する可能性の
あるアクターとしては，政府機関，民間セクター，NGO，メディア，学界な
どが挙げられる。これらのアクターも，プロジェクトの長期的な持続可能性
を確保し，一貫性のない，ないし矛盾した計画の併存を避けるために極めて
重要である。
前述のスーダンのEco-DRRプロジェクトでは，牧畜民と農村という全く

異なるニーズを持つコミュニティのアクター間の対話を確立する必要があり，
それが緊張と対立を生んだ。このプロジェクトでは，水災害に対するコミュ
ニティのレジリエンスを高め，持続可能な乾燥地管理を促進するために，す

メ
デ

ィ
ア

大
学

コミュニティ

地
方

政
府

民
間

企
業

図 12.4
CBNRRM のステークホルダー
© S. Sandholz 2013
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べてのステークホルダーを集めて，コミュニティレベルで土地と水資源のガ
バナンスを改善した（図 12.5）。
そのためには，いくつかの工夫が必要だった。
●水資源管理委員会を設立し，水の貯留構造物の管理，洪水や干ばつの早期
警告と準備，水の配分の適正化に責任を持たせる。この委員会は，より広
範なランドスケープ管理プログラムや政府，NGOとも連携する。

● 動物が農地に入り込んだり，農地が放牧地を侵食したりすることによる紛
争の可能性を低減するために，牧畜民コミュニティの移動ルートを画定する。
CBNRRMは，コミュニティの人々が積極的に生態系を管理し，災害への備
えに取り組むことでリスクを低減できる環境を作るものである。次の章では，
空間計画やコミュニティ・アプローチと組み合わせて使用できる環境管理
ツールについて詳しく説明する。また，早期警報の設置や，シェルターを持
つことなどを通じて，コミュニティが災害への備えをしておくことも重要である。

12.3 おわりに

災害の影響を軽減し，持続可能で公平な開発を実現するためには，あらゆる
レベルのDRRやCCAに女性を含めることが重要である。また，女性だけで
なく，LGBTIグループなどの他のジェンダー・マイノリティも，取り残され
る可能性や，性別を必要とするサービスや差別的なサービスにアクセスでき
ないなどの影響を受ける可能性があるため，すべてのジェンダーの多様性に
配慮することが不可欠である（Gaillard et al. 2016）。

NGOや国際開発機関は，国際レベルで行われているアドボカシーや活動
のおかげで，ジェンダーへの配慮を仕事に取り入れるようになってきてい
る（Aguilar 2015）。女性やその他のジェンダー・マイノリティを指導者レ
ベルでエンパワーすることは重要だが，このようなレベルの人はまだ少ない
のが現状である。DRRにおけるエンパワーメントとエンゲージメントは，多
くの成功をもたらし，災害の影響を軽減してきた。特に一部の国では，Eco-

DRR/EbAの観点から，女性やその他のマイノリティが自然資源管理に関与
することで，大きな変化をもたらしつつある。
自然資源や災害リスク管理へのコミュニティの参加は，単なる相談や個別

の活動にとどまらない。それは，コミュニケーションの促進や能力強化，コ
ミュニティから政府まであらゆるレベルの組織との連携を必要とするもので
あり，困難を伴うこともある。しかし，リスク評価から計画，そして最終的
な管理までのプロセスをコミュニティとともに行うことで，理解と革新が促
され，最終的にはプロセスそのものが長続きすることにつながる。

図 12.5
スーダン Eco-DRR プロジェクト
左：�スーダンにおける，移動ルートの

位置と目的について合意形成
右：資源争いの防止
© UNEP 2017
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ジェンダーマーカー 1：文脈

1 プログラムは，国際レベルでのジェンダー分析を行っているか？ Y/N

2 プログラムは，国レベルでのジェンダー分析を行っているか？ Y/N

3 プログラムは，現場レベルでのジェンダー分析を行っているか？ Y/N

4 プログラムでは，ジェンダー分析を補足・実証するための統計や事例を紹介してい
るか？

Y/N

5 プログラムに，現場レベルでのジェンダー分析に特化した専門家やパートナー組
織が含まれているか？

Y/N

ジェンダーマーカー 2：実装

デザイン

1 プログラムは，ジェンダーに取り組むための国際的なアプローチや枠組みに沿っ
ているか？（例：ジェンダー主流化，ジェンダーと開発，SDGsのジェンダー要素，
仙台枠組，CEDAW一般勧告No.37，愛知ターゲット14，UNFCCC）

Y/N

2 プログラムは，ジェンダーに基づく不平等に対処するための具体的な方策を提案
しているか？

Y/N

3 提案された施策は，特定のジェンダーギャップを解消するための活動と成果との
間の因果関係を明確に示しているか？ 

Y/N

4 計画されたプログラムは，ジェンダーの固定観念に基づいているか？ Y/N

5 計画されたプログラムは，固定観念にとらわれたジェンダーの期待を強化するも
のか？

Y/N

6 計画されたプログラムには，既存のジェンダー規範に挑戦するような要素がある
か？

Y/N

7 計画された活動は，女性の日常生活や責任を考慮しているか？（例：女性の都合の
つく時間帯に研修を実施することなど）

Y/N

8 家庭外で働く女性は，計画されたプログラム活動に参加できるか？ Y/N

9 家庭内で働く女性は，計画されたプログラム活動に参加できるか？ Y/N

モニタリングと評価

10 計画されたプログラムは，女性と男性の間の階級・人種・民族・カーストなどのアイ
デンティティの違いを考慮しているか？

Y/N

11 プログラムは，ジェンダーに対応したデータ収集ツールを使用しているか（例：
ジェンダー特有の活動を考慮したアンケート，個別ないし合同の実施を通じ女性
と男性の有意義な参加を可能にすることに配慮したフォーカス・グループ・ディス
カッションやステークホルダー会合，男女両方へのインタビューなど）？

Y/N

12 プログラムは男女別の表示が可能なツールを使用しているか？
（例:時間の使い方のパターン，収入を得るための仕事，収入を伴わないリプロダク
ティブな仕事，コミュニティでの仕事）

Y/N

13a 計画されたプログラムは，いずれかのコミュニティの女性に何らかの形で悪影響
を与える可能性があるか？

Y/N

13b 「はい」の場合，プログラムには，女性が潜在的に直面する可能性のある反発やリス
クを軽減するための計画が含まれているか？

Y/N

14 計画されたプログラムは，男性や他の女性と比較で，特定のグループの女性に報酬
を伴わない追加的な負担を与えているか？

Y/N

スタッフ

15 プログラムは，スタッフのジェンダーバランスが取れているか？ Y/N

16 プログラムのスタッフの中に，指導的立場にある女性がいるか？ Y/N
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ジェンダーマーカー 3：ログフレーム

1 プログラムは，短期的に，女性の参加，影響力，および女性の能力やリーダーシップ
に関する態度の変化といった，ジェンダー的成果をもたらし，ないし目標とするこ
とができるか？（例：ジェンダー研究，研修プログラム，パンフレットの配布を通
じた意識向上，女性の参加拡大につながる機会や場の創出，現場レベルの活動での
女性の指導的地位の確保など）

Y/N

2 プログラムは，中期的に，女性の参加，影響力，および女性の能力やリーダーシップ
に関する態度の変化といった，ジェンダー的成果をもたらし，ないし目標とするこ
とができるか？

Y/N

3 プログラムは，長期的に，女性の参加，影響力，および女性の能力やリーダーシップ
に関する態度の変化といった，ジェンダー的成果をもたらし，ないし目標とするこ
とができるか？

Y/N

4 プログラムは，ジェンダーごとに集計された結果を明示的に示しているか？（例：
アンケート/調査分析で，階級，人種，障害，年齢などその他の脆弱性を考慮しても，
Eco-DRR活動への女性の参加や，女性リーダーの数が増えたか？）

Y/N

5 プログラムは，いずれかの段階で，ジェンダー化された仕事のパターンに挑戦した
り，変えたりするような成果をもたらす可能性があるか？（例：女性が報酬を得ら
れるEco-DRR関連の仕事の創出，女性の有償労働への参加の増加，世帯員全員によ
る無給の仕事の分担，ケアの仕事の分担，水汲みや薪集め，水の管理などのリプロ
ダクティブな仕事の負担の分担や軽減。）

Y/N

ジェンダーマーカー 4：予算

1 プログラムの予算は，ジェンダーに配慮しているか？（例：国際的，国内的，地域的
なジェンダー専門家を特別に雇用するための配分，個人やグループの起業活動を
強化するための女性向け融資の提供，災害後シナリオのDVの被害者への支援のた
めの配分などはあるか？）

Y/N

2 プログラム予算には，ジェンダー平等を推進するための費用が計上されている
か？（例：ジェンダーセンシティブな研修/意識向上プログラムの開催，パンフレッ
トの印刷/配布，女子の通学用自転車の供与，女子/女性の研修用奨学金，育児支援
など）

Y/N

3 予算には，女性と男性に対するジェンダー的な期待や，仕事のパターンを変えるた
めの投資があるか？（例：女性が特定のトレーニングプログラムに参加するため
にお金を払うことで，それらのプログラムの参加に要する女性の時間と努力を正
当に評価する。）

Y/N
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第 13 章
生態系を活用した災害リスク軽
減と適応に資する持続可能な
土地・水管理ツールとアプローチ

主要な問い
Eco-DRR/EbAに資する主な管理ツールやアプ
ローチはどのようなものか？
それらのツールはどのように機能し，Eco-DRR/
EbAをどのように統合することができるのか？

© UNEP 2009
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13.1  生態系を活用した災害リスク軽減と適応に 
資する管理ツールとアプローチ

本章では，長期的なリスク軽減に資する主要なEco-DRR/EbA管理ツールと
アプローチを概観する。これらは，空間計画とコミュニティベースの参加と
いう横断的なテーマのもとで統合的に活用される必要がある。
本章では，統合的水資源管理（IWRM）に焦点を当てるが，以下について

も簡単に説明する。
● 持続可能な土地管理（SLM）
● 統合的沿岸管理（ICZM） 
● 統合的火災管理（IFM）
● 保護地域管理（PAM）
ここで紹介されているツールとアプローチのほとんどは，自然資源管理の

文脈で見られるものである。これらは，災害リスク軽減や気候変動適応のた
めに適切であり，非常に効果的である。しかし，災害管理者は災害リスクの
軽減における生態系の役割を必ずしも考慮していないため，DRRとの関連で
これらのアプローチが活用されることは一般的とは言えない。
統合的水資源管理（IWRM）は，水関連の災害が災害の中でも世界中で最
も多くの人々に影響を与えていることから，Eco-DRR/EbAに資する一般的
なアプローチの一つである。IWRMは，経済的・社会的福祉の最大化を目指
して水・土地・関連資源を管理するための，ガバナンスと開発プロセスであ
る。優れた IWRM は，集水域管理の改善，衛生サービスの向上，汚染の低減，
優れたガバナンスなどに向けたより良い政策であり，それらはすべてDRR/

CCA の実践に役立つ（図 13.1） （Blackwell and Maltby 2006, Butterworth 

et al. 2010）。

統合的水資源管理
それは何か？　水，土地関連資源を管理するためのガ
バナンスと開発プロセス。
なぜ水が重要なのか？　多くの災害は，水の量が多す
ぎたり少なすぎたりすることが原因である。
どのようにして行われるのか？　柔軟かつ常識的なア
プローチにより，対策を可能にする環境を整え，制度
的な枠組みを定め，適切な管理手段を開発する。

REFERENCES:
世界水パートナーシップ (GWP) 

http://www.gwp.org/en/The-Challenge/ What-is-WRM/

衛生設備を含むすべての淡水関連問題に関する国連の
機関間メカニズム（UN Water） 
http://www.unwater.org/

持続可能な水管理における能力開発
（Cap-Net UNDP）

http://www.cap-net.org/

ツールとアプローチ
本書では，IWRMや ICZMを，
水資源や沿岸地域に関する計画
上の問題に対処する管理アプ
ローチないしプロセスと呼ぶ。
それぞれの管理アプローチには，
意思決定者やプロジェクト管理
者が，適切な管理行為の選択を
十分な情報を踏まえて行うため
の一連のツール（GIS，土地利
用とリスクのマッピングなど）
がある。

図 13.1
モロッコの貯水池
© S. Sandholz
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持続可能な土地管理（SLM）とは，生態系サービスと生活の維持を目的とし
た農業と林業の管理手法を指す。アグロフォレストリー・システムは，農業
と林業を組み合わせて，生産性が高く，同時に健全な土地利用システムを構
築するものである。土壌の安定性が向上し，流出が減少することで，地滑り
や洪水などの災害が減少すると同時に，生活に利益をもたらすことができる
（図 13.2）（Sanz et al. 2017）。

図 13.2
ブラジルのアグロフォレストリー・システム
© U. Nehren

持続可能な土地管理
それは何か？　農業と林業を組み合わせた複合的なアプローチ。
なぜそれを行うのか？　生産性の高い農林業システムと持続可能な土地
利用を組み合わせるため。
どのように行われるのか？　土壌，水，動物，植物を利用して，変化する
人間のニーズを満たす商品を生産すると同時に，これらの資源の長期的
な生産能力と環境機能の維持を確保すること。

REFERENCES:
世界の保全のためのアプローチと技術の概観
https://www.wocat.net/

国連食糧農業機関（FAO）の持続可能な土地管理に関する調査
http://www.fao.org/nr/land/sustainable-land-management/en/
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統合的沿岸管理（ICZM）とは，計画策定，資源管理，情報基盤整備，コミュ
ニティ参加などの要素を含む，沿岸域を管理するための学際的なアプローチ
である。ICZMはもともと自然資源管理の手法であったが，沿岸のリスクを
軽減するために資源や人々の計画・管理を調整するなど，災害リスクを考慮
するようになってきている。
世界人口の多くが海面上昇や高潮の危険にさらされている沿岸地域に居

住しており（Marfai and King 2008），多くの沿岸地域が同様の土地利用計画
で構成されていることからも，ICZM の重要性は高まっている（参照： Coast 

Conservation Department 1997）。ローカルな規模では，マングローブの再
植林や自然の緩衝材としての砂丘の保護など，Eco-DRR/ EbA対策が重要性
を増している（図 13.3）。その他の手法としては，管理された再調整（managed 

realignment）があり，これは，海の保護を拡大させて，塩湿地や浸水域など
の自然生態系によって沿岸のリスクを緩衝しようとするものである。

図 13.3
インドネシア・ジャワ島の洪水に見舞われた海岸線
© S. Sandholz

統合的沿岸管理
それは何か？　沿岸域を管理するための学際的なアプローチ。
なぜそれが必要なのか？　沿岸地域は複数の災害にさらされており，人
口も多い。
どのように行われるのか？　計画策定，資源管理，情報基盤整備，コミュ
ニティ参加を含む。
生態系を活用した対策，人工的な対策，非構造物対策の組み合わせを採
用する。

REFERENCES:
欧州沿岸域政策
http://ec.europa.eu/environment/iczm/home.htm

世界銀行 – プロジェクトとオペレーション : ICZM 

http://www.worldbank.org/projects/P097985/integrated-coastal-zone-
management?lang=en 
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統合的火災管理（IFM）の目的は，特定のランドスケープや地域の自然環境
や社会経済状況に対する火災の有益な影響／有害な影響のバランスをとり，
人間の生活や生態系の機能を脅かす山火事災害のリスクを軽減することであ
る（図13.4）（Bryant 2008, Myers 2006）。

図 13.4
チリの森林火災早期警戒システム
© U. Nehren

統合的火災管理
それは何か？　火災を防止，メンテナンス，制御し，または火入れを利
用するための技術的な判断や行動。
なぜそれが必要なのか？　あるランドスケープの中で，自然環境や社会
経済状況に対する火災の有益な影響／有害な影響のバランスをとるため。
どのように行われるのか？　早期警戒，能力開発，時には制御された火
災など，さまざまな要素がある。

REFERENCES:
321 火災管理 :

http://www.321fire.co.mz/

世界火災監視センター（GFMC）
http://www.fire.uni-freiburg.de/

ザ・ネイチャー・コンサーバンシー 

http://www.nature.org/ourinitiatives/habitats/forests/howwework/ 
integrated-fire-management.xml
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保護地域（PA）とは，明確に定義された地理的空間であり，法的またはそ
の他の効果的な手段により，自然を長期的に保全し，それに伴う生態系サー
ビスや文化的価値を確保るために特定，指定，管理されている。保護地域で
は，DRRとCCAの目標を管理計画に盛り込むケースが増えている（図13.5）
（Murti and Buyck 2014）。

ここで紹介した各アプローチは，地域のリソースに応じて，特定の地理的エ
リアや生態系の長期的に持続可能な管理を目的としている。これらのツール
は，例えばコミュニティベースのアプローチでSLMと IFMを結びつける場合
など，組み合わせることも可能である（第12章参照）。

図 13.5
ネパール保護地域緩衝地帯のコミュニティ森林
© S. Sandholz

保護地域管理（PAM）
それは何か？　保護地域が将来にわたって価値を維持するように管理す
るためのアプローチ。
なぜそれが必要なのか？　地球上の約20％を占める自然保護地域は，レ
ジリエントな生態系に向けた効果的な長期的管理のベンチマークとなっ
ている。
どのように行われるのか？　生態系と自然資本の価値，脅威，脆弱性を
網羅した評価，およびそれらの保全のための提言を行う。

REFERENCES:
国際自然保護連合（IUCN） 
http://www.iucn.org/about/work/programmes/gpap_home/gpap_ 
capacity2/gpap_bpg/

都市の保護地域に係る IUCN 刊行物
https://portals.iucn.org/library/sites/library/files/documents/PAG- 022.pdf

保護地域管理センター
http://warnercnr.colostate.edu/hdnr-research-outreach/outreach/ center-
for-protected-area-management-and-training



156

13.2  災害リスク軽減と適応に資する 
統合水資源管理の例

これらの統合的管理アプローチはどのように機能し，Eco-DRR/EbA をどの
ように統合することができるのだろうか。洪水や干ばつのリスクを軽減する
ために，IWRMにEco-DRR/EbA対策を統合することを例に挙げて，この疑
問に答えてみたい。
多分野における政策と同様に，IWRM は，水資源管理が農林業やエネル
ギー，都市計画などのさまざまなセクターと密接に関連していることを認
識し，統合的なアプローチをとっている（Butterworth et al. 2010, Hey and 

Heltne 2014）。
IWRM は通常，例えばミシシッピ川流域など，流域レベルで実施される

（The Wetlands Initiative 2004）。IWRM は，重要な生態系の持続可能性を
損なうことなく社会福祉を最大化するために，源流域と河川沿岸域，地表水
と地下水，水質と水量を含む水循環全体を包括的に管理し，水の利用可能性
と異なる水利用者からの要求を調和させることを目的としている。

IWRMは，DRRやCCAの政策やその実施の要素，特に非常に高い損失や損
害を伴うことが知られている洪水や干ばつなどの水関連の災害との関連性を
通じて，Eco-DRR/EbAの要素を含むことができ，またそうすべきである。

洪水や干ばつにつながる水循環
強い雨が降ると，表面流出が発生し，下流に浸水する（図 13.6）。

干ばつが長引くと，農業，人間，生態系が利用できる水が土壌や地下水で減
少する（図 13.7）。

洪水の水位

正常な地下水位

表層水位

｛A｝典型的な洪水の状況

土壌水分不足

正常な地下水位

表層水位

｛B｝典型的な干ばつの状況

図 13.6 
典型的な洪水の状況

コンセプト:L. Ribbe  
デザイン:S. Plog

図 13.7
典型的な干ばつの状況 

コンセプト:L. Ribbe  
Design:デザイン：S. Plog
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IWRMとリスク軽減
貯水は，何世紀にもわたって，気候変動の影響を軽減するための重要な管理
手段となってきた。それは，洪水のピークを抑制し，渇水期に備えて水を蓄
えるのに役立つ。流域内の生態系の管理方法は，大規模な貯水池の建設に代
わる，または追加的な貯水の方法を提供する上で重要な役割を果たす。どん
な流域でも，水は土壌，湿地，帯水層に自然に蓄えられるからである。
洪水や干ばつにうまく対処するために，次のような方法を含め，さまざま

な形で貯水量を増やす生態系機能を利用することができる。
1） 雨水利用のための等高線トレンチやバンドによるランドスケープ管理（図 

13.8）。
2） マルチングによる浸透量の増加，土壌中の有機物の増加を通じた，土壌の
空隙率と土壌の貯水量の増加などの土壌管理（図 13.8）。

3） 森林再生やアグロフォレストリーの導入により，降雨の影響を遮断し，水
の深い浸透を支援するための植生を管理（図 13.8）。

4） 浸水リスクを抑制するための生態系を活用したその他の選択肢には，河岸
植生の密度や河川形態の調整など，氾濫原内の貯留や排水を制御する対策
がある。これらの対策を組み合わせることで，ピーク時の表面流出量を抑
制し，浸水リスクを低減することができる（図 13.9）。

洪水を軽減するための流出抑制

浸透性を高め，土壌の貯水性を向上させるための
土壌の管理

雨水利用のためのランドスケープ管理
例：境界バンド

雨水を遮断し，水が深く浸透するように
植生を管理する

正常な地下水位

表層水位

｛C｝統合的流域管理
余分な雨水を浸透させる

洪水を軽減するための流出量の削減

雨水利用のためのランドスケープ管理
例：境界バンド　　　

干ばつ時に帯水層に貯留される雨水を遮断し，
水の深い浸透をサポートするための植生管理

正常な地下水位

表層水位

干ばつ時に有効な帯水層

｛C｝統合的流域管理
　　　　　余分な雨水を浸透させる

図 13.8
統合的流域管理：余分な雨水を浸透させる 
コンセプトL. Ribbe; デザイン:S. Plog

図 13.9
統合的流域管理：余分な雨水を浸透させる 
コンセプトL. Ribbe; デザイン:S. Plog
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同時に，これらの対策は，長期的な干ばつの際の最後の水の供給源となる地
下水の貯蔵量増加にも役立つ。
適切な IWRMには，生態系を活用したアプローチが中心的な役割を果たす

ことが望まれる，統合洪水管理と統合干ばつ管理とが含まれる（WMO/GWP 

Integrated Drought Management Programme 2014，WWF2002）。適切な
流域管理の実践による雨水の浸透は，IWRMが洪水と干ばつをともに軽減す
るのに貢献する例である。ハザードマップや気候変動の将来予測を利用する
ことで，リスクを軽減するための的を絞った対策を確実に行うことができる。
現在および予測される気候に適しており，多様性に富み，さらに斜面の安定
化，浸透，水利用に必要な根系および機能を持つような植物を植えることも，
Eco-DRR/EbAにおいて重要な考慮事項である。

13.3 おわりに

ここで提示されたツールやアプローチは新しいものではなく，何十年もの間，
自然資源管理の柱となってきた。最近では，災害リスク軽減と自然資源管理
を組み合わせることが重視され，CCAの視点も考慮されつつある。このよう
な生態系を活用したアプローチは，早期警報，災害事前準備，リスクマップ
作成などの古典的なDRR活動と組み合わせることで，リスクを減らし，命を
救うという点で，より効果的で持続可能なものとなっている。

IWRMやその他の統合的アプローチは，Eco-DRR/EbA対策を盛り込むた
めの複数の機会を提供する。これらの対策は，通常，生態系の機能を改善す
ることを目的としている。IWRM においては，土壌，地下水，氾濫原などの
集水域の適切な区画に水を蓄えることで，一方では洪水のピークを軽減し，
他方では渇水期に備えて水を蓄えることができる。ICZM は，海岸線，海洋
資源，河川や流出水などを対象とし，海に流入する水を包括的に管理するこ
とを目的としている。包括的な ICZMは，尾根からサンゴ礁まで（ridge-to-

reef）のアプローチをとることができる。
SLMは，放牧，農業，林業などの土地利用を管理することで，土地の劣化

を緩和する。IFMは火災の抑制に役立ち，PA管理は保護地域を効果的に管理
するためのアプローチである。保護地域は比較的手つかずの生態系を有して
いることが多く，Eco-DRR/EbAにとって大きな資産となる。
管理技術は生態系に依存するため，その適切な使用にはローカルな知見や

先住民の知識が非常に重要になる。植生を回復する際には，使用する種の多
様性と種類を考えることが重要である。これについては，次の章で詳しく説
明する。生態工学的手法は，保護サービスのために特定の種を使用する場合
に用いられることもある用語である。
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第 14 章
災害リスク軽減と気候変動適応
のための生態工学的手法

主要な問い
生態工学的手法とは何か？
その可能性と限界は何か？

© UNEP
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14.1 生態工学的手法

DRRの構造物対策としては，防潮堤や堤防などの「グレー」なインフラが用
いられることが多い。多くの場合，その有効性は証明されているが，これら
も失敗することがあり，また，限られた便益しか得られない。それに対しグ
リーン・ブルーインフラ（GBI）は，DRRとCCAのために，ここ10年で注目
を集めている。さらに，仙台モニターの目標CとDでは，それは重要なイン
フラとして認識されており，報告対象にもなっている。
自然インフラとグリーンインフラという言葉は，しばしば同じ意味で使

われるが，自然インフラと再構築されたインフラとを様々なレベルで区別
することもできる。グリーンインフラとは，「グリーンベルト」や「保護
林」，「護岸」など，ランドスケープを構成する要素を指す。ブルーインフラ
とは，都市部の池やサンゴ礁などの水景を指し，両者を合わせてGBIと呼
ぶ（Sebesvari et al. 2019）。Da Silva and Wheeler（2017）は，「自然」，「ブ
ルー」，「エコロジカル」インフラよりも，グリーンインフラという用語を使
うことを提案しているが，その背景には，それが最も広く使われている用語
であり，米国やEUの政策でも採用されているということがある。また，グ
リーンインフラはSFMの技術ガイドラインで使用されている用語にも対応
している。
人工的なインフラ（またはグレーインフラ）と生態学的でグリーンなイン

フラを組み合わせることは，しばしばハイブリッドな解決策と呼ばれる。生
態工学的手法は，DRRのための人工的なインフラ（堤防，防波堤，防潮堤な
ど）と，自然インフラやグリーンインフラとも呼ばれる生態系の提供する保
護機能を組み合わせたものである（Dow Chemical Company, Shell, Swiss 

Re, Unilever, and TNC 2013）。
DRRのための人工インフラは，主に地滑りや洪水，波や風からの保護など，

特定の機能のために設計されている。また，飲料水や灌漑用水の貯蔵，水力
発電など，付加的な効果をもたらす場合もある。
しかし，このような手段は，多くの場合，非常にコストがかかり，メンテナ

ンスにも手間がかかる。さらに，寿命が限られていることもある。特にCCA

の文脈では，増大する極端現象に適応するために必要なインフラの規模を予
測するのが難しい場合がある。人工的なインフラは，高額なコストと技術的
な要件が制約要因となることもあるため，必ずしも実現可能とは限らない。

DRR/CCAのための生態系インフラは，Eco-DRR/EbAという包括的な用
語を使って議論されており，人工的な解決策と比較して，より低コストかつ
多くの地域で実施可能で，さらに複数の利益を提供することができる（Jaffe 

2010, European Commission 2016）（図 14.1）。多くの場合，自然のインフ
ラの維持・回復は，生態系が提供するあらゆる恩恵を考慮すれば，人工的な
インフラと比較して，費用対効果が高い。例えば，海岸のグリーンベルトや
自然の緩衝材としての湿地帯は，人工的に建設されたものよりも設置や維
持のための費用が少ないことが多い。さらに，災害の有無にかかわらず，追
加的なコベネフィットを提供してくれる（Narayan et al. 2016, Wamsler et 

al.2016）。それに比べて人工的なインフラは，比較的簡単に定量化できる，
防災やハザード軽減といった便益を提供することができる。そのため，人工
的な解決策が用いられがちであるが，それらが提供するコベネフィットは比
較的少ないということに留意すべきである。

定義：グリーンインフラ
「グリーンインフラとは，水の
浄化，空気の質の向上やレクリ
エーションのためのスペースの
確保，気候の緩和と適応，雨天
時の影響の管理など，幅広い生
態系サービスを提供するために
設計・管理された，その他の環
境的特徴をも持つ自然・半自然
地域の戦略的に計画されたネッ
トワークであり，多くのコミュ
ニティに利益をもたらす。」
仙台モニター枠組みの技術ガイダン
ス - UNISDR 2017

定義：生態工学
「生態工学とは，人間社会と自
然環境を統合し，双方に利益を
もたらす持続可能な生態系を設
計することである。それは，両
者にとって価値のある生態系を
設計，構築，管理することを含む。
人と環境のための生態工学は，
工学，生態学，経済学，自然科
学などの基礎科学と応用科学を
組み合わせて，水域や陸域の生
態系の修復や構築を行うもので
ある。この分野は技術と環境の
インターフェースであり，生態
系を設計・利用する機会が増え
るにつれ，その幅と深さを増し
ている。」
生態工学グループ  
http://www.ecological-engineering.
com
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DRRのための生態工学的手法を効果的に行うには，ハザードの発生頻度に関
する信頼性の高いデータと，地域の地理的・水文学的・生態学的条件に関す
る専門的な理解が必要である。多くの場合，生態工学的手法は，グレーイン
フラのみの場合と比較して，リスクを軽減するための最も費用対効果の高い
適切な解決策となる。Eco-DRR/EbAの費用対効果，グレーインフラとグリー
ンインフラの違いについては，第15章で詳しく説明する。グリーン／ブルー
インフラは，グレーインフラを保護することもできるため，維持管理コスト
を削減し，グレーインフラの持続可能性を高めることもできる。

Eco-DRR/EbAの利点を認識するだけでなく，その限界を認識する必要も
ある。それは，災害の種類と強度，生態系の種類と健全性，そして生態系の
適切な管理に依存する。米国陸軍工兵隊は，何十年にもわたって河川を直線
化し，ダムや堤防を建設してきたが，その多くを改め，自然に逆らうのでは
なく，自然を活かした建設をすることの重要性を認識するようになった。そ
して，生態系の修復と生態系エンジニアリングのためのガイドラインを作成
した5。また，スイスのある地域では，河川を自然の状態に戻すことで洪水
を軽減するために，10年以上にわたる河川の再自然化プロジェクトに着手し
ている（Département du territoire 2009）。

Eco-DRR/EbA

地域
気候の
安定化

水と土壌の
保護

生物
多様性の
保全

炭素
貯留

持続可能な
生計

遺産と文化

ハザード
緩和

防災
復興

気候変動
への適応

人工的
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多様性の多様性の多様性の
保全全保全

地域地域域
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定化定化安定

水と土壌の土壌水と土
保護保保護

持続可能な可能続可可能続可続可
生計生計

化遺産と文化産と文化遺産と文

動気候変気候候変動
適応適へ 適応への適

図 14.1
Eco-DRR/ EbA の複数の利益の
人工的インフラとの比較
クレジット：U. Nehren，S. Sandholz

デザイン：S. Plog

5. �USACE publications: https://www.publications.usace.army.mil/USACE- Publications/Engineer-
Manuals/ Accessed 30 August 2019.
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14.2 生態工学的手法の可能性と限界

生態系にも限界はある。生態系インフラを構築するには，時間がかかり，新
たなスペースが必要になることもある。例えば，地滑りや雪崩から森林を効
果的に守るためには，木が成長する時間が必要である。生態系インフラは，
早期警報システム，災害事前準備，十分な危機管理計画など，命を守るため
のDRR対策に取って代わるものではない。
状況，特に災害リスクの種類（予想される災害の大きさや居住密度など）

に応じて，自然のインフラは人工的なインフラを補完するものと考えるべき
である（ただし，人工的なインフラが環境への追加的な影響を及ぼさないか
留意する）。災害リスクの専門家と一緒に環境の専門家を参加させ，場所や
状況に応じた計画を立て，将来の気候シナリオを考慮することが重要であ
る。生態系インフラは，長期的なメンテナンスが確保されていない場合や，
不適切な種が選択された場合なども，失敗する可能性がある。場合によって
は，生物学的な限界，空間的な制約，優先的な土地利用との不適合，コスト
などの理由で，緩衝材としての自然インフラが実現できないこともある（図
14.2）。

生態工学的手法の例
生態工学的手法 生態工学的手法の例

生態系の積極的な回復 ● 湖沼の曝気
● 堤防（河川，運河），湿地帯，露天掘りの影響を受けた地域の修復
● 道路への補修工事の適用

生態系の財とサービスの
持続可能な利用

● 生態系の伝統的な利用
● 農業と林業の統合 
● 農業と水産業の統合
● 前浜への砂の補充によるダイナミックな沿岸管理

廃棄物処理
（生態系の自然循環の模倣）

● 有機物質の構成
● 農業利用のためのトイレでの尿分離
● 塵埃や汚染物質の吸収除去のための植生の利用

「人工の」生態系の創出 ● ビオトープとしての人工的な湿地
● 水に対する緩衝材や植物・動物の生息地としてのグリーンルーフ
● 庭園，公園，風道，野生生物の回廊の創出と管理 - 生息地と回廊の機能

Van Bohemen (2012)から更新・修正

工学
的な
インフラの限界 生態学的インフラの限界

時間がかかる
他のリスク低減策に

取って代わるものではない
空間集約的

コストがかかる
メンテナンスが必要
寿命が短い

共通

生態工学的
手法

複数のハザードに
対応できる

自然・人工的解決策の
限界を認識
人口密度の高く

土地の乏しい地域では
よく必要とされる
短期および長期的な
優先課題を認識
コスト効率が良い

都市の海岸線のレジリエン
スに係る自然の役割
ハリケーン「サンディ」の後，「都
市の海岸線のレジリエンスプロ
ジェクト」は，自然を活用した
要素（ムール貝の養殖場や復元
された沼地など）が，密集した
都市環境において，グレーの防
備（護岸や水門など）と組み合
わせてうまく利用できることを
発見した。そうすることで，海
面上昇，高潮，沿岸の洪水から効
率的かつ純便益の高い保護を提
供することができる。本研究で
は，自然とグレーの防備の組み
合わせが最も便益が大きいと明
らかにした。分析によると，ハ
イブリッド型の代替案は，ある
地域では，最大で，100年に1度
の暴風雨から244百万ドル相当
の損失を回避することができる。
TNC 2015

図 14.2
生態工学的手法の可能性
クレジット: S. Sandholz
 Layout S. Plog
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生態工学的手法は，成長分野として登場したばかりであり，多くの可能性が
ある。特に都市部では土地が不足しており，大規模な移転をしなければグ
リーンインフラのための十分なスペースが確保できない場合がある。その一
方で現在，都市部では，屋上緑化，不浸透面の排水促進のための植物ボック
スへの置き換え，透水性舗装，雨水処理のための人工的な湿地の整備，都市
の冷涼化を促進するための植樹の増加など，都市緑化に向けた多くの革新的
な取り組みが行われている。多くの都市や地域が，グリーンな解決策を導入
している。例えば，コロンビアのボゴタでは，従来の水処理技術に代わるも
のとして，上流のランドスケープの保全と復元を進めている。また，ベトナ
ムのホーチミン市では，海岸線を暴風雨の被害から守るため，堤防を建設す
る代わりにマングローブを復元した（Talberth et al. 2012）。
もう一つの例は，都市部と農村部におけるグリーンインフラの導入促

進を目的として，グリーンインフラ戦略を採択したEUである。この戦略
は，その目標においてEU生物多様性戦略や資源効率の高いEUに向けた
ロードマップなどをサポートしている，横断的なものである（European 

Commission 2016）。
河川沿いの都市は，通常，水辺ギリギリまで建物が建っており，緩衝地帯

がない。このようなケースでは，河川の流域全体の関係者が協力して，上流
に自然の水を貯める場所を作る必要がある。また，特定の都市部では，洪水
防止壁などの人工的な構造物と，レクリエーションにも利用できる生態系を
活用した構造を含めて，ランドスケープを再設計する必要がある。

グリーンな解決策とグレーな解決策の評価
評価基準 グリーンインフラ グレーインフラ

工学的
アプローチ

－グリーンな解決策は，カスタムメイドで，その場
所特有の設計が必要であり，標準化や複製が容
易ではない

＋人工的な解決策は，標準化と複製を可能
にし，プロジェクトコストと納期を大幅
に削減することができる

物理的
フットプリント

（訳注：必要とな
るスペース）

－エネルギー密度が低いため，大きな物理的フッ
トプリントが必要になることが多い

＋エネルギー密度が高いため，通常，物理的
フットプリントは小さくて済む

環境
フットプリント

＋自然を活用した自己再生型のグリーンな解決策
により，環境への影響を低減することができる

－材料やエネルギーを大量に消費するプロ
セス（製造，流通，運用）により，環境フッ
トプリントが大きくなることが多い

機能提供の
スピード

－グリーンな解決策は，一定のサービスや能力を
提供できるまでに成長するのに時間（数年）がか
かる場合がある

＋人工的な解決策は，稼働初日から一定の
サービスと能力を提供する。

外的要因の影響
の受けやすさ

－グリーンな解決策は，異常気象，気温や降雨量の
季節変化，病気などの影響を受けやすいが，自然
のシステムは災害後も自然に再生される

－グレーインフラは，停電，産業機器の機械
的故障，価格変動などの影響を受けやす
い

運用・保守
コスト

＋モニタリングとフィードバックのみが必要であ
り，コストは著しく低いことが多い

－消費電力や運用・保守のためにコストが
大幅に高くなることが多い

資本増強の
必要性

＋グリーンな解決策のライフタイム中の資本増強
は，通常，重要ではない。耐用年数の終了に伴う
交換/廃棄は，選択した技術によっても異なる
が，多くの場合は，解決策が自立しており，減価
償却する性質のものでないため不要である

－グレーな解決策は，性能に限界がある減
価償却資産であり，通常，寿命が尽きると
大幅な交換や撤去が必要となる

Joint Industry White Paper, TNC 2013より修正
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ミュンヘン市では，洪水対策，生物多様性保全，レクリエーション機会の改
善のために，複数のアプローチを組み合わせて，人工的な河川敷をより自然
な形状と機能に復元した（Arzet and Joven n/a）。
別の例として，マングローブベルトは，沿岸のダイナミクスに適している

場合には，人工的な沿岸防波堤と一緒に使用することができる。同様に，人
工的な堤防を保護するために，湿地帯を利用して波の影響を軽減し，その効
果と寿命を高めることができる。人工的な選択肢を併用したハイブリッドな
解決策の必要性は，地域の状況によっても異なる（図 14.3）。例えば，森林
は雪崩が発生しやすい斜面の雪を安定させることができるが，森林の規模や
強度によっては，一度発生した雪崩を止めることはできない。

生態系インフラと人工インフラを組み合わせることは以下の点で合理的であ
る。
● ハイブリッドアプローチは，両方のタイプの対策のポテンシャルを生かし，
例えば，洪水や地滑りなど，複数の災害に対応することができる。

● 自然と人工的な解決策を組み合わせることで，相互に補完し合い，限界を
最小限に抑えることができる。ただし，人工的な対策が，持続不可能な方
法で生態系や自然のプロセスに深刻なダメージを与えないことが重要であ
る。

● ハイブリッドアプローチは，土地が不足している人口密集地でも導入可能
であり，また，短期的および長期的な優先課題の両方に対応することがで
きる。

生態系の回復とは？
生態系の回復とは，「劣化，損傷，
破壊された生態系の回復を支援
するプロセス」である。
Society for Ecological Restoration 
International Science and Policy 
Working Group 2004.

図 14.3
左上：オーストリアのスノーフェン
スと森林によるハイブリッド雪崩対
策（出典：S. Sandholz）
右上の写真 : ドイツの河川の再整備

（出典：Zumbroich Consulting）
左下：スリランカのハイブリッド沿
岸保護（出典：B. McAdoo）
右下：ブラジルのジオテキスタイル
を使用したハイブリッド地滑り保護

（出典：W. Lange）
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ハイブリッドな解決策の費用対効果の高さは，多くのケーススタディによっ
て証明されている。2010年にグリーンインフラ計画を開始したニューヨー
クの例を見てみたい（図 14.4）。
当時，グレーインフラである下水道の整備が急務であり，その費用は68億
ドルと見積もられていた。その代替として，市は53億ドルをかけた「グリー
ンインフラ」計画への投資を決定した。この計画には，屋上の緑化，歩道の
緑化，上流や都市部での湿地帯や池の整備などが含まれており，都市の冷
却，美観，雨水の貯留など，DRRだけでなくCCAにも貢献している。グリー
ンインフラは初期コストが低く，時間経過とともにメリットが出てくる。そ
れに対し，グレーインフラは10～ 15年後に新たな投資が必要となる（NYC 

2013）。

モニタリングの初期の結果では，以下のことが示された。
● すべてのグリーンインフラは，降雨量1インチ以上の暴風雨に対して効果
的である

● グリーンインフラは，大量の雨水を保持し，より効果的な雨水管理を可能
にする

● 植物の成長と定着により，雨水や流出水の浸透と蒸発散を改善する
また，以下のようなコベネフィットが注目される。
● 植生による炭素隔離は，ニューヨークの温室効果ガス削減目標の達成に貢
献している。

● グリーンインフラによる遮光と断熱性の向上により，エネルギー需要が減
少している。

● グリーンインフラは，土壌の健康状態や都市のハビタットを改善する機会
をもたらし，受粉媒介者およびその他の野生生物を支える。

● 植生は空気の質の向上を支える。
● 植生は人間の福祉の増進を支える。
● グリーンインフラは，グリーンジョブの確立につながる可能性がある
（NYC 2013から修正）。
世界資源研究所（WRI）は，米国メイン州とノースカロライナ州の2つの主
要流域を対象に，新たに始まった流域サービスのための支払い（PWS）プロ
グラムを支援するための調査を実施した。水道事業者にとって，森林や川岸
の緩衝帯などのグリーンインフラを保護するPWSは，ろ過施設などのグレー
インフラを新たに導入するよりも，水質基準を満たすための費用対効果の高
いアプローチとなる。

経年変化コスト

68億米ドル
53億米ドル 屋上の緑化

歩道の緑化
上流と都市の湿地

池の設置

下水システム
10～15年後に更新が必要

グリーンインフラ

 ニューヨーク市のグリーンインフラプログラム

グレーインフラ

図 14.4
生態工学的手法の可能性と，グレー
対グリーンの費用対効果比較

クレジット: NYC 2010
デザイン：S. Plog
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予備調査結果として，これらのグリーンインフラのパッケージに投資するこ
とで，低コストシナリオのグレーインフラと比較して，6800万ドル（51％）
のコスト削減が可能であることが示されている（Talberth et al. 2012）。

EUは，グリーンインフラがどのようにして洪水リスクを軽減できるか，お
よびその財政的，経済的，社会的な影響について研究を行った。2002年から
2013年の間にEUで発生した363件の洪水を分析した結果，被害総額は1,500

億ユーロに達すると推定された。グリーンインフラの可能性については，「洪
水対策への投資は通常，コストの6～ 8倍の便益をもたらし，その際，グリー
ンインフラを用いれば，コスト削減だけでなく，環境面でも大きな便益をも
たらす可能性がある」としている。グリーンインフラは，先行投資こそ多額
になりうるが，従来の対策と比較し，コスト削減になるとともに，洪水被害
の軽減の効果をもたらすだけでなく，それに加えて非常に大きな環境上の便
益をもたらす可能性が高いことがわかった（Udo et al. 2014）。

14.3 おわりに

生態工学的手法は後悔しない戦略であり，その効果はすでに証明されている
（Dudley et al. 2010, Trzyna 2014, UNEP et al. 2014, Narayan et al. 2016）。
生態系が致命的なダメージを受けていない場合，グレーとグリーンのアプ
ローチは補完的に組み合わせることができる。さらに，仙台モニターにグ
リーンインフラが盛り込まれたことで，グローバルなDRRコミュニティは，
グリーンインフラとブルーインフラを含むレジリエントなインフラへの投資
を奨励している。目標C5の指標は災害によって破壊された重要インフラか
ら生じる直接的な経済損失，また目標D4の指標は災害によって破壊された
その他の重要インフラユニットや施設の数であるが，この2つの指標につい
て，仙台モニターの脚注で，グリーンインフラが報告対象になることが明示
的に示唆されている（Sebesvari et al. 2019）。
生態工学的手法に関する知識は，各国で行われた研究や，Engineering 

With Nature（Bridges et al. 2018）やEcoShape（2014）などによるガイド
ラインによって提供されている。しかし，その実施方法は，気候条件や生態
系保全の必要性に応じて，地域ごとに異なる可能性がある。幸い，様々な国，
規模，環境において，その費用対効果が高いことを証明するケーススタディ
が増えている。ただし，DRRのための生態系インフラと人工的インフラには，
それぞれ限界と機会，長所と短所がある。人工的な解決策を訓練されてきた
エンジニアにとって，災害リスクを軽減し，気候変動の影響に適応するため，
ハイブリッドな解決策は新たに検討する価値がある。同様のことが，グリー
ンな解決策の観点から考えるように訓練された環境管理者にも言えるだろう。
生態工学的手法を専門とする工学プログラムはほとんどないが，このテーマ
への関心の高まりは，この革新的な分野での新たな機会を開くはずである。

例 : 水と関係する環境 
農業手法

ベルギーのシント・トロイデン
村では，土壌浸食や泥水による
洪水対策として，集水域に芝生
の水路，芝生の緩衝帯，溜め池
などが設置された。
　これらの対策の総コストは，
泥状の洪水による被害回復と
清掃のコスト（54€/ha/年）に
比べて，低かった（126€/ha/20

年）。副次的な効果としては，
下流域の水質改善，下流域の浚
渫費用の削減，住民の心理的ス
トレスの軽減，生物多様性の向
上などが挙げられる。生物多様
性の向上とランドスケープの質
の向上は，新たな農業，エコツー
リズムの機会を生み出した。
European Commission 2016
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第 15 章
生態系を活用した災害リスク軽
減と適応のための経済学的分
析ツール

主要な問い
政府，プロジェクト管理者，コミュニティは，DRR
に関する意思決定を行う際に，どのような経済学
的分析ツールを使用しているか？
Eco-DRR/EbAの文脈で費用便益分析を 
どのように行うか？
生態系サービスへの支払いとは何か，そしてそれ
をどのようにEco-DRR/EbAに応用できるか？
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15.1  災害リスク軽減の意思決定に用いられる 
主な経済学的分析ツール

災害リスクを軽減するための意思決定は，国際レベルから地域レベルまで
様々なスケールで，種々の経済学的分析ツールを用いて行われることが多い。
政府によるマクロレベルでのDRRに関する意思決定と，地域のステークホ
ルダーによる意思決定とは異なるが，その原則は非常によく似ている。すな
わち，可能な限り，一定の期間に最小限の投資とコストで，ハザードイベン
トから最善の保護を受けたいということである。また，DRRや適応策への投
資に関する意思決定には，一定の制約がある。それは，限られた財源，期間，
専門知識などである。特に発展途上国では財源が乏しく，その限られたDRR

と適応に使える予算を，技術的，生態学的，社会経済的な各対策に振り分け
ることも考える必要がある。
多くの場合では，災害後に，重要な財政的決定やDRRの実施が行われる。
災害は経済的な損失をもたらすが，これは，経済規模の大きい国であれば容
易に吸収でき，実際に成長を促すこともある一方で，途上国にとっては全体
的な経済後退につながることが一般的で，回復には何年もかかる可能性があ
る。災害後に行われる災害後ニーズ評価（PDNA）は，損失を評価し，何に
対処と投資をすべきかを，セクターを超えた総合的なアプローチで評価する
のに適したツールである。生態系を活用した管理やその他の予防措置が検討
され，災害対策資金の一部も活用しながら実施されるのは，多くの場合この
段階である。
費用便益分析（CBA）は，意思決定を導くための最も一般的な経済学的分
析ツールの一つであり， 多基準評価もその一つである。本章では，意思決定
のための最も一般的な経済学的分析ツールであり，したがって Eco-DRR/

EbA にも関連する，費用便益分析に焦点を当てる。一方で，生態系評価を理
解することも重要である。通常，DRRへの投資は，構造物対策と非構造物対
策に分けて検討される。構造物対策の例としては，建物の改修や，人工的（グ
レー）または生態学的（グリーン）なインフラへの投資が挙げられる。非構
造物対策としては，緊急訓練，早期警報システム，空間計画などが挙げられ
る（図 15.1）。

構造物
被害の軽減
建物の耐震化

技術的・自然インフラ

非構造物
準備

緊急訓練
早期警報システム

避難訓練
対応計画
空間計画

災害リスク軽減
システムや人の災害リスクを減らすための対策

経済学がどのような対策を講じるかの
意思決定を支援

図 15.1
災害リスクを軽減するための構造物対策・非
構造物対策
デザイン：L. Rharade.再作画：L. Monk
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残念ながら，多くの政府は，生態系やグリーンインフラへの投資をDRR対
策の一環として考慮していない。しかし，CBAでは，生態系を活用した対策
への投資は，長期的には純便益が高く，技術的な対策では得られない付加的
な利益をもたらすことが示されている。長期的に見ると，グリーンインフラ
の利益は増大する一方で，グレーインフラは更新や高い維持費を必要とする。
図 15.2は，土木工学的対策（ガビオン壁など）の構造強度を，土壌の生物工
学／グリーンインフラ対策（必要に応じて再緑化された斜面など）と比較し
たものである。数年後には，人工的な壁は交換する必要があるが，斜面の植
生は成長を続けその性能が強化されていく（第14章のニューヨークグリー
ンインフラプログラムなど）。

第14章で述べたように，土木構造物が持続不可能な生態系の破壊を引き起
こさない限り，グレーとグリーンのインフラを組み合わせて保護を最適化す
ることは，可能であり，多くの場合必要である。

時間（年）

15                                                30

構
造
体
の
相
対
強
度（
%
）

100

50

0

土壌
バイオ

エンジニ
アリング土木工学

図 15.2
時間変化による土木工学とグリーンイ
ンフラ（ここでは土壌バイオエンジニ
アリング）の強度比較

出典：CESVI 2013より改変
デザイン：S. Plog

災害後ニーズ評価（PDNA）とは？
指導原則：
PDNAは，国連開発グループ，世
界銀行，EUが共同で開発したガイ
ドラインのもと，政府主導で行わ
れるものである。PDNAは，
－国際社会が被災地政府の復
旧・復興を支援するためのプ
ラットフォームを提供する

－復旧・復興計画のための，調
整された信頼可能な情報基盤
を提供する 

－リスク軽減策や資金計画を含む

－持続可能な開発との有機的な
関係を提供する

方法論：
PDNAは，「 損 害・ 損 失 評 価」
（DALA），「人的復旧ニーズ評価」
（HRNA），「復旧枠組み」で構成さ
れる。
　これまでのPDNAでは，世界銀
行と国際開発金融機関は損害と損
失の評価に，国連機関は人間への
影響とニーズの確認に，それぞれ
焦点を当ててきた。 

これらの損害，損失，ニーズの分
析を組み合わせて，「復興枠組み」
が策定される。
　DALAは定量的な性質のもので，
ハザードイベントから生じる損害
と，それに伴う経済的損失を評価
するために使用される。
その方法は，1970年代に国連ラテ
ンアメリカ経済委員会（ECLAC）
によって開発されたもので，資産
にもたらされた被害（物理的な資
産，資本ストック，財産）と損失
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15.2 災害後ニーズ評価

災害は，人々や都市に壊滅的な打撃を与えるだけでなく，大きな経済的影響
をもたらす。以下の表は，2009年にフィリピンで発生した台風「オンドイ」
と「ペペン」に相当する規模以上の災害の経済的影響を示している。

PDNAは，災害後のコストを評価するための重要なツールである。その主な
目的は，災害の影響の全容を評価し，復興のためのニーズを明確にすること
であり，それは，復興戦略の設計の基礎となり，ドナーにとっての資金提供
の指針となる。PDNAは，被害を受けたインフラ，家屋，生計，サービス，ガ
バナンス，社会システムの復旧を見据え，将来の災害リスクを軽減し，レジ
リエンスを高めることに重点を置いている。とりわけ，インフラ，農業，社
会など，災害ルクス防止の取組がとりわけ重要な部門を対象としているため，
「より良い復興」アプローチにおいて，Eco-DRR/EbAを主流化する大きな可
能性を秘めている（Hinzpeter and Sandholz 2018）。

DISASTER 国 年 被害総額
(百万米ドル)

規模
（対 GDP 比（％））

地震 パキスタン 2005 2,876 0.4

東アジア津波（アチェ） インドネシア 2005 4,452 1.6

サイクロン「シドル」 バングラデシュ 2007 1,640 2.8

サイクロン「シーズン」 マダガスカル 2008 333 4.0

サイクロン「ナルジス」 ミャンマー 2008 4,060 19.7

暴風雨と洪水 イエメン 2008 1,638 6.0

台風「ケツァナ」「パルマ」 フィリピン 2009 4,383 2.7

推定される損害，損失， 
ニーズ
フィリピンで発生した台風「オ
ンドイ」と「ペペン」は，GDP

の約2.7％に相当する大きな損
害と損失をもたらした。

損害：
この暴風雨は，GDPの60％以
上を占める地域（GDP全体の
約38％を占める首都圏を含む）
を直撃した。PDNAによると，
被災地における物的資産の損害
は，推定で，682億フィリピン
ペソで，これは14.5億米ドル
に相当する。

損失：
生産部門への悪影響は，主に在
庫，原材料，作物の，破損や損
失によるものだった。また，電
力や水の不足，機械の損傷，従
業員の欠員などにより事業が中
断され，全体として生産能力の
低下を招いた。資産の破壊や損
害は暴風雨の際に発生したが，
それに伴う経済活動への影響は，
その年を超えて続くものである。
一部のセクター・事例では，震
災後の復旧・復興活動のスピー
ドや効率性に関する問題の影響
で，2010年から2011年にかけ
てまで影響が及んだ。

ニーズ：
復旧に必要な資金として9億
4,290万米ドル，短期（2009-10

年）から中期（2011-12年）に
かけての復興に必要な資金とし
て34億8,000万米ドルが必要
となった。
(Teves and Hofman 2011)

表 15.1
フィリピンの台風「オンドイ」と「ペペン」に相当する規模以上の災害の損害，
損失，規模 出典：世界銀行のフィリピン台風「オンドイ」「ペペン」に関する災
害後のニーズ評価より作成
デザイン：L. Rharade

を提供する。（財・サービスの流れ，
収入，コスト）を評価する標準的
なツールである。
　DALAでは，国民経済の成長，
対外部門，財政収支への影響の可
能性に加え，家族や個人の収入の
低下や生活の質の低下による影響
などにも着目する。
　HRNAは，災害の社会的影響に
焦点を当て，災害が地域の生活パ
ターンや社会構造，制度にどのよ
うな影響を与えるかを分析する。

HRNAには，家計簿などの一次
データの分析が含まれており，被
災したコミュニティの視点から復
旧・復興の状況を把握することが
できる。
　復興枠組みは，PDNA内のセク
ター別評価からの復興提言をまと
めたものである。これは，国の復
興のための短期，中期，長期の優
先課題をまとめたものである。
Global Facility for Disaster Risk 
Reduction and recovery PDNA
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フィリピンの台風「オンドイ」と「ペペン」の後に行われたPDNAでは，経
済への損害と損失，災害による社会的・経済的影響を定量化し，これらに対
処するための復旧・復興戦略を提示した (World Bank 2011)。その後，フィ
リピンでは，ハリケーン「ハイヤン」の影響を契機に，「2011年国家緑化プ
ログラム」が策定された。これは，2011年から2016年までの6年間で，全国
150万ヘクタールに15億本の木を育て，地域のレジリエンスを向上させよう
としたものである。このように，Eco-DRR/EbAは，PDNAの中で計画する
ことができる。

2018年の洪水後のインドのケララ州のPDNA報告書では，Eco-DRR/ EbA

を取り入れ，1）統合水資源管理，2）リスク情報に基づいた，土地利用に対
する生態系に優しいアプローチ，3）包摂的で人間を中心としたアプローチ，
4）知識・イノベーション・技術などを通じ，グリーンでレジリエントな状
態へとより良い復興を試みること，を提案している（Kerala PDNA 2018）。

15.3  生態系を活用した災害リスク軽減と適応の 
費用便益分析

CI，SPREP，UNEP，UN Habitatは，フィジーのラミ市において適応策を評価
するための費用便益分析を行った（図 15.3）。この分析では，マングローブ
の植樹や河川の緩衝帯の再植樹などのグリーンな対策と，防潮堤の建設や排
水施設能力の強化などの人工的な対策とを比較した。

この研究では，生態系を活用した対策は，人工的な対策と比較して，投資コ
スト当たりの便益が大きいと結論づけている（図 15.4）。また，（洪水）被害
の回避という点では，人工的な対策の方が生態系を活用した対策よりも15

～ 25％保護効果が高いことも明らかになった。これを踏まえて，都市の海
岸防衛および適応戦略の一環として，グリーンインフラとグレーインフラの
ハイブリッドを使用することを推奨している。
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低コスト
サンゴ採取量の削減

高地の森林伐採の削減

モニタリングと実施
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適応策の選択肢（フィジー，ラミ）

出典：Rao et al.
2013から改変。デザイン：S. Plog
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フィジーのラミにおける研究を踏まえると，DRR/適応策へのグリーン，ハ
イブリッド，グレーそれぞれの投資に関する意思決定のためのシナリオを作
成する手順は以下のとおりである（図 15.5）。
1. ハザードや脅威の種類と，候補となるグリーンおよびグレーの構造物的な

DRR/CCA対策を特定する。脆弱性・能力分析（VCA）を利用して，最大
の脅威やハザードを特定することができる。

2. 各対策を実施するためのコストを見積もる。各施策の導入コスト，メンテ
ナンスコスト，人件費，機会費用はどの程度か？

3. 不作為のコストを推定する。不作為によるコストは，予想される損害損失
として表すことができ，インフラ，家庭，企業に対する過去の損失，修理費
用，提供される救援物資の費用，保健・教育費用などの既存のデータを用
いて推定することができる。対策を講じることで，暴風雨による被害の一
部が軽減されることが期待される。これらの便益は「回避されたコスト」
と想定される。

4. シナリオを作成する。シナリオ作成では，特定のハザードやマルチハザー
ドの状況に対し，グリーンな対策，ハイブリッドな対策，完全にグレーな
人工的対策まで，さまざまな対策を想定する。気候変動によって不確実性
が増していることを考慮し，シナリオにはより多くの極端現象の可能性を
含める必要がある。

5. 各シナリオについて費用便益分析を行い，回避される損害を考慮する。そ
の際には，正味現在価値（NPV），年換算正味現在価値，および費用便益比
を含める必要がある。NPV分析では，便益の現在価値（提案された投資に
よる便益または金銭的節約）から費用の現在価値（提案された投資による
支出）を差し引いた差を推定する。年換算NPV（ANPV）は，一連の適応
策の有効期間中の平均的な年間純便益，すなわち年換算したキャッシュフ
ローである（Rao et al. 2013）。

6. 開発，生活，環境の質，炭素隔離に係る生態系サービスのうち，金銭的に評
価できるものと評価できないものを意識しつつ，価値を推定する。これに
は，参考資料に掲載されているグローバルな経済評価研究と，ローカルな
経済評価研究とを組み合わせて行うことができる。また，生態系の恩恵の
評価については，以下の節を参照されたい。

7. 生態系サービスのコベネフィットを，直接的なものと間接的なものを含め
て詳細にまとめる。
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図 15.4
フィジー，ラミにおける適応策のコス
ト
出典：Rao et al. 2013から改変
デザイン：S. Plog
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8. 災害リスクを軽減するための非構造物的な手段を検討する。例えば，能力
開発，早期警報システム，法律，政策，規制措置などである。

9. 構造物対策と非構造物対策の異なるシナリオを検討する。その結果をス
テークホルダーに提示し，議論の基礎とする。様々なオプションから誰が
便益を得るのか，また，様々なシナリオに関連した隠れた社会的または環
境的コストは何かを検討する。

注意点： シナリオの限界も明らかにし，手法を改善する方法も提案するよう
に心がける。

15.4 生態系の評価

経済学では，生態系サービスの価値を見積もる際には，通常，金額による評
価が用いられる。これらは，直接的な市場評価，間接的な市場評価，調査に
基づく評価（仮想評価やグループ評価など）の3つの基本的なタイプに分類
される（de Groot et al. 2010）。データが不足している場合，経済学者はよ
く「代替コストまたは回避コスト」を用いる。これは，生態系（サンゴ礁な
ど）が破壊され，人工的な構造物（防潮堤など）で代替しなければならなく
なった場合に発生するコストを意味する。また，生態系（山の斜面にある森
林など）に守られていないインフラ（道路や住宅など）を再構築しなければ
ならない場合のコストをも含む。Emerton（2009）によると，インドネシア
の海岸沿いでは，強い波が発生した場合に道路や家屋を再建するためのコス
トは5万米ドル/km，観光用の砂浜を維持するためのコストは100万米ドル
/kmと見積もられているが，いずれもサンゴ礁によって自然に保護・維持さ
れているため（Emerton 2009），社会的に多額の費用を節約することができ
ている。フィジーのラミのケースを考えると，代替コストには防波堤の建設
費用が含まれており，またおそらく頻繁な砂浜の砂の補充の費用も見込む必
要がある。さらに，ここには，生態系が提供する水のろ過，観光，美観など，
他の多くの価値は含まれていない。このように，費用便益分析を用いて生態
系の価値を評価することには，生態系の全体的な価値を考慮していないとい
う限界があると考えられる。

1 可能な構造物的
 措置を特定

2 各施策の
 コストの見積もり

3 不作為の
 コストの見積もり

6 生態系価値の
 推定

5 費用便益分析の
 実行

4 シナリオ作成

7 コベネフィットの
 伝達

8 非構造物的措置の
 検討

9 ステークホルダー
 との協議

図 15.5
グリーン，ハイブリッド，グレーのシナ
リオを特定するステップ

Rao et al. 2013より
デザイン：K. Sudmeier
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総経済価値

利用価値 非利用価値

直接利用
価値

直接使用する
資源

供給サービス
(例：水，魚)

文化的・
アメニティー

サービス
（例：レクリエーション)

間接利用
価値

間接的に使用する
資源

調整サービス
（例：洪水防止，

水の浄化）

オプション
価値

未来に使用できる
資源

すべてのサービス
（基盤サービスを

含む）

遺贈的
価値

将来世代の
利用可能性

すべてのサービス
（基盤サービスを

含む）

存在
価値

存在の権利

基盤サービス
（例：パンダ，

シロナガスクジラ，
野生のワシ）

生態系の総経済価値
生態系と生物多様性の経済学（TEEB）シリーズは，生態系の価値に関す
る最も包括的な研究の一つであり，生態系評価についての認識を高める
きっかけとなった。また，他の研究でも生態系の経済的価値を評価して
いる（例えば，Costanza et al. 1997, Daily 1997），総合経済価値（TEV）
の概念（図 15.6）は，生態系の功利的価値を見るための枠組みとして広
く使われるようになった。この枠組みでは，一般に，TEVを利用価値と
非利用価値の2つに分けている（Emerton 1998, de Groot et al. 2010）。

　利用価値は，直接利用価値，間接利用価値，オプション価値の3つの要
素で構成されている。直接利用価値とは，採取，消費，または直接的に
使用する財を指す。間接利用価値とは，空気や水の浄化，受粉など，環
境が提供するサービスのことである。最後に，オプション価値とは，生
態系財や価値のオプション利用を将来にわたって維持することに関する
価値である。（de Groot et al. 2010）。

　非利用価値とは，直接的または間接的に利用しなくても環境がもたら
す利益を考慮することである。多くの場合，これは絶滅危惧種の保護な
どの倫理的価値に関連している。最後に，遺贈的価値とは，将来の世代
に価値を伝えようとする意思に基づくものである。このように価値を分
類することは非常に有効であり，それによって，価値づけの困難なもの
にも価値を見出すことができる。しかし，多くの意思決定者は，残念な
がら，生態系サービスの直接利用価値，ないし間接利用価値しか，考慮
していない（de Groot et al. 2010）。

図 15.6
総経済価値枠組み
© L. Emerton (1998)
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ヴェオリア・ウォーターのケーススタディ
持続可能な開発のための世界経済人会議（WBCSD）が，ヴェオリア・ウォー
ター社（フランスの大手水道会社）の事業所の一つで生態系サービスの調査
を行った。リヨン（フランス）の北東部に位置するクレピー・シャルミー
集水域は，グラン・リヨンの人口（約130万人）の90％に水を供給するヨー
ロッパ最大の集水域である。また，500種の植物と幅広い種類の動物が生息
しており，生物多様性の観点からもユニークな場所である。ヴェオリア社は，
このサイトの水質と生物多様性を保全するために，生態系管理計画を策定し
た。この調査の目的は，この場所の生態系管理から生じる隠れた便益を調査
することだった。実際の調査の実施は，ヴェオリア社のCSR（企業の社会的
責任）部門が，環境コンサルタント会社エコワットの協力を得て担当した。
本調査では，WBCSDが2011年に発表した「企業のための生態系評価ガイド
（CEV）」の推奨事項に沿ったアプローチを採用している。
水の浄化と炭素隔離という，2つの主な生態系サービスが評価された。
水の浄化は，ローヌ川の沖積土と，クレピュー・シャルミーの島々にある

草地や湿地のハビタットによって行われている。クレピュー・シャルミーが
管理体制によって保護されていなければ，適切なレベルの水質を保証するた
めに従来型の水処理計画が必要になると考えられるため，この生態系サービ
スは，「回避コスト／代替コスト法」を用いて評価された。炭素隔離機能は，
クレピュー・シャルミーの島々では，土壌，森林，芝生によってもたらされ
ている。この継続的な炭素隔離は，それを維持する活動の正の外部性と見る
ことができる。回避された水処理コストに対応する経済的利益（企業内部の
利益）は，水生産にかかる年間総コストの80％に相当し，生態学的管理コス
トの16倍にもなる。自然遺産と炭素隔離の価値を含む経済学的便益（社会
に発生する外部便益）は，水の生産にかかる年間総コストの2倍，生態系管
理コストの45倍に相当する。また，生態系管理体制によって得られる生態
系サービスの便益は，ヴェオリア社（サイト管理者）とグラン・リヨン（サ
イト所有者）が，つねに清浄な水道水を飲むために毎年支払っている水道料
金のうち，飲料水に該当する部分（税金や手数料を除く）の29％に相当する
額である。
全体的に見て，この調査では，このサイトの生態系サービスの維持におけ

るヴェオリア・ウォーター社のポジティブな影響が確認されている。また，
生態系管理に関連する経済学的便益の大きさに比べて，生態系管理のコスト
が控えめであることも強調されている（WBCSD 2012）。
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流域のケーススタディ
図 15.7 は，森林に覆われた流域では水処理のコストを大幅に削減できるこ
とを，流域面積の割合と水処理コストを比較して示している。このケースス
タディでは，十分に機能している生態系が，主要な物理的インフラによる洪
水制御や海岸線の保護と同等の，利用可能な水と濾過能力を提供できること
を示している。自然のインフラは，多くの場合，人工的なインフラと同等の
サービスや便益を，より低いコストで提供することができる。
しかし，現在のDRRとCCAの実践のギャップに鑑みれば，生態系を活用
したアプローチについて，物理的なインフラと比較した費用や便益の分析を
これまで以上に進めていく必要がある。

15.5 生態系サービスへの支払い

生態系サービスへの支払い（PES）は，健全な生態系管理を支援するための
インセンティブベースのメカニズムである。その基本には，生態系は人間の
福利を支えるさまざまなサービスを提供しているという考えがある。これら
のサービスを保護し，効率的に利用するために，土地所有者や農家は，水の
汚染や土壌の劣化など，持続可能でない土地利用を回避するために，土地を
適切に管理するための支払いを受ける。つまり，PESは，生態系サービスの
提供者と受益者の間の金銭的取引と言える。

図 15.8は，チリ中部，ベトナム中部，インドネシア・ジャワ島での事例を
もとに，海岸砂丘が提供する生態系サービスを示したものである。海岸砂
丘は，海岸浸食や塩害の防止・軽減以外にも，様々な生態系サービスを提供
している。例えば，砂丘は沿岸の帯水層を保護し，動植物に生息域を提供し，
観光やレクリエーションなどの文化的サービスも提供している。これらの
サービスの中には，砂や鉱物のように人間にとって直接的な経済的価値を持
つものもあれば，水の貯蔵や浄化，漁場の提供，地域コミュニティにとって
の文化的価値など，間接的に生活を支えるものもある。
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図 15.7
森林に囲まれた流域では，水処理のコ
ストが大幅に削減される
出典：The Trust Public Land and 
American Water Works Association 

（2004）から改変
デザイン：L.Rharade and H.Van Rossum
再作画：L.Monk
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PESのアプローチは，生態系サービスの概念に基づいている。ミレニアム生
態系評価（MA 2005）で評価された24の生態系サービスのうち，PESに適用
されているのは，気候変動緩和のための炭素隔離，水源サービス，生物多様
性保全の3つのみであることが多い。多くの国のPESスキームはこの3つの
サービスを対象としており，ブラジルの大西洋岸森林のPESスキームに含ま
れているような，景観の美しさの維持といった他のサービスを含むものはほ
とんどない。PESスキームの多くは政府が主導する資金提供のもとNGOが
関与するものであるが，民間企業が関与する例もある。例えば，民間の水供
給会社が上流の利用者に農薬を使わないようにお金を払うケースなどがある。

DRRとCCAは通常，PESスキームでは直接扱われない。しかし，炭素隔離，
流域保護，生物多様性保全を目的とした森林再生や森林管理は，洪水や干ば
つ，地滑りなどのリスクを軽減するなど，DRRやCCAにも貢献する。DRR

に直接取り組んでいる数少ない例としては，スイスの保護林がある。この例
では，国が土地の所有者に対して，雪崩や地滑り，落石を防ぐための保護林
の木を伐採しないように，報酬を支払っている。
近年，PESのアプローチや，生態系や生物多様性の経済学的便益を世界的
規模で評価している，生態系と生物多様性の経済学（TEEB）（2010, 2011, 

2013, 2014）の活動が注目を集めている。DRRやCCAに直接または間接的
に対応するPESスキームも，今後ますます重要になってくると考えられる。
その拡大のためには，例えば，沿岸砂丘の場合，DRRやCCAとしての保護
サービスの価値を評価して，意思決定者にその重要性を納得させることが重
要である。生態系が提供する生態系サービスを評価し，可能であれば収益化
することが推奨される。

調整
ES

供給
ES

文化的
ES

動植物生息域
生物学的多様性

地理的多様性
基盤
ES

自然ハザードからの保護

海岸浸食や塩害の防止

水の貯蔵と浄化

炭素の貯蔵と隔離

地域の気候と空気の質

受粉 

生物の制御

食 

生活空間

再生可能な原料

原料鉱物

淡水

薬用資源

植物と動物の生息地

生物的・地理的多様性

一次生産、栄養循環，土壌形成などの
基盤サービス

観光・レクリエーション

科学，教育，文化，芸術に資する
美観やインスピレーション

精神的体験と地域のアイデンティティ

考古学的／歴史的遺産

図 15.8
沿岸砂丘の生態系サービス（ES）

出典：Nehren et al. 2016
再作画：L. Monk
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直接的・間接的な生態系サービスの価値を考慮して初めて，例えばDRRや
CCAのための保全・修復対策に関わるコストと効果を包括的に推定し，沿岸
防護のための技術的対策と比較することができる。しかし，特にデータの乏
しい地域では，生態系サービスの定量化には限界がある。そのため，他地域
の対照可能なデータを転用したり，簡易評価を実施したり，半定量的な指標
やモデルを開発したりする必要がある。

15.6 おわりに

災害による経済的損失は，経済規模の大きい国であれば容易に吸収でき，と
きには成長を促すこともあるが，途上国に対しては経済の全体的な後退をも
たらし，回復に何年もかかる可能性がある。災害対策基金は，Eco-DRRを含
む予防的DRR活動に資金を提供するための最良の機会となりうる。PDNA

は，生態系の損失・損害を認識し，修復・保全のための投資を推奨するため
の最初のステップである。
復興やDRRのための意思決定は，経済学的評価に基づいて行われること

が多い。このような分析に，生態系を活用したアプローチを盛り込んでいく
ことが重要である。生態系サービスを評価することは，最初は難しいことか
もしれない。しかし，費用便益分析に生態系を加味していくことで，人工的
なアプローチとの比較が可能になってくる。
また，災害リスクの軽減や適応のための構造物対策と非構造物対策には，

多様な時間軸があることを覚えておく必要がある。例えば，構造物対策（グ
レー／グリーンインフラを含む）は通常15～20年を想定して設計されてい
るが，グリーンインフラの効果は一般的に時間の経過とともに高まる。また，
研修などの非構造物対策の効果は，長期的に続く可能性がある。一方，災害
リスクの軽減に関連するものも含め，すべての生態系の便益を金銭価値に換
算することは容易ではなく，また可能でもない。さらに，将来の便益は，全
体の状況が時間とともに変化するため，高い不確実性を伴っている。そのた
め，特にハザード関連の対策を優先する場合には，将来的なハザードの発生
確率も考慮しなければならない。
最後に，DRRと開発を合わせて考えた場合，生態系が必要不可欠な存在で
あることも念頭におく必要がある。また，グレーインフラとグリーンインフ
ラは，適切に設計されていれば併用することが可能であり，人間の安全保障
のための保護と生活基盤の維持のために不可欠なものとなる。
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第 16 章
国の政策，戦略，計画，プロジェクトに生
態系を活用した災害リスク軽減と適応を
主流化するための諸原則

主要な問い
政策，プログラム，プロジェクトにEco-DRR/EbAを組み込むため
の重要なエントリーポイントは何か？
Eco-DRR/EbAの主流化のためにどのような財源があるか？
Eco-DRR/EbAを主流化するための課題は何か？
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16.1  政策，プログラム，プロジェクトに生態系を 
活用した災害リスク軽減と適応を統合する 
ための重要なエントリーポイント

主流化とは，あまり一般的でない概念やアプローチを，より一般的なアプ
ローチに統合することである。ここでは，持続可能でレジリエントな開発を
実現するために，生態系管理をDRRやCCAに統合することを指している（図
16.1）。本章では，これを様々なスケールで実現するための方法を紹介する。
開発におけるEco-DRR/EbAの主流化には，複数のエントリーポイントが

あり，様々な利点がある。それは，開発で得た便益を守り，将来の災害に対
する根本的な脆弱性を軽減し，生態系を活用した活動を支援するための関連
部門の資源や予算を増やすことができる。

最初のエントリーポイントは，グローバルな政策および国家政策である。
CBDを含む23団体で構成されるグローバル連合であるPEDRR等の組織は，
SFDRR，気候変動枠組条約，SDGs，CBDなどの主要な国際合意にEco-DRR/

EbAを盛り込むために，各国政府と協力している。
国際レベルでは，世界防災白書（GAR）が政策立案者への情報提供という
点で重要である。2015年に発表されたGAR15は，災害リスクのガバナンス
強化に焦点を当てており，また過去の様々なテーマのGARは，災害リスクの
根本的な要因に言及している。GAR15では生態系を活用したアプローチが
盛り込まれ，生態系サービスを最大化するためのグレーインフラとグリーン
インフラを融合させた新しいアプローチが強調されている（UNISDR 2015）。
このように，GAR15はEco-DRRとEbAを一定程度主流化した重要な報告
書である。また，GAR17では，リスクアトラスが提供された。そして，最
新のGARは，2019年の防災グローバルプラットフォーム会合で発表された。
GAR19は，単独の災害リスクではなく，重層的な次元，スケールでの影響を
もたらすリスクの多元的性質を検討している。また，リスクを生み出す上で
の環境悪化の重要性を強調し，システム思考を推奨するとともに，早期行動
を呼びかけている（UNDRR 2019）。
次のエントリーポイントは，国家開発戦略・計画，国家貧困削減戦略，土
地利用計画，セクター別開発政策・計画などの国家計画・戦略である。これ
には，国家環境政策や気候変動適応計画なども含まれる。

重要情報 : 世界防災白書
世界防災白書（GAR）は，国
連 防 災 機 関（UNDRR， 旧
UNISDR）が2009年から隔年
で発表している報告書である。
GARの詳細及び過去の報告書
については，以下から取得可能
である。
https://www.preventionweb. net/
sendai-framework/gar

ECO-DRR

DRR

図 16.1
DRR と持続可能な開発における Eco-
DRR の主流化
デザイン：S. Plog
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例えば，モルディブの第7次国家開発計画は，Eco-DRR/EbAを主流化した興
味深い例である。モルディブは，インド洋に浮かぶ島国で，26の環礁が二重
に連なっている。平均地上高は1.5メートルで，地球上で最も海抜が低い国
である。そのため，洪水，高潮，熱帯低気圧，津波，そして海面上昇の影響を
受けやすいという特徴を持つ。実際，2004年に発生したインド洋津波は，モ
ルディブの環礁に大きな被害をもたらした。
第7次国家開発計画（2006-2010）には，Eco-DRR/EbAの観点が盛り込ま

れている。例えば：
● 自然システムの多面的な恩恵，沿岸保護のための「ソフトエンジニアリン
グ」

● 洪水防止のための統合的沿岸管理（ICZM）
● 水資源管理
● 環境ガバナンス（例：EIAプロセス）
● 安全で持続可能な開発のための土地利用計画
モルディブの「安全な島プログラム」は，リスクに配慮した土地利用計画

の一例である。このプログラムは，自然ハザードの後に移住を余儀なくされ
た人々に，安全な避難場所を提供するものである。いくつかの大きな島を指
定して，環境保護ゾーン，生態学的に安全なゾーン，高潮，高波，津波などの
影響を軽減する構造物を提供している。さらに，垂直方向の避難を可能にす
るために，高台や建物が設けられている。図 16.2はその模式図を示している。

もうひとつの例は，2012年にコロンビア政府が制定した災害リスク管理法
（act 1523）である。「災害リスク管理のための国家システム」と題されたこ
の法律は，災害リスク管理を持続可能な環境管理と結びつけている（第1条）。
これには，災害対応メカニズムの改善だけでなく，災害への備え，リスクに
関する知識，予防および災害後双方のための新たな地域的資金の確保といっ
た要素が含まれている。同法は，その一般原則の一つとして環境の持続可能
性に言及し（第3条），生態系サービスとリスクマップを組み合わせた環境土
地計画（environmental territorial planning）を奨励している。

Eco-DRR/EbAの第三のエントリーポイントは，開発プロジェクトである。
それは，初期評価，問題点やステークホルダーの分析，プロジェクトの設計
と実施，モニタリングと評価まで，プロジェクトサイクルのすべての段階を
含む（図 16.3）。
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図 16.2
強化された緩和機能が提案されている
島の断面図

Government of Maldives 2007を修正
デザイン：S. Plog
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Eco-DRR/EbAの主流化を可能にする要素
資源の配分，パイロット事業のスケールアップ，能力開発，統合された構造
とプラットフォームはすべて，Eco-DRR/EbAの主流化を可能にする機会と
なりえる。さらに，個人や複数のステークホルダーの参加のためのインセン
ティブは，人々がこれらのアプローチに取り組むために重要である（図16.4）。

Eco-DRR/EbAの主流化には，経済的利益と環境的便益のバランスをとるだ
けでなく，ステークホルダーの競合する便益のバランスをとる必要もある。
これらの課題は，単独のグループや機関で対処することはできない。すべて
のステークホルダーの効果的な参加を促進するには，分野横断的なアプロー
チが必要である。つまり，開発におけるEco-DRR/EbAの主流化は，各レベ
ルで，さまざまなアクターやセクターを巻き込みながら進めていく必要があ
る（図 16.5）。
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図 16.3
プロジェクト管理サイクル
デザイン：S. Plog

図 16.4
主流化を可能にする要素
© UNEP.デザイン：S. Plog

図 16.5
主流化のためにはバランスが重要
デザイン：S. Plog

主要アクター
● 政府
● コミュニティ
● 国際開発機関（ドナー）
● NGO
● コミュニティベースの組織
● 学界・研究機関
● メディア
● 民間企業
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16.2  生態系を活用した災害リスク軽減と 
適応の主流化に利用可能な財源

Eco-DRR/ EbAのために活用できる国家予算は様々ある。DRR予算，災害基
金，国家環境基金，気候変動基金，リスク移転手段などである。以下にいく
つかの例を示す。
ハリケーン「ハイヤン」の被害を受けたフィリピンでは，「2011年国家緑
化プログラム」が実施された。それは，2011年から2016年までの6年間で，
全国150万ヘクタールを対象に，15億本の木を育てることを目標として実施
された（図 16.6）。その目的は，気候変動を緩和し，貧困を削減し，コミュニ
ティや沿岸の生態系を強い波や土壌浸食から守ることにあった。

DRRに特化していないセクター別の予算（農業，林業，水資源など）も，
Eco-DRR/EbAに使用することができる。例えば，環境的にも経済的にも長
期に持続可能な「災害対策」を考慮して，Eco-DRR/EbAを盛り込むことが
できる。
最後に，Eco-DRR/EbAのための国際的な資金としては，適応基金や緑の
気候基金（GCF）などの多国間気候基金が考えられる。これらの基金は，低
排出で気候にレジリエントな開発に投資することで，気候変動に対応する
ことを目的としている。GCFは，開発途上国における温室効果ガス（GHG）
の排出を抑制または削減し，脆弱な社会が気候変動の避けられない影響に適
応するのを支援するための資金を提供するために設立された。その他の気候
変動関連の資金も，DRRやEco-DRR/EbAの主流化に利用可能であり，実際
に利用されてきている。また，開発援助も，災害前ではなく災害後に投資さ
れるものではあるが，DRRに投資するもう一つの手段といえる（Kellett and 

Caravani 2013）。

図 16.6
フィリピンのタクロバンで，2013
年の台風「ハイヤン」の後，生活再建
を支援するためにコミュニティと
パートナーズ・フォー・レジリエンス
とが行ったマングローブの再植林

© Nicola Ward/Climate Centre

コロンビア
● 災害リスク軽減のための国家基金は，「知識」「軽減」「災害管理」「回復」
「財政的保護」という使用目的ごとに分けられている。
● 各部門や自治体は独自の資金源を持つべきである（第54条）。

http://www.alcaldiabogota.gov.co/sisjur/normas/Norma1.jsp?i=47141

バングラデシュ
● コミュニティが脆弱性の軽減に投資するための地域災害リスク軽減基
金

メキシコ
● メキシコ自然災害基金（FONDEN）は，国家的災害後の復興に十分な
資金を確保するために設立された。

● 国家予算の0.4％を，公共インフラ，低所得者向け住宅，自然環境を重
視した復興にあてている。

● もう一つの基金であるファンドメキシコ災害予防基金（FOPREDEN）
は，規模は小さいが，政府のあらゆるレベルの予防活動に特化して資
金を提供している。
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16.3  生態系を活用した災害リスク軽減と適応の主流
化に向けた課題

国家レベルでDRRに特化した予算が組まれることは，まだ稀である。より
一般的なのは，災害後に流入する大量の資金を，Eco-DRR/EbAを含む予防
事業に充てることである。Eco-DRR/EbAに使用できるさまざまな国家予算
が一応は存在しているものの，これらの資金を実際に活用するには多くの課
題があることに留意する必要がある。例えば，以下のような課題がある。
● 優先順位の競合
● 長期リターンの投資と短期の選挙サイクルの齟齬
● DRRの効果定量化の難しさ
● Eco-DRR/EbA専用の予算の欠如
その他の課題としては，政治的意思の欠如，Eco-DRR/EbAに関する専門
知識やリソースの不足，Eco-DRR/EbAのような分野横断的なアプローチに
対応するにあたっての組織的制度的制約などが挙げられる。さらに，人工的
なアプローチ，つまりグレーインフラが好まれることが多いことも課題であ
る（Gupta and Nair 2013）。
とはいえ，Eco-DRR/EbAの主流化にはいくつかの進展が見られる。例えば，

前述のように，EIAにはDRRの要素が徐々に組み込まれている。クック諸島
では，観光，漁業，農業などのいくつかの分野で，開発のためのインフラ事業
にEIAを義務づけている。ドイツでは，2001年に制定された環境影響評価法
により，幅広いプロジェクトや活動がEIAの対象となっており，EIAにおい
て災害リスクや脆弱性の要因についての評価をどの程度取り上げるべきかを
示されている。また，モルドバでは，農業政策，保護地域法を含む環境政策，
PES，EIA，CCAの各プロジェクトやプログラム等にDRRを組み込んでいる。
最後に，中国のEIAに関する法律（2003年）の枠組みでは，自然ハザードや
技術的・化学的リスクに関する情報を組み込まなければならないとされてい
る。
これらの例が示すように，災害リスク分析はEIAに組み込むことがで

き，その際にはEIAで生成されたデータを活用することもできる。すなわち，
EIAは，プロジェクトの潜在的な影響に関連したリスクマッピングやシナリ
オ構築のためのデータを提供することができるため，EIAによって生成され
た情報は早期警戒の改善に役立つ。したがって，EIAは，開発計画プロセス
の中で，ハザードの状況や脆弱性のパターンを評価するためにも利用するこ
とができる。また，EIA報告書には，環境モニタリング計画も含まれている。
モニタリング項目は，一般に，潜在的な災害の早期シグナルをカバーしてい
る。災害リスクの軽減と予防の段階で適用されるEIAは，例えば，防災方法
の選択（Gupta and Yunus 2004），技術投資，対策場所の選択に係る指針を
提供する。また，災害後の状況では，迅速な環境影響評価（REA）を実施す
ることで，持続可能性への配慮を，救援，復旧，復興の計画段階に織り込むこ
とができる（Gupta 2002 et al, Hauer and Kelly 2018）。REAはEIAに代わ
るものではないが，EIAを適切に実施できるようになるまでの緊急事態状況
下で不足を埋めることはできる。
こうしたEIAやREAと並行して，環境影響評価のプロセス自体にハザー
ドや災害リスクの分析を組み込むことも重視されている。ProVention 

ConsortiumとCaribbean Development Bankは，DRRを主流化するための
ツールを発表し，そこに「環境影響評価」に関するガイダンスを含めている
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（Benson and Twigg 2007）。この重要な文書は，自然ハザードとそれに関連
するリスクに対処するためのプロジェクトの設計において，当然の出発点で
ある環境影響評価に焦点を当てている。同書は，プロジェクトが環境に与え
る影響や，自然ハザードがプロジェクトにもたらす潜在的な脅威を含め，災
害リスクの観点からプロジェクトにかかるインパクトを分析するためのガイ
ダンスを提供している。この文書では，環境影響評価を通じ，開発プロジェ
クトにおいて，提案された環境影響緩和策がどのようなリスク軽減効果を
もたらすかを定量化することを求めている（Carribean Development Bank 

and CARICOM Secretariat 2004）。

16.4 おわりに

生態系管理をDRRやCCAの戦略に統合するには，社会，経済，環境の便
益のバランスをとることだけでなく，コミュニティや国の中のさまざまなス
テークホルダーの多様な便益のバランスをとることも必要である。そのため，
すべてのステークホルダーの効果的な参加と，分野横断アプローチを推進す
る必要がある。つまり，開発におけるEco-DRR/EbAの主流化は，さまざま
なレベルで，さまざまなアクターやセクターを巻き込みながら進めていく必
要がある。
主流化のための重要な課題は，1）分野横断的な統合，2）持続可能な開発
に関する政策や実践へのEco-DRR/EbAの主流化を促進するための条件整理
やインセンティブの導入，3）能力強化と意識の向上，であり，これらはすべ
て必須条件である。

Eco-DRRとEbAは，GARや IPCC報告書のような影響力のある政策的・科
学的報告で主流になりつつある。実際，SFDRR，SDGs，パリ協定，CBD，ラ
ムサール条約などの国際的な枠組みや合意には，政府やその他のステークホ
ルダーがEco-DRR/EbAの実施・主流化方法を検討することを推奨する決定，
目標，ゴールなどが，様々な要素とともに含まれている。問題は，これをい
かに統合的に行うかということであるが，これには，時間，政治的意志，そし
て科学的証拠に基づくガイダンスが不可欠である。
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第 17 章
生態系を活用した災害リスク軽減
と適応のためのレジリエンス概念
の活用に関するアプローチ

主要な問い
レジリエンスについて，まず初めに問うべき5つの質問
とは何か？
レジリエンスに関するプロジェクトを設計する際に考慮
すべき5つのステップとは何か？
レジリエンスに関するプロジェクトを成功させる5つの
要素とは何か？

© UNEP
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17.1 プロジェクト開発

これまでの章では，Eco-DRR/EbAの重要性，その原則とツールについて説
明してきた。Eco-DRR/EbAによってレジリエンスを高めるためには，調整
および順応的管理を可能にする学習の枠組みを用いて，プロジェクト開発を
検討すべきである。プロジェクトを成功させるためには，まず以下の5つの
質問（図 17.1）を考える必要がある。

1. プロジェクトの目的は何か？
レジリエンスを目標とする場合，「立ち直る」レジリエンス，いわゆる「受
動的レジリエンス」と，変革をもたらす「前向きに立ち直る」レジリエンス
とを区別して考えることが重要である（第8章参照）。どのような種類のレ
ジリエンスを高めることが期待されているのか，また，予算次第ではあるが，
他にどのようなプロジェクトの目的がありうるのかを考える必要がある。

2. プロジェクトが対象としているシステムは何か？
ここでは，システムが機能している規模，システムの主要な内部構成要素，
そしてシステムが位置しているより大きな社会的・生態的環境を知る必要が
ある。誰に，また何に，レジリエンスを与えたいのか？

3. どのタイプの攪乱に対するレジリエンスを定義するか？
何に対するレジリエンスを高めたいのかを理解することによって，必要な介
入策も変化する。例えば，ある集団が地震には強く，伝染病には弱いという
場合，そのことに応じた対策が必要になるだろう。

4. どのようにしてプロジェクトを持続可能にするのか？
つまり，プロジェクト終了後に，その活動をどのように継続していくのか。
これはすべてのプロジェクトに共通する課題だが，特にレジリエンスの構築
には，プロジェクト実施者と現地パートナーの双方による長期的な対策とコ
ミットメントが必要とされるため，とりわけ留意する必要がある。

5.  プロジェクトをどのようにモニタリングするのか，また，成功した
レジリエンス構築プロジェクトの構成要素は何か？

プロジェクトは，レジリエンスを達成したり，レジリエンス構築のためのメ
カニズムを導入したりするか？

定義
「受動的レジリエンス」とは，
救援を主なものとする緊急状況
での介入を意味しており，それ
により社会が変化することに対
しては抵抗がある。それに対
し，「変革的レジリエンス」とは，
変化に向けた高い柔軟性を意味
する。これには，リスク要因に
対処するための介入，すなわち，
生態系管理，リスクに配慮した
土地利用計画，構造的な脆弱性
とリスクを軽減するための女性
リーダープログラムなどが含ま
れる。
（Sudmeier-Rieux 2014）。

生態学では，生態系の自然な撹
乱に関連するレジリエンスを以
下のように考える。すなわち，
ストレスや衝撃の結果として，
システムが適応し，攪乱前の均
衡を回復する，あるいは，異な
る状態に変化する能力。また，
「適応能力」ともいう。
（Folke 2006, Holling 1973）。

システムのすべての部分が，あ
らゆる種類のショックや攪乱に
対処し，回避することができる
一般的な回復力。既知または未
知のしきい値を越えて，別のレ
ジームやシステムに移行するこ
と。これらは「対処能力」とも
呼ばれ，本書では適応能力と同
義に用いている。
（O'Connell 2019）

図 17.1
プロジェクト開発のための質問
© K. Sudmeier-Rieux and
S.サンドホルツ
デザイン: S. Plog.
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次のセクションでは，Eco-DRR/EbAプロジェクトのためにレジリエンス概
念を活用するための5つのステップについて詳しく説明する。

1. プロジェクトの目的
どのようなプロジェクトでも，まずは目的と期待される成果を明確に定義す
る必要がある。実務家の中には，目的を定義する前に，システム，コンポー
ネント，その境界，コンポーネント間の動的な相互作用の分析から始めるこ
とを好む人もいるだろう。
ハザードイベントに対するインフラの物理的なレジリエンス，災害に対す

る社会的なレジリエンス，気候の変化に対する生態学的なレジリエンス，こ
れら3種類のより具体的なレジリエンスについて考えてみたい（O'Connell 

et al. 2015）。物理的レジリエンスとは，主に電力網などのインフラが衝撃に
耐えられるようにすることを指す。これはエンジニアリングの視点であるこ
とが多い。社会的レジリエンスは，自然ハザードを念頭においた生活の改善，
脆弱性の軽減，適応能力の向上を指すことが多い。これは多くの場合，開発
を担当する機関の視点である。最後に，生態学的レジリエンスとは，人間と
自然の相互作用を考慮した上で，生態系がどのように機能を維持できるかを
考えるものである。これは多くの場合，生態学者の視点である。Eco-DRR/

EbAプロジェクトは，これらすべてのタイプのレジリエンスを組み合わせよ
うとするもので，イノベーションの最先端に位置している。すなわち，物理
的レジリエンス（場合によっては，防潮堤を建設する必要がある），社会的レ
ジリエンス（当然ながら，生活と適応能力を向上させる方法を検討する必要
がある），生態学的レジリエンス（ほとんどの社会は，その保護，福利，生活
のために天然資源に依存している）を組み合わせるものである。

2. プロジェクトの対象
2.1.スコープを明確にする。主に受動的レジリエンス（ショックを受けて
も立ち直れるように対処能力を高めること，あるいは回復）を対象としてい
るのか，それとも変革的レジリエンス（より長期的かつ包括的アプローチで，
リスク軽減や生活改善の検討にも取り組むこと）に取り組むのか。この両者
（立ち直ることと前進すること）は，両立できると考えるべきである。災害
の影響を受けた人々は，前に進むために，まず「通常の状態」に戻って回復
する時間が必要だろう。そしてその衝撃が，変革的レジリエンスにつながる
プロセスのきっかけになりうる。例えば，災害後の「より良い復興」という
概念がある。人々はまず回復し，災害から学び，どうすれば次の災害から身
を守れるかを理解し，適応し，社会を再構築する必要があるし，また可能で
あるならば，リスク低減のために，より安全な場所，安全な方法で生活を再
建する必要がある。
プロジェクトのスコープは，利用可能な時間，リソース，組織のミッショ

ン（人道的なものか開発関連のものかなど）によって決まることがほとんど
である。図 17.2は，受動的なものから変革的なものまで，レジリエンスの階
梯を示している。ここでは，立ち直りと回復から，生活の改善，リスク軽減
への投資，脆弱性と力関係に対処するための生態系管理へと，徐々に焦点が
移っていく。
変革的レジリエンスの目標は，生活，福祉，持続可能性，リスクの低減の

改善である。これはユートピアのように思えるかもしれないが，災害は，コ
ミュニティや社会が適切な条件のもとで改善された状態に移行するために必
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要な，社会的・政治的な変革を促すきっかけとなることがあるのである。例
えばフィリピンでは，「2011年国家緑化プログラム」をはじめとする大規模
な国際的・国家的プログラムのおかげで，「ハイヤン」後にそうした変革が
起きた。
しかし残念なことに，多くの場合，追加的資源やガバナンスの改善がなけ

れば，災害は開発努力を損ない続け，変革の可能性はほとんどない。ここで
は，受動的レジリエンス，つまり災害前の段階に戻ることが，唯一の現実的
な選択肢となってしまう。
受動的レジリエンスと変革的レジリエンスでは，実際にどのような対策が

必要か？これらの異なるタイプのレジリエンスを達成するために，プロジェ
クトの目標と現場での行動はどのように異なってくるのか？
2.2.システム，コンポーネント，その境界，コンポーネント間の動的な相互
作用を定義する。ステークホルダーを，それらの相互の関係を含め特定する。
関係者の間に対立や争点はあるのか，それとも協力の機会のある分野がある

受動的レジリエンス

変革的レジリエンス
短期的な立ち直りと回復に注力
外部からの援助が多い
脆弱性とリスクには未対応

焦点はやはり回復
知識やリソースへのより良いアクセス
外部からの援助が圧倒的に多い

焦点は生活へ
脆弱性とリスクの根本原因の解決

焦点は生活と予防によるリス
ク軽減
より高いレベルの自己組織
化，生活の向上
リスク低減のための投資に
は，生態系の管理も含まれ
る。

予防による長期的なリスク低
減とレジリエンスの向上に重
点を置く
脆弱性の根本原因，リスクの
低減、力関係への対応

生活
福祉

持続可能性
リスク軽減の向上

人:
対話,
価値観,
ビジョン
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分析
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図 17.2
レジリエンスの階梯：受動的レジリ
エンスから変革的レジリエンスへ
デザイン：K. Sudmeier-Rieux　
作画：L. Monk

図 17.3
レジリエンス，適応経路，変革アプ
ローチ（RAPTA）（バージョン 2）
出典：O'Connell et al. 2019

アクティブラーニング
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のか。シンプルな脆弱性と能力分析（VCA），相互の関連性を示すために行う
参加型ベン図の作成，参加型リスクマッピングなど，使用できるツールは多
くある。あるいは，社会・生態系のリスクと不確実性を評価するレジリエン
ス評価，「レジリエンス，適応経路，変革アプローチ (RAPTA)」（O'Connell et 

al. 2019）など，洗練されたシステム力学のモデリングを検討することもで
きる（図 17.3）。
システムの転換点やしきい値を考えてみる。これらは，システムないし

「システムレジーム」のありうる様々な状態の間の境界を意味する（Renaud 

et al. 2010, O'Connell et al. 2019）。健全で資源が豊富なシステムは，不健全，
損傷している，あるいは脆弱なシステムよりも，そのシステムの境界内に留
まるために自己修復する柔軟性とダイナミックさを備えている。ハザードイ
ベントなどの衝撃に直面した場合，健全なシステムは迅速に回復する可能性
が高いのに対し，脆弱なシステムはしきい値を超えて異なる状態，「低度状態
（lower state）」になる可能性がある。重度に汚染された山道沿いの，森を例
に挙げてみよう。森は健康状態が悪くなり，強い風雨などの衝撃に耐えられ
なくなるかもしれない。その結果，以前と同じようには機能しなくなり，新
たな状態へと移行する可能性がある（例：保水力の低下，土壌の安定化，生
物多様性の低下など）。もちろん，ある状態からしきい値を超えて改善され
た状態に戻ることもあるが，そのためには追加の時間と資源が必要になる
（例：道路沿いの汚染を減らす，木を植え直す，再生を促すなど）。
衝撃を受けた人間システムにも，同様のしきい値や転換点があるかもしれ

ない。ハリケーン「カトリーナ」の後のニューオリンズの状態を考えてみる
と，カトリーナから数週間，数ヶ月，そして数年後には，街の状態が変わった
と言っても過言ではない。都市の再建には時間と資源が必要だったが，何年
経ってもカトリーナ以前の状態には戻っておらず，この新しい状態が改善さ
れた「変革」であるかどうかについては，議論に決着がついていない。

3. 現在のリスク，脅威，不確実性の評価
リスク評価は，正式なリスクマップ作成や，コミュニティベースでリスク分
析によって行うことができる。簡単なSWOT（強み，弱み，機会，脅威）分
析を行い，どのような脅威やリスクを軽減するために，どのような対策が適
切であるかを検討しよう。また，ステークホルダーの主な利害も検討しよう。
地滑りや洪水の心配よりも，生活，教育，雇用，道路へのアクセスなど，日常
的なリスクの緊急性が高いことに気づくかもしれない。ここでも，上記の
RAPTAフレームワークの使用を検討できる。

4. 持続可能性をプロジェクトに組み込む
ここでは，リスクに対処し，レジリエンスを高めるためにどのような対策を
講じるか，また，プロジェクト終了後も，提案された対策を実行するために
ステークホルダーをどのように巻き込むかを決定する必要がある。ステーク
ホルダーの関与は持続可能性の一側面であり，地域の自発性，すなわちプロ
ジェクトの支援がなくてもコミュニティが発展し続けられる能力を考慮する
必要がある。能力強化は，このステップで非常に重要な役割を果たす。これ
には，「やりながら学ぶ」ことや，より正式な研修プロセスが含まれる。

Eco-DRR/EbAを通じた変革的レジリエンスを目指す場合は，災害リスク
軽減と生活ニーズへの対応の両方を可能にする施策への投資を検討しよう。
例えば，ステークホルダーを巻き込んで流域管理協議会を設立し，上流と下

RAPTA 枠組み
レジリエンス，適応経路，変革
アプローチ（RAPTA）は以下の
3つのモジュールから成る。
1：人－対話，価値観，ビジョン
2：システム分析
3：選択肢と行動経路
「モジュールは，2つの継続的な
プロセス（アクティブラーニン
グ：前例のない急速な変化に対
応する能力を構築する学習方法
の確立。順応型ガバナンス：介
入策を設計する際，およびその
実施と評価のために，モジュー
ル間の反復的かつ柔軟で応答性
の高い相互作用を調整するこ
と )により支援される。
　これは，システム評価を踏ま
えた強靭性，適応，変革の経路
を示すことで，特定の持続可能
性目標の達成につながるもので
ある。」
O'Connell et al. 2019：4
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流の利用者が等しく便益を得られるようにすることが考えられる。また，浸
食防止のために植物とともに根の深い果樹を植え，地元の学校に植生のモニ
タリングと管理を任せることなども考えられる。

5. モニタリングと評価
5.1.ステークホルダーと協力して，成功の指標を定義する。レジリエンスの
指標は，レジリエンスを「学習する能力」「自己修復する能力」「回復する能
力」などの動的な側面について評価するか，進捗を評価するか，あるいは結
果に注目して評価するかによって異なる。結果指標は，プロジェクト開始時
のシステムの状態のスナップショットを，プロジェクト中および終了時と比
較するようなものである。言い換えれば，結果の指標は，具体的な結果が達
成されているかどうかを測定する（例えば，新しい道路に軽減策が施されて
いるなど）。一方，プロセス指標は，ダイナミックなプロセスの状態を伝える
ものである（ステークホルダー対話，能力強化研修など）。評価の結果は，評
価の対象とされる時間軸にも左右される場合がある。例えば，地すべりの緩
和に関する能力強化の研修ワークショップが，参加者の態度に変化をもたら
し，新たな対策に向けたプロセスが行われるかもしれない。
5.2.指標の開発。プロジェクトに応じて，システムの主要な構成要素とそれ
らの間の相互作用に基づいて，上記の両方のタイプの指標を開発することを
検討すべきである。指標を開発するプロセスでは，主要なステークホルダー
や専門家，特に女性（グループ）を特定し，どのような指標を提案するかを
相談し，それらを入手可能なデータやデータ収集の可能性と照らし合わせる
ことなどを行う。現場では，科学的な厳密さが求められる一方で，（量的・質
的にかかわらず）適切なデータを収集するための現実の困難やコストに直面
することも多い。質的・量的指標を作成するための参加型ツールとしては，
富のランキング，選好のランキング，マトリックス・ランキング，マトリッ
クス・スコアリング，参加型測定などがよく知られている（Chambers 2007, 

Mayoux and Chambers 2005）。これらの手法は十分に検証されており，生
活，脆弱性，ハザード，自然資源管理などを研究している研究者や実務者の
間でよく使われている。射程とリソースに応じて，システムのダイナミクス，
変化の主な要因とその影響を判断するために，上で紹介したRAPTA枠組み
の使用も検討してほしい。
既定のレジリエンス指標というものは存在しないため，目的が明示されて

いること，指標がその目的に適合していることを確認する必要がある。指標
が，対象となるシステムに関する基礎的な理論や，そのシステムの振る舞い
に則していることを確認しよう。また，データの入手可能性，再現性，作業
者によるバイアスの可能性，必要なスキルのレベルなど，プロジェクト活動
の実施可能性を確認することも重要である。
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以下の指標は，ネパールの山岳民族のレジリエンスを評価するために開発さ
れた進捗指標と結果指標を組み合わせたものである（Sudmeier-Rieux et al. 

2013; 図 17.4）。これらの指標は，すべてがSMART（訳注：具体的（Specific），
測定可能（Measurable），達成可能（Achievable），関連性が高い（Relevant），
期限付き（Time-bound）の頭文字）な指標とは言えず，評価が難しく，時に
重複しているという問題がある。しかし，これらの指標は，上述のプロセス
指標のいくつかと組み合わせることで，レジリエンスについての指標セット
の一例となる。また，この図は，グローバルな指標セットの開発の難しさも
示している。というのは，これらの指標はしばしば地域固有だからである。

主に社会的レジリエンスに関してよく利用される 
プロセス指標例
● 多角性（例：複数の収入源，バックアップ電源システムの確保，冗長性）
● 時間効率とコスト効率（例：危機後の復旧期間の短さ，ないし迅速さ）
● リソースへのアクセス（例：貯金，家族の結束，権限，（自然）資源，教育，
情報）

● 衝撃を吸収するための社会的または自然的システムの緩衝能力（例：
自然的，物理的，または経済的な保護手段，または頑健性）。

● 自己修復，準備，計画（例：早期警報，保護措置，応急処置）
● 事後に学習し，改善する能力（例：危機のたびに準備が改善する）
● 効果的なガバナンス/組織/制御メカニズム（例：市民の保護，曝露を
減らすためのゾーニングの実施）

● コミュニティの参加と計画への地元の知識の盛り込み（例：地元のリ
スクマップや避難計画など）

● 重要なしきい値を特定し，危険回避のために監視する（例：飲料水に
含まれる大腸菌の量を監視し，危険なレベルに達する前に対処する）

● 柔軟性（例：組織内，生活システム，経済システム，水管理システム）
出典：Bahadur et al.（2010）; Moench and Dixit（2007）
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このように，結果や進捗の指標だけでなく，物理的，社会経済的，環境的な指
標を活用することも検討してほしい。また，異なるステークホルダーが，異
なるタイプのレジリエンスを取り上げ，矛盾したビジョンを持っている可能
性があることに留意されたい。したがって，プロジェクトの初期段階から，
レジリエンスをどのように定義し，評価するかを慎重に決定することが重要
である。

社会資源指標
コミュニティ・リーダーシップ
NGO支援
政府支援
女性グループ
地域森林利用者グループ
相互扶助
十分な親族の結束
防災委員会
常時警報システム/モニタリング
避難計画

持続可能な
生計資産と
関連指標

自然
資本

人的
資本

金融
資本

物理的
資本

社会
関係
資本

物理的資源の指標
緊急時の給水
衛生
電話・携帯
電気
緊急時の健康管理
安全な家，学校，避難所
道路へのアクセス
避難の手段
捜索・救助機器

天然資源指標
森林の質
水質
土壌の生産性
地上の汚染・大気汚染
浸食
DRR対策の認知度
以下の用地管理：
森林管理の実践
放牧管理の実践
森林資源へのアクセス権

人的資源の指標
人口密度
教育レベル
職業スキル
情報アクセス
過去の災害の経験
組織的なスキル
世帯の状況（健康/障害者）
民族グループの状況
女性が世帯主の世帯
働く大人と扶養家族の比率

経済資源指標
食料ストック
雇用
収入
貯蓄
作物の多様化
市場へのアクセス
家の所有
土地の所有

Eco-DRR の指標
Eco-DRRに関する指標について以下を参照，
"Environmental Guidance Note for Disaster Risk Reduction" 

Sudmeier-Rieux et al（2013）
https://www.iucn.org/about/union/commissions/cem/cem_ resources/cem_
ems/?uPubsID=4888

図 17.4
ネパールの地滑りの影響を受けたコ
ミュニティを評価するために開発さ
れたレジリエンスの結果指標
出典：K. Sudmeier-Rieux (2013) 
Design:S. Sandholz 
作画：L.Monk
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レジリエンスとは，社会，経済，環境の各システムの
個別のダイナミクスではなく，複雑でダイナミックに
リンクした社会・生態システム（SES，農業生態系は
その一例）に関するものである。
　レジリエンスは，一連のSESが衝撃や攪乱に対応し
てどのように自己修復するかということを意味し，対
応力の限界を決定する。
　レジリエンス，適応，変革は，技術的に言えば，価値
中立的なシステム特性である。つまり，これらは「良い」
ものでも「悪い」ものでもない。「望ましい」あるいは「望
ましくない」システムや目標を定義するのは，システ
ムそれ自体，システムの状態，あるいはより広範な持
続可能性の目標などである。望ましいかどうかは価値
判断であり，システムのステークホルダーの価値観に
よって異なる。重度に劣化したシステムの修復は困難
であり，少なくとも開発プロジェクトや人の一生の間
では不可能である。
　ある面でシステムをレジリエントなものにすると，
その他の面やスケールではレジリエンスが失われるこ
とがあり，レジリエンス構築プロジェクトにはトレー
ドオフがある。
　レジリエンスを理解し管理するためには，特殊なレ
ジリエンスと一般のレジリエンス，適応と変革を考慮
する必要がある。 ここで，特殊なレジリエンスとは，
特定の種類の妨害に対するシステムの特定部分のレジ
リエンスを表す。また，一般のレジリエンスとは，新
奇で予期しないものを含む，あらゆる種類の攪乱を吸
収するシステムの能力であり，適応能力（適応可能性）
と関連している。
　システムを単独のスケールで理解することはできな
い。すべてのシステムは，複数の（入れ子状の）スケー
ルで機能しており，スケール間の相互作用はある特定
のスケールのレジリエンスに影響を与え，それゆえに
相互作用するスケールの全体に影響を与える。 

　 
レジリエンスの損失の多くは，視野の狭い「最適化」
と「効率化」の推進に起因する。すなわち，現在「使
用されていない」余力や，「冗長な」機能的能力が取
り除かれたことによる意図しない結果である。
　レジリエンスとは，変動性を抑えることや変化しな
いことではない。攪乱を回避し，システムを一定に保
とうとすると，レジリエンスはむしろ低下する場合が
ある。また，適応と変革の能力を含むレジリエンスを
維持・構築するためには，レジリエンスの限界を探る
ことも必要である。
　適応と変革は相補的なプロセスである。管理者は，
より大きなスケールのシステムがレジリエンスを維
持できるように，より小さなスケールのシステムを変
更する必要がある場合がある（例えば，より広い集水
域が存続できるように，集水域の一部の活動を変更す
るなど）。望ましくないレジームシフトが回避できず
発生してしまった場合は，意図的な変革が求められる。
これを達成するための能力を変革性という。
　適応経路アプローチは，長い期間の中で，どのよう
な意思決定をいつするのが適切なのかを示すのに役立
ち，社会的学習，共創，実験と反復，シナリオプランニ
ング，生活イノベーションを可能にする柔軟性を備え
ている。それは，目標が必ずしも明確でなく，意思決
定上の対立があり，社会・生態システムが複雑で非常
にダイナミックであり，将来に向けてどのように変化
していくかが予測できないような状況において，適切
な枠組みを提供する。
O'Connell et al. 2019

レジリエンス，適応，変革可能性について知っておくべき 10 のこと 
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17.2  生態系を活用した災害リスク軽減と 
適応を通じたレジリエンス構築プロジェクトの
５つの成功要因

本章の最後に，本書が考えるレジリエンス構築プロジェクトの5つの成功要
因を紹介する（図 17.5）。
1. プロジェクトの目的を明確に定義しており，レジリエンスを受動的，変革
的，またはその中間のいずれかと定義している。変革的なレジリエンスに
は，社会的，生態学的，物理的なレジリエンスの側面が含まれる可能性が
高い。

2. プロジェクトの境界およびステークホルダーが明確に定義されている。自
然および人間のシステム構成要素とその相互関連性が特定されている。レ
ジリエンス評価の実施を検討している。

3. 現在のリスクと脅威が特定され，その重大性や影響度の観点から評価され，
これらのリスクと脅威を軽減するための実行可能な対策について優先順位
付けがされている。

4. 持続可能性，すなわちプロジェクト終了後もプロジェクト活動を継続でき
る地元の能力を確保するために，ステークホルダーの懸念に対処し，オー
ナーシップを引き渡すように設計されている。また，包摂性が考慮されて
おり，ジェンダーに関する特定の関心事がプロジェクトの設計に含まれて
いる。

5. 生態学的，社会的，物理的なレジリエンスの様々な側面を考慮した介入策
が選ばれており，Eco-DRR/EbAの概念が含まれている。

ステークホルダー・オーナーシップステークホルダー・オーナーシップステークホルダー・オーナーシップ

持続可能性
施策の決定とステークホルダーの参加施策の決定とステークホルダーの参加施策の決定とステークホルダーの参加施策の決定とステークホルダーの参加

生態学的，社会的，物理的レジリエンスへの介入生態学的，社会的，物理的レジリエンスへの介入生態学的，社会的，物理的レジリエンスへの介入

*
モニタリングと
 評価

ステークホルダーと一緒に成功指標を決めるステークホルダーと一緒に成功指標を決めるステークホルダーと一緒に成功指標を決めるステークホルダーと一緒に成功指標を決める

*対象となる単位
/ システム

明確に定義された境界線とステークホルダー明確に定義された境界線とステークホルダー明確に定義された境界線とステークホルダー
システム，境界，ステークホルダーの定義システム，境界，ステークホルダーの定義システム，境界，ステークホルダーの定義

リスクを特定し，優先順位をつけるリスクを特定し，優先順位をつけるリスクを特定し，優先順位をつける
リスク，脅威，不確実性の評価リスク，脅威，不確実性の評価リスク，脅威，不確実性の評価

何のレジリエンスか？*

*

変革的レジリエンスアプローチ変革的レジリエンスアプローチ変革的レジリエンスアプローチ変革的レジリエンスアプローチ
目的と期待値の定義目的と期待値の定義目的と期待値の定義

*プロジェクト
目標

成功する
プロジェクト*分析

プロジェクト計画
実施

1

2

3

4

5

図 17.5
レジリエンス構築プロジェクト成功
の要因
コンセプト: K. Sudmeier-Rieux
デザイン: S. Plog
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17.3 おわりに

本章では，プロジェクトレベルでレジリエンス概念を活用する方法について，
簡単で実用的な指針を示すことを試みた。実際には，社会的，経済的，政治的，
生態学的な現実の間の，複雑でダイナミックな状況や相互作用に起因する困
難に直面することが多い。ある場所でレジリエンスの向上を担当しているプ
ロジェクト管理者は，システムのレジリエンスに関係する変数が，プロジェ
クトの介入，社会生態系の構成要素間の相互作用，災害の発生などの結果と
して常に変化していることに気づくだろう。プロジェクトの介入の結果と関
連変数の変化の主な要因をモニタリングし，人々が自分たちのシステムに関
連変数の変化がどのように作用するかを学べるようにすることは，レジリエ
ンス構築プロジェクトのより重要な側面の一つである。
レジリエンスを高めたり，管理したり，測定したりする簡単な方法はない。

なぜなら，この概念を解釈する方法は，プロジェクトの範囲，あなたのバッ
クグラウンド，そして上司があなたに達成してほしいと望むことにもよって
も様々に変化するからである。しかし，本章では，定量的および定性的な用
語でレジリエンスを定義し，運用するためのいくつかの手順とツールを提供
することを試みた。本章の追加リソースでは，レジリエンスと変革可能性に
ついて，より詳細な学術的分析を希望する人のための文献を挙げている。レ
ジリエンスは規範的な用語と考えるべきではないことを忘れてはならない
（O'Connell et al. 2015）。「受動的なレジリエンス」（または災害前の状態へ
の回復）は，災害直後，少なくとも短期的には，時間軸と利用可能な資源次
第で，適切な目的であると言いうるかもしれない。だが，とくにそれが変革
的レジリエンスへの踏み台として機能する場合は，より最適なものと言える
だろう。つまり，変革的レジリエンスは，長期的なリスク軽減や生活条件の
改善とより相性が良いのである。 
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DRRやCCAにおける生態系（管理）の重要性は，国際的にも注目を集めてお
り，リオ三条約（UNFCCC，CBD，UNCCD）やSFDRRなどの国際合意や，気
候変動対策に関する計画（国家適応計画や国が決定する貢献など），その他の
開発計画やDRR計画など，多くの国の政策で言及や義務付けをされている。
しかし，生態系を活用したアプローチが主流になったと言えるには，まだ程
遠い状況にある。今なお，グレーインフラや早期警報システムなどの非構造
物によるアプローチが主流である。さらに，DRRやCCAの重要性が認識さ
れているにもかかわらず，災害予防ではなく，災害後の救援，復旧，復興とい
うパラダイムが依然として主流となっている。気候変動による災害リスクの
増加などのグローバルな規模の課題に対応するために，受動的で対処的なア
プローチから，プロアクティブで変革的なアプローチに移行することが可能
であり，また必要である。

生態系を活用したアプローチは，DRRやCCAを解決する特効薬ではないこ
とは明らかで，解決すべき課題は他にも数多くある。ただ，ジェンダーに配
慮したEco-DRR/EbAは，変革的なレジリエンスを実現するための重要なス
テップであることは確かである。ジェンダーに配慮したEco-DRR/EbAのア
プローチに対する認識が高まっているにもかかわらず，それらを主流化する
にはまだ多くの課題がある。

Eco-DRR/EbA のメリット
Eco-DRR/EbAを人工的な対策と区別する主な要素の一つは，生態系が
提供する複数のコベネフィットである。そのコベネフィットには，生活
支援，貧困削減，文化・アイデンティティの保護，水・土壌資源の保護，
地域気候の安定化，生物多様性の保全，炭素貯留・隔離などが含まれる。
Eco-DRRとEbAは後悔しない戦略であり，このことは2014年の IPCC 

AR5でも明確に述べられ，SFDRRにも反映されている。
　災害や気候変動のリスクの軽減にあたって，生態系を活用したグリー
ンな解決策が，グレーインフラのみの場合と比較して，純便益が大きい
ことを実証する事例が，この15年から20年の間に増えている。ただし，
特に人口密度の高い地域においては，持続可能性を損なう生態系の破壊
を引き起こさない限り，グリーンとグレーのハイブリッドな解決策が最
も適切であることもある。
　最後に，生態系管理は，リスク方程式の3つの要素すべてに対応でき
る数少ないアプローチの1つである。これは，環境悪化と人々の曝露の
増加が災害リスクの最も重要な要因の2つであることを考えると，理に
かなっている。
● 生態系は，ハザードを防止したり軽減したりすることができる。
● 生態系は，自然の緩衝材として機能することで，曝露を減らすことが
できる。

● 生態系は，災害前，災害時，災害後の生活を支えることで，脆弱性を軽
減することができる。
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今後の課題

プロジェクト単位で成功したプロジェクトの 
主流化とスケールアップ
プロジェクト単位で成功したEco-DRR/EbAプロジェクトは数多く存在して
いる。だが，プロジェクトの規模から，より国家的なプログラムへと主流化・
拡大していくことは，各国の状況次第で困難である。とはいえ，それは可能
なのであって，たとえばスイスはその良い例である。スイスでは，アルプス
山脈の災害リスク軽減プログラムにおいて，森林が重要なインフラを落石，
雪崩，浅い地滑りなどの頻繁に発生する災害から守るための主要な要素と
なっている。さらに，いくつかの州では，洪水のリスクを軽減するために大
規模な河川の再整備が行われており，同時に生物多様性の保護やレクリエー
ションエリアの提供も行われている。しかし，この例は，土地の管理が完全
に政府の管理下にあり，実施の手段を持っている国のものであることに留意
すべきである。そうではない状況では，よりコミュニティ主導のアプローチ
が必要かもしれない。そのような場合は，環境管理のメリットをアピールし，
計画の中に生活やコミュニティへの配慮を盛り込むことが重要である。実際，
コミュニティが土地管理に直接関与していない場合でも，土地を特定の方法
で使用すると不満が生じる可能性があるため，コミュニティとの協議や関与
は不可欠である。例えば，波の力を弱めるためにある土地が洪水の「犠牲」
になるように管理された再調整は，土地の所有者や利用者のニーズや理解促
進を踏まえずに行われたならば，そうした人々を怒らせてしまうかもしれな
い。

DRR/CCAにおけるジェンダーと包摂性に関しては進歩が見られるが，
DRR/CCAへのジェンダーに配慮したエンゲージメントを確保することは，
依然として喫緊の課題である。災害やEco-DRR/EbAの女性やその他のマイ
ノリティへの影響や，そうした人々の役割を理解するには，さらなる研究と，
平等性と公平性を確保するための努力が必要である。
もう一つの課題は，グローバルな政策を国や地域レベルの政策や法的枠

組みに転換して，Eco-DRR/EbAの主流化と規模拡大を促進することである
（Estrella et al. 2016）。

知識
まだ知られていないことも多くある。Eco-DRR/EbAが多くの状況で機能し
ていることを示す強固な経験的証拠は確かにある。だが，Eco-DRR/EbAの
課題のひとつは，DRRにおける生態系の役割について十分かつ拡張可能な
データがあるとは言えないことである。生態系の保護機能は地域固有のもの
であるため，例えば，様々な種類の生態系やハザードに係る標準的な生態工
学的手法のガイドラインを確立することは困難である。そのため，同じ対策
を他の場所で再現・拡張して同じ結果を得るということは難しく，このこと
がEco-DRR/EbAを計画・実施する際の不確実性を高めている。また，生態
系評価の実施も難しいため，生態系の費用や便益に関するデータの入手も同
じく困難である（第15章）。
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その他の知識ギャップのある分野としては，生態系と関連する社会・生態シ
ステムが崩壊に至るティッピングポイント，干ばつなどの緩慢に進行する災
害を軽減するための生態系の効果，災害が生態系の健康とレジリエンスに与
える影響，生態系による効果的な保護のサービスが提供されるまでに要する
時間などがある。さらに，気候変動の生物多様性への影響については多くの
研究が行われているが，気候変動自体が不確実であるため，自然インフラを
運用において，この点の理解を織り込むことは容易ではない。このことは，
実験室やシミュレーションで知識を得やすいグレーインフラに頼る方が簡
単だと考えられてきた理由のひとつでもある。ただし，グリーンインフラや，
グリーンとグレーのアプローチを組み合わせたハイブリッドな解決策は，コ
スト面でも防護力の面でも効果的であり，生活や水の確保といったコミュニ
ティの根本的な問題を解決する多くの便益をもたらすことも，多くの研究で
示されてもいる。このように，これらの点に関する継続的な研究は不可欠で
ある。しかし，研究の必要性もさることながら，不確実な状況下では，Eco-

DRR/EbAの実施に順応的管理や学習アプローチを適用することが前進する
唯一の方法であるともいえよう。それゆえ，モニタリングと評価を，副次的
でドナーの要求を満たすためだけのものであるなどとして軽視しないことが
重要である。

Eco-DRR/EbAとグリーン/ブルーインフラの 
モニタリングのための指標開発
災害リスクを生み出す社会・生態学的要因は，レジリエンスの概念と同様
に複雑に絡み合っている。この複雑さは，Eco-DRR/EbAとその成果につい
て指標を開発して測定し，モニタリングすることを困難にしている。幸い，
SFDRRをはじめ，レジリエンスと生態系を活用したアプローチの両方につ
いて，指標の開発とモニタリングの改善に向けた取り組みが多くある。その
ための最初のステップは，生態系，生態系サービス，それら状態とリスクに
関するベースライン情報を特定し，提供することである。すべての側面をカ
バーするためには，プロセスと結果にわたる一連の指標セットを作成するこ
とが必要かもしれない。持続可能なモニタリングと評価の仕組みを構築す
ることは困難だが，既存の（準）国家レベルの報告メカニズムを活用したり，
何らかの形でコミュニティベースのアプローチを用いたりして創造的に行え
ば，可能となるだろう。

Eco-DRR/EbAの一般的なガイドラインを提供する本書が，これらの課題
を克服するための背景知識や刺激を提供することで，私たちが一歩前進する
きっかけとなることを願う。

機会

前章では，Eco-DRR/EbAの多くの可能性について説明したが，災害リス
クを軽減に係る生態系の限界についても現実的に考える必要がある。また，
Eco-DRR/EbAは単独の戦略ではなく，ハイブリッドソリューション，早期
警報，その他の災害予防・準備対策など，他のリスク軽減戦略と組み合わせ
る必要があることが多い。
第3章で見たように，SFDRR，パリ協定，SDGsに生態系の活用が盛り込ま
れ，CBDやラムサール条約でも生態系とDRRを結びつける必要性が認識
されたことで，Eco-DRR/EbAに新たな機会が生まれている。地域レベルで
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は，Eco-DRR/EbAのフィールドプロジェクトの数も増加している（Doswald 

and Estrella 2015）。
第16章で指摘したように，Eco-DRR/EbAによって災害リスクに真に効果

的に対処するためには，それらを国や地域レベルでの開発計画や財政に十分
に統合する必要がある。SFDRR で求められているように，Eco-DRR/EbA の
主流化は，環境影響評価（EIA）や戦略的環境影響評価（SEA）などの環境戦
略や計画だけでなく，国の環境政策や法律の枠組みにおいて，より直接的に
取り入れる必要がある（Estrella et al. 2016）。Eco-DRR/EbAのエントリー
ポイントとして特に有望なプログラムには，保護地域管理や IWRMなどがあ
り，第13章ではEco-DRR/EbAの成功例をいくつか紹介した。
また，DRRを目的とした生態系の管理・修復への投資を促す新たな金融手
法も登場している。これには，生態系サービスへの支払い（PES）（第15章）
や，Eco-DRR/EbAプロジェクトへの地方政府コミュニティ間の共同出資や
官民共同出資などがある。本書では詳述していないが，排水処理，大気浄化，
洪水防止，土地回復のための自然インフラの整備を促進する民間セクターの
取り組みも有望である（WBCSD 2016）。また，保険セクターも，保険損害を
軽減する方法を模索するとともに，Eco-DRR/EbA対策を実施することによ
る新たなビジネスチャンスを模索するなどに，ますます積極的になっている
（UNEP 2014）。
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今後に向けて

主たる課題は，開発計画においてEco-DRR/ EbAを主流化し，大規模化する
ことである。これは，Eco-DRR/EbAが複数の分野にまたがる性質を持って
いることに鑑みても，困難なことである。一方で，既存の法的・制度的枠組
みの多くは，重複したり，不明瞭な制度的マンデートを持っていたり，強制
力のない法的枠組みであったりすることなどに鑑みれば，このような統合的
アプローチを必ずしも支援・促進するものとは言えない。しかし，分野横断
的な関与のための「傘」となる枠組みとして機能する開発計画やイニシアチ
ブを通じた取り組みによって，このような課題を克服することができるかも
しれない（Estrella et al. 2016）。
そして，疎外される人々を減らし，平等性と公平性を向上させることでコ

ミュニティ全体のレジリエンスを高めることができるため，Eco-DRR/ EbA

に女性やその他のマイノリティを包摂すべきである。さらに言えば，多くの
社会的・文化的理由により，女性は天然資源の重要な管理者であることが多
いため（図 18.1），より緑豊かでレジリエンスのある世界の構築に向けた重要
な味方にもなりえる。

Eco-DRR/EbAの基礎を概観する本書が，具体的な取り組みの例や課題を示
すとともに，Eco-DRR/EbAの生態学的，政治的，経済的な可能性を追求する
研究に取り組む学生や研究者のために，新たな研究分野や多くの機会を提供
することを願ってやまない。

図 18.1
ネパールにおける Eco-DRR/EbA の変
化の鍵を握る女性たち
クレジット: K. Sudmeier-Rieux
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